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序     文 

日本下水道事業団（JS）では、2022（令和 4）年 3 月に『JS 技術開発・活用基本計画 2022』
（計画期間：2022～2026 年度）を策定しました。本計画に定める 2 つの基本方針に基づき設定

した 5 つの開発課題に対し、JS が固有財源を用いて行う「基礎・固有調査研究」、民間企業など

と共同で行う「共同研究」、国などからの委託を受けて行う「受託調査研究」という 3 つの実施

スキームを通じて、新たな技術の開発に取り組んできました。  

上記の『JS 技術開発・活用基本計画 2022』は、2022 年 3 月に策定された「第 6 次中期経営

計画」（計画期間：2022～2026 年度）を踏まえています。少子高齢化・人口減少の進行、脱炭素

社会の実現に向けた国家目標の達成、財政状況の逼迫や執行体制の脆弱化など、下水道事業を取

り巻く環境が変化する中、新技術の開発および活用を通じて、下水道事業の変革・発展を牽引し

ていくことを目的としています。従来の基本計画で位置付けていた技術開発に係る取組みに加

え、新技術導入や基準化といった開発技術の活用に係る取組みも含め、JS における技術開発・

活用に関する基本的な方針と具体的な実施内容を定めています。また、2024（令和 6）年 10 月

には、技術開発実験センターに隣接する真岡市水処理センター他の維持管理業務の受託を契機

に、技術開発実験センターの活用と研究開発活動の拠点化を推進するため、本計画を改定しまし

た。 

 『JS 技術開発・活用基本計画 2022』の 3 年目である 2024 年度は、開発課題ごとに調査研究

を次のとおり実施しました。 

「Ⅰ-1 2030 年目標に向けた脱炭素化技術の開発」 
    基礎・固有調査研究 3 件、共同研究 3 件、受託調査研究 1 件 

「Ⅰ-2 カーボンニュートラル型下水処理システムの開発」 
    基礎・固有調査研究 1 件、受託調査研究 1 件 

「Ⅱ-1 下水処理の更なる低コスト化技術の開発」 
    基礎・固有調査研究 3 件、共同研究 6 件 

「Ⅱ-2 下水道資源利活用技術の開発」 
    基礎・固有調査研究 1 件、共同研究 1 件、受託調査研究 1 件 

「Ⅱ-3 下水処理場における ICT・AI 活用技術の開発」 
    基礎・固有調査研究 2 件、共同研究 2 件、受託調査研究 1 件 

 この「技術開発年次報告書」は、JS における技術開発の 1 年間の活動の集大成として作成し

ました。ご一読いただき、皆様の業務の一助となれば幸いです。また、課題を解決する新しい技

術を紹介する JS のホームページ「ニーズに応える新技術」（https://www.jswa.go.jp/new-techn
ology/）、毎月お届けしていますメールマガジン「JS 技術開発情報メール」も、ぜひ併せてご覧

ください。所期の成果が得られるよう、職員一丸となって調査研究に取り組みますので、JS 技

術開発への皆様のご理解・ご協力を引き続きお願い申し上げます。  
 

2025 年 11 月 
                             技術開発室長 三宅晴男 
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１． 試験研究調査 

１．１ 令和６年度試験研究調査一覧 

研究費目 試験研究テーマ 研究担当者 頁 

試験研究費 

Ⅰ-１ 2030年目標に向けた脱炭素化技術の開発 
高田祥暉 
村岡正季 
他 5 名 

7 

Ⅰ-２ カーボンニュートラル型下水処理システムの開発 
山本明広 
熊越瑛 
他 4 名 

73 

Ⅱ-１ 下水処理の更なる低コスト化技術の開発 
高田祥暉 
小柴卓也 
他 4 名 

93 

Ⅱ-２ 下水道資源利活用技術の開発 
熊越瑛 

島田正夫 

他 3 名 
129 

Ⅱ-３ 下水処理場におけるICT・AI活用技術の開発 
山本明広 
村岡正季 
他 4 名 

163 

受託調査研究費 
（国受託） 

省エネ型深槽曝気技術実証研究（B-DASH） 
糸川浩紀 
山本明広 
小柴卓也 

Ⅰ-１
に掲載 

ICTの活用による下水道施設広域監視制御システム実証研究

（B-DASH） 
井上剛 

村岡正季 
他 2 名 

Ⅱ-３
に掲載 

縦型密閉発酵槽による下水汚泥の肥料化、エネルギー化技術

実証研究（B-DASH） 
三宅晴男 
村岡正季 
他 2 名 

Ⅱ-２
に掲載 

下水汚泥消化ガスのEx-situ型バイオメタネーション反応技術

に関する研究（B-DASH FS調査） 
三宅晴男 
村岡正季 
他 3 名 

Ⅰ-２
に掲載 

 

－  1 －
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Ⅰ-１  2030 年目標に向けた脱炭素化技術の開発  

 
高田祥暉、村岡正季、山本明広、熊越瑛、島田正夫、糸川浩紀、三宅晴男 

 

１．  開発課題の概要  

 本開発課題では、｢地球温暖化対策計画｣（2021 年 10 月 22 日閣議決定）における 2030 年度

の温室効果ガス（GHG）排出量削減の中期目標達成に向けて、速やかに導入できる脱炭素化技

術*の開発や既存技術の改善･改良等を実施する。  
 

１．１   背景および目的  

 我が国は 2050 年カーボンニュートラル実現に向けて、2030 年度の GHG 排出量を 2013 年

度比で 46%削減（以下、「2030 年目標」と表記）、更に 50%削減の高みに向けて挑戦を続ける

ことを表明した。これを受けて下水道分野においても、省エネ･創エネ対策の推進、下水汚泥焼

却の高度化等により、2013 年度比で 208 万 t-CO2 を削減することとした 1)。また、2022 年 3
月にとりまとめられた「下水道政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会報

告書」2)では、2030 年目標の達成に向けて、「脱炭素化に資する新技術を総動員して計画的に取

り組んでいくこと」を求めている。この中では、JS をはじめとする公的機関が強化すべき脱炭

素化に向けた取り組みとして、「2030 年までに実装可能な技術開発」や、「下水道管理者の取組

に対する案件形成から施設整備までの支援」等が盛り込まれている。  
 そこで本開発課題では、2030 年目標の達成に向けた脱炭素化技術の導入加速を目的に、速や

かに実装可能な新技術の開発、既存の脱炭素化技術の改良・改善、導入された新技術の事後評

価調査、案件形成支援に活用する技術の調査を実施する。  
 

１．２   開発項目 

 本開発課題では、以下の 4 つの開発項目について技術開発を行う。  
 

（１）  水処理省エネ化技術  

 下水処理場における GHG 排出量の中でも水処理に係る消費電力の寄与が大きいことから、

水処理の更なる省エネ化が必要であるが、小規模処理場を中心に現状の技術ラインナップは十

分とは言えない。そこで、水処理の更なる省エネ化を可能とする｢水処理省エネ化技術｣につい

て、｢JS 技術開発･活用基本計画 2022｣（以下、｢本計画｣と略記）の期間内（2022～2026 年度）

の実用化を目標に、新たな技術に関する調査研究および開発を行う。特に、小規模処理場に適

用できる水処理省エネ化技術等の実用化に向けて、開発動向調査や実態調査を行うと共に、公

募型共同研究を新たに実施する。  
  

 
* 「JS 技術開発・活用基本計画 2022」では、｢脱炭素化技術｣を「省エネルギー化や創エネルギー、その他の

GHG 排出量削減策、再生可能エネルギー利用など、下水処理の脱炭素化に資する技術」と定義している。  

 

－  7 －
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① 開発動向調査・実態調査 

 2022 年度からの 2 か年で国内外の文献調査やオキシデーションディッチ（OD）法の実態調

査を実施し、水処理省エネ化技術の開発の方向性を見定めると共に、2024 年度に水処理省エネ

化技術の公募型共同研究を開始する際の基礎資料とする。  

② 小規模省エネ化技術の開発・実証  

 2021 年度に開始した共同研究「回転繊維ユニット RBC を用いた下水処理技術の開発」によ

り、OD 法の省エネ化･処理能力増強を可能とする新技術の実証･確立を進める。また、2024 年

度には水処理省エネ化技術を対象とした新たな共同研究の公募を開始する。  

③ アナモックス併用高度処理の基礎実験  

 アナモックス反応を下水の高度処理に活用する可能性を検証するために、過年度から引き続

きラボスケールの基礎実験を行うと共に、JS 技術開発実験センターにおいて実下水を用いたベ

ンチプラント実験を行う。 

④ 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH） 

 2022 年度に採択された B-DASH プロジェクト「省エネ型深槽曝気技術に関する実証事業」

を実施する。  

⑤ 水処理省エネ化技術の体系化等  

 ①～④の成果を統合し、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
 

（２）  バイオガス活用技術  

 GHG 排出量削減に向け、嫌気性消化により得られるバイオガスの活用が重要な役割を担う

と考えられるが、現状では下水汚泥のバイオガスとしての利用割合は 16%程度 3)にとどまって

いる。そこで、効率的なバイオガスの創出や未利用バイオガスの活用、小規模施設向けのバイ

オガス活用を可能とする「バイオガス活用技術」について、本計画期間内の実用化と実施設へ

の導入を目標に、新たな技術の調査研究を行う。更に、新たな公募型共同研究による開発・実

用化を進めると共に、開発動向調査・実態調査や基礎実験の実施によりバイオガス活用に関す

る基礎的知見の蓄積を図る。  

① 開発動向調査・実態調査 

 2023～2025 年度において継続的に、下水道におけるバイオガス活用技術に関する文献調査

や実態調査を実施する。併せて、効率的なバイオガス創出に関する実態調査や下水道分野以外

のバイオガス活用状況の調査等を実施する。 

② バイオガス創出に係る基礎実験  

 JS 技術開発実験センターにおいて、高温消化の基礎実験を実施するとともに、嫌気性消化施

設の導入検討に資する基礎実験等を実施する。  
  

－  8 －
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③ バイオガス創出・活用技術の開発・実証  

 2022～2023 年度にかけて公募した共同研究「脱炭素社会実現に向けたバイオガス活用技術

および嫌気性消化技術の開発」により、消化効率の向上、バイオガスのポテンシャル活用、低

コスト化に資する新技術の開発を行う。 

④ バイオガス創出・活用技術の体系化  

 ①～③を踏まえて、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
 

（３）  事後評価調査・技術評価（脱炭素化技術）  

 GHG 排出量を削減するためには脱炭素化技術の実施設への導入促進が必要である。そこで、

実施設への導入実績を有する脱炭素化技術を対象に、性能や機能等に関する事後評価調査を実

施する。調査の結果に基づき基準化（JS 内部基準への反映）することで更なる普及促進を図る。  

① JS 新技術の事後評価調査・技術評価（脱炭素化技術）  

 以下の 4 技術を対象に、導入実績を有する新技術の事後評価調査を行う。また、鋼板製消化

タンクに係る事後評価調査の一環として、嫌気性消化技術全般に係る運転管理について実態調

査を実施する。  
・OD 法における二点 DO 制御システム  
・次世代型焼却炉システム* 
・鋼板製消化タンク† 
・アンモニア計を利用した曝気風量制御技術  
 

（４）  脱炭素化推進方策  

 地方公共団体による脱炭素化事業に対して JS が案件形成の技術的な支援（案件形成支援）

を効果的に行うためには、対象となる下水処理場に導入可能な技術の抽出と、その効果に対す

る定量的な評価等を的確に実施するための基本的な知見が必要である。そこで、JS が脱炭素化

事業の案件形成支援を行うための知見の蓄積を目的に、脱炭素化に資する技術の実態調査や体

系的整理を行うと共に、案件形成支援を効率的に実施していくための各技術の導入効果の推定

手法を構築する。また、これらの知見を活用し、地方公共団体に対する案件形成支援を実施す

る。 
  

 
* JS の選定新技術 8 技術を示す。  

過給機を用いた流動床炉向け省電力送風装置（流動タービン）、多層燃焼流動炉、  
過給式流動燃焼システム、高効率二段燃焼汚泥焼却炉、気泡式高効率二段焼却炉、  
階段炉による電力創造システム、多段最適燃焼制御付気泡流動炉、二段燃焼式旋回流動炉  

† JS の選定新技術 5 技術を示す。  
下部コーン型鋼板製消化タンク、高濃度対応型ろ過濃縮・中温消化システム、  
4 分割ピット式鋼板製消化タンク、噴射ノズル式鋼板製消化タンク、パッケージ型鋼板製消化タンク  
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きラボスケールの基礎実験を行うと共に、JS 技術開発実験センターにおいて実下水を用いたベ

ンチプラント実験を行う。 

④ 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH） 

 2022 年度に採択された B-DASH プロジェクト「省エネ型深槽曝気技術に関する実証事業」

を実施する。  

⑤ 水処理省エネ化技術の体系化等  

 ①～④の成果を統合し、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
 

（２）  バイオガス活用技術  

 GHG 排出量削減に向け、嫌気性消化により得られるバイオガスの活用が重要な役割を担う

と考えられるが、現状では下水汚泥のバイオガスとしての利用割合は 16%程度 3)にとどまって

いる。そこで、効率的なバイオガスの創出や未利用バイオガスの活用、小規模施設向けのバイ

オガス活用を可能とする「バイオガス活用技術」について、本計画期間内の実用化と実施設へ

の導入を目標に、新たな技術の調査研究を行う。更に、新たな公募型共同研究による開発・実

用化を進めると共に、開発動向調査・実態調査や基礎実験の実施によりバイオガス活用に関す

る基礎的知見の蓄積を図る。  

① 開発動向調査・実態調査 

 2023～2025 年度において継続的に、下水道におけるバイオガス活用技術に関する文献調査

や実態調査を実施する。併せて、効率的なバイオガス創出に関する実態調査や下水道分野以外

のバイオガス活用状況の調査等を実施する。 

② バイオガス創出に係る基礎実験  

 JS 技術開発実験センターにおいて、高温消化の基礎実験を実施するとともに、嫌気性消化施

設の導入検討に資する基礎実験等を実施する。  
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① 脱炭素化性能指標の実態等に関する調査  

 下水処理場で使用されている機器・装置の現状の技術水準を把握するため、エネルギー削減

量や GHG 排出削減量等の脱炭素化性能に関する実態調査を実施する。  

② 脱炭素化技術の体系化  

 下水道分野の脱炭素化を推進するため、脱炭素化に資する技術を洗い出し、体系的に整理す

ると共に、各技術の導入効果を推定して簡易に評価する手法を確立する。  

③ 脱炭素案件形成支援業務 

 ①・②を活用した JS の業務メニューの拡充を目標に、下水道分野のカーボンニュートラル

実現を目指す地方公共団体を対象に、国土交通省の委託業務を通じて案件形成支援を実施する。 
 

１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、１ .２節に記載の開発項目のうち、以下の 2 項目を実施した。  

（１）  水処理省エネ化技術  

② 小規模省エネ化技術の開発・実証（2.1 節） 
③ アナモックス併用高度処理の基礎実験（2.2 節） 
④ 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH）（2.3 節） 

 

（２）  バイオガス活用技術  

① 開発動向調査・実態調査（3.1 節） 
② バイオガス創出に係る基礎実験（3.2 節） 
③ バイオガス創出・活用技術の開発・実証（3.3 節） 
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２．水処理省エネ化技術  

２．１   小規模省エネ化技術の開発・実証  

（１）  検討の概要 

 １ .２節で述べた通り、現状では、オキシデーションディッチ（OD）法に代表される小規模

下水処理場を対象とした水処理省エネ化技術が少なく、ラインナップの充実を図る必要がある。

本検討では、2030 年目標の達成に向けて、特に小規模下水処理場向けの水処理省エネ化技術を

中心に、民間企業との共同研究等により早期の実用化に向けた開発・実証を行う。  
 過年度は、東芝インフラシステムズ㈱（現・㈱東芝）との共同研究（2021 年 8 月～2024 年

3 月）において、OD 法の省エネ化や処理能力増強を可能とする｢回転繊維ユニット RBC を用

いた下水処理技術｣について、実規模での実証実験を実施し共同研究を完了した。なお、本共同

研究において OD 法の前処理設備として十分な省エネ化および処理能力増強の効果が認められ

たことから、同技術は「回転繊維体を用いた OD 法向け前処理技術」として 2025 年 3 月に JS
の新技術Ⅰ類に選定された。  
 本年度は、「新たな水処理省エネ化技術の開発」として、(a)OD 法の省エネ化を可能とする技

術、(b)その他の活性汚泥法（標準活性汚泥法、高度処理法）の省エネ化を可能とする技術、の

いずれかに該当する技術を開発する共同研究の公募を開始した。  
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２．２   アナモックス併用高度処理の基礎実験

（１） 検討の概要

本検討では、アナモックス反応を利用して省エネ化等を図る新たな窒素除去プロセスについ

て、実現可能性を検証するための基礎実験を行う。アナモックス反応を利用した排水処理プロ

セス（アナモックスプロセス）は、下水処理分野では、窒素濃度および水温が高い嫌気性消化

汚泥の脱水分離液を対象とした返流水処理技術として実用化され 4)、国内でも実施設が稼働し

ている。一方、これよりも窒素濃度および水温が大幅に低い下水の高度処理への同反応の活用

についても活発に研究･開発が行われており 5)-7)、本検討もこのような試みの一環として位置付

けられる。

具体的には、循環式硝化脱窒法（MLE*）の反応タンクに対して、微好気槽による一槽式アナ

モックス処理を組み込むことで付加的な窒素除去機能を付与する処理フロー（図２－１；以下

「MLE＋アナモックス法」と略記）を想定し、2019 年度以降、ラボ実験等の基礎的な検討を継

続的に実施している 8)-11)。本処理フローにより、従来の窒素除去法と比較して、曝気風量およ

び硝化液循環量の低減による省エネ化・低コスト化に加えて、窒素除去性能の向上、余剰汚泥

発生量の削減といった効果が期待できる。

過年度は、ラボ実験において、(a)微好気槽で使用するアナモックス担体（アナモックス細菌

を保持する浮遊担体）の比表面積が大きい方が同槽における窒素の除去速度や除去率の向上に

有利である、 (b)MLE＋アナモックス法の連続処理において活性汚泥が共存することが微好気

槽での窒素除去に顕著な悪影響を与えない、等を示す結果を得た。また、前年度には NH4-N の

みを含む排水を用いたアナモックス汚泥の新たな大量培養方法に関するラボ実験を開始し、培

養時期に応じて原水の NH4-N 濃度を切り替えることで実用的な窒素除去速度を持つ担体を培

養できる可能性を示した。更に、MLE＋アナモックス法のベンチ規模の実験プラントについて、

実下水（初沈越流水）を原水とした運転を開始した。

本年度は、ラボ実験として、微好気槽における環境因子（水温、MLSS 濃度）や基質濃度（T-
N、NO2-N、C/N 比）がアナモックス担体の活性に及ぼす影響を詳細に調べる回分実験を新た

に実施すると共に、アナモックス汚泥の新たな大量培養方法に関する検討を前年度から継続し

た。加えて、前年度に立ち上げたベンチプラントを用いて、実下水を原水とした連続処理実験

を行った。

図２－１ MLE＋アナモックス法の処理フロー

* Modified Ludzack-Ettinger。
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（２）  検討方法 

① 環境因子や基質濃度がアナモックス担体の活性に及ぼす影響の確認  

 微好気槽における一槽式アナモックス処理に関して、これまで、水温、原水の有機物や窒素

の濃度、硝化液循環比（内部循環比）等の処理条件が窒素除去性能に及ぼす影響を調べるラボ

実験を実施してきた。一方、アナモックス担体の活性（窒素除去速度）を推定する手法として

「マノメトリック手法」を前年度に新たに見出したことから、本年度はこれを活用し、環境因

子（水温、MLSS 濃度）および基質濃度（T-N、NO2-N、C/N 比）がアナモックス担体の活性

に及ぼす影響を改めて調べる回分実験を行った（表２－１）。使用したアナモックス担体は、ア

イオン社製の 10mm 角 PVA*スポンジ担体を使用し、下水処理場の返送汚泥から無機合成排水

を用いて集積培養したものである。  
 

表２－１  回分実験における環境因子および初期基質濃度の設定値  

検討対象 設定値 備考 

水温（℃）  15、20、25、30、35 T-N：105mgN/L 
（NO2-N/NH4-N 比：1.3） 

MLSS 濃度（mg/L） 0、500、1,000、2,000 T-N：231mgN/L 
（NO2-N/NH4-N 比：0.47※）、水温：25℃ 

T-N（NH4-N+NO2-N）濃度
（mgN/L） 18、35、70、105、140 NO2-N/NH4-N 比：1.3（固定）、 

水温：25℃ 

NO2-N 濃度（mgN/L） 30、60、120、240、480 NH4-N：40mgN/L、水温：25℃ 

C/N 比 0、0.2、0.4、1.0、1.5 
炭素源（C）として酢酸ナトリウムを使用、
T-N：150mgN/L 
（固定；NO2-N/NH4-N 比：1.3）  

※活性汚泥（MLSS）が存在することに伴う NH4-N の低減を考慮して NH4-N 濃度を高めに設定した。 

 
 ここで、マノメトリック手法とは、密閉容器内で供試担体（アナモックス担体）を培養した

際の気相の圧力の変化から N2 ガス（アナモックス反応の生成物）の生成速度を推定すること

で、同担体の活性（最大窒素除去速度）を推定する手法である 12)。気相の圧力を計測するため

に、市販のボトルキャップ型の圧力センサー（OxiTop Multi3620、WTW 社製）†を使用してい

る。 
  

 
* PVA：ポリビニルアルコール。  
† 本製品は元来、好気条件での BOD の測定用に販売されているものであるが、本手法ではこれを無酸素条件

での N2 ガス生成量の推定用に転用している。  
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 本手法を用いた回分実験では、アナモックス担体 40 粒を培養容器（有効容積約 600mL のデ

ュラン瓶）に入れ、気相部の容積が 100mL になるまで原水を注ぎ入れた後に気相部を N2 ガス

で置換し、圧力センサーを瓶口に取り付けて密閉した。その後、3～4d の期間、恒温槽内で培

養を行い、瓶内気相の圧力の変化を計測した。同期間内の圧力の最大上昇速度から、気体の状

態方程式を用いて N2 ガスの最大生成速度を算定し、これを担体容積当りの窒素除去速度に換

算したものをアナモックス担体の活性と見なした（次式） *。 

kN2=kP×Vg/(R×T) 

KDN=kN2×28×24×106/Xa 

kN2：最大 N2 ガス生成速度（molN2/h）、kP：最大圧力上昇速度（Pa/h）、Vg：気相の容積

（L）、R：気体定数（8314J/(mol･K)）、T：温度（K）、KDN：アナモックス担体の活性（最

大窒素除去速度；kgN/(m3-担体･d)）、Xa：担体量（mL）である。 
 

② アナモックス汚泥の新たな大量培養方法の検討  

 MLE＋アナモックス法に限らずアナモックスプロセスでは一般に、増殖速度が極めて小さい

アナモックス細菌を含む汚泥（アナモックス汚泥）を種汚泥として如何に大量に準備できるか

が、当初の実装段階における課題となる。アナモックス汚泥の培養には NH4-N と NO2-N の両

者を含む合成基質を使用するのが通例であるが、下水処理場内で発生する、NH4-N のみを主要

な窒素成分とし NO2-N を含まない排水を使用した培養が可能になれば、種汚泥の供給に係る

コストを大幅に低減可能と考えられる。そこで、汚泥処理返流水等の高濃度の NH4-N を含む

排水を使用して NO2-N を添加せずにアナモックス汚泥を大量培養する新規の手法の可能性に

ついて、前年度に引き続き基礎的な実験を行った。  
 前年度の実験では、窒素除去速度の変化に応じて原水の NH4-N 濃度を切り替えることが有

効である可能性を見出したものの、窒素除去速度の変動が大きく、その要因として槽内での部

分亜硝酸化による NO2-N の供給が安定しなかった可能性が考えられた。そこで本年度は、少

量の NO2-N を原水に加えることで培養を安定化させる可能性について検討した。  
 前年度と同一の容積 80L・上向流式の一槽式アナモックスの反応槽を培養槽とし、原水とし

て任意の窒素濃度に調整した無機合成排水を連続的に供給して窒素除去速度（kgN/(m3-槽容

積･d)：槽容積当たりの NH4-N の除去速度）の変化を追跡した。実験開始時に、新品の PVA ス

ポンジ担体（アイオン社製、10mm 角）を嵩充填率 50%で反応槽内に充填した状態で、実下水

処理場の返送汚泥から集積培養したアナモックス汚泥を投入し、以降、原水を連続的に供給し

た。原水の NH4-N 濃度を 105～131mg/L、反応槽の HRT を 56～93hr とした条件で培養を開

始し、4 日目から NO2-N/NH4-N 比が概ね 0.3～0.4 の範囲となるように原水に NO2-N を加え

た。21 日目からは、更に NO2-N/NH4-N 比が概ね 0.6～0.8 となるように原水の NO2-N 量を増

加させ、計 50 日間の培養実験を行った。本期間を通して、反応槽内で担体を流動させると共に

 
* 本手法で推定しているのは N2 ガスの生成速度である。このため、アナモックス反応の速度（NH4-N＋NO2-
N の減少速度）を推定しているわけではなく、窒素（総無機性窒素）の除去速度を推定していることになる。

また、同様の理由から、従属栄養型の脱窒が進行する場合には、これも含めた窒素除去速度が推定されるこ

とになるが、N2 ガス生成速度の時間変化曲線から、アナモックス反応と従属栄養型脱窒それぞれによる窒素

除去速度を別箇に推定する方法についても検討中である 12)（2024 年度時点では検討途中であるため本報の

掲載対象とはしない）。  
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液面からの酸素供給を促進するため、インペラ式攪拌装置により槽内を常時 120rpm で攪拌し

た。

③ ベンチプラントによる連続処理実験

JS 技術開発実験センター内に設置したベンチ規模の実験プラント（反応槽の総有効容量

450L×2 系列；図２－２）を用いて、実下水（初沈越流水）を原水とした連続処理実験を行っ

た。2 系列のプラントのうち、No.2 系列を MLE＋アナモックス法（微好気槽にアナモックス

担体を投入）の実験系とし、No.1 系列は従来の MLE で運転（微好気槽を硝化槽として運転）

する対照系とした。

図２－２ MLE＋アナモックス法のベンチプラントのフロー

前年度に本プラントを立上げた後、装置的な改良を加えた上で、2024 年 11 月に改めて種汚

泥（下水処理場の返送汚泥）を投入し、両系列を MLE とする運転を開始した。両系列の処理

状態が安定した後、実験系（No.2 系列）において、2025 年 1 月 7 日に微好気槽へアナモック

ス担体 20L（微好気槽の有効容量 90L に対する添加率として約 22%）を投入し、MLE＋アナ

モックス法の運転を開始した。一方、対照系（No.1 系列）では、それまで無酸素槽として運用

してきた微好気槽を同日に好気槽に切り替えた上で、MLE としての運転を継続した。以降、微

好気槽の運用方法（アナモックス担体の有無を含む）を除き両系列の条件が同等となるように

連続運転を実施した。

両系列の原水量は当初は 460L/d（反応槽の総 HRT：23.8hr）とし、2025 年 2 月 5 日に 560L/d
（同 HRT：19.3hr）に増加させ、以降、同年 3 月 13 日まで同水量にて運転を継続した。また、

これらの期間を通して、両系列共に汚泥返送比を 0.7、総合循環比を 1.7 で固定とした。2025
年 1 月 7 日から実験終了の 3 月 13 日における反応槽の水温（微好気槽にて計測）は、両系列

共に 18～20℃で推移した（ヒーターによる温度調整を実施）。反応槽の MLSS 濃度については、

実験系へアナモックス担体を投入した 2025 年 1 月 7 日以前には、実験系、対照系で各々平均

1,250、1,030mg/L であったのに対し、同日以降は各々2,130～2,150、1,450～1,680mg/L と実

験系の方が明らかに高くなった。

本ベンチプラントの運転期間中、週 2 回の頻度で、流入水、無酸素槽、微好気槽、好気槽を

対象に BOD、COD、各態窒素の測定を行った。
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 本手法を用いた回分実験では、アナモックス担体 40 粒を培養容器（有効容積約 600mL のデ

ュラン瓶）に入れ、気相部の容積が 100mL になるまで原水を注ぎ入れた後に気相部を N2 ガス

で置換し、圧力センサーを瓶口に取り付けて密閉した。その後、3～4d の期間、恒温槽内で培

養を行い、瓶内気相の圧力の変化を計測した。同期間内の圧力の最大上昇速度から、気体の状

態方程式を用いて N2 ガスの最大生成速度を算定し、これを担体容積当りの窒素除去速度に換

算したものをアナモックス担体の活性と見なした（次式） *。 

kN2=kP×Vg/(R×T) 

KDN=kN2×28×24×106/Xa 

kN2：最大 N2 ガス生成速度（molN2/h）、kP：最大圧力上昇速度（Pa/h）、Vg：気相の容積

（L）、R：気体定数（8314J/(mol･K)）、T：温度（K）、KDN：アナモックス担体の活性（最

大窒素除去速度；kgN/(m3-担体･d)）、Xa：担体量（mL）である。 
 

② アナモックス汚泥の新たな大量培養方法の検討  

 MLE＋アナモックス法に限らずアナモックスプロセスでは一般に、増殖速度が極めて小さい

アナモックス細菌を含む汚泥（アナモックス汚泥）を種汚泥として如何に大量に準備できるか

が、当初の実装段階における課題となる。アナモックス汚泥の培養には NH4-N と NO2-N の両

者を含む合成基質を使用するのが通例であるが、下水処理場内で発生する、NH4-N のみを主要

な窒素成分とし NO2-N を含まない排水を使用した培養が可能になれば、種汚泥の供給に係る

コストを大幅に低減可能と考えられる。そこで、汚泥処理返流水等の高濃度の NH4-N を含む

排水を使用して NO2-N を添加せずにアナモックス汚泥を大量培養する新規の手法の可能性に

ついて、前年度に引き続き基礎的な実験を行った。  
 前年度の実験では、窒素除去速度の変化に応じて原水の NH4-N 濃度を切り替えることが有

効である可能性を見出したものの、窒素除去速度の変動が大きく、その要因として槽内での部

分亜硝酸化による NO2-N の供給が安定しなかった可能性が考えられた。そこで本年度は、少

量の NO2-N を原水に加えることで培養を安定化させる可能性について検討した。  
 前年度と同一の容積 80L・上向流式の一槽式アナモックスの反応槽を培養槽とし、原水とし

て任意の窒素濃度に調整した無機合成排水を連続的に供給して窒素除去速度（kgN/(m3-槽容

積･d)：槽容積当たりの NH4-N の除去速度）の変化を追跡した。実験開始時に、新品の PVA ス

ポンジ担体（アイオン社製、10mm 角）を嵩充填率 50%で反応槽内に充填した状態で、実下水

処理場の返送汚泥から集積培養したアナモックス汚泥を投入し、以降、原水を連続的に供給し

た。原水の NH4-N 濃度を 105～131mg/L、反応槽の HRT を 56～93hr とした条件で培養を開

始し、4 日目から NO2-N/NH4-N 比が概ね 0.3～0.4 の範囲となるように原水に NO2-N を加え

た。21 日目からは、更に NO2-N/NH4-N 比が概ね 0.6～0.8 となるように原水の NO2-N 量を増

加させ、計 50 日間の培養実験を行った。本期間を通して、反応槽内で担体を流動させると共に

 
* 本手法で推定しているのは N2 ガスの生成速度である。このため、アナモックス反応の速度（NH4-N＋NO2-
N の減少速度）を推定しているわけではなく、窒素（総無機性窒素）の除去速度を推定していることになる。

また、同様の理由から、従属栄養型の脱窒が進行する場合には、これも含めた窒素除去速度が推定されるこ

とになるが、N2 ガス生成速度の時間変化曲線から、アナモックス反応と従属栄養型脱窒それぞれによる窒素

除去速度を別箇に推定する方法についても検討中である 12)（2024 年度時点では検討途中であるため本報の

掲載対象とはしない）。  
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（３） 検討結果

① 環境因子や基質濃度がアナモックス担体の活性に及ぼす影響の確認

１） 水温の影響

マノメトリック手法による回分実験において、水温を 15～35℃の範囲で設定した際のアナ

モックス担体の活性（最大窒素除去速度；各水温について 2～3 回測定）の推定結果を図２－３

に示す。アナモックス担体の活性は、水温が低いほど低下する傾向が明らかであり、15℃では

平均 0.28kgN/(m3-担体･d)と 30℃における活性（平均 0.82kgN/(m3-担体･d)）の 34%となった。

ここで、同活性の温度依存性を定量的に確認するため、アレニウスプロットから活性化エネル

ギー*を推定すると 52kJ/mol となった（35℃における活性は測定値がばらついたため推定から

除外）。本値は、同程度の水温範囲において推定されたアナモックス反応の活性化エネルギーの

文献値（51～93kJ/mol13)-15)）の範囲と比較しても小さい水準にあり、低水温域での処理が可能

なアナモックス担体が形成されていたと考えられた。

図２－３ 水温とアナモックス担体の活性の関係

２） MLSS 濃度の影響

培養開始時に、③で示すベンチプラントから採取した活性汚泥を MLSS 濃度換算で 500、
1,000、2,000mg/L となるように添加してアナモックス担体の活性を推定した結果を表２－２

に示す（活性汚泥を添加しない MLSS 濃度＝0mg/L での結果を含む）。アナモックス担体の活

性は、MLSS 濃度が 0、500mg/L ではそれぞれ 0.89、0.86kgN/(m3-担体･d)と同等であったが、

1,000mg/L で 1.32kgN/(m3-担体･d)、2,000mg/L で 2.71kgN/(m3-担体･d)と MLSS 濃度が高い

条件では顕著に上昇した。ここで、マノメトリック手法では従属栄養型の脱窒反応が同時に進

行した場合にこれも活性として推定されてしまうことから、培養前後の S-T-N 濃度の差から推

定される窒素除去率と、NH4-N 濃度の差から推定されるアナモックス反応による窒素除去率と

を比較したところ、MLSS 濃度が 500、1,000mg/L の条件では両者が概ね一致しており、窒素

除去の主体がアナモックス反応である考えられた。一方、MLSS 濃度が 2,000mg/L の条件で

は、アナモックス反応によると考えられる窒素除去率が 0%と推定され、測定された活性に対

しては従属栄養型脱窒が卓越していたものと考えられた。このため、MLSS 濃度が 2,000mg/L
程度と高い条件でアナモックス反応を安定的に進行させるためには、担体の添加率など処理条

* 化学反応に必要な最小のエネルギーを指し、これが小さいほど反応に必要なエネルギーが小さく低温でも

反応が進行しやすい。活性化エネルギーは、アレニウスプロットの近似直線の傾きから求めることができる。
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件の詳細な検討が必要であると考えられた。  
 

表２－２  初期 MLSS 濃度を変えた際のアナモックス担体の活性  

MLSS 濃度（mg/L） 窒素除去速度（kgN/（m3-担体•d）） 
0 0.89 

500 0.86 
1,000 1.32 
2,000 2.71 

 

３）  T-N 濃度の影響 

 由来が異なる 2 種類のアナモックス担体（担体 A、担体 B）を使用し、初期の T-N 濃度（NH4-
N＋NO2-N 濃度）を 18～140mg/L（NO2-N/NH4-N 比＝1.3 で固定）の範囲で変えた際のアナ

モックス担体の活性の推定結果を表２－３に示す。ここで、担体 A は培養中の装置より採取し

たもの（以下、「培養担体」と表記）、担体 B は培養後に約 2 年半にわたり冷蔵庫で保管してい

たもの（以下、「冷蔵保管担体」と表記）である。  
 担体 A では初期 T-N 濃度が増加するほど活性が上昇した。一方、担体 B では初期 T-N 濃度

が低い条件での活性が担体 A より小さく、さらに初期 T-N 濃度が 105mg/L 以上の条件では活

性が 0 となりアナモックス反応が進行しなかった。T-N 濃度が 105mg/L を超えるような状態

は、下水処理場では返流水処理を除いて想定されないものの、担体 B のように活性が小さい担

体では T-N 濃度の影響を受けやすいと考えられた。本結果は、担体が持つ活性の大小がアナモ

ックス反応の進行に影響することを示すもので、アナモックス反応による窒素除去を安定して

行うためには、担体の活性を高い状態で維持する必要があると考えられた。  
 

表２－３   初期 T-N 濃度を変えた際のアナモックス担体の活性  

T-N 濃度 
（mg/L）  

窒素除去速度（kgN/（m3-担体•d）） 
担体 A 

（培養担体）  
担体 B 

（冷蔵保管担体）  
18 0.111 0.058 
35 0.381 0.277 
70 0.646 0.217 

105 0.711 0 
140 0.976 0 

 

４）  NO2-N 濃度の影響 

 初期の NO2-N 濃度を 30～480mg/L の範囲で変えた際のアナモックス担体の活性の推定結果

を表２－４に示す（NH4-N 濃度は 40mg/L で固定）。本実験は、上述の３）と同様に 2 種類の

担体（担体 A、B）を用いて行った。培養中で活性が高い担体 A では初期 NO2-N 濃度が 100mg/L
を超える条件でもアナモックス活性が低下しなかったが、活性が低い担体 B では初期 NO2-N
濃度が 120mg/L 以上で活性が 0 となった。NO2-N はアナモックス反応に対して不可逆的な阻

害作用を持つことが知られているが、その影響は担体が有するアナモックス活性により大きく

異なることが示され、上述の T-N 濃度の影響についても NO2-N の影響が強いものと推定され

た。 
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（３） 検討結果

① 環境因子や基質濃度がアナモックス担体の活性に及ぼす影響の確認

１） 水温の影響

マノメトリック手法による回分実験において、水温を 15～35℃の範囲で設定した際のアナ

モックス担体の活性（最大窒素除去速度；各水温について 2～3 回測定）の推定結果を図２－３

に示す。アナモックス担体の活性は、水温が低いほど低下する傾向が明らかであり、15℃では

平均 0.28kgN/(m3-担体･d)と 30℃における活性（平均 0.82kgN/(m3-担体･d)）の 34%となった。

ここで、同活性の温度依存性を定量的に確認するため、アレニウスプロットから活性化エネル

ギー*を推定すると 52kJ/mol となった（35℃における活性は測定値がばらついたため推定から

除外）。本値は、同程度の水温範囲において推定されたアナモックス反応の活性化エネルギーの

文献値（51～93kJ/mol13)-15)）の範囲と比較しても小さい水準にあり、低水温域での処理が可能

なアナモックス担体が形成されていたと考えられた。

図２－３ 水温とアナモックス担体の活性の関係

２） MLSS 濃度の影響

培養開始時に、③で示すベンチプラントから採取した活性汚泥を MLSS 濃度換算で 500、
1,000、2,000mg/L となるように添加してアナモックス担体の活性を推定した結果を表２－２

に示す（活性汚泥を添加しない MLSS 濃度＝0mg/L での結果を含む）。アナモックス担体の活

性は、MLSS 濃度が 0、500mg/L ではそれぞれ 0.89、0.86kgN/(m3-担体･d)と同等であったが、

1,000mg/L で 1.32kgN/(m3-担体･d)、2,000mg/L で 2.71kgN/(m3-担体･d)と MLSS 濃度が高い

条件では顕著に上昇した。ここで、マノメトリック手法では従属栄養型の脱窒反応が同時に進

行した場合にこれも活性として推定されてしまうことから、培養前後の S-T-N 濃度の差から推

定される窒素除去率と、NH4-N 濃度の差から推定されるアナモックス反応による窒素除去率と

を比較したところ、MLSS 濃度が 500、1,000mg/L の条件では両者が概ね一致しており、窒素

除去の主体がアナモックス反応である考えられた。一方、MLSS 濃度が 2,000mg/L の条件で

は、アナモックス反応によると考えられる窒素除去率が 0%と推定され、測定された活性に対

しては従属栄養型脱窒が卓越していたものと考えられた。このため、MLSS 濃度が 2,000mg/L
程度と高い条件でアナモックス反応を安定的に進行させるためには、担体の添加率など処理条

* 化学反応に必要な最小のエネルギーを指し、これが小さいほど反応に必要なエネルギーが小さく低温でも

反応が進行しやすい。活性化エネルギーは、アレニウスプロットの近似直線の傾きから求めることができる。
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表２－４  初期 NO2-N 濃度を変えた際のアナモックス担体の活性  

NO2-N 濃度 
（mg/L）  

窒素除去速度（kgN/（m3-担体•d）） 
担体 A 

（培養担体）  
担体 B 

（冷蔵保管担体）  
30 0.624 0.353 
60 0.782 0.277 

120 データ欠損  0 
240 0.735 0 
480 0.774 0 

 

５）  C/N 比の影響 

 基質の T-N 濃度を 150mg/L（NO2-N/NH4-N 比＝1.3）で固定した上で、酢酸ナトリウムを添

加することにより初期の C/N 比を 0～1.5 の範囲で変えた際のアナモックス担体の活性の推定

結果を表２－５に示す。アナモックス担体の活性は、C/N 比が 0 の条件で 1.19kgN/(m3-担体･

d)、0.2 の条件で 2.05kgN/(m3-担体･d)、0.4 以上の条件で 3.01～3.11kgN/(m3-担体･d)の範囲

となった。C/N 比が低い条件において同比が増加するほど活性が高くなる傾向が明らかである

が、これに対しては、２)の MLSS 濃度の影響と同様に、従属栄養型脱窒に起因する可能性が

高いと考えられた（ただし、２ )に記したような培養前後の水質の変化に基づく検証は未実施）。  
 

表２－５   初期 C/N 比を変えた際のアナモックス担体の活性  

C/N 比 窒素除去速度（kgN/（m3-担体•d）） 
0 1.19 

0.2 2.05 
0.4 3.01 
1.0 3.01 
1.5 3.11 

 

② アナモックス汚泥の新たな大量培養方法の検討  

 アナモックス汚泥の培養実験における培養開始後の原水の NO2-N/NH4-N 比と窒素除去速度

の推移を図２－４に示す。NO2-N/NH4-N 比を 0.3～0.4 とした期間では、同比が高いほど窒素

除去速度が上昇する傾向が見られた。同比を 0.6～0.8 に引上げると直ちに窒素除去速度が上昇

し、以降の期間では同比の変動に関わらず窒素除去速度は 0.02～0.03kgN/(m3-槽容積･d)の範

囲で安定した。  
 このように、アナモックス反応の化学両論（NO2-N/NH4-N＝1.32）よりも大幅に小さい量の

NO2-N を添加することで、前年度よりも大幅に安定した窒素除去速度を得ることができた。た

だし、同比を 0.3～0.4 とした条件では窒素除去速度に対して NO2-N が制限因子となっていた

点は明らかである。本実験では、インペラ式攪拌装置により 120rpm で反応槽内の攪拌を行う

ことで、水面からの酸素溶解により NH4-N の部分亜硝酸化を進行させることを意図したが、

本条件は必ずしも最適化されたものではない。反応槽への酸素供給条件を見直すことで、NO2-
N 添加量の低減、更には基質として NH4-N のみを用いた大量培養を可能とする余地があるこ

とから、今後も検討を継続する。 
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図２－４ アナモックス汚泥の培養実験における原水の

NO2-N/NH4-N 比と窒素除去速度の推移

③ ベンチプラントによる連続処理実験

ベンチプラントにおける 2024 年 11 月～2025 年 3 月までの両系列の窒素除去率の推移を図

２－５に示す。実験系（No.2 系列）にアナモックス担体を添加した 2025 年 1 月 7 日の前後い

ずれの期間においても両系列の窒素除去率に明確な違いは見られず、両系列の流入水量を増加

させた 2025 年 2 月 5 日以降の期間を含めて、実験系を MLE＋アナモックス法の処理フローに

切り替えたことによる窒素除去率の向上効果は認められなかった。両系列間に明確な違いが見
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る MLE＋アナモックス法としての運転条件を最適化していく必要がある。加えて、微好気槽の

攪拌方法や DO 濃度等、同槽の運転条件についても改良が必要と考えられる。

図２－５ ベンチプラントにおける両系列の窒素除去率の推移
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（４）  まとめ 

 ラボ実験において、マノメトリック手法を活用して環境因子や流入基質濃度がアナモックス

担体の活性に及ぼす影響を調べると共に、過年度から引き続きアナモックス担体の新たな大量

培養方法を検討した。加えて、MLE＋アナモックス法のベンチプラントを用いた実下水の連続

処理実験を進めた。  
 
 マノメトリック手法を活用した回分実験により、 (a)水温が低いほどアナモックス担体の活

性は低下するものの活性化エネルギーの推定結果は文献値の中でも小さい水準にある、

(b)MLSS 濃度や C/N 比が高い条件では従属栄養型脱窒が卓越する可能性がある、 (c)高濃度

の T-N や NO2-N によりアナモックス担体の活性が受ける影響の度合いは担体の培養状態に

より大きく異なる可能性がある等の知見が得られ、アナモックス担体の活性を簡易に推定す

る手法としてマノメトリック手法が一定の有用性を持つことを確認した。 
 無機合成基質および担体を用いたアナモックス汚泥の培養実験において、アナモックス反応

の化学量論よりも大幅に小さい 0.6～0.8 程度の NO2-N/NH4-N 比で NO2-N を添加すること

により安定した窒素除去速度を得ることができた。今後、反応槽内の攪拌条件（酸素供給条

件）を見直すことで、NO2-N 添加量の低減、更には NH4-N のみを用いた大量培養へと至る

見通しが得られた。  
 ベンチ規模の MLE＋アナモックス法の実験プラントを用いて実下水（初沈越流水）の連続

処理実験を行ったが、実験系を同フローへ変更した後の 65 日の期間、対照系（従来の循環

式硝化脱窒法）との間に窒素除去性能の明確な差は見られなかった。比較実験としての流入

負荷の条件や、実証系における MLE＋アナモックス法としての運転条件等を改善する必要

があると考えられた。  
 
 次年度は、MLE＋アナモックス法のベンチプラントを用いた連続処理実験について、ラボ実

験で得た知見等も踏まえて実験条件を見直した上で、より長期間の運転を行い、本処理法の実

用可能性について引き続き検証する。また、アナモックス汚泥の新たな大量培養方法について

も、継続してラボ実験を行う。  
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２．３   省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH） 

（１）  検討の概要 

 ｢省エネ型深槽曝気技術｣16)は、深槽式反応タンク*において、メンブレンパネル式散気装置を

底部に設置する｢深槽全面エアレーション｣を行うことで酸素移動効率を従来よりも大幅に高め、

曝気風量を低減して送風機動力を削減（省エネ化）すると共に、建設費・維持管理費の縮減、

日常点検等の労力軽減や維持管理性の向上を可能とする技術である。本検討は、下水処理場に

おいて本技術の実規模実証実験を行うことで性能等を確認し技術的な確立を図るもので、国土

交通省が実施する B-DASH プロジェクトの実規模実証「省エネ型深槽曝気技術に関する実証

事業」として 2022 年度に採択され、前澤工業㈱、JS、埼玉県の 3 者からなる共同研究体によ

り、国土交通省国土技術政策総合研究所の委託研究（実証研究）として実施する。なお、B-DASH
プロジェクトとしての実証研究は 2022～2024 年度の 3 ヶ年度で実施し、以後は共同研究体に

よる自主研究として研究を継続する。  
 過年度は、実証フィールドに実証施設を設置して長期実証実験を開始し、本技術による消費

電力量の削減効果や処理性能に係るデータの取得を進めた 17)。加えて、本技術における反応タ

ンク内の DO 濃度分布や酸素移動効率の測定 18)、深槽曝気に伴う活性汚泥混合液中の溶存窒素

（N2）ガス濃度の測定方法の検討 19)、反応タンクにおける一酸化二窒素（N2O）排出量の調査

等の各種検討を実施した。  
 本年度は、過年度から引き続き長期実証実験や個別の調査等によりデータを取得し、実証研

究として設定した 3 つの評価項目（消費電力量および温室効果ガス排出量の削減効果、コスト

の縮減効果、実証技術の性能）について目標の達成状況を検証した。加えて、前年度に見出し

た活性汚泥混合液中の飽和溶存 N2 ガス濃度の測定方法を用いた脱気操作（後述）の効果検証、

散気装置の酸素移動効率の測定、N2O 排出量の調査等の検討を行った。  
 

（２）  検討方法 

① 省エネ型深槽曝気技術  

 本技術は、高水深での曝気を可能とする高圧対応型送風機（容積式スクリュブロワ）を用い

ることで、深槽式反応タンクの底部全面に散気装置を設置し深槽曝気（深槽全面エアレーショ

ン）を行うものである（図２－６）。これまで深槽式反応タンクで採用されてきた旋回流式エア

レーション（散気水深 5m 程度）よりも酸素移動効率が大幅に向上することで曝気風量が削減

される。これにより、送風機の所要動力が削減される他、散気装置の設置数が削減されるため、

建設費および維持管理費が縮減される。さらに、散気装置が底部に設置されることにより、設

備更新や点検に係る作業の労力軽減や安全性の向上が期待できる 16)。  
 本技術のように深い水深で曝気を行うと、高水圧下で活性汚泥混合液中に N2 ガスが過飽和

に溶解し、これが最終沈殿池において再気泡化して汚泥に付着し汚泥の浮上等を引き起こすこ

とが知られている 20)。本技術では、反応タンク末端で脱気操作を行い N2 ガスを揮散させるこ

とで、これを防止する。  
  

 
* 本技術に係る B-DASH 実証研究では、水深が 6m を超える反応タンクを深槽式として研究を開始したが、

最終的に、十分な導入効果が得られる条件として水深 7m 以上の反応タンクを適用対象として想定している。  
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図２－６   省エネ型深槽曝気技術の概要

② 実証研究方法

a） 実証フィールドおよび実証施設

本実証研究では、埼玉県が管理する新河岸川水循環センター（現有処理能力 697,900m3/d、
分流式）を実証フィールドとして実規模での実証実験を行う（表２－６）。現有水処理施設 5 系

列のうち、凝集剤添加循環式硝化脱窒法の 5 系（5-1～5-4 系、処理能力 140,000m3/d）につい

て、5-2 系（反応タンク 2 池、最終沈殿池 4 池）を改造して深槽全面エアレーションを行う実

証系とし、同一の構造・処理方法で従来の旋回流式エアレーション（散気水深 5m）を行う 5-1
系（池数は 5-2 系と同じ）を対照系としている（各々処理能力 35,000m3/(d･2 池)）。両系の反

応タンクは水深が 12m で、図２－７に示す通り第 1～8 槽の 8 区画から構成されるが、このう

ち第 1～3 槽は無酸素槽である。実証系では、第 4～7 槽において槽底部から 0.5m（散気水深

11.5m）の位置に低圧損型メンブレン散気装置を設置し、深槽全面エアレーションを行う好気

槽としている。また、最下流の第 8 槽は流れ方向に 2 分割（8-1、8-2 槽）した上で、下流側の

8-2 槽について、既存の散気装置を用いて旋回流式の曝気による脱気操作を行う脱気槽（水処

理機能としては好気槽を兼用）としている。一方、上流側の 8-1 槽については、深槽全面エア

レーションによる好気槽と、旋回流式による脱気槽としての運用が切り替え可能な構造として

いるが、後述する実証期間の大半（Run 1-2 を除く全期間）において、8-1･8-2 槽の両者を脱気

槽とする運用を行っている。なお、実証系の反応タンク流出部には、更なる脱気を行うための

粗大気泡散気装置と脱気用送風機を設置しているが、一部の期間（Run 1-2）を除いてこれらは

使用していない。
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表２－６   実証フィールドおよび実証施設の概要
項目 内容

処理場名 荒川右岸流域下水道 新河岸川水循環センター

現有処理能力 697,900m3/d（処理人口 :1,553,176 人）
排除方式 分流式

実証施設

水処理方式 凝集剤添加循環式硝化脱窒法

対照系
（5-1 系）

反応タンク
（2 池）

処理能力：35,000m3/d
HRT：15hr

水深：12m、散気水深：5m
曝気方式：旋回流式エアレーション

最終沈殿池
（4 池）

2 階層式
水面積負荷：18.6m3/(m2・d)

実証系
（5-2 系）

反応タンク
（2 池）

処理能力：35,000m3/d
HRT：15hr

水深：12m、散気水深：11.5m
曝気方式：深槽全面エアレーション

最終沈殿池
（4 池）

2 階層式
水面積負荷：18.6m3/(m2・d)

対照系（5-1 系）

実証系（5-2 系）

図２－７   実証施設の反応タンクフロー
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図２－６   省エネ型深槽曝気技術の概要

② 実証研究方法

a） 実証フィールドおよび実証施設

本実証研究では、埼玉県が管理する新河岸川水循環センター（現有処理能力 697,900m3/d、
分流式）を実証フィールドとして実規模での実証実験を行う（表２－６）。現有水処理施設 5 系

列のうち、凝集剤添加循環式硝化脱窒法の 5 系（5-1～5-4 系、処理能力 140,000m3/d）につい

て、5-2 系（反応タンク 2 池、最終沈殿池 4 池）を改造して深槽全面エアレーションを行う実

証系とし、同一の構造・処理方法で従来の旋回流式エアレーション（散気水深 5m）を行う 5-1
系（池数は 5-2 系と同じ）を対照系としている（各々処理能力 35,000m3/(d･2 池)）。両系の反

応タンクは水深が 12m で、図２－７に示す通り第 1～8 槽の 8 区画から構成されるが、このう

ち第 1～3 槽は無酸素槽である。実証系では、第 4～7 槽において槽底部から 0.5m（散気水深

11.5m）の位置に低圧損型メンブレン散気装置を設置し、深槽全面エアレーションを行う好気

槽としている。また、最下流の第 8 槽は流れ方向に 2 分割（8-1、8-2 槽）した上で、下流側の

8-2 槽について、既存の散気装置を用いて旋回流式の曝気による脱気操作を行う脱気槽（水処

理機能としては好気槽を兼用）としている。一方、上流側の 8-1 槽については、深槽全面エア

レーションによる好気槽と、旋回流式による脱気槽としての運用が切り替え可能な構造として

いるが、後述する実証期間の大半（Run 1-2 を除く全期間）において、8-1･8-2 槽の両者を脱気

槽とする運用を行っている。なお、実証系の反応タンク流出部には、更なる脱気を行うための

粗大気泡散気装置と脱気用送風機を設置しているが、一部の期間（Run 1-2）を除いてこれらは

使用していない。
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b）  評価項目 

 本技術の導入効果や水処理性能への影響を評価するための項目（評価項目）として、「消費電

力量および温室効果ガス排出量の削減効果」、「コストの縮減効果」、「実証技術の性能」の 3 項

目を設定し、実証実験およびモデル設計等による検証を行う（表２－７）。  
 加えて実証実験の過程では、上記の実証項目以外にも、反応タンクにおける N2O 排出量の調

査、反応タンクにおける水深方向の DO 濃度分布の調査、散気装置の酸素移動効率の測定、反

応タンク内の過飽和 N2 ガス濃度の測定（測定方法の検討を含む）等の各種検討を行う。  
 

表２－７   評価項目および評価指標  
評価項目 評価指標および目標値  実証方法 

消費電力量および 
温室効果ガス排出量

の削減効果 

消費電力量原単位  10%以上削減 ・実証実験（対照系との比較）  
・モデル設計  GHG（CO2）排出量 10%以上削減 

コストの縮減効果  
建設費 10%以上縮減 

・モデル設計  維持管理費 10%以上縮減 
総費用（年価換算値）  10%以上縮減 

実証技術の性能  

処理水質 
（BOD,SS,T-N,T-P 等） 対照系と同等  ・実証実験（水質分析）  

最終沈殿池における 
汚泥沈降性 対照系と同等  ・実証実験（沈降試験、汚泥界

面計による界面計測）  
 

c）  実証実験 

 実証実験では、実証系（5-2 系）と対照系（5-1 系）を並行して運転し、各系の運転条件が曝

気の方式および制御方法（後述）以外は同一となるよう設定する（汚泥返送比：50%、内部循

環比：80%）。両系の原水は同一の最初沈殿池流出水であり、また、両系では返送汚泥経路を共

有しているため活性汚泥性状についても両系で同等と見なしてよい。なお、流入水量について

は、両系共に施設能力（各 35,000 m3/d）相当量を概ね 24hr 均等に流入させるが、これは本実

証実験を行う以前から当該系列において実施されてきた方法である。  
 

（３）  検討結果 

① 運転状況 

 2023 年 5 月より実証系の処理を開始し、各種運転調整等を行った後、同年 9 月から両系の

比較を行う本格的な実証実験期間へと移行した。これ以降、2025 年 1 月までの期間（2023 年

9 月 16 日～2025 年 1 月 31 日）を「実証期間」と定義し、前述の評価項目の検証等の対象期間

とした（後述の通り消費電力量等の削減効果を除く）。ここで、実証系では、本実証期間内に主

として第 8 槽における脱気操作の方法・条件、好気槽全体の曝気風量調整方法を変更したこと

から、実証期間全体を表２－８に示す通り 5 つの期間（Run）に区分した。以降に示す結果は、

原則としてこれら全期間の実験データに基づくものである。ただし、曝気風量、消費電力量、

温室効果ガス（GHG）排出量の削減効果については、実証系において DO 一定制御を実施した

Run 3-1（2024 年 2 月 14 日～8 月 31 日）のみを評価期間として検証した。ここで、これに続

く Run 3-2 の期間については、実証系の運転条件を Run 3-1 から変更していないが、対照系に

－  24 －



JS 技術開発年次報告書（令和 6 年度） 

 

 

おいて実証実験外の理由により曝気風量を引き上げる運転操作が行われた結果、曝気風量や消

費電力量の削減率が過大となっているため、評価期間から除外したものである。  
 

表２－８   実証期間の Run 毎の主要条件  

項目 
Run 1-1 Run 1-2 Run 2 Run 3-1 Run 3-2 

2023.9.16 
～2024.1.8 

2024.1.9 
～1.25 

2024.1.25 
～2.13 

2024.2.14 
～8.31 

2024.9.1 
～2025.1.31 

流入水量 全期間平均 33,500m3/d（実証系・対照系とも）  

脱気操作 
（第 8 槽） 

脱気時間 60min 
（両区画） 

30min 
（第 8-2
槽のみ）  

60min 
（両区画） 

空気源 既設 
送風機 実証系送風機  

曝気強度 
(Nm3/（m3・h)）  

0.43 0.36 0.20 0.17 

脱気用送風

機（反応タン

ク流出部）  
停止 運転 停止 

曝気風量 
制御方法 

対照系 手動調整（DO 濃度管理値：1.4～1.7mg/L） 

実証系 手動調整（DO 濃度が対照系と 
同程度となるように調整）  

DO 一定制御（目標 DO 
濃度：1mg/L 程度） 

※本表は、好気槽（第 4～8 槽）の運転条件である。第 1～3 槽は無酸素槽として運転（攪拌のみ）している。 

 
 実証期間における流入水量は両系共に平均 33,500m3/d で、処理能力（35,000m3/d）に近い

水量負荷での運転が行われた。曝気風量については、両系共に反応タンク第 7 槽に設置されて

いる DO 計の計測値を管理指標とし、対照系では本実験開始以前からの運用方法として、DO
濃度の管理値を 1.4～1.7mg/L とする手動調整が行われた。一方、実証系については、当初の

Run 1-1～2 では DO 計測値に基づく手動調整（対照系と同程度の DO 濃度となるよう調整）を

行ったが、Run 3-1 において DO 一定制御へ切り替え、以降、目標 DO 濃度を 1mg/L 程度（微

調整あり）とした自動制御運転を行った。ここで、実証系における DO 濃度目標値が対照系の

管理値よりも低くなっているが、これは、両系の好気槽内の水深方向の DO 濃度分布を調査し

た結果に基づき、槽全体の平均 DO 濃度が両系で同等となるように設定したもので、実証系に

おける DO 濃度を対照系よりも引き下げているわけではない。  
 実証系における脱気操作については、Run 1-2 において反応タンク第 8-2 槽のみを脱気槽と

し、更に反応タンク流出箇所の脱気用送風機を稼働させた運用を一時的に行ったが、それ以外

の期間については、第 8-1・8-2 槽の両者を脱気槽とし、脱気用送風機は使用しない運用とした。  
 

② 消費電力量および温室効果ガス排出量の削減効果 21) 

 実証期間における実証系と対照系の曝気風量の推移を図２－８に示す。期間を通して実証系

の方が曝気風量が小さいことが明らかであるが、このうち Run 3-1（消費電力量等の評価期間）

について見ると、両系の曝気風量の平均値が、実証系：84,671m3/d、対照系：145,317m3/d と

なり、対照系に対する実証系の削減率は平均 42%であった。なお、本削減率は、両系における
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b）  評価項目 

 本技術の導入効果や水処理性能への影響を評価するための項目（評価項目）として、「消費電

力量および温室効果ガス排出量の削減効果」、「コストの縮減効果」、「実証技術の性能」の 3 項

目を設定し、実証実験およびモデル設計等による検証を行う（表２－７）。  
 加えて実証実験の過程では、上記の実証項目以外にも、反応タンクにおける N2O 排出量の調

査、反応タンクにおける水深方向の DO 濃度分布の調査、散気装置の酸素移動効率の測定、反

応タンク内の過飽和 N2 ガス濃度の測定（測定方法の検討を含む）等の各種検討を行う。  
 

表２－７   評価項目および評価指標  
評価項目 評価指標および目標値  実証方法 

消費電力量および 
温室効果ガス排出量

の削減効果 

消費電力量原単位  10%以上削減 ・実証実験（対照系との比較）  
・モデル設計  GHG（CO2）排出量 10%以上削減 

コストの縮減効果  
建設費 10%以上縮減 

・モデル設計  維持管理費 10%以上縮減 
総費用（年価換算値）  10%以上縮減 

実証技術の性能  

処理水質 
（BOD,SS,T-N,T-P 等） 対照系と同等  ・実証実験（水質分析）  

最終沈殿池における 
汚泥沈降性 対照系と同等  ・実証実験（沈降試験、汚泥界

面計による界面計測）  
 

c）  実証実験 

 実証実験では、実証系（5-2 系）と対照系（5-1 系）を並行して運転し、各系の運転条件が曝

気の方式および制御方法（後述）以外は同一となるよう設定する（汚泥返送比：50%、内部循

環比：80%）。両系の原水は同一の最初沈殿池流出水であり、また、両系では返送汚泥経路を共

有しているため活性汚泥性状についても両系で同等と見なしてよい。なお、流入水量について

は、両系共に施設能力（各 35,000 m3/d）相当量を概ね 24hr 均等に流入させるが、これは本実

証実験を行う以前から当該系列において実施されてきた方法である。  
 

（３）  検討結果 

① 運転状況 

 2023 年 5 月より実証系の処理を開始し、各種運転調整等を行った後、同年 9 月から両系の

比較を行う本格的な実証実験期間へと移行した。これ以降、2025 年 1 月までの期間（2023 年

9 月 16 日～2025 年 1 月 31 日）を「実証期間」と定義し、前述の評価項目の検証等の対象期間

とした（後述の通り消費電力量等の削減効果を除く）。ここで、実証系では、本実証期間内に主

として第 8 槽における脱気操作の方法・条件、好気槽全体の曝気風量調整方法を変更したこと

から、実証期間全体を表２－８に示す通り 5 つの期間（Run）に区分した。以降に示す結果は、

原則としてこれら全期間の実験データに基づくものである。ただし、曝気風量、消費電力量、

温室効果ガス（GHG）排出量の削減効果については、実証系において DO 一定制御を実施した

Run 3-1（2024 年 2 月 14 日～8 月 31 日）のみを評価期間として検証した。ここで、これに続

く Run 3-2 の期間については、実証系の運転条件を Run 3-1 から変更していないが、対照系に
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曝気風量の制御方法の違い（手動調整と DO 一定制御）や散気装置の性能差による過大評価に

はなっていないことを別途確認している（データ非掲載）。  
 

 
 実証期間における両系の消費電力量原単位（水量当たり原単位）の月間平均値の推移を図２

－９に示す。ここで、消費電力量は送風機の運転に係る電力量で、実証系については脱気用の

送風分も含む。前掲の曝気風量と同様に期間を通して実証系の方が消費電力量原単位が小さく、

Run 3-1 における平均値は実証系：0.087kWh/m3、対照系：0.107kWh/m3 であった。対照系に

対する実証系の削減率は平均 19%となり、実証研究の目標（10%以上；表２－７参照）を上回

った。なお、曝気風量の削減率（平均 43%）に対して消費電力量原単位の削減率が小さくなっ

ているのは、実証系において深槽曝気に伴い送風量当たりの送風機動力が増加する影響が、曝

気風量が削減されることによる効果の一部を相殺するためである。実際、同期間の実績では、

実証系・対照系の送風量当たり送風機動力原単位はそれぞれ 0.035、0.024kWh/Nm3 と、実証

系の方が 46%高くなっている。  
 GHG 排出量の削減率については、本実証研究では送風機の電力消費に係る CO2 排出量のみ

を対象としたため、Run 3-1 における削減率は、上述の消費電力量原単位の削減率と同一の平

均 19%となる。  
 
  

 
図２－８   実証系と対照系の曝気風量の推移  
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図２－９   実証系と対照系の消費電力量原単位（月間平均値）の推移  

 

③ 実証技術の性能 21) 

 実証期間における反応タンク流入水（両系共通）および各系の処理水（最終沈殿池流出水）

の BOD、SS、T-N、T-P 濃度の平均値、最大値、最小値を表２－９に示す。これらは、概ね週

2 回の頻度で、24hr コンポジット採水試料に対して測定した結果に基づく。BOD、SS、T-P に

ついては、実証系と対照系で処理水質に明確な違いが見られなかった。T-P については、不定

期に処理水濃度が増加することがあり、平均値に対して最大値が大きくなっている。その際に

は両系共に増加する傾向にあり、本実証技術に起因しない要因によるものと思われるが、明確

に要因を特定するには至っていない。  
 一方、T-N については、実証期間を通した処理水濃度の平均値が実証系：9.5mg/L、対照系：

8.8mg/L と、いずれも実証フィールドにおける目標水質（10mg/L）を満足したものの、前年度

から見られた実証系の方が高い傾向が継続した。実証期間を通して処理水には NH4-N が殆ど

残存しておらず、ここで見られた T-N 濃度の差は NO3-N 濃度の違いによるものである。本年

度の実証研究の中で、反応タンクの流下過程での無機態窒素濃度の変化を調べるプロファイル

調査を実施したところ、好気槽の上流端（第 4 槽）では NH4-N および NO3-N 濃度のいずれに

ついても明確な系列間の差が見られなかった一方、好気槽の下流側（第 7 槽以降）では実証系

の方が NO3-N 濃度が高くなっており、これが処理水濃度の差として現れている（データ非掲

載）。両系の好気槽内の DO 濃度分布を調査した結果では、実証系では水深方向で DO 濃度が

概ね均一である一方、対照系では槽底部に DO 濃度が 0mg/L 付近まで低下する領域が生じて

おり（データ非掲載）、好気槽における意図せぬ同時硝化脱窒の進行状況の違いが、両系の処理

水 NO3-N 濃度の差をもたらした要因である可能性が極めて高い。なお、汚泥返送比および内

部循環比から定まる理論最大窒素除去率を用いて、両系の流入水 T-N の平均濃度から想定され

る処理水 T-N 濃度を算定すると 10mg/L となり、実証系ではこれに近い処理水質であった一

方、対照系ではこれよりも明らかに処理水濃度が低くなった点も、対照系の好気槽において脱

窒が進行していた点の間接的な証拠となる。  
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曝気風量の制御方法の違い（手動調整と DO 一定制御）や散気装置の性能差による過大評価に

はなっていないことを別途確認している（データ非掲載）。  
 

 
 実証期間における両系の消費電力量原単位（水量当たり原単位）の月間平均値の推移を図２

－９に示す。ここで、消費電力量は送風機の運転に係る電力量で、実証系については脱気用の

送風分も含む。前掲の曝気風量と同様に期間を通して実証系の方が消費電力量原単位が小さく、

Run 3-1 における平均値は実証系：0.087kWh/m3、対照系：0.107kWh/m3 であった。対照系に

対する実証系の削減率は平均 19%となり、実証研究の目標（10%以上；表２－７参照）を上回

った。なお、曝気風量の削減率（平均 43%）に対して消費電力量原単位の削減率が小さくなっ

ているのは、実証系において深槽曝気に伴い送風量当たりの送風機動力が増加する影響が、曝

気風量が削減されることによる効果の一部を相殺するためである。実際、同期間の実績では、

実証系・対照系の送風量当たり送風機動力原単位はそれぞれ 0.035、0.024kWh/Nm3 と、実証

系の方が 46%高くなっている。  
 GHG 排出量の削減率については、本実証研究では送風機の電力消費に係る CO2 排出量のみ

を対象としたため、Run 3-1 における削減率は、上述の消費電力量原単位の削減率と同一の平

均 19%となる。  
 
  

 
図２－８   実証系と対照系の曝気風量の推移  
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表２－９   実証系および対照系における流入水質および処理水質（2023.9.16～2025.1.30）

項目
反応タンク流入水 実証系処理水 対照系処理水

平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小
BOD

mg/L

85 140 41 2.0 6.0 1.0 1.9 4.0 0.0
SS 39 62 22 2.2 6.5 1.0 3.0 15.0 1.0
T-N 30.3 38.0 18.0 9.5 13.9 5.7 8.8 11.7 5.6
T-P 3.2 4.2 1.9 0.3 1.0 0.1 0.3 0.8 0.1

※分析回数：112 回、期間中概ね週 2 回実施。
※流入水質は、スカムが混入した 3 回（2023/10/24、10/31、11/2）の分析を除く。

④ コストの縮減効果

処理能力 10 万 m3/d 規模で、有効水深 10m の深槽式反応タンクを有する標準活性汚泥法の

下水処理場を想定したモデル設計により、従来技術（旋回流式エアレーション）に対する本技

術のコスト縮減効果を検証した。主要な試算条件は以下の通りである。

 既設の反応タンクに本技術もしくは従来技術を導入することを想定し、これに係る機械・

電気設備の建設費および維持管理費を推定する。

 計上対象とする設備の範囲は、本技術について散気装置（曝気用および脱気用）、送風機（曝

気用および脱気用）、脱気槽用仕切壁、従来技術について散気装置（架台を含む）、送風機

とする（図２－１０）。

 建設費として、機械設備工事費（機器費×1.6）、電気設備工事費（送風機に係る機械設備工

事費×0.54）を算定する。

 維持管理費として、電力費（単価 22.37 円 /kWh）、補修費（機器費の 2%/yr）を算定する。

 建設費から建設費年価（耐用年数 15yr、利子率 2.3%を仮定）を算定し、これに維持管理費

を加算して総費用（年価換算値）を算定する。

図２－１０   モデル設計における対象設備およびコスト算定範囲（左：従来技術、右：本技術）

本技術および従来技術の導入に係る総費用（年価換算値）の試算結果について、内訳と併せ

て図２－１１に示す。総費用（年価換算値）は、従来技術が 272 百万円 /yr、本技術が 217 百万

円 /yr となり、従来技術に対する本技術のコスト縮減率は 20%と実証研究における目標（10%
以上、表２－７参照）を上回った。建設費単独で見ると本技術による縮減率は 21%で、これに

対しては所要の送風量が減少することによる送風機および散気装置に係る機器費の低減が大き

く寄与している。一方、維持管理費単独では 17%の縮減となり、これについても送風機の運転

動力の低減の寄与が大きい。
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 本試算結果について、本技術による送風機の運転に係る消費電力量の削減率を算定すると

17%となり（電力消費に係る GHG 排出量削減率も同値）、表２－７に示した目標（10%以上）

を満足することが、モデル設計によっても検証された。  
 

 

図２－１１   本技術および従来技術の導入に係る総費用（年価換算値）の試算結果  
 

⑤ 最終沈殿池における汚泥沈降性 21) 

 実証期間を通して、実証系および対照系の反応タンク末端（第 8-2 槽）で採取した活性汚泥

に対して SSV30*を測定したところ（平日の概ね全日に実施）、各系の平均値は各々19%、18%
で、最終沈殿池に流入する活性汚泥の沈降性に明確な系列間の差異が生じていないことを確認

した。また、実証系において第 7 槽（脱気操作前）の活性汚泥についても不定期に SSV30 を測

定したところ、測定の途中で汚泥が浮上したことから、第 8 槽における脱気操作が汚泥浮上の

防止に効果的であることは明らかである（後述の⑥も参照）。 
 加えて実証系において、最終沈殿池の流入部・中間部・末端部に設置された汚泥界面計によ

り、汚泥界面高さの連続計測を実施した。中間部および末端部において汚泥界面の形成が認め

られたものの、中間部で概ね 50cm 程度、末端部で概ね 40cm 程度と、低い値で推移した。末

端部においては一時的に界面高さが上昇することがあったが、このような期間を含めて沈殿池

水面へ汚泥が浮上するような事象は認められず、本結果からも反応タンク末端における脱気操

作の効果が検証された。  
 
  

 
* SSV（stirred sludge volume）は、活性汚泥の沈降性の指標である SV の変法で、SV において課題となる

メスシリンダー壁面の摩擦抵抗の影響（いわゆる壁面効果）を軽減することを目的に、攪拌装置を使って汚

泥を緩やかに攪拌しながら SV を測定する方法である 22)。本実証研究では、両系の活性汚泥の沈降性の比較

や、実証系における脱気操作前後の沈降性の比較に際して、従来の SV30 よりも SSV30 の方が優れると考え、

後者を基本的なモニタリング指標とした。  
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表２－９   実証系および対照系における流入水質および処理水質（2023.9.16～2025.1.30）

項目
反応タンク流入水 実証系処理水 対照系処理水

平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小
BOD

mg/L

85 140 41 2.0 6.0 1.0 1.9 4.0 0.0
SS 39 62 22 2.2 6.5 1.0 3.0 15.0 1.0
T-N 30.3 38.0 18.0 9.5 13.9 5.7 8.8 11.7 5.6
T-P 3.2 4.2 1.9 0.3 1.0 0.1 0.3 0.8 0.1

※分析回数：112 回、期間中概ね週 2 回実施。
※流入水質は、スカムが混入した 3 回（2023/10/24、10/31、11/2）の分析を除く。

④ コストの縮減効果

処理能力 10 万 m3/d 規模で、有効水深 10m の深槽式反応タンクを有する標準活性汚泥法の

下水処理場を想定したモデル設計により、従来技術（旋回流式エアレーション）に対する本技

術のコスト縮減効果を検証した。主要な試算条件は以下の通りである。

 既設の反応タンクに本技術もしくは従来技術を導入することを想定し、これに係る機械・

電気設備の建設費および維持管理費を推定する。

 計上対象とする設備の範囲は、本技術について散気装置（曝気用および脱気用）、送風機（曝

気用および脱気用）、脱気槽用仕切壁、従来技術について散気装置（架台を含む）、送風機

とする（図２－１０）。

 建設費として、機械設備工事費（機器費×1.6）、電気設備工事費（送風機に係る機械設備工

事費×0.54）を算定する。

 維持管理費として、電力費（単価 22.37 円 /kWh）、補修費（機器費の 2%/yr）を算定する。

 建設費から建設費年価（耐用年数 15yr、利子率 2.3%を仮定）を算定し、これに維持管理費

を加算して総費用（年価換算値）を算定する。

図２－１０   モデル設計における対象設備およびコスト算定範囲（左：従来技術、右：本技術）

本技術および従来技術の導入に係る総費用（年価換算値）の試算結果について、内訳と併せ

て図２－１１に示す。総費用（年価換算値）は、従来技術が 272 百万円 /yr、本技術が 217 百万

円 /yr となり、従来技術に対する本技術のコスト縮減率は 20%と実証研究における目標（10%
以上、表２－７参照）を上回った。建設費単独で見ると本技術による縮減率は 21%で、これに

対しては所要の送風量が減少することによる送風機および散気装置に係る機器費の低減が大き

く寄与している。一方、維持管理費単独では 17%の縮減となり、これについても送風機の運転

動力の低減の寄与が大きい。
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⑥ 過飽和 N2ガス濃度の測定による脱気効果の検証 23)

実証系の反応タンク第 8 槽における脱気操作の効果を定量的に把握することを目的として、

前年度の実証研究において見出した過飽和分の溶存 N2 ガス濃度の測定法（超音波測定方法） *

を用いて、実証系および対照系の好気槽における活性汚泥混合液中の過飽和 N2 ガス濃度を測

定した。試料中の溶存 N2 ガスの「飽和度」を次式により定義した上で、各所での測定結果につ

いて飽和度を指標として整理したものを図２－１２に示す。

溶存 N2ガスの飽和度 =溶存 N2ガスの過飽和濃度の測定値+溶存 N2ガスの飽和濃度の理論値

溶存 N2ガスの過飽和度の理論値
× 100

実証系では、好気槽（第 4 槽以降）に入ると飽和度が上昇し、特に下流側（第 6～7 槽）で高

くなっている。一方、対照系の飽和度はこれよりも明らかに低く、実証系において深槽曝気に

より溶存 N2 濃度が実際に上昇していることが確認できる。これに対して、実証系では第 8-1 槽

～第 8-2 槽にて脱気操作を行うと飽和度が減少し、第 8-2 槽および最終沈殿池入口では、対照

系と同程度になっていることから、本実証研究において実施した脱気操作により、十分な脱気

効果が得られていることが定量的に確認された。

図２－１２   実証系および対照系における反応タンク各槽の溶存 N2ガス飽和度

（2024 年 4 月～12 月の測定結果）
測定回数：119 回（実証系）31 回（対照系）

※測定回数は槽によって異なる

* 本手法は、活性汚泥中の溶存ガスを超音波洗浄器により気泡化させ、揮散した気体の体積から試料中の溶存

ガス濃度を推定するものであるが、概ね過飽和分の溶存ガスのみが揮散し測定されることが実験的に確認さ

れているため 19)、過飽和分の溶存ガス濃度を推定する手法として取り扱っている。
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⑦ その他の検討項目 

 上記以外に本年度に実施した調査項目について、概要を以下に記す。  
 
 散気装置の酸素移動効率の測定 24)：深槽全面エアレーションを行う条件での散気装置の酸

素移動効率について、前年度から改良を加えたガス捕集フード（捕集面積を拡大）を用いた

オフガス法による測定を試みたが、散気装置の想定性能値と合致する結果を得るには至らな

かったため、推定方法について今後も検討を継続する。  
 N2O 排出量の調査：実証系および対照系の反応タンクにおける N2O 排出量（ガス態排出量、

溶存態流下量）の調査を 2 回実施した。実証系・対照系における N2O 排出係数がそれぞれ

平均 4.1、9.4mgN2O/m3 と、両系共に顕著な排出が生じていないデータを得たものの、溶存

態 N2O の消長と整合しない結果となっており、調査方法の改良を含めて今後も検討を継続

する。 
 

（４）  まとめ 

 省エネ型深槽曝気技術について、B-DASH プロジェクトによる 3 ヶ年度の実証研究を完了し

た。実証研究において掲げた 3 つの評価項目に対して、以下の結果が得られた。  
 
 消費電力量および温室効果ガス排出量の削減効果：実証実験において、実証系の送風機に係

る消費電力量原単位は対照系と比較して平均 19%削減され（GHG 排出量削減率も同値）、目

標（10%以上）を十分に満足した。加えて、モデル設計による試算においても同削減率は 17%
となり、実証実験結果が特異的なものではないことが確認された。  

 実証技術の性能：実証実験において、実証系の処理水質は、BOD、SS、T-P について対照系

と同等であった。一方、T-N については実証期間を通して実証系の方が処理水濃度が高くな

った。その差は平均 0.7mg/L と大きなものではないが、これに対しては対照系の好気槽にお

ける脱窒の進行が要因として推定され、同様の処理場への導入に際しての重要な留意事項が

得られた。また、深槽曝気に伴う最終沈殿池での汚泥の沈降性については、SSV30 や汚泥界

面のモニタリング結果、反応タンクの活性汚泥混合液中の過飽和 N2 ガス濃度の測定結果か

ら、実証系において実施した脱気操作により汚泥浮上のリスクが十分に抑制可能であること

が示された。 

 コストの縮減効果：10 万 m3/d 規模の水処理施設を想定したモデル設計により、本技術の採

用による総費用（年価換算値）の縮減率は 20%（従来技術＝旋回流式エアレーション）と試

算され、目標（10%以上）を十分に満足した。  
 

 今後、本実証研究の成果に基づき、国土交通省国土技術政策総合研究所から本技術の「導入

ガイドライン(案)」が公表される予定である。  
 次年度からは、共同研究体による自主研究へと移行し、引き続き実証施設における長期の実

証実験を進める。  
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⑥ 過飽和 N2ガス濃度の測定による脱気効果の検証 23)

実証系の反応タンク第 8 槽における脱気操作の効果を定量的に把握することを目的として、

前年度の実証研究において見出した過飽和分の溶存 N2 ガス濃度の測定法（超音波測定方法） *

を用いて、実証系および対照系の好気槽における活性汚泥混合液中の過飽和 N2 ガス濃度を測

定した。試料中の溶存 N2 ガスの「飽和度」を次式により定義した上で、各所での測定結果につ

いて飽和度を指標として整理したものを図２－１２に示す。

溶存 N2ガスの飽和度 =溶存 N2ガスの過飽和濃度の測定値+溶存 N2ガスの飽和濃度の理論値

溶存 N2ガスの過飽和度の理論値
× 100

実証系では、好気槽（第 4 槽以降）に入ると飽和度が上昇し、特に下流側（第 6～7 槽）で高

くなっている。一方、対照系の飽和度はこれよりも明らかに低く、実証系において深槽曝気に

より溶存 N2 濃度が実際に上昇していることが確認できる。これに対して、実証系では第 8-1 槽

～第 8-2 槽にて脱気操作を行うと飽和度が減少し、第 8-2 槽および最終沈殿池入口では、対照

系と同程度になっていることから、本実証研究において実施した脱気操作により、十分な脱気

効果が得られていることが定量的に確認された。

図２－１２   実証系および対照系における反応タンク各槽の溶存 N2ガス飽和度

（2024 年 4 月～12 月の測定結果）
測定回数：119 回（実証系）31 回（対照系）

※測定回数は槽によって異なる

* 本手法は、活性汚泥中の溶存ガスを超音波洗浄器により気泡化させ、揮散した気体の体積から試料中の溶存

ガス濃度を推定するものであるが、概ね過飽和分の溶存ガスのみが揮散し測定されることが実験的に確認さ

れているため 19)、過飽和分の溶存ガス濃度を推定する手法として取り扱っている。
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３．  バイオガス活用技術  

３．１   開発動向調査・実態調査  

（１）  検討の概要 

 2030 年目標の達成に向けて、下水道事業においては嫌気性消化により得られるバイオガス

の活用の促進が期待されている。この目標を達成するためには、嫌気性消化施設の導入促進に

加え、バイオガスの発生量を増加させる等の消化を促進する技術や、バイオガスを有効利用す

ることが可能な技術についても導入促進を図る必要がある。これまで JS では、消化の効率化

に向けた技術開発等を実施してきたが、更なる導入促進のためには、2030 年度までに見込まれ

る技術のラインナップや効果等を整理することが有効であると考える。また、処理場における

バイオガスの回収量は、消化タンク関連設備の運転のみではなく、水処理施設を含めた処理場

全体の運転管理手法に大きく影響される。そのため、バイオガスの活用の促進には、新技術の

開発・実装のみではなく、処理場全体の運転の最適化が重要である。 

 本検討では、2023～2025 年度において、バイオガスの効率的な生成・活用技術に関する文献

調査や実態調査を実施する。前年度は、下水道分野以外も含め、バイオガスの発生量を増加さ

せる等の消化促進技術およびバイオガス活用技術の開発動向に係る文献調査を行った。本年度

は、以下の 2 項目について実態調査を行った。 

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査 

 下水処理場の嫌気性消化においては、処理場へ流入するバイオマスを効率的に回収し消化タ

ンクへ投入することで、消化ガス発生量の増加や有機物の分解率向上による発生汚泥量の削減、

および水処理に要する消費電力量の削減が期待される。本調査では、下水処理場の運転管理状

況が嫌気性消化に与える影響を把握するため、嫌気性消化を採用する処理場のうち、流入水量

当たりまたは消化タンク投入 VS 当たりのガス発生量の多い処理場、単位流入水量当たりの脱

水汚泥発生量の少ない処理場、および流入水量当たり消費電力量の小さい処理場を選定し、運

転管理状況に関するヒアリング調査を実施した。 

② 高濃度消化の運転状況実態調査  

 高濃度消化では、消化タンクへの投入汚泥濃度を高めることで、必要となる消化タンク容量

の削減や、消化タンクの加温に必要となる消化ガス量が減少することで、有効利用可能な消化

ガスの回収量の増加が期待される。発生する消化汚泥の容量も少ないため、後段の脱水設備の

規模縮小も期待される。消化タンク投入汚泥の TS が 6～8%の場合を高濃度消化と定義すると、

我が国の下水処理場では 2 箇所が該当する 25)。本調査では、発生汚泥の全量の高濃度消化を行

っている静岡県富士市東部浄化センターを対象として、運転状況を確認した。  
 

（２）  検討方法 

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査  

 調査対象処理場の選定は以下の通り行った。令和 3 年度版下水道統計 25)において、嫌気性消

化を採用している処理場のうち、集約処理や外部バイオマスの受入等を実施しておらず、かつ

データの信頼性が高いと判断した処理場の中から、単位流入水量当たりまたは消化タンク投入
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VS 当たりガス発生量の多い処理場、単位流入水量当たり脱水汚泥発生量の少ない処理場、お

よび単位流入水量当たり消費電力量の小さい処理場をそれぞれ 6～7 箇所ずつ選出した。  

１）  ガス発生量の多い処理場 

 調査対象とする処理場の選定にあたり、まずその傾向を把握した。令和 3 年度版下水道統計

によれば、消化タンク投入 VS 当たりガス発生量の平均は 502m3/tVS、単位流入水量当たりの

ガス発生量の平均は 667m3/万 m3 であり、処理場によって大きな違いがある。図３－１に単位

流入水量当たりガス発生量と投入 VS 当たりガス発生量の関係を示す。流入水の BOD 濃度等

もガス発生量に影響を与えるが、図に示すように、これら二つの指標間には相関関係が認めら

れる。本調査においては、単位流入水量当たりガス発生量が概ね 1,000m3/万 m3 以上の処理場、

または消化タンク投入 VS 当たりガス発生量が概ね 700m3/tVS 以上の処理場の中から、地域性

等を考慮して図中の記号（A～G）で示す 7 箇所を調査対象として選定した。  
 

 

図３－１  単位流入水量当たりガス発生量と投入 VS 当たりガス発生量の関係  

※嫌気性消化を採用する処理場のうち、①集約処理や外部バイオマスの受入等を未実施、 

②データの信頼性が高いと判断される処理場、のみ対象とした。 
 

２）  脱水汚泥発生量の少ない処理場  

 調査対象とする処理場の選定にあたり、まずその傾向を把握した。単位処理水量当たりの脱

水汚泥発生量は、水処理方法や脱水方法等、様々な要因に影響されるが、図３－２に示すよう

に、流入水の SS 濃度は脱水汚泥発生量に大きく影響することがわかる。本調査においては、

図中に示す、両者の関係を示す近似直線を下回る処理場、すなわち流入水の SS 濃度に対して

脱水汚泥発生量が少ない傾向にあると考えられる処理場の中から、地域性等を考慮し図中の記

号（B、F、H、I、J、K）で示す 6 箇所を選定した。なお、１）～３）の対象処理場で重複す

るものは同一の記号で表現している。 
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３．  バイオガス活用技術  

３．１   開発動向調査・実態調査  

（１）  検討の概要 

 2030 年目標の達成に向けて、下水道事業においては嫌気性消化により得られるバイオガス

の活用の促進が期待されている。この目標を達成するためには、嫌気性消化施設の導入促進に

加え、バイオガスの発生量を増加させる等の消化を促進する技術や、バイオガスを有効利用す

ることが可能な技術についても導入促進を図る必要がある。これまで JS では、消化の効率化

に向けた技術開発等を実施してきたが、更なる導入促進のためには、2030 年度までに見込まれ

る技術のラインナップや効果等を整理することが有効であると考える。また、処理場における

バイオガスの回収量は、消化タンク関連設備の運転のみではなく、水処理施設を含めた処理場

全体の運転管理手法に大きく影響される。そのため、バイオガスの活用の促進には、新技術の

開発・実装のみではなく、処理場全体の運転の最適化が重要である。 

 本検討では、2023～2025 年度において、バイオガスの効率的な生成・活用技術に関する文献

調査や実態調査を実施する。前年度は、下水道分野以外も含め、バイオガスの発生量を増加さ

せる等の消化促進技術およびバイオガス活用技術の開発動向に係る文献調査を行った。本年度

は、以下の 2 項目について実態調査を行った。 

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査 

 下水処理場の嫌気性消化においては、処理場へ流入するバイオマスを効率的に回収し消化タ

ンクへ投入することで、消化ガス発生量の増加や有機物の分解率向上による発生汚泥量の削減、

および水処理に要する消費電力量の削減が期待される。本調査では、下水処理場の運転管理状

況が嫌気性消化に与える影響を把握するため、嫌気性消化を採用する処理場のうち、流入水量

当たりまたは消化タンク投入 VS 当たりのガス発生量の多い処理場、単位流入水量当たりの脱

水汚泥発生量の少ない処理場、および流入水量当たり消費電力量の小さい処理場を選定し、運

転管理状況に関するヒアリング調査を実施した。 

② 高濃度消化の運転状況実態調査  

 高濃度消化では、消化タンクへの投入汚泥濃度を高めることで、必要となる消化タンク容量

の削減や、消化タンクの加温に必要となる消化ガス量が減少することで、有効利用可能な消化

ガスの回収量の増加が期待される。発生する消化汚泥の容量も少ないため、後段の脱水設備の

規模縮小も期待される。消化タンク投入汚泥の TS が 6～8%の場合を高濃度消化と定義すると、

我が国の下水処理場では 2 箇所が該当する 25)。本調査では、発生汚泥の全量の高濃度消化を行

っている静岡県富士市東部浄化センターを対象として、運転状況を確認した。  
 

（２）  検討方法 

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査  

 調査対象処理場の選定は以下の通り行った。令和 3 年度版下水道統計 25)において、嫌気性消

化を採用している処理場のうち、集約処理や外部バイオマスの受入等を実施しておらず、かつ

データの信頼性が高いと判断した処理場の中から、単位流入水量当たりまたは消化タンク投入
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図３－２   流入水の SS 濃度と脱水汚泥発生量の関係 
※嫌気性消化を採用する処理場のうち、①集約処理や外部バイオマスの受入等を未実施、  

②データの信頼性が高いと判断される処理場、のみ対象とした。 

 

３）  消費電力量原単位の小さい処理場  

 調査対象とする処理場の選定にあたり、まずその傾向を把握した。消費電力量原単位には、

流入負荷量をはじめ様々な影響要因があるが、処理場規模に大きく影響を受けるため、ここで

は日平均流入水量が 10,000～50,000m3/d の中規模処理場について、流入水 BOD と消費電力

量原単位（下水道統計のデータをベースに算出）の関係を図３－３に示した。電力量の対象と

する施設の範囲は、場内ポンプから水処理、汚泥処理の一連の処理場施設を含んでいる。0.25
～0.59kWh/m3 の処理場が多く、平均は 0.43kWh/m3 である。本調査においては、消費電力量

原単位が概ね 0.350kWh/m3 以下の処理場の中から、地域性等を考慮し図中の記号（B、F、H、

J、K、L）で示す 6 箇所を選定した。  
 

 

図３－３   流入水 BOD 濃度と消費電力量原単位の関係  
（日平均流入水量 10,000～50,000m3/d の処理場） 

※嫌気性消化を採用する処理場のうち、①集約処理や外部バイオマスの受入等を未実施、  

②データの信頼性が高いと判断される処理場、のみ対象とした。 
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１）から３）で選定した合計 12 処理場に対して、2024 年 6 月～11 月の期間で実態調査を実

施した。本調査では、過去 5 か年の下水道統計を基に、各処理場の運転状況が大きく変わって

いないことを確認したうえで、処理場全体の詳細な運転管理データ 1 年分の提供を依頼した。

受領したデータをもとに、汚水流入状況（水量、水質）、汚泥発生状況（発生量、VS 分解率等）、

各施設の運転状況（最初沈殿池汚泥（以下、「初沈汚泥」と略記）の引抜率、反応タンク MLSS・
HRT・SRT、重力濃縮槽滞留時間等）、消化タンク運転状況（消化温度、日数、ガス発生量）、

使用電力量等を整理した。なお、各処理場のデータの整理状況により、整理に用いたデータは、

処理場により 2022 年度、または 2023 年度のものを用いている。また、電話または現地ヒアリ

ングによる調査を実施し、整理した各種状況等を踏まえ、処理場全体の運転管理状況の実態や

特異事項等の確認を行った。

② 高濃度消化の運転状況実態調査

１） 対象処理場および汚泥処理設備の概要

表３－１に調査を行った静岡県富士市東部浄化センターの施設概要、図３－４に概略処理フ

ローを示した。当センターの処理法は標準活性汚泥法（AO 運転）、2023 年度における平均処

理水量は 33,600m3/d である。表３－２に当センターにおける高濃度消化関係の主な設備仕様

を、図３－５に高濃度消化設備の概略フローを、図３－６に高濃度消化設備の全景を示す。当

センターの高濃度消化設備は 2018 年度採択の国土交通省・B-DASH プロジェクト「高濃度消

化・省エネ型バイオガス精製による効率的エネルギー利活用技術に関する実証事業」で設置さ

れた設備の一部である。消化タンクに投入する未消化汚泥と、消化タンクから汚泥を一部返送

し混合して濃縮することで NH4-N を消化阻害が生じない濃度に調整できるため、汚泥の高濃

度化と消化日数の短縮（消化タンク容積を従来の約 1/3 に削減）を実現しつつも、消化性能を

従来技術と同等に維持可能な技術とされている 26)。

表３－１ 富士市東部浄化センターの

       施設概要（2023 年度時点）

図３－４ 富士市東部浄化センターの概略処理フロー
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図３－２   流入水の SS 濃度と脱水汚泥発生量の関係 
※嫌気性消化を採用する処理場のうち、①集約処理や外部バイオマスの受入等を未実施、  

②データの信頼性が高いと判断される処理場、のみ対象とした。 

 

３）  消費電力量原単位の小さい処理場  

 調査対象とする処理場の選定にあたり、まずその傾向を把握した。消費電力量原単位には、

流入負荷量をはじめ様々な影響要因があるが、処理場規模に大きく影響を受けるため、ここで

は日平均流入水量が 10,000～50,000m3/d の中規模処理場について、流入水 BOD と消費電力

量原単位（下水道統計のデータをベースに算出）の関係を図３－３に示した。電力量の対象と

する施設の範囲は、場内ポンプから水処理、汚泥処理の一連の処理場施設を含んでいる。0.25
～0.59kWh/m3 の処理場が多く、平均は 0.43kWh/m3 である。本調査においては、消費電力量

原単位が概ね 0.350kWh/m3 以下の処理場の中から、地域性等を考慮し図中の記号（B、F、H、

J、K、L）で示す 6 箇所を選定した。  
 

 

図３－３   流入水 BOD 濃度と消費電力量原単位の関係  
（日平均流入水量 10,000～50,000m3/d の処理場） 

※嫌気性消化を採用する処理場のうち、①集約処理や外部バイオマスの受入等を未実施、  

②データの信頼性が高いと判断される処理場、のみ対象とした。 
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表３－２ 富士市東部浄化センターにおける高濃度消化設備（主たる設備）の仕様

図３－５ 高濃度濃縮設備の概略フロー 図３－６ 高濃度消化設備の全景

主な設備は高濃度濃縮設備、消化タンク送泥ポンプ、高濃度消化設備から構成され、当セン

ターで発生する初沈汚泥、余剰汚泥の全量を処理対象としている。重力濃縮後の初沈汚泥（TS3
～4%）と機械（遠心）濃縮後の余剰汚泥（TS4～5%）を混合攪拌槽にて、ポリ鉄と高分子凝集

剤を加えて混合し、一軸スクリュー式濃縮機で TS7～9%に濃縮する。高濃度に濃縮した汚泥は、

一軸ねじ式汚泥ポンプで消化タンク頂部から投入している。消化タンクの有効容量は 1,000m3

で、消化温度 40℃、消化日数 15～17d で管理している。通常の中温消化と比較して消化温度

を高く設定しているのは、高濃度消化設備における運転の安定化を念頭に置いたものである。

なお後述のとおり、本施設では調査を実施した 2024 年度時点において、NH4-N による消化阻

害が生じる状況ではなく、消化汚泥の返送を行っていないため、消化タンクの SRT は HRT と

同一値である 15～17d となる。消化タンクの攪拌はインペラ式で、一般的な同規模の消化タン

ク撹拌機より 5 倍程度動力の大きい攪拌機（7.5kW）を採用している。

２） 調査項目

当センターから最新（2023 年度）の維持管理年報等の運転管理データの提供を受けると共

に、当該処理場の運転管理担当者を対象とした現地ヒアリング調査により、運転状況の実態や

高濃度消化関連の施設に関する意見等を確認した。また高濃度濃縮設備関連の固形物収支等を

把握するために汚泥等性状調査を 1 回実施した。
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（３） 検討結果

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査

１） ガス発生量の多い処理場

表３－３に、主な運転管理状況の調査結果を示す。対象処理場のうち、流入水の BOD、SS
が 200mg/L 以上と高い処理場が多かったが、200mg/L に達しない D、F でも投入 VS 当たり

ガス発生量は 700m3/tVS 以上の高い値が得られていた。これらの処理場では中継ポンプ場や最

初沈殿池でポリ鉄の添加が行われており、流入する有機物が初沈汚泥として効率的に回収され

ているものと考えられる。また、初沈汚泥の引抜率が A、B、C では 2.6～5.1%と高い*。過年

度の調査 28)等によると、投入 VS 当たりガス発生量は余剰汚泥の約 300～400m3/tVS に対し、

初沈汚泥では約 600～750m3/tVS と約 2～3 倍高い。処理場 A、B、C においては、多くの有機

分が反応タンクで分解される前に最初沈殿池で回収され、消化タンクに供給される量が増加し

ていることがガス発生量に影響したと考えられる。また重力濃縮槽の滞留時間も 4.0～7.1hr と

短く†管理されていたことが寄与したと考えられる。図３－７に示すように、重力濃縮槽の滞

留時間が標準より長めとなっても重力濃縮汚泥の固形分率に顕著な向上は見られない一方、有

機分率は大きく低下する傾向が見られることから、重力濃縮槽の滞留時間を短く管理すること

がガス発生量の増加に寄与したものと考えられた。初沈汚泥は加水分解と酸発酵が進みやすい

炭水化物主体の汚泥である。汚泥の滞留時間が比較的短いことで、加水分解や腐敗（酸発酵）

の進行度合いの低い、比較的新鮮な汚泥が消化タンクに投入されていたものと推察される。

表３－３ ガス発生量の多い処理場の運転管理状況

図３－７ 重力濃縮槽滞留時間と汚泥性状の関係

（左：濃縮汚泥の固形分率 右：濃縮汚泥の有機分率）

* 設計指針 27)によると、処理水量に対する初沈汚泥の引抜量の比率は 1.5%程度が標準。
† 設計指針 27)によると、重力濃縮槽の滞留時間は 12hr が標準とされている。
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表３－２ 富士市東部浄化センターにおける高濃度消化設備（主たる設備）の仕様
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ターで発生する初沈汚泥、余剰汚泥の全量を処理対象としている。重力濃縮後の初沈汚泥（TS3
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で、消化温度 40℃、消化日数 15～17d で管理している。通常の中温消化と比較して消化温度

を高く設定しているのは、高濃度消化設備における運転の安定化を念頭に置いたものである。

なお後述のとおり、本施設では調査を実施した 2024 年度時点において、NH4-N による消化阻

害が生じる状況ではなく、消化汚泥の返送を行っていないため、消化タンクの SRT は HRT と

同一値である 15～17d となる。消化タンクの攪拌はインペラ式で、一般的な同規模の消化タン

ク撹拌機より 5 倍程度動力の大きい攪拌機（7.5kW）を採用している。

２） 調査項目

当センターから最新（2023 年度）の維持管理年報等の運転管理データの提供を受けると共

に、当該処理場の運転管理担当者を対象とした現地ヒアリング調査により、運転状況の実態や

高濃度消化関連の施設に関する意見等を確認した。また高濃度濃縮設備関連の固形物収支等を

把握するために汚泥等性状調査を 1 回実施した。
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 反応タンクの SRT が長いと活性汚泥の自己分解が進むため、ガス発生特性に大きく影響を

与える*。F を除いて 4.3～8.4 日（硝化抑制運転）と比較的短い SRT で管理されており、ガス

発生量が多い要因になっていると推察される。また、D および E では常圧浮上濃縮が行われて

いた。SRT の短い汚泥は腐敗しやすいため、貯留槽等に長時間貯めこまず速やかに濃縮して消

化タンクに投入することが推奨されるが、常圧浮上濃縮装置では好気性条件下で濃縮が行われ

るため、腐敗進行が抑制されガス発生量増大の要因になっていると考えられる。 

 

２）  脱水汚泥発生量の少ない処理場  

 表３－４に、主な運転管理状況の調査結果を示す。6 か所のうち 4 か所が合流区域を有する

処理場であった。汚泥の発生量は流入水質（特に SS）に大きく影響されるが、H と K を除い

て 171～219mg/L と平均的な SS 濃度であった。合流区域を有する処理場の最初沈殿池の設計

水面積負荷†は、分流処理区の処理場より一般に小さく（沈澱時間が長くなる）設定される。こ

のため、最初沈殿池における固形物回収率が年間を通じて高くなり、消化タンクへ供給される

有機物量が増加する。初沈汚泥は余剰汚泥に比べ消化タンクでの有機物分解率が高いため、結

果的に汚泥の発生量が少なくなっているものと推察される。 

 

 I、J、K では 2 段消化の 2 段目で固液分離が行われ、投入汚泥量の 3～5 割程度が脱離液と

して最初沈殿池の前に返送されている。これにより、消化タンク内で生成される一部の成分（無

機水酸化物等）が洗い出されること、また固形物の処理場全体としての滞留時間が長くなるこ

とで、水処理における好気性分解、消化処理における嫌気性分解を通し、未分解の有機物の分

解が促進されること等により、結果的に脱水汚泥発生量の削減につながっていると推察される。 

 I では反応タンクの MLSS が 2,500mg/L、SRT が 21d と大きいことによる反応タンクでの

自己分解、および消化タンクでの長期滞留（消化日数 83d）による汚泥の分解が、脱水汚泥発

生量削減の要因になっていると考えられる。  
 B、F、H では流入管渠や汚泥の濃縮工程でポリ鉄の添加が行われ、最初沈殿池や重力濃縮工

程での凝集沈降性が改善（有機分分解率の高い初沈汚泥としての固形物回収率向上）され、消

化タンクへ供給される有機物量が増加し、嫌気性分解が促進されることで、結果的に脱水汚泥

発生量の低減に効果があったと考えられる。  
  

 
* JS 内部資料（未公表）。  
† 設計指針 27)において、最初沈殿池の水面積負荷は、分流式：35～70m3/(m2・d)、合流式：25～50m3/(m2・

d)である。  

表３－４   脱水汚泥発生量の少ない処理場の運転管理状況  

 

流入水量
VS

分解率
ポリ鉄
添加

m
3
/日 分流ha 合流ha BOD SS

発生量

twet/万ｍ
3

含水率
％

％
引抜率
％

重力濃縮
時間 hr

MLSS
mg/L

HRT
hr

SRT
日

消化温度
℃

消化日数
日

2槽目固
液分離

水処理・
濃縮

B(長野県） 30,000 4,403 0 211 184 2.9 81 68.2 2.6 4.0 1,080 6.9 4.3 40 25 ― 〇
F(栃木県） 25,800 5,583 0 169 171 2.6 80 68.5 1.7 9.5 1,320 10.0 11.8 36 32 ― 〇 中継ｐにポリ鉄添加

H(長野県） 64,800 4,403 323 207 122 2.8 82 65.6 1.4 8.9 1,220 9.5 8.7 34 31 ― 〇
I(埼玉県） 24,000 698 356 192 177 2.7 82 46.1 1.1 40.0 2,500 14.9 21.0 39 83 〇 ー
J(北海道） 39,900 2,302 241 201 216 1.9 80 57.9 1.3 19.0 1,470 7.5 6.9 38 40 〇 ー
K(北海道） 13,400 794 203 120 109 1.2 78 61.0 1,800 7.2 7.1 38 51 〇 ー 余剰汚泥を初沈分配槽に戻し混合濃縮

消化タンク
備　考

混合濃縮

排除方式 流入水質mg/L 初沈汚泥 反応タンク脱水ケーキ
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３） 消費電力量原単位の小さい処理場

表３－５に、主な運転管理状況の調査結果を示す。6 箇所のうち 3 箇所（H、J、K）が一部

合流式の処理場であった。J では電気代節約のため処理場全体で徹底した節電対策を講じてい

た。

表３－５ 消費電力量原単位の小さい処理場の運転管理状況

処理場における消費電力量のうち、反応タンクの曝気に要する電力量は大きな割合を占める。

今回調査した処理場では、最初沈殿池流出水（反応タンク流入水）の BOD 濃度が低い特性を

持つ処理場（F、K）、硝化抑制運転（低 MLSS または低 SRT（あるいは両者併用））を実施（B、

H、J、K）、水処理運転系列の削減運転（F）といった運転管理状況がみられた。硝化抑制や稼

働水処理系列の削減等の運転は、反応タンクでの曝気量を抑制し消費電力量を削減するだけで

なく、嫌気性消化へ供給する有機物を増加させる方向と一致するものでもあり、消化ガス発生

量の増加にも寄与しているものと考えられる。

なお、上記 6 箇所のうち K を除く 5 箇所では消化ガス発電（FIT 売電含む）を行っており、

全量消化ガス発電を行っている 3 箇所（B、F、L）の流入水量当たりの平均発電量は 0.158～
0.192kwh/m3 であった。これは処理場の消費電力量の 60～70%に相当し、消化ガス発電の導入

が処理場の電力量の多くを賄える可能性があることを示唆している。

４） 各運転手法の関連性を踏まえた推奨される運転管理

今回の調査で選定された、１）～３）に該当する処理場の運転管理状況を確認した結果、効

率的な嫌気性消化を実現するためには、複数の運転管理要素が相互に関連し、処理場全体の効

率化に寄与していることが示唆された。特に、「処理場に流入する有機物を最初沈殿池で効率的

に回収し、新鮮な状態で消化タンクに投入する」という運転管理は、以下の複数の効果を同時

に発揮する、極めて重要な要素であることが確認された。

 バイオガス発生量の増加：今回の調査でガス発生量の多い処理場（表３－３の A、B、C 処

理場等）では、初沈汚泥の引抜率が高く、重力濃縮槽の滞留時間が短く管理されており、有

機物分解率の高い初沈汚泥を新鮮な状態で消化タンクに供給することで、嫌気性消化による

有機物分解が促進され、ガス発生量が増加することが示唆された。

 脱水汚泥発生量の削減：脱水汚泥発生量の少ない処理場（表３－４）では、最初沈殿池での

有機物回収率向上や、反応タンクでの自己分解による汚泥減量、および消化タンクでの長期

滞留等による有機物の分解促進等により、結果として発生汚泥量が削減されることが確認さ

れた。また、反応タンクへの有機物負荷が低減されることで、初沈汚泥と比較して嫌気性分

解しにくい余剰汚泥の発生量も抑制されることが示唆された。
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して最初沈殿池の前に返送されている。これにより、消化タンク内で生成される一部の成分（無

機水酸化物等）が洗い出されること、また固形物の処理場全体としての滞留時間が長くなるこ

とで、水処理における好気性分解、消化処理における嫌気性分解を通し、未分解の有機物の分

解が促進されること等により、結果的に脱水汚泥発生量の削減につながっていると推察される。 

 I では反応タンクの MLSS が 2,500mg/L、SRT が 21d と大きいことによる反応タンクでの

自己分解、および消化タンクでの長期滞留（消化日数 83d）による汚泥の分解が、脱水汚泥発

生量削減の要因になっていると考えられる。  
 B、F、H では流入管渠や汚泥の濃縮工程でポリ鉄の添加が行われ、最初沈殿池や重力濃縮工

程での凝集沈降性が改善（有機分分解率の高い初沈汚泥としての固形物回収率向上）され、消
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* JS 内部資料（未公表）。  
† 設計指針 27)において、最初沈殿池の水面積負荷は、分流式：35～70m3/(m2・d)、合流式：25～50m3/(m2・

d)である。  

表３－４   脱水汚泥発生量の少ない処理場の運転管理状況  

 

流入水量
VS

分解率
ポリ鉄
添加

m
3
/日 分流ha 合流ha BOD SS

発生量

twet/万ｍ
3

含水率
％

％
引抜率
％

重力濃縮
時間 hr

MLSS
mg/L

HRT
hr

SRT
日

消化温度
℃

消化日数
日

2槽目固
液分離

水処理・
濃縮

B(長野県） 30,000 4,403 0 211 184 2.9 81 68.2 2.6 4.0 1,080 6.9 4.3 40 25 ― 〇
F(栃木県） 25,800 5,583 0 169 171 2.6 80 68.5 1.7 9.5 1,320 10.0 11.8 36 32 ― 〇 中継ｐにポリ鉄添加

H(長野県） 64,800 4,403 323 207 122 2.8 82 65.6 1.4 8.9 1,220 9.5 8.7 34 31 ― 〇
I(埼玉県） 24,000 698 356 192 177 2.7 82 46.1 1.1 40.0 2,500 14.9 21.0 39 83 〇 ー
J(北海道） 39,900 2,302 241 201 216 1.9 80 57.9 1.3 19.0 1,470 7.5 6.9 38 40 〇 ー
K(北海道） 13,400 794 203 120 109 1.2 78 61.0 1,800 7.2 7.1 38 51 〇 ー 余剰汚泥を初沈分配槽に戻し混合濃縮

消化タンク
備　考

混合濃縮

排除方式 流入水質mg/L 初沈汚泥 反応タンク脱水ケーキ
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 消費電力量の削減：消費電力量原単位の小さい処理場（表３－５）では、最初沈殿池での有

機物の効率的な回収や、硝化抑制運転、水処理運転系列の削減等により、反応タンクへの

BOD 負荷が低減され、送風量削減による消費電力量の低減に繋がることが確認された。な

お、消化ガス発電を組み合わせることで、処理場全体の電力自給率向上に大きく貢献できる。

これらの相乗効果を最大限に引き出すためには、以下の運転管理を総合的に実施することが

推奨される。

 最初沈殿池の運転最適化：初沈汚泥の引抜率を適切に管理し、ポリ鉄等の凝集剤を効果的に

活用することで、最初沈殿池における有機物の回収率を高める。

 汚泥の新鮮度維持：図３－８に示すように、汚泥中の有機分率が 90%から 85%に低下した

だけでも汚泥中の有機分は概ね半減する。初沈汚泥や濃縮汚泥の滞留時間を短縮し、速やか

に消化タンクへ投入することで、酸発酵や腐敗の進行を抑制し、返流水等として水処理系へ

戻る有機物負荷を削減する。常圧浮上濃縮などの技術も有効である。

 反応タンクの硝化抑制運転：SRT を短くするため、低 MLSS（1,000～1,200mg/L）や HRT
を 5～7hr 程度とする運転により、反応タンクでの自己分解を抑制し、消化タンクへの有機

物供給量を確保すると共に、送風量削減による省エネルギー化を図る。

これらの運転管理手法は、個別の効果だけでなく、処理場全体のエネルギー収支、汚泥処理

コスト、ひいては環境負荷の低減に複合的に寄与するものである。

図３－８ 下水汚泥中の有機分率と実際の有機分量の変化例

② 高濃度消化の運転状況実態調査

１） 運転実績

表３－６に、当センターにおける 2023 年度の高濃度消化の運転実績を示す。高濃度濃縮設

備へは、年間平均で初沈汚泥が 101.1m3/d（TS3.61%）、余剰汚泥が 52.7m3/d（TS4.61%）の合

計 153.8m3/d 投入されている。消化タンクへの投入汚泥を高濃度化するために混合攪拌槽で添

加される凝集剤の使用量（購入量から推計）はポリ鉄が 0.441m3/d、高分子凝集剤が 16.4kg/d、
濃縮汚泥固形物当たりの添加量はそれぞれ約 11%DS、約 0.3%DS である。
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本施設で設置されている設備の動力は、高濃度濃縮設備が 12.5kW、消化タンク投入ポンプ

が 7.5kW、高濃度消化タンク攪拌機が 7.5kW と、一般的な消化設備と比較して大きなものが

用いられている。高濃度消化関連設備のみでの具体的な年間消費電力量データは入手できなか

ったが、各設備の定格動力と運転時間に基づいた推定では、処理場全体の消費電力量（5,430 千

kWh/y）の 2～3%程度であった。通常、汚泥処理設備の消費電力量は処理場全体の 15～20%程

度であり、高濃度消化に関連する設備の運転に要する消費電力量はこの 1 割程度と推察される。

高濃度消化後の汚泥濃度は平均 3.84%であり、通常の中温消化と比較して非常に高く、後段

の汚泥脱水設備の効率的な運転に繋がっている。

表３－６ 高濃度消化の運転実績（2023 年度）

２） 消化特性

表３－７に調査対象処理場における高濃度

消化の運転状況をまとめて示した。年間平均の

消化温度 40℃、消化日数 15.1d、投入 VS 負荷

量 4.77kgVS/(m3・d)で、極めて高い投入負荷条

件にも関わらず、投入 VS 当たりのガス発生量

は 544Nm3/(t・VS)、VS 分解率は 61%と、一般

的な中温嫌気性消化における運転と同等の良

好な運転が継続されている。

図３－９に 1日当たりの平均ガス発生量の年

間変動、図３－１０に 1 日当たりガス発生量の推移の事例を示した。夏季にガス発生量がやや

低下しているが、この現象は通常の消化方式でも同様である。ガス発生量の日間変動は、通常

の処理場では年間平均値に対し 1～2 割程度の変動がみられるが、当該処理場における日間変

動は 5%程度と比較的小さい。高濃度濃縮を行うことにより、消化タンクへの投入汚泥の負荷

変動が小さく、その結果、ガス発生量も比較的変動が小さかったものと推察された。

表３－７ 調査対象処理場における運転状況
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これらの相乗効果を最大限に引き出すためには、以下の運転管理を総合的に実施することが

推奨される。

 最初沈殿池の運転最適化：初沈汚泥の引抜率を適切に管理し、ポリ鉄等の凝集剤を効果的に

活用することで、最初沈殿池における有機物の回収率を高める。

 汚泥の新鮮度維持：図３－８に示すように、汚泥中の有機分率が 90%から 85%に低下した
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に消化タンクへ投入することで、酸発酵や腐敗の進行を抑制し、返流水等として水処理系へ

戻る有機物負荷を削減する。常圧浮上濃縮などの技術も有効である。

 反応タンクの硝化抑制運転：SRT を短くするため、低 MLSS（1,000～1,200mg/L）や HRT
を 5～7hr 程度とする運転により、反応タンクでの自己分解を抑制し、消化タンクへの有機

物供給量を確保すると共に、送風量削減による省エネルギー化を図る。

これらの運転管理手法は、個別の効果だけでなく、処理場全体のエネルギー収支、汚泥処理

コスト、ひいては環境負荷の低減に複合的に寄与するものである。

図３－８ 下水汚泥中の有機分率と実際の有機分量の変化例

② 高濃度消化の運転状況実態調査

１） 運転実績

表３－６に、当センターにおける 2023 年度の高濃度消化の運転実績を示す。高濃度濃縮設

備へは、年間平均で初沈汚泥が 101.1m3/d（TS3.61%）、余剰汚泥が 52.7m3/d（TS4.61%）の合

計 153.8m3/d 投入されている。消化タンクへの投入汚泥を高濃度化するために混合攪拌槽で添

加される凝集剤の使用量（購入量から推計）はポリ鉄が 0.441m3/d、高分子凝集剤が 16.4kg/d、
濃縮汚泥固形物当たりの添加量はそれぞれ約 11%DS、約 0.3%DS である。
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図３－９ １日当たり平均ガス発生量の

年間変動

図３－１０ １日当たり平均ガス発生量の

月間変動（2023 年 7 月）

なお、稀に高濃度濃縮設備の不調等で所定の汚泥濃度まで濃縮できない場合があり、その際

は消化日数確保のため濃縮汚泥の一部を消化タンクに投入せず脱水設備へ直送して対応してお

り、運転担当者から、安定して全量を消化処理するためには消化日数 20d を確保できる槽容量

が望ましいとの意見もあった。

３） 高濃度濃縮設備プロセスにおける汚泥性状と安定化要因

下水道統計 25)によると、消化タンク

設備への投入有機物負荷は 0.20 ～

1.40kgVS/(m3・d)の処理場が多く、平

均では 0.791kgVS/(m3・d)と計算され

る。これに対し当センターでは平均

4.77kgVS/(m3・d)と極めて高負荷な条

件で安定した運転がなされている。高

負荷条件下での安定運転を可能とする

要因を探るため、高濃度濃縮設備関連

の汚泥性状を調査した。図３－１１に

フロー図を、表３－８に分析の結果を

示した。

水処理施設の各沈殿池から引き抜か

れた汚泥は重力濃縮槽や機械濃縮槽で

予備濃縮されてから高濃度濃縮設備に

投入されるため、前処理時間が長い。投

入汚泥の pH は 5.5、揮発性有機酸の濃

度が 1,900mg/L を示す等、非常に酸発

酵が進行し、通常の処理方式では酸敗

現象を招きかねないレベルである。し

かし高濃度濃縮機において有機酸の約 1/3 は高濃度濃縮の分離液に移行するため、消化タンク

投入汚泥における揮発性有機酸の負荷は低減される。消化タンク内のメタン菌濃度が高いこと

との相乗効果により、安定したメタン発酵が行われる要因の一つとなっていると考えられる。
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図３－１１ 高濃度濃縮設備廻りのフロー

表３－８ 高濃度濃縮プロセスにおける

汚泥性状分析結果
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 なお、高濃度消化においては消化タンク内のアンモニア濃度が高くなり消化阻害を引き起こ

す可能性があるため、本設備では消化汚泥の一部を高濃度濃縮設備に返送しアンモニアを濃縮

分離液として削減するフローとなっている。消化汚泥の T-N が 4,660mg/L、NH4-N が

2,140mg/L と、一般的な中温消化の約 2 倍の値ではあるが、メタン発酵阻害が生じるレベル 29)

には達していないため、消化汚泥の返送は現在行われていない。 

 １）から３）の結果から、当センターの高濃度消化設備においては、高負荷条件下でも安定

した消化性能を発揮し、良好なガス発生量と VS 分解率が得られていることが確認された。高

濃度濃縮設備等の追加設備や薬品コストは要するものの、本調査で得られた知見は、高濃度消

化が消化タンク容量の削減や後段脱水設備の縮小を可能とし、特に大都市等の用地制約がある

処理場において有望な選択肢の一つとなり得ることを示す事例といえる。 

 

（４）  まとめ 

① 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査  

 本調査では、ガス発生量の多い処理場、脱水汚泥発生量の少ない処理場および消費電力量原

単位の小さい処理場を対象に、処理場運転管理手法と嫌気性消化の関係について、合計 12 処

理場を対象に実態調査を行った。その結果、効率的な嫌気性消化の実現には多くの運転管理要

素が関係していることが確認された。特に、処理場に流入するバイオマスを最初沈殿池で効率

的に回収し、新鮮な状態で消化タンクに投入する運転管理が、バイオガスの増量、汚泥発生量

の削減、および処理場の消費電力量の削減に繋がる重要な要素であることが示唆された  
 今後は、これらの知見を基に、処理場に流入する溶解性有機分を最初沈殿池で効率的に回収

する手法、および窒素除去を目的に高度処理を行っている処理場（反応タンクで高 SRT 運転）

における効率的な消化タンクの運転方法の検討を予定している。  

② 高濃度消化の運転状況実態調査  

 消化タンク投入汚泥 TS7～9%、有機物負荷 4.77kgVS/(m3・d)で運転している処理場の実態

調査を行った結果、大きなトラブルもなく平均ガス発生量は 544m3/tVS、平均 VS 分解率は 61%
と良好な運転が行われていることが確認できた。高濃度濃縮設備等の追加設備や薬品代等のコ

ストは要するものの、本実態調査で確認された当センターの高濃度消化施設における運転実績

は、消化タンク容量の大幅な削減、加温に要するエネルギーの低減、および高濃度な消化タン

クからの引抜汚泥による後段の脱水設備の縮小といった期待ができることを示している。これ

らの特徴を持つ高濃度消化法は、特に大都市等の用地に制限を受ける処理場等において有望な

選択肢の一つになると考えられた。  
 投入汚泥濃度が TS6%を超える新しい高濃度消化処理場もみられることから、今後はそれら

の運転状況に関する情報を収集し、高濃度消化システムの得失を明らかにしていく予定である。 
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３） 高濃度濃縮設備プロセスにおける汚泥性状と安定化要因

下水道統計 25)によると、消化タンク

設備への投入有機物負荷は 0.20 ～

1.40kgVS/(m3・d)の処理場が多く、平
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予備濃縮されてから高濃度濃縮設備に

投入されるため、前処理時間が長い。投

入汚泥の pH は 5.5、揮発性有機酸の濃

度が 1,900mg/L を示す等、非常に酸発

酵が進行し、通常の処理方式では酸敗

現象を招きかねないレベルである。し

かし高濃度濃縮機において有機酸の約 1/3 は高濃度濃縮の分離液に移行するため、消化タンク

投入汚泥における揮発性有機酸の負荷は低減される。消化タンク内のメタン菌濃度が高いこと

との相乗効果により、安定したメタン発酵が行われる要因の一つとなっていると考えられる。
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図３－１１ 高濃度濃縮設備廻りのフロー

表３－８ 高濃度濃縮プロセスにおける

汚泥性状分析結果
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３．２   バイオガス創出に係る基礎実験 

（１）  検討の概要 

 GHG 排出量の削減に向け、嫌気性消化による汚泥の減量化やそれにより得られるバイオガ

スの活用が重要な役割を担うと考えられる。国内の下水道分野では、嫌気性消化を採用する約

300 処理場のうち、消化温度 36℃程度、消化日数 20d 程度の「中温消化」が 8 割以上で採用さ

れており、主流となっている。一方、消化温度 55℃付近で運転される「高温消化」は、処理が

やや不安定とされるものの、15d 程度の消化日数で中温消化と同等の消化率が得られることが

知られている 30)。しかし、高温消化におけるバイオガス発生量や消化汚泥の性状等を一般的な

中温消化と具体的に比較した知見は少なく、技術の普及促進には、運転条件の違いが消化性能

に与える影響を明らかにする基礎的な知見の蓄積が求められている。  
 更に、消化設備の長期安定運転には定期的な消化タンクの開放点検が不可欠である。しかし、

消化タンクの数が 1 槽あるいは少ない処理場では、消化を継続しながらの点検が困難である。

高温消化は短期間で高い消化率が得られるため、点検時に一部タンクを高温消化に切り替える

ことで処理能力を増強し、全量を消化する状態を維持することや、未消化での汚泥搬出量の削

減、およびその期間の短縮といった可能性が考えられる。 
 こうした背景のもと、本検討では嫌気性消化の基礎的な知見を蓄積するための実験を行う。

過年度は JS 技術開発実験センターのラボスケールの実験装置を用いて高温消化および中温消

化の連続消化実験を実施し、投入負荷条件の違いによる消化特性を検証した。本年度は、中温

消化と高温消化の切り替え運転の可能性を検証するため、ラボスケールで連続消化実験を行っ

た。 
 

（２）  検討方法 

 本実験では、消化設備の開放点検時を想定し、

他の消化タンクの運転条件を中温消化から高温消

化へ一時的に切り替え、点検終了後に再び中温消

化に戻す運転手法の可能性を検証した。この検証

は、消化タンクの連続運転を維持しつつ、点検期

間中も汚泥減量化を継続できる可能性を探ること

を目的とした。既往の知見では、中温消化と高温

消化では活動する菌群が異なるため、それぞれの

温度での馴致期間が必要とされている 31)が、本実

験では、温度・消化日数を段階的に切り替えるこ

とで短期間での移行が可能であるかを検証した。  
 JS 技術開発実験センターに設置された連続消化実験装置（容量 5L、図３－１２参照）1 槽

を用い、1 回の連続実験を行った。この実験では、真岡市水処理センターの消化タンク（消化

温度 36℃、消化日数 35d）から採取した消化汚泥を種汚泥とし、同センターの混合濃縮汚泥を

投入汚泥とした。消化温度の切り替え期間や運転条件は、メタン菌の増殖速度（数日～数週間）

や過去の馴致期間の知見（1 ヶ月程度で安定）を参考に設定した（図３－１３参照）。消化温度

36℃程度（35～37℃）、消化日数 25d で 2 週間運転を継続した後、約 4 週間かけて温度を 1 週

間当たり 3℃ずつ上昇させ、同時に消化日数を減少させ、最終的に消化温度 50℃、消化日数 15d

 
図３－１２   連続消化実験装置の外観  
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となるよう運転を設定した。更に、高温消化で 2 週間程度安定性を確認できた場合、以降は同

様の期間をかけて元の消化温度と消化日数に戻す運転条件を設定した。汚泥投入は、実験の都

合上、1 週間分を月～金の 5 日間で均等に投入した。運転状況を確認するため、実験期間中は

消化ガス発生量を連続的に測定した。また、発生ガスのメタン濃度、投入汚泥および消化汚泥

の性状を 2 週間ごとに分析した。 
 

（３）  検討結果 

 実験は、まず消化温度 36℃程度、消化日数 25d で安定運転を確認後、（２）で示した計画に

従い消化温度および投入汚泥量を段階的に増加させて高温消化（消化温度 50℃、消化日数 15d）
への移行を試みた。実験期間における主要な運転条件（消化温度、投入負荷）および主要な消

化状況の指標（消化ガス発生量、消化ガス中の CH4 濃度、有機酸濃度）の推移を図３－１３お

よび図３－１４に示す。運転中、ガス発生量が不安定となったため、汚泥の投入を一時的に中

止する等、投入条件を見直した結果、実験期間を約 2 週間延長した。  
 

 
図３－１３   消化槽運転条件（消化温度、投入負荷の変更）とガス発生量の推移  

 

 
図３－１４   実験期間における主な消化指標の推移  
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た。 
 

（２）  検討方法 

 本実験では、消化設備の開放点検時を想定し、
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化に戻す運転手法の可能性を検証した。この検証
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間中も汚泥減量化を継続できる可能性を探ること

を目的とした。既往の知見では、中温消化と高温

消化では活動する菌群が異なるため、それぞれの

温度での馴致期間が必要とされている 31)が、本実

験では、温度・消化日数を段階的に切り替えるこ

とで短期間での移行が可能であるかを検証した。  
 JS 技術開発実験センターに設置された連続消化実験装置（容量 5L、図３－１２参照）1 槽

を用い、1 回の連続実験を行った。この実験では、真岡市水処理センターの消化タンク（消化

温度 36℃、消化日数 35d）から採取した消化汚泥を種汚泥とし、同センターの混合濃縮汚泥を

投入汚泥とした。消化温度の切り替え期間や運転条件は、メタン菌の増殖速度（数日～数週間）

や過去の馴致期間の知見（1 ヶ月程度で安定）を参考に設定した（図３－１３参照）。消化温度

36℃程度（35～37℃）、消化日数 25d で 2 週間運転を継続した後、約 4 週間かけて温度を 1 週

間当たり 3℃ずつ上昇させ、同時に消化日数を減少させ、最終的に消化温度 50℃、消化日数 15d

 
図３－１２   連続消化実験装置の外観  
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 時系列での主な結果は以下の通りである。  

 第 1～2 週目は、消化温度 36℃前後の中温条件で運転し、ガス発生倍率は 14.3～16.1 倍と

安定していた。  
 第 3 週目から消化温度および投入負荷量を段階的に上昇させ、第 4 週目まではガス発生倍

率が 15.7 倍と高い値を維持した。  
 第 5 週目に、消化温度を 45℃に上昇させた時点からガス発生倍率が徐々に低下し始めた

（第 6 週 48℃で 7.0 倍、第 7 週 50～55℃で 2.1 倍）。これに伴い、タンク内有機酸濃度

も上昇し、第 9 週には 4,500mg/L に達した。  
 50～55℃の高温状態において、一時的に汚泥投入を停止した結果、9 週目以降ガス発生量

が徐々に回復し、第 10 週には 15.9 倍まで回復した。これは高温メタン菌の増殖によるも

のと推察される。  
 その後、中温消化に移行するために消化温度を段階的に下げたが、47～49℃の温度帯でガ

ス発生倍率が急激に低下し、35～37℃の中温消化に戻してから回復するまで約 4 週間を要

した。 
 
 これらの結果から、高温消化への切り替え後、3～4 週間でガス発生量が回復したことから、

高温メタン菌が増殖したと推察されるものの、高温から中温への切り替え時も同様に、ガス発

生量の回復に時間を要し、菌群の遷移・馴致に時間を要したことが示唆された。45～49℃の中

間温度帯ではガス発生量が大きく低下したことから、中温メタン菌、高温メタン菌いずれも活

性が低い状態であったと推察される。これらの傾向は既往文献 31),32)でも示されている。以上の

結果から、本実験で設定した短期間での温度切り替え運転では、消化性能の維持が困難である

ことが明らかとなった。  
 しかしながら、実務的には消化タンクの開放点検や設備の改築時において、消化温度の切り

替え期間中に汚泥の一部を嫌気性消化を経ずに脱水することで一時的に対応し、菌群の馴致期

間を確保することで、消化温度の切り替え自体は可能であると考えられる。点検整備期間が長

期化する場合等、全期間を直接脱水で対応するよりも、高温消化への切り替えを活用する方が

コスト低減や処理効率向上につながる可能性も示唆された。ただし、切り替えに要する期間や

運転条件の最適化には、現場の実態や過年度の調査結果等を踏まえた慎重な検討が必要である。 
 

（４）  まとめ 

 本実験では、消化設備の開放点検を容易に実施するため、一部の消化タンクの温度条件を一

時的に中温消化から高温消化へ切り替え、点検終了後に再び中温消化に戻す運転手法の可能性

をラボスケールで検証した。本実験で得られた主な結果は以下の通りである。  

 本実験で設定した短期間での温度切り替え運転では、消化性能維持が困難であることが明

らかとなった。特に、消化温度 45～49℃の中間温度帯ではガス発生量が大きく低下したこ

とから、中温メタン菌、高温メタン菌いずれも活性が低い状態であったと推察される。  
 高温消化への切り替え時だけでなく、高温から中温への切り替え時においても、ガス発生

量の回復に時間を要し、菌群の遷移・馴致に時間を要したと示唆された。  
 消化温度の切り替えを実務的に行う場合は、菌群の馴致期間を考慮し、移行期間中は汚泥

の一部を、嫌気性消化を経ずに脱水する等の方法で対応することが現実的と考えられる。 
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３．３   バイオガス創出・活用技術の開発・実証  

 下水処理場において嫌気性消化の導入を推し進めるには、運転方法の改善や技術の改良等に

より消化効率を向上させてバイオガス発生量の増加を図ると共に、バイオガスの持つポテンシ

ャルを最大限に引き出すために未利用バイオガスの活用やバイオガスの効率的な利活用を可能

とする技術が必要である。また、建設コストや維持管理コストの縮減を図る必要もある。  
 本検討では、民間企業との共同研究等により新たな嫌気性消化技術を開発・実用化するため

の実証試験等を実施する。2022 年度から 2023 年度にかけて、｢脱炭素社会実現に向けたバイ

オガス利活用技術および嫌気性消化技術の開発｣として、 (a)消化効率（投入 VS 当たりガス発

生量等）の向上によりバイオガス発生量の増加に寄与する嫌気性消化技術、(b)発生したバイオ

ガスの持つポテンシャルを最大限に引き出すことに寄与する利活用技術、(c)低コスト化に寄与

する嫌気性消化技術、のいずれかまたは 2 つ以上に該当する技術を開発する新たな共同研究の

公募を行い、2023 年度より 3 件の共同研究者を開始した。2024 年度も引き続き、以下の 3 技

術に関する共同研究を実施した。  
 
○集中加温型高速中温消化システムとステンレス合板製消化タンクによる低コスト嫌気性消

化技術 
（共同研究者：メタウォーター㈱）  
 
○中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム  
（共同研究者：日立プラントサービス㈱）  

 
○予熱加温保持消化技術とボルト接合型パネルタンクによる低コスト嫌気性消化システム  
（共同研究者：㈱神鋼環境ソリューション）  
 

３．３．１   集中加温型高速中温消化システムとステンレス合板製消化タンクによる低コスト嫌気性消

化技術 

（１）  検討の概要 

 一般的な中温嫌気性消化システムに対し、余剰汚泥を集中的に加温することで消化日数の短

縮を図る集中加温型高速中温消化システム（以下、「集中加温システム」と略記）と、ステンレ

ス合板で製作することでコスト縮減等が可能なステンレス合板製消化タンクの組み合せにより、

従来よりも LCC 縮減が可能な嫌気性消化技術の開発を行う。過年度は、実証設備を設置し実

証実験、安定性等に関する補足実験等を行った。本年度は実証実験、補足実験および導入効果

についての机上検討を実施し、共同研究を完了した。  
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 時系列での主な結果は以下の通りである。  

 第 1～2 週目は、消化温度 36℃前後の中温条件で運転し、ガス発生倍率は 14.3～16.1 倍と

安定していた。  
 第 3 週目から消化温度および投入負荷量を段階的に上昇させ、第 4 週目まではガス発生倍

率が 15.7 倍と高い値を維持した。  
 第 5 週目に、消化温度を 45℃に上昇させた時点からガス発生倍率が徐々に低下し始めた

（第 6 週 48℃で 7.0 倍、第 7 週 50～55℃で 2.1 倍）。これに伴い、タンク内有機酸濃度

も上昇し、第 9 週には 4,500mg/L に達した。  
 50～55℃の高温状態において、一時的に汚泥投入を停止した結果、9 週目以降ガス発生量

が徐々に回復し、第 10 週には 15.9 倍まで回復した。これは高温メタン菌の増殖によるも

のと推察される。  
 その後、中温消化に移行するために消化温度を段階的に下げたが、47～49℃の温度帯でガ

ス発生倍率が急激に低下し、35～37℃の中温消化に戻してから回復するまで約 4 週間を要

した。 
 
 これらの結果から、高温消化への切り替え後、3～4 週間でガス発生量が回復したことから、

高温メタン菌が増殖したと推察されるものの、高温から中温への切り替え時も同様に、ガス発

生量の回復に時間を要し、菌群の遷移・馴致に時間を要したことが示唆された。45～49℃の中

間温度帯ではガス発生量が大きく低下したことから、中温メタン菌、高温メタン菌いずれも活

性が低い状態であったと推察される。これらの傾向は既往文献 31),32)でも示されている。以上の

結果から、本実験で設定した短期間での温度切り替え運転では、消化性能の維持が困難である

ことが明らかとなった。  
 しかしながら、実務的には消化タンクの開放点検や設備の改築時において、消化温度の切り

替え期間中に汚泥の一部を嫌気性消化を経ずに脱水することで一時的に対応し、菌群の馴致期

間を確保することで、消化温度の切り替え自体は可能であると考えられる。点検整備期間が長

期化する場合等、全期間を直接脱水で対応するよりも、高温消化への切り替えを活用する方が

コスト低減や処理効率向上につながる可能性も示唆された。ただし、切り替えに要する期間や

運転条件の最適化には、現場の実態や過年度の調査結果等を踏まえた慎重な検討が必要である。 
 

（４）  まとめ 

 本実験では、消化設備の開放点検を容易に実施するため、一部の消化タンクの温度条件を一

時的に中温消化から高温消化へ切り替え、点検終了後に再び中温消化に戻す運転手法の可能性

をラボスケールで検証した。本実験で得られた主な結果は以下の通りである。  

 本実験で設定した短期間での温度切り替え運転では、消化性能維持が困難であることが明

らかとなった。特に、消化温度 45～49℃の中間温度帯ではガス発生量が大きく低下したこ

とから、中温メタン菌、高温メタン菌いずれも活性が低い状態であったと推察される。  
 高温消化への切り替え時だけでなく、高温から中温への切り替え時においても、ガス発生

量の回復に時間を要し、菌群の遷移・馴致に時間を要したと示唆された。  
 消化温度の切り替えを実務的に行う場合は、菌群の馴致期間を考慮し、移行期間中は汚泥

の一部を、嫌気性消化を経ずに脱水する等の方法で対応することが現実的と考えられる。 
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（２） 検討方法

① 技術の概要

本技術は、集中加温システムとステンレス合板製消化タンクを組み合わせたものである（図

３－１５）。集中加温システムは、濃縮余剰汚泥のみを 60℃以上に加温（以下、「集中加温」と

表記）することで余剰汚泥中の菌体を不活性化し、その後の消化タンク内での分解を促進する。

この分解過程で、菌体内に多く含まれるタンパク質からアンモニア性窒素等が生成され、アル

カリ度が増加することで pH の急激な変化を抑制する緩衝作用が強化される。これにより、一

時的に有機酸が大量に生成された場合でも酸敗を防ぎ、安定した嫌気性消化が可能となること

で、消化日数の短縮に寄与する。加温された余剰汚泥は無加温の初沈汚泥と消化タンク内で混

合され中温消化（37℃程度）が行われることとなる。ステンレス合板製消化タンクは、防食性

能を有するステンレス合板を用いることで、底部以外の防食塗装を不要とする。また、インペ

ラ型の高効率攪拌機を採用することで、低動力化と堆積砂対策を図っている。

図３－１５  ｢集中加温型高速中温消化システムとステンレス合板製消化タンクによる

低コスト嫌気性消化技術｣のフロー

② 調査概要

下水処理場に有効容量 50m3 のステンレス合板製消化タンクを 1 槽（以下、「1 系」と表記）、

4m3 の消化タンク 2 槽（以下、「2 系」、「3 系」と表記）を設置し、2023 年 11 月から 2024 年

12 月まで実証実験を行った。設備概要および実験条件を図３－１６および表３－９に示す。1
系と 2 系は集中加温システムを用い、1 系は消化日数 10d、2 系は過負荷耐性試験のために消

化日数 8d で運転した。3 系は対照系として消化日数 20d とした。更に、限界負荷等の確認の

ため、ラボスケールでの補足実験も併せて実施した。

表３－９   各実験条件

図３－１６   設備の概略フロー
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 ステンレス合板製消化タンクは、1 系を用いた通年の消化性能の確認を行うと共に、テスト

ピースを用いた耐久性確認試験や、流体解析による攪拌能力の評価を行った。耐久性は耐腐食

性（硫酸・有機酸）、耐摩耗性の観点から実験方法・評価方法等を設定し、加速試験を実施した

（表３－１０）。攪拌能力は、通常攪拌と堆積物を巻き上げて消化汚泥と共に排出する強攪拌の

両条件で、流体解析を用いて評価した（表３－１１）。  
 

表３－１０   ステンレス合板製消化タンク 耐久性確認実験の概要  
 耐腐食性 耐摩耗性  

実験方法 酸浸漬試験 サンドブラスト試験  

試験片 SUS316Ti 実験対象：SUS316Ti（母材：鋼板）  
比較対象：A 種防食（母材：鋼板）  

実験条件 試験溶液：10%硫酸、5%酢酸 
試験日数：1d、3d、30d 

砂粒径：4 号珪砂 
砂吹付条件：0.2MPa／30°／60sec 

評価方法 重量変化から減肉速度を算出、 
35 年相当の減肉深さとして評価  

A 種防食との相対比較および厚み変化

から 35 年相当の摩耗深さとして評価  
 

表３－１１   ステンレス合板製消化タンク 攪拌能力評価のための流体解析条件  

項目 設定条件 
備考 

通常攪拌の確認  強攪拌の確認  
有効容積 4,000m3 本タンクの想定最大規模  
槽形状 円筒形 Φ17.2m×H17.2m 一般的な鋼板製消化タンク程度  
粘性条件 300cP（＝mPa・s） 消化汚泥 3%（投入汚泥 6%）相当 

対象流体 1 流体（汚泥）  2 流体（汚泥＋砂）  砂物性：粒径 0.4mm、密度 2.65g/cm3 
沈砂池を抜ける粒径より設定 33) 

砂添加量  4m3、48m3 1 ヶ月分、1 年分相当 34) 
回転数 1.6,2.9,3.5rpm 3.5rpm  

評価指標 有効容積のうち死

水域が占める割合  
砂の浮遊率、 
堆積削減率 

死水域：流速＜0.01m/s の領域 
浮遊率から堆積削減率を机上計算  

 
 本技術の導入によるコスト削減効果の検証として、消化なし（Case0）、従来中温消化（Case1）、
今回技術の導入（集中加温のみ：Case2-1、SUS 合板槽のみ：Case2-2、両技術：Case2-3）の

各ケースについて、処理場規模毎に LCC を試算した。  
 

（３）  検討結果 

①  集中加温システムに関する検討 35) 

１）  消化性能 

 各系列の槽容量当たりの消化ガス発生量の推移を図３－１７、実験期間全体の各種指標値

（平均）を表３－１２に示す。なお、定格消化日数到達後の設備トラブル期間（Ⅰ～Ⅲ；図３

－１７の着色期間）は各種指標値の試算対象外とした。1 系（消化日数 10d）は、3 系（消化日

数 20d）の 2 倍の投入汚泥量において槽容積当たりガス発生量は 1.9 倍であった。2 系は 2.5 倍

の投入汚泥量に対し、槽容積当たりガス発生量は 1.5 倍にとどまった。投入 VS 当たりガス発

生量では、1 系（521Nm3/t-投入 VS）と 3 系（550Nm3/t-投入 VS）は概ね同等で、2 系は 340Nm3/t-
投入 VS と低い値となった。消化日数が 8d の場合では、消化タンクからの排出までに有機分の
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（２） 検討方法

① 技術の概要

本技術は、集中加温システムとステンレス合板製消化タンクを組み合わせたものである（図

３－１５）。集中加温システムは、濃縮余剰汚泥のみを 60℃以上に加温（以下、「集中加温」と

表記）することで余剰汚泥中の菌体を不活性化し、その後の消化タンク内での分解を促進する。

この分解過程で、菌体内に多く含まれるタンパク質からアンモニア性窒素等が生成され、アル

カリ度が増加することで pH の急激な変化を抑制する緩衝作用が強化される。これにより、一

時的に有機酸が大量に生成された場合でも酸敗を防ぎ、安定した嫌気性消化が可能となること

で、消化日数の短縮に寄与する。加温された余剰汚泥は無加温の初沈汚泥と消化タンク内で混

合され中温消化（37℃程度）が行われることとなる。ステンレス合板製消化タンクは、防食性

能を有するステンレス合板を用いることで、底部以外の防食塗装を不要とする。また、インペ

ラ型の高効率攪拌機を採用することで、低動力化と堆積砂対策を図っている。

図３－１５  ｢集中加温型高速中温消化システムとステンレス合板製消化タンクによる

低コスト嫌気性消化技術｣のフロー

② 調査概要

下水処理場に有効容量 50m3 のステンレス合板製消化タンクを 1 槽（以下、「1 系」と表記）、

4m3 の消化タンク 2 槽（以下、「2 系」、「3 系」と表記）を設置し、2023 年 11 月から 2024 年

12 月まで実証実験を行った。設備概要および実験条件を図３－１６および表３－９に示す。1
系と 2 系は集中加温システムを用い、1 系は消化日数 10d、2 系は過負荷耐性試験のために消

化日数 8d で運転した。3 系は対照系として消化日数 20d とした。更に、限界負荷等の確認の

ため、ラボスケールでの補足実験も併せて実施した。

表３－９   各実験条件

図３－１６   設備の概略フロー
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分解が十分に進行せず、未分解の有機分が 10d や 20d の場合と比較して増加したことで、ガス

発生量が低下したと考えられる。また、1 系と 3 系の消化汚泥を対象に遠心脱水を模擬した簡

易脱水試験およびろ液性状分析（S-TN、S-TP、S-CODCr）を実施した。その結果、1 系の脱水

性およびろ液性状は 3 系と同等であり、集中加温システムによる消化日数の短縮が脱水性やろ

液性状へ悪影響を及ぼさないことを別途確認している（データ非掲載）。 
 

 

表３－１２   各種指標値（全期間平均）  

 図３－１７   槽容積あたりガス発生量の推移  
 

２）  消化の安定性 

 各系列の消化汚泥の pH と VFA（揮発性有機酸）の推移を図３－１８に示す。1 系と 3 系で

は pH の低下や VFA の顕著な蓄積といった安定性指標への影響は確認されず、2 系でもほぼ安

定していたが、設備トラブルにより初沈汚泥の比率が高くなった期間Ⅱで VFA の蓄積が確認

された。この時には固形物比（初沈 /余剰）が 2.5 程度まで上昇しており、緩衝能力が低下して

嫌気性消化が不安定になったと考えられる。また、補足実験でも消化日数 8d、固形物比 2.5 と

した場合に VFA の蓄積が見られたが、消化日数 10d では固形物比 3.0 でも蓄積は確認されな

かった（図３－１９）。 
 

  
図３－１８  各系列の pH および VFA の推移 図３－１９  汚泥比率および消化日数 

による安定性指標の影響（補足実験）  
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 補足実験（消化日数 8d、固形物比 1.0）では、実験系は対照系と比べて VFA/M アルカリ度*

が平均で約 64%低減しており、集中加温の導入により嫌気性消化の安定性が向上したと考えら

れる 36)（図３－２０）。実証実験において、2 系の期間Ⅱでは、VFA が約 500mg/L 以上になる

とメタン濃度が 55%以下に低下し、その 9d 後に pH が 7.0 未満となった（図３－２１）。この

ことから、VFA またはメタン濃度の連続監視が、嫌気性消化の異常を監視する指標として実用

可能であると評価した 37)。  
 

  
図３－２０  各系列の pH および VFA の推移 

（補足実験）  
図３－２１  2 系（期間Ⅱ周辺）の汚泥・ガス 

性状の推移  
 

② ステンレス合板製消化タンクに関する検討  

１）  耐久性 

 耐腐食性について、酸浸漬試験による加速試験の結果をもとに算出した減肉速度を図３－２

２に示す。30d 経過時点では初期よりも減肉速度が低下しており、ステンレスの表面に不動態

被膜が形成されたことによるものと考えられる。30d 後の減肉速度から算出した 35 年相当の

減肉深さは、硫酸および酢酸いずれも SUS 厚 0.3mm の 10%未満であった（図３－２３）。耐

摩耗性について、サンドブラスト試験の結果、SUS316Ti の 35 年相当の摩耗深さは SUS 厚

0.3mm の 17%程度であり、A 種防食よりも優れていた。以上より、本研究で使用したステンレ

ス合板は 35 年以上の耐久性（耐腐食性・耐摩耗性）を有すると考えられる。  
  

 
* 消化汚泥中の VFA（揮発性有機酸）と M アルカリ度の比率が低下すると、VFA に対するアルカリの緩衝能

が強くなり、嫌気性消化の安定性が向上すると考えられる。  
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表３－１２   各種指標値（全期間平均）  

 図３－１７   槽容積あたりガス発生量の推移  
 

２）  消化の安定性 

 各系列の消化汚泥の pH と VFA（揮発性有機酸）の推移を図３－１８に示す。1 系と 3 系で

は pH の低下や VFA の顕著な蓄積といった安定性指標への影響は確認されず、2 系でもほぼ安

定していたが、設備トラブルにより初沈汚泥の比率が高くなった期間Ⅱで VFA の蓄積が確認

された。この時には固形物比（初沈 /余剰）が 2.5 程度まで上昇しており、緩衝能力が低下して

嫌気性消化が不安定になったと考えられる。また、補足実験でも消化日数 8d、固形物比 2.5 と

した場合に VFA の蓄積が見られたが、消化日数 10d では固形物比 3.0 でも蓄積は確認されな
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図３－１８  各系列の pH および VFA の推移 図３－１９  汚泥比率および消化日数 

による安定性指標の影響（補足実験）  
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図３－２２  耐腐食試験における減肉速度の 

推移 
図３－２３  35 年相当減肉深さ（試算結果）  

 

２）  攪拌力 

 通常攪拌の解析では、回転数 1.6～3.5rpm のいずれでもタンク内全域に流動が形成され、投

入動力密度 0.24W/m3 以上の場合には死水域の割合が 0.1%以下になることが流体解析の結果、

確認された。強攪拌の解析は、過去の報文 34)を参考に、消化タンク内に 1 ヶ月分および 1 年分

の砂が堆積した状態を模擬して行った。その結果、1 ヶ月分の堆積砂を模擬したケースでは、

強攪拌により砂の堆積は解消され、ほぼ 100%が浮遊することが確認された。一方、1 年分の砂

の堆積を模擬したケースでは、中央部に砂の偏在が見られたものの、槽容量の 4%に相当する

砂が底部に偏在した。この結果をもとに 10 年後のタンク内堆積量を試算したところ、10d に

1d の間隔で強攪拌運転をすることにより砂の堆積量が 70%削減できることが示された。  
 

③ コスト削減効果の検討 

 コスト削減効果の試算結果を図３－２４に示す。処

理場規模 3 万 m3/d の場合、消化なし（Case0）や従来

消化技術（Case1）と比べて、集中加温システム、SUS
合板製消化タンクを単独導入、または共に導入した場

合（Case2-1～Case2-3）のいずれも LCC は同等以下

となった。また、処理場規模毎に消化施設導入の損益

分岐点を推定した結果、各技術単独の導入で 2 万 m3/d
台半ば、両技術の導入で 1 万 m3/d 台後半となった。 
  

 
図３－２４  コスト試算結果  

（3 万 m3/d 規模） 
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（４）  まとめ 

 本研究は、過年度から実証実験や補足実験を実施し、導入効果等の机上検討を行い、本年度

をもって完了した。  
 
 集中加温システムでは消化日数 10d で安定した消化性能が得られることを確認した。 

 ステンレス合板製消化タンクは、使用するステンレス合板が 35 年相当の耐久性を有して

いること、10d に 1d の強攪拌で砂等の堆積物量を約 70%削減できること等を検証した。 

 3 万 m3/d 規模の下水処理場における LCC の試算結果において、消化なしや従来の消化技

術と比べて LCC は同等以下となった。 

 処理場規模毎に消化施設導入の損益分岐点を検証した結果、各技術単独の導入で 2 万 m3/d
台半ば、両技術の導入で 1 万 m3/d 台後半になることを確認した。 

 

 今後は、これらの成果を踏まえ技術資料の整理等を行う予定である。  
 

３．３．２   中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム 

（１）  検討の概要 

 中小規模の下水処理場向けに特化したユニット式下水汚泥消化システムにより、従来と比べ

て LCC 縮減が可能な嫌気性消化技術を開発する。過年度は実証設備の設計検討を行った。本

年度は実証設備を建設し、実証実験を開始した。また、要素技術のひとつである振動濃縮装置

について性能等を検証した。  
 

（２）  検討方法 

① 技術の概要 

 本技術は、中小規模の下水処理場への嫌気性消化の導入促進を目的とし、従来よりも小型化・

簡易化されたユニット式下水汚泥消化システムである。汚泥前処理ユニット、ガスホルダー一

体型組立式消化タンク、補機・制御ユニットの 3 つの要素技術を組み合わせることで、システ

ム全体として効率的かつ経済的な汚泥処理を実現し、その導入拡大を目指す（図３－２５）。  
 各ユニットは以下の役割を担い、システム全体として機能する。汚泥前処理ユニットは、簡

易的な毛髪除去技術と振動濃縮装置による高濃度の濃縮技術から構成され、消化タンクの安定

運転と施設容量の縮減を図る。ガスホルダー一体型組立式消化タンクは、消化タンクとガスホ

ルダーとを一体的な組み立て型とすることで、省スペース化と短期間での設置を可能とする。

また、ガスホルダー内の生物脱硫担体による脱硫用の活性炭消費量を削減し、タンク内の 2 台

の水中攪拌機による定期的な強攪拌により堆積砂対策を行うことで維持管理の簡素化を図る。

補機・制御ユニットは、ガス精製装置や発電装置等を同一のコンテナボックス内に収め、コン

パクトで短工期の据付けを実現する。発電時の排熱を消化タンクの加温に利用することでエネ

ルギー効率を高め、システム全体の運用コスト削減に寄与する。 
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図３－２５ 「中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム」のフロー

② 調査概要

本研究では、下水処理場内にガスホルダー一体型消化タンクの実証設備を設置し、現地据付

等に要する期間を確認、通年での嫌気性消化の性能等を確認するとともに、要素技術である汚

泥前処理ユニットの性能確認や樹脂シートの材料試験等を行う。同処理場は標準活性汚泥法で

あり、余剰汚泥は汚水分配槽へ返送され、初沈汚泥と共に引き抜かれ重力濃縮槽で濃縮分離さ

れた後に既設消化タンクへ送泥される。実証設備には重力濃縮後の汚泥の一部を供給する。実

証設備の消化タンク容量は 176m3 であり、TS6%程度に濃縮した汚泥を投入し、消化日数 30d
の中温消化で運転する。評価項目と目標値を表３－１３に示す。嫌気性消化の安定性確認のた

め、pH、M アルカリ度、アンモニア、有機酸を測定した。

表３－１３ 実証試験での評価項目と目標値

評価項目 目標値

投入 VS 当たりのガス発生量 500Nm3/tVS 以上

消化率 50%以上

消化の安定性に係る項目
一般的な嫌気性消化

における値 37)と同等

pH 6.4＜

VFA ＜40(mg-
CH3COOH/L)

M アルカリ度
1,500～5,000
mg-CaCO3/L

メタン濃度 60%程度

汚泥前処理ユニットの汚泥濃縮装置について、ラボ実験による汚泥濃縮性等の性能確認と、

実規模を想定したスケールアップの検討を行った。振動濃縮装置はトラフ部にスクリーンを設

置し、加振による振動で汚泥を移送させながら、凝集汚泥と間隙水を分離する構造とした（図

３－２６）。ラボ実験では、400mmL×50mmW、θ≒7.5°の有効スクリーン形状を持つ装置に、

150mL の重力濃縮汚泥（TS1.0～1.7%、SS8,700～15,000mg/L）に TS 比 0.5%となるように
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高分子凝集剤を添加したものを供給し、濃縮性や SS 回収率等を評価した。スクリーンにはパ

ンチングメタル（φ1mm、開口率 22.6%）を用いており、分離距離 400mm 以上の評価では、

他のパンチングメタル（φ1.5mm、開口率 22.6%）も併用した。

実規模を想定した装置では、1,000mmL×50mmW、θ≒13°のスクリーンを用い、ラボ実験

と同様に調整した汚泥を 2L 供給して評価を行った。

図３－２６  汚泥濃縮実験装置のイメージ

上記の他、毛髪除去技術の実験、樹脂シートの材料試験、生物脱硫効果の検証、堆積砂対策

のシミュレーション試算等も実施した（結果非掲載）。

（３） 検討結果

① ガスホルダー一体型消化タンクの組立確認・評価

図３－２７～３－２９に実証設備の組立状況を示す。補機・制御ユニットを設置後、パネル

をボルト接合し、内部に防食性を有する樹脂シートと支柱を設置した。その後、水張試験を実

施した後に、ガスホルダー部分を樹脂シートで覆い、設置を完了した。本研究で用いた 176m3

規模の消化タンクの設備の設置に要した期間は、施工時に生じたトラブル等の対応を除くと、

土木基礎工事に 30d 程度、消化タンク本体の組立に 7d 程度、機械・電気工事等に 90d 程度、

合計 127d 程度を要した。今後はこの結果を精査し、実規模での工期を算定して工期の短縮効

果を確認する予定である。

図３－２７  消化タンクの組立 図３－２８  樹脂シートの設置 図３－２９  水張試験
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図３－２５ 「中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム」のフロー
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泥前処理ユニットの性能確認や樹脂シートの材料試験等を行う。同処理場は標準活性汚泥法で

あり、余剰汚泥は汚水分配槽へ返送され、初沈汚泥と共に引き抜かれ重力濃縮槽で濃縮分離さ

れた後に既設消化タンクへ送泥される。実証設備には重力濃縮後の汚泥の一部を供給する。実

証設備の消化タンク容量は 176m3 であり、TS6%程度に濃縮した汚泥を投入し、消化日数 30d
の中温消化で運転する。評価項目と目標値を表３－１３に示す。嫌気性消化の安定性確認のた

め、pH、M アルカリ度、アンモニア、有機酸を測定した。

表３－１３ 実証試験での評価項目と目標値

評価項目 目標値

投入 VS 当たりのガス発生量 500Nm3/tVS 以上

消化率 50%以上

消化の安定性に係る項目
一般的な嫌気性消化

における値 37)と同等

pH 6.4＜

VFA ＜40(mg-
CH3COOH/L)

M アルカリ度
1,500～5,000
mg-CaCO3/L

メタン濃度 60%程度

汚泥前処理ユニットの汚泥濃縮装置について、ラボ実験による汚泥濃縮性等の性能確認と、

実規模を想定したスケールアップの検討を行った。振動濃縮装置はトラフ部にスクリーンを設

置し、加振による振動で汚泥を移送させながら、凝集汚泥と間隙水を分離する構造とした（図

３－２６）。ラボ実験では、400mmL×50mmW、θ≒7.5°の有効スクリーン形状を持つ装置に、
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② 冬季の運転結果 38)

実証設備の冬季の運転結果を表３－１４に示す。消化タンクは消化ガス発電排熱を利用して

加温している。冬季（1 月～3 月）の各月の平均気温は-6.1～-2.2℃と低かったが、発電排熱を

用いて加温して中温消化することが可能であり、投入 VS 当たりガス発生量および消化率はい

ずれも目標を達成した。また、表３－１５に示すとおり、各種項目についても一般的な中温嫌

気性消化と同程度の値であり、安定した嫌気性消化が維持されていたと考えられる。

表３－１４   消化施設の運転結果（冬季）

表３－１５  消化施設の安定性に

関わる測定結果（冬季）

③ 振動濃縮装置に関する検討 39)

ラボスケールでの試験結果として、スクリーン別の分離距離と汚泥濃縮効果を図３－３０に

示す。目幅φ1mm（開口率 22.6%）のパンチングメタルで TS≧6%を達成するには、分離距離

が 1,600mm 以上必要であった。一方、目幅φ1mm（開口率 22.6%）のスクリーンを用い、400mm
の分離距離で固液分離した後、更にφ1.5mm（開口率 22.6%）のスクリーンに供した場合、合

計の分離距離 800mm 以上で TS≧6%を達成した。また、SS 回収率は一部の条件を除き 95%以

上を達成した（図３－３１）。今後はこれらの知見を踏まえ、実際にガスホルダー一体型消化タ

ンクの前処理設備として組み込み、データ取得を行う予定である。

図３－３０  スクリーン別の分離距離と

汚泥濃縮効果

図３－３１   スクリーン別の分離距離と
SS 回収率
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（４）  まとめ 

 本年度は実証設備を建設し、冬季の運転状況を確認した。また、要素技術のひとつである振

動濃縮装置について性能等を検証した。 

 
 現地における組立期間が合計 127d 程度であることを確認した。  
 冬季の実験において、一般的な中温嫌気性消化と同程度の、良好な消化性能が得られるこ

とを確認した。  
 汚泥前処理ユニットの要素技術である振動濃縮装置については、ラボスケールおよびスケ

ールアップを想定した実験を行い、濃縮汚泥の TS6%以上、SS 回収率 95%以上を達成し

た。 
 
 今後は実証実験を継続して行うと共に、実規模での組み立て工期の短縮効果や毛髪除去設備

の有効性の検証、コスト削減効果の試算等を行う予定である。  
 

３．３．３   予熱加温保持消化技術とボルト接合型パネルタンクによる低コスト嫌気性消化システム 

（１）  検討の概要 

 本研究では、一般的な中温嫌気性消化システムに対し余剰汚泥を予め加温することで消化日

数の短縮を図る予熱加温保持技術（以下、「予熱加温保持」と略記）と、建設工期の短縮が可能

なボルト接合型パネルタンク（以下、「パネルタンク」と略記）を組み合わせた消化システムに

より、従来よりも LCC 縮減が可能な嫌気性消化技術を開発する。過年度は、実証設備の設計検

討を行った。本年度は実証設備を建設し、実証実験を開始した。 
 

（２）  検討の方法 

① 技術の概要 

 本技術は、予熱加温保持とパネルタンクの二つの要素技術を組み合わせたものである（図３

－３２）。予熱加温保持により消化日数を短縮して消化タンク容量を縮減し、ボルト接合型のパ

ネルタンクにより工期短縮を図ることで、システム全体として従来の嫌気性消化施設と比べて

LCC を縮減する。各要素技術の概要を以下に示す。  
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ずれも目標を達成した。また、表３－１５に示すとおり、各種項目についても一般的な中温嫌

気性消化と同程度の値であり、安定した嫌気性消化が維持されていたと考えられる。

表３－１４   消化施設の運転結果（冬季）

表３－１５  消化施設の安定性に

関わる測定結果（冬季）

③ 振動濃縮装置に関する検討 39)

ラボスケールでの試験結果として、スクリーン別の分離距離と汚泥濃縮効果を図３－３０に

示す。目幅φ1mm（開口率 22.6%）のパンチングメタルで TS≧6%を達成するには、分離距離

が 1,600mm 以上必要であった。一方、目幅φ1mm（開口率 22.6%）のスクリーンを用い、400mm
の分離距離で固液分離した後、更にφ1.5mm（開口率 22.6%）のスクリーンに供した場合、合

計の分離距離 800mm 以上で TS≧6%を達成した。また、SS 回収率は一部の条件を除き 95%以

上を達成した（図３－３１）。今後はこれらの知見を踏まえ、実際にガスホルダー一体型消化タ

ンクの前処理設備として組み込み、データ取得を行う予定である。

図３－３０  スクリーン別の分離距離と

汚泥濃縮効果

図３－３１   スクリーン別の分離距離と
SS 回収率
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図３－３２  「予熱加温保持とボルト接合型パネルタンクによる
低コスト嫌気性消化システム」のシステムフロー

 予熱加温保持：濃縮余剰汚泥を所定の温度にて一定時間加温することで不活性化させ、分

解を促進する。余剰汚泥量の変動等、負荷変動が生じた場合にも安定して適切な熱量を一

定時間加えるため、予熱用熱交換器を通した余剰汚泥を予熱恒温槽に送泥し、一定温度を

保持する時間を確保する。

 パネルタンク：パネル同士をボルトで接合し、更にジャッキアップ工法を採用することに

より、従来の鋼板製タンクで必要であった溶接工事や仮設足場を最小限とする。これによ

り、大幅に建設工期を短縮できる。パネルには、鋼材の表面にガラス質の層を形成するグ

ラスライニング処理を施したグラスライニングパネルを採用する。本パネルは耐食性が高

く防食塗装を不要とする。

② 調査概要

本研究の確認項目を表３－１６に示す。下水処理場内に実証設備を設置して実証試験を通年

行い、予熱加温保持の消化日数短縮効果および嫌気性消化の安定性を確認すると共に、パネル

タンクによる建設費縮減効果等を検討する。本報では、本年度に実施した予熱加温保持の消化

日数短縮効果の検討について記載する。

実証設備の概略フローを図３－３３に示す。予熱加温保持の効果を確認するため、パネルタ

ンク（100m3）および小型タンク（3m3）に、無加温の濃縮初沈汚泥および予熱加温保持した濃

縮余剰汚泥を投入し、消化日数 10d で運転した。また、対照系列として小型タンク（3m3）に、

無加温の濃縮初沈汚泥および予熱加温保持をしていない濃縮余剰汚泥を投入し、消化日数 20d
で運転した。各系列の消化温度は 37℃とした。予熱系（パネルタンクおよび予熱系小型タンク）

と従来系（従来系小型タンク）の差異で、予熱加温保持の効果を検証した。

2024 年 7 月から 2025 年 3 月までの運転条件を表３－１７に示す。初沈汚泥／予熱（余剰）

汚泥の TS 供給比率は、実証設備を設置した下水処理場の比率に合わせ 1.5 に設定した。
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表３－１６   本研究における確認項目

対象技術 確認内容

予熱加温保持

・消化日数を短縮した運転をした際に、次の項目について、従来消化と同等の性

能を有することを確認する。

消化性能、負荷変動への安定性、水処理への影響、脱水性、消化温度制御

・最適な予熱加温保持条件を決定する。

・異なる水処理方法の汚泥に対する適用性を確認する。

パネルタンク ・建設工期、耐久性を確認する。

技術全体

・予熱加温保持およびパネルタンクの技術単体および組み合わせ

システムにおいて、導入コストを算出する。

・交付金用件を満足することを確認する。

図３－３３   実証設備概略フロー

表３－１７   実証施設の運転条件
（上段が平均値、下段が最小値～最大値。以降の表も同様。）

項目 単位 従来系 予熱系

消化日数

設定値
日 20 10

消化温度

設定値
℃ 37

濃縮初沈汚泥

TS 濃度測定値 % 3.3
(2.5～4.4)

濃縮余剰汚泥

TS 濃度測定値 % 4.0
(3.0～4.5)

生 /余剰
TS 比率設定値 － 1.5

（３） 検討結果

実証試験における、予熱系と従来系の運転結果を表３－１８に示す。本試験においては 8 月

～9 月の間に予熱系、従来系共に投入汚泥の腐敗に起因すると思われる消化の不調が生じた。

この不調によりパネルタンクへの汚泥供給を一時的に停止したため、供給停止の影響があった

2024 年 8 月 20 日から 2025 年 1 月 17 日までのパネルタンクの運転データは本検討の対象か

ら除外した。表３－１８および図３－３４～３－３８に示す予熱系のデータは、以下の理由に

よりパネルタンクと予熱系小型タンクのデータを統合して作成した。不調に至るまでの期間に

おける両タンクの運転結果を比較したところ、運転結果の各項目に大きな差異がみられなかっ

たため、両タンクのデータを合わせて予熱系として、従来系との比較を行うこととした。具体

JS 技術開発年次報告書（令和 6 年度）

図３－３２  「予熱加温保持とボルト接合型パネルタンクによる
低コスト嫌気性消化システム」のシステムフロー

 予熱加温保持：濃縮余剰汚泥を所定の温度にて一定時間加温することで不活性化させ、分

解を促進する。余剰汚泥量の変動等、負荷変動が生じた場合にも安定して適切な熱量を一

定時間加えるため、予熱用熱交換器を通した余剰汚泥を予熱恒温槽に送泥し、一定温度を

保持する時間を確保する。

 パネルタンク：パネル同士をボルトで接合し、更にジャッキアップ工法を採用することに

より、従来の鋼板製タンクで必要であった溶接工事や仮設足場を最小限とする。これによ

り、大幅に建設工期を短縮できる。パネルには、鋼材の表面にガラス質の層を形成するグ

ラスライニング処理を施したグラスライニングパネルを採用する。本パネルは耐食性が高

く防食塗装を不要とする。

② 調査概要

本研究の確認項目を表３－１６に示す。下水処理場内に実証設備を設置して実証試験を通年

行い、予熱加温保持の消化日数短縮効果および嫌気性消化の安定性を確認すると共に、パネル

タンクによる建設費縮減効果等を検討する。本報では、本年度に実施した予熱加温保持の消化

日数短縮効果の検討について記載する。

実証設備の概略フローを図３－３３に示す。予熱加温保持の効果を確認するため、パネルタ

ンク（100m3）および小型タンク（3m3）に、無加温の濃縮初沈汚泥および予熱加温保持した濃

縮余剰汚泥を投入し、消化日数 10d で運転した。また、対照系列として小型タンク（3m3）に、

無加温の濃縮初沈汚泥および予熱加温保持をしていない濃縮余剰汚泥を投入し、消化日数 20d
で運転した。各系列の消化温度は 37℃とした。予熱系（パネルタンクおよび予熱系小型タンク）

と従来系（従来系小型タンク）の差異で、予熱加温保持の効果を検証した。

2024 年 7 月から 2025 年 3 月までの運転条件を表３－１７に示す。初沈汚泥／予熱（余剰）

汚泥の TS 供給比率は、実証設備を設置した下水処理場の比率に合わせ 1.5 に設定した。

－  59 －



JS 技術開発年次報告書（令和 6 年度）

的には、予熱系については 7 月 1 日から 8 月 19 日及び 1 月 17 日以降はパネルタンクの運転

結果を、8 月 20 日～1 月 8 日は小型タンクの運転結果を採用している。

試験の結果、確認したすべての項目で予熱系と従来系に大きな差異が見られなかった。この

ことから、本年度検証した範囲において、予熱加温保持を用いた消化日数短縮運転（消化日数

10d）で、従来消化（消化日数 20d）と同様の消化が可能と評価できる。各項目の詳細について、

以下の図３－３４～３－３８に示す。また、消化温度制御性の検討結果として、パネルタンク

内の温度推移を図３－３９に示す。

表３－１８ 実証試験期間における予熱系および実証系における各種数値比較

項目 単位 従来系 予熱系

消化汚泥

TS 濃度 % 1.8
(1.6～2.3)

1.9
(1.7～2.2)

VS 分解率 % 55.0
(40.0～61.8)

53.5
(36.7～61.1)

消化ガス

発生原単位
Nm3/t-投入 VS 529

(222～688)
524

(341～727)

pH ―
7.01

(6.27～7.43)
7.02

(6.25～7.44)

① 消化汚泥 TS 濃度および VS 分解率

消化汚泥中の TS 濃度の推移を図３－３４に示す。予熱系と従来系には大きな差異が見られ

なかった。VS 分解率の推移を図３－３５に示す。予熱系については、消化汚泥と濃縮初沈汚泥

および予熱加温保持前の濃縮余剰汚泥を比較し、分解率を計算した。予熱系、従来系共に、消

化不調時に分解率が低下したものの、その他の試験期間においては予熱系で平均 54.5%（48.1
～60.7%）、従来系で平均 56.3%（43.7～61.8%）であり、概ね安定していた。

図３－３４   消化汚泥 TS 濃度の推移 図３－３５   VS 分解率の推移

② 消化ガス発生量原単位

試験期間中の日々の消化ガス発生量の推移を図３－３６に示す。消化不調時および既設設備

の影響に伴う汚泥の投入停止時を除き、ガス発生量は安定していた。このことから、消化不調

はあったものの、その他の期間においては安定した運転ができたと考えられる。次に、投入 VS
当たりの消化ガス発生量原単位の推移を図３－３７に示す。予熱系と従来系には大きな差異が
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見られなかった。予熱系において、消化日数を 10d に短縮しても、消化日数 20d の従来系と同

等のガス発生量が得られることが分かった。

図３－３６   消化ガス発生量の推移 図３－３７   消化ガス発生量原単位の推移

③ pH

pH の推移を図３－３８に示す。予熱系と従来系には大きな差異が見られなかった。不調時

の低下傾向および不調からの回復傾向は、予熱系と従来系で同様であった。

図３－３８   pH の推移

④ 消化温度制御

予熱系タンク（パネルタンク）の消化温度推移を図３－３９に示す。試験当初は気温が高か

ったため、予熱加温保持汚泥の投入により消化温度が上昇した。このため消化タンク循環加温

用の熱交換器へ通水している温水を処理水に切り替えた（冷却モード）。冷却モードに切り替え

ることで消化温度は直ちに設定値の 37℃まで低下し、安定した。その後 10 月に消化温度低下

が見られたため、処理水を温水に切り替え（加温モード）、消化温度を維持した。以降、加温モ

ード、冷却モードを切り替えることで、予熱加温保持をしながら消化温度を制御する運転が継

続できている。
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的には、予熱系については 7 月 1 日から 8 月 19 日及び 1 月 17 日以降はパネルタンクの運転

結果を、8 月 20 日～1 月 8 日は小型タンクの運転結果を採用している。

試験の結果、確認したすべての項目で予熱系と従来系に大きな差異が見られなかった。この

ことから、本年度検証した範囲において、予熱加温保持を用いた消化日数短縮運転（消化日数

10d）で、従来消化（消化日数 20d）と同様の消化が可能と評価できる。各項目の詳細について、

以下の図３－３４～３－３８に示す。また、消化温度制御性の検討結果として、パネルタンク

内の温度推移を図３－３９に示す。

表３－１８ 実証試験期間における予熱系および実証系における各種数値比較

項目 単位 従来系 予熱系

消化汚泥

TS 濃度 % 1.8
(1.6～2.3)

1.9
(1.7～2.2)

VS 分解率 % 55.0
(40.0～61.8)

53.5
(36.7～61.1)

消化ガス

発生原単位
Nm3/t-投入 VS 529

(222～688)
524

(341～727)

pH ―
7.01

(6.27～7.43)
7.02

(6.25～7.44)

① 消化汚泥 TS 濃度および VS 分解率

消化汚泥中の TS 濃度の推移を図３－３４に示す。予熱系と従来系には大きな差異が見られ

なかった。VS 分解率の推移を図３－３５に示す。予熱系については、消化汚泥と濃縮初沈汚泥

および予熱加温保持前の濃縮余剰汚泥を比較し、分解率を計算した。予熱系、従来系共に、消

化不調時に分解率が低下したものの、その他の試験期間においては予熱系で平均 54.5%（48.1
～60.7%）、従来系で平均 56.3%（43.7～61.8%）であり、概ね安定していた。

図３－３４   消化汚泥 TS 濃度の推移 図３－３５   VS 分解率の推移

② 消化ガス発生量原単位

試験期間中の日々の消化ガス発生量の推移を図３－３６に示す。消化不調時および既設設備

の影響に伴う汚泥の投入停止時を除き、ガス発生量は安定していた。このことから、消化不調

はあったものの、その他の期間においては安定した運転ができたと考えられる。次に、投入 VS
当たりの消化ガス発生量原単位の推移を図３－３７に示す。予熱系と従来系には大きな差異が
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図３－３９   予熱系タンクの消化温度推移

（４） まとめ

2024 年 7 月～2025 年 3 月にかけて、予熱加温保持技術を用いた消化日数短縮運転を実施し

た。8 月から翌年 1 月にかけて予熱系（パネルタンク）の不調により汚泥の供給停止をしてい

たため、予熱系（小型タンク）のデータを用いて評価を補完した。消化汚泥の TS 濃度、VS 分

解率、消化ガス発生量原単位、pH 等を評価したところ、予熱系は従来系と概ね同等の結果であ

ることを確認した。

今後の予定としては、次年度も実証試験を継続してデータを取得すると共に、ラボスケール

で限界負荷の確認や異なる水処理方法への適用を検討する。パネルタンクについては、部材評

価試験を通じ耐久性を評価する。また、予熱加温保持およびパネルタンクの二つの要素技術に

ついて、それぞれおよび組み合わせた場合の経済性を評価する。
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４．  検討結果の総括   

４．１   本年度の成果  

（１）  水処理省エネ化技術  

① 小規模省エネ化技術の開発・実証  

 「新たな水処理省エネ化技術の開発」と題した共同研究の公募を開始した。なお、過年度に

共同研究が完了した｢回転繊維ユニット RBC を用いた下水処理技術｣について、OD 法の前処理

設備として十分な省エネ化および処理能力増強の効果が認められたことから、「回転繊維体を

用いた OD 法向け前処理技術」として 2025 年 3 月に JS の新技術Ⅰ類に選定された。  

② アナモックス併用高度処理の基礎実験  

 MLE＋アナモックス法に関するラボスケールでの回分実験により環境因子や基質濃度がア

ナモックス担体の活性に及ぼす影響の確認し、ベンチ規模の実験プラントの連続処理実験とア

ナモックス汚泥の新規培養方法の検討を行った。  
 
 マノメトリック手法を活用した回分実験により、(a)水温が低いほどアナモックス担体の活

性は低下するものの活性化エネルギーの推定結果は文献値の中でも小さい水準にある、

(b)MLSS 濃度や C/N 比が高い条件では従属栄養型脱窒が卓越する可能性がある、 (c)高濃

度の T-N や NO2-N によりアナモックス担体の活性が受ける影響の度合いは担体の培養状

態により大きく異なる可能性がある等の知見が得られ、アナモックス担体の活性を簡易に

推定する手法としてマノメトリック手法が一定の有用性を持つことを確認した。  
 無機合成基質および担体を用いたアナモックス汚泥の培養実験において、アナモックス反

応の化学量論よりも大幅に小さい 0.6～0.8 程度の NO2-N/NH4-N 比で NO2-N を添加する

ことにより安定した窒素除去速度を得ることができた。今後、反応槽内の攪拌条件（酸素

供給条件）を見直すことで、NO2-N 添加量の低減、更には NH4-N のみを用いた大量培養

へと至る見通しが得られた。  
 ベンチ規模の MLE＋アナモックス法の実験プラントを用いて実下水（初沈越流水）の連続

処理実験を行ったが、実験系を同フローへ変更した後の 65 日の期間、対照系（従来の循環

式硝化脱窒法）との間に窒素除去性能の明確な差は見られなかった。比較実験としての流

入負荷の条件や、実証系における MLE＋アナモックス法としての運転条件等を改善する必

要があると考えられた。  
 

③ 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH） 

 過年度から継続して長期実証実験や個別の調査等を実施し、実証研究として設定した 3 つの

評価項目（消費電力量および温室効果ガス排出量の削減効果、コストの縮減効果、実証技術の

性能）について目標の達成状況を検証すると共に、そのほかの検討項目について検証等を行っ

た。 
 
 実証系の送風機に係る消費電力量原単位は対照系と比較して平均 19%削減され（GHG 排出

量削減率も同値）、目標（10%以上）を十分に満足した。加えて、モデル設計による試算にお

いても同削減率は 17%となり、実証実験結果が特異的なものではないことが確認された。  
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図３－３９   予熱系タンクの消化温度推移

（４） まとめ

2024 年 7 月～2025 年 3 月にかけて、予熱加温保持技術を用いた消化日数短縮運転を実施し

た。8 月から翌年 1 月にかけて予熱系（パネルタンク）の不調により汚泥の供給停止をしてい

たため、予熱系（小型タンク）のデータを用いて評価を補完した。消化汚泥の TS 濃度、VS 分

解率、消化ガス発生量原単位、pH 等を評価したところ、予熱系は従来系と概ね同等の結果であ

ることを確認した。

今後の予定としては、次年度も実証試験を継続してデータを取得すると共に、ラボスケール

で限界負荷の確認や異なる水処理方法への適用を検討する。パネルタンクについては、部材評

価試験を通じ耐久性を評価する。また、予熱加温保持およびパネルタンクの二つの要素技術に

ついて、それぞれおよび組み合わせた場合の経済性を評価する。
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 実証系の処理水質は、BOD、SS、T-P について対照系と同等であったが、T-N については実

証期間を通して実証系の方が高くなった。これは対照系の好気槽における意図せぬ脱窒の進

行が要因として推定され、同様の処理場への導入に際しての重要な留意事項が得られた。ま

た、深槽曝気に伴う最終沈殿池の汚泥の沈降性については、実証系において実施した脱気操

作により汚泥浮上のリスクが十分に抑制可能であることが示された。  
 10 万 m3/d 規模の水処理施設を想定したモデル設計により、本技術の採用による総費用（年

価換算値）の縮減率は 20%（従来技術＝旋回流式エアレーション）と試算され、目標（10%
以上）を十分に満足した。  

 

（２）  バイオガス活用技術  

① 開発動向調査・実態調査 

 バイオガスの利活用の促進・普及拡大を目的として、以下の 2 項目について運転管理状況等

に関する実態調査を行った。 

➢ 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査 

 下水処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響を把握することを目的に、嫌気性消化

を採用する処理場のうち、ガス発生量が多い処理場、脱水汚泥発生量の少ない処理場、消費電

力量単位の小さい処理場を対象として運転手法に関するヒアリング調査を実施し、以下の結果

が得られた。 

 

 有機物分解率の高い初沈汚泥を新鮮な状態で消化タンクに供給することで、嫌気性消化に

より分解される有機物が増加し、ガス発生量が増加する。 

 最初沈殿池での有機物回収率向上は、消化タンクでの有機物分解率を高め、結果として発

生汚泥量を削減する。また、反応タンクへの有機物負荷が低減されることで、初沈汚泥と

比較して嫌気性分解しにくい余剰汚泥の発生量も抑制される。 

 初沈殿池で有機物を効率的に回収することで、反応タンクへの BOD 負荷が低減され、送風

量削減による消費電力量の低減に繋がる。なお、消化ガス発電を組み合わせることで、処

理場全体の電力自給率向上に大きく貢献できる。 

 上記 3 点の相乗効果を最大限に引き出すためには、(a)最初沈殿池における有機物の回収率

を高める「運転の最適化」、(b)初沈汚泥や濃縮汚泥の滞留時間を短縮し、速やかに硝化タン

クに投入することで、水処理系に戻る有機物負荷を削減する「汚泥の新鮮度維持」、 (c)低
MLSS や低 HRT の運転により、消化タンクへの有機物供給量を確保する「反応タンクの

硝化抑制運転」、それぞれの運転管理を総合的に実施することが推奨される。 

 

➢ 高濃度消化の運転状況実態調査 

 高濃度消化は、消化タンクへの投入汚泥濃度を高めることで、施設のコンパクト化や有効利

用可能な消化ガスの回収量が期待されることから、発生汚泥の全量を高濃度消化している下水

処理場 1 箇所を対象として運転状況調査を実施し、以下の結果が得られた。 
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 調査した下水処理場の高濃度消化施設においては、高負荷条件下でも安定した消化性能を

発揮し、良好なガス発生量と有機物分解率が得られていることが確認された。 

 高濃度濃縮設備等の追加設備や薬品コストは要するものの、高濃度消化は消化タンク容量

の削減や後段脱水設備の縮小が期待でき、特に大都市等の用地制約がある処理場において

有望な選択肢の一つであると評価される。 

 

② バイオガス創出に係る基礎実験  

 消化設備の解放点検を容易に実施することを目的に、JS 技術開発実験センターにおいて、ラ

ボスケールでの連続消化実験を行い、中温消化と高温消化を切り替える運転手法の可能性を検

証した。 
 

 本実験で設定した短期間での温度切り替え運転では、消火性能維持が困難であることが明

らかとなった。特に、消化温度 45～49℃の中間温度帯ではガス発生量が大きく低下したこ

とから、中温メタン菌、高温メタン菌いずれも活性が低い状態であったと推察される。  
 高温消化への切り替え時だけでなく、高温から中温への切り替え時においても、ガス発生

量の回復に時間を要し、菌群の遷移・馴致に時間を要したと示唆された。  
 消化温度の切り替えを実務的に行う場合は、菌群の馴致期間を考慮し、移行期間中は汚泥

の一部を、嫌気性消化を経ずに脱水する等の方法で対応することが現実的と考えられる。  
 

③ バイオガス創出・活用技術の開発・実証 

 ｢脱炭素社会実現に向けたバイオガス利活用技術および嫌気性消化技術の開発｣として、(a)消
化効率（投入 VS 当たりガス発生量等）の向上によりバイオガス発生量の増加に寄与する嫌気

性消化技術、(b)発生したバイオガスの持つポテンシャルを最大限に引き出すことに寄与する利

活用技術、(c)低コスト化に寄与する嫌気性消化技術、のいずれかまたは 2 つ以上に該当する技

術を開発する新たな共同研究の公募を行い、過年度から継続して以下の 3 技術に関する共同研

究を実施した。このうち 1 件の共同研究は、本年度をもって完了した。 
 

➢ 集中加温型高速中温消化システムとステンレス合板製消化タンクによる低コスト嫌気性消

化技術 
（共同研究者：メタウォーター株式会社 2022 年度共同研究者選定）  

 本研究は、過年度から実証実験や補足実験を実施し、導入効果等の机上検討を行い、本年度

をもって完了した。  
 
 集中加温システムに関して、年間を通じて消化日数 10 日においても安定消化が継続し、概

ね良好な消化性能（消化ガス発生倍率の平均値 521Nm3/tVS-投入、VS 分解率の平均値

54.8%）で運転可能であることが確認された。  
 ステンレス合板製消化タンクに関しては、使用するステンレス合板が 35 年相当の耐久性

を有していること、10d に 1d の強攪拌で砂等の堆積物量を約 70%削減できること等を検

証した。 
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 実証系の処理水質は、BOD、SS、T-P について対照系と同等であったが、T-N については実

証期間を通して実証系の方が高くなった。これは対照系の好気槽における意図せぬ脱窒の進

行が要因として推定され、同様の処理場への導入に際しての重要な留意事項が得られた。ま

た、深槽曝気に伴う最終沈殿池の汚泥の沈降性については、実証系において実施した脱気操

作により汚泥浮上のリスクが十分に抑制可能であることが示された。  
 10 万 m3/d 規模の水処理施設を想定したモデル設計により、本技術の採用による総費用（年

価換算値）の縮減率は 20%（従来技術＝旋回流式エアレーション）と試算され、目標（10%
以上）を十分に満足した。  

 

（２）  バイオガス活用技術  

① 開発動向調査・実態調査 

 バイオガスの利活用の促進・普及拡大を目的として、以下の 2 項目について運転管理状況等

に関する実態調査を行った。 

➢ 処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響等に関する実態調査 

 下水処理場の運転管理状況が嫌気性消化に与える影響を把握することを目的に、嫌気性消化

を採用する処理場のうち、ガス発生量が多い処理場、脱水汚泥発生量の少ない処理場、消費電

力量単位の小さい処理場を対象として運転手法に関するヒアリング調査を実施し、以下の結果

が得られた。 

 

 有機物分解率の高い初沈汚泥を新鮮な状態で消化タンクに供給することで、嫌気性消化に

より分解される有機物が増加し、ガス発生量が増加する。 

 最初沈殿池での有機物回収率向上は、消化タンクでの有機物分解率を高め、結果として発

生汚泥量を削減する。また、反応タンクへの有機物負荷が低減されることで、初沈汚泥と

比較して嫌気性分解しにくい余剰汚泥の発生量も抑制される。 

 初沈殿池で有機物を効率的に回収することで、反応タンクへの BOD 負荷が低減され、送風

量削減による消費電力量の低減に繋がる。なお、消化ガス発電を組み合わせることで、処

理場全体の電力自給率向上に大きく貢献できる。 

 上記 3 点の相乗効果を最大限に引き出すためには、(a)最初沈殿池における有機物の回収率

を高める「運転の最適化」、(b)初沈汚泥や濃縮汚泥の滞留時間を短縮し、速やかに硝化タン

クに投入することで、水処理系に戻る有機物負荷を削減する「汚泥の新鮮度維持」、 (c)低
MLSS や低 HRT の運転により、消化タンクへの有機物供給量を確保する「反応タンクの

硝化抑制運転」、それぞれの運転管理を総合的に実施することが推奨される。 

 

➢ 高濃度消化の運転状況実態調査 

 高濃度消化は、消化タンクへの投入汚泥濃度を高めることで、施設のコンパクト化や有効利

用可能な消化ガスの回収量が期待されることから、発生汚泥の全量を高濃度消化している下水

処理場 1 箇所を対象として運転状況調査を実施し、以下の結果が得られた。 
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 3 万 m3/d 規模の下水処理場における LCC の試算結果では、消化なしや従来の消化技術と

比べて LCC は同等以下となった。  
 処理場規模毎に消化施設導入の損益分岐点を検証した結果、各技術単独の導入で 2 万 m3/d

台半ば、両技術の導入で 1 万 m3/d 台後半になることを確認した。  
 

➢ 中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム  
（共同研究者：日立プラントサービス株式会社 2023 年度共同研究者選定）  

 下水処理場内に実証施設を設置し実証実験を実施し、本システムの組立期間が 127d 程度あ

ることを確認した。また、冬季の実験において良好な消化性能が得られた。加えて、汚泥前処

理ユニットの要素技術である振動濃縮装置については、ラボスケールでの実験を行い濃縮汚泥

の TS6%以上、SS 回収率 95%以上を達成した。  
 

➢ 予熱加温保持消化技術とボルト接合型パネルタンクによる低コスト嫌気性消化システム  
（共同研究者：株式会社神鋼環境ソリューション 2023 年度共同研究者選定）  

 2024 年 7 月～2025 年 3 月にかけて、予熱加温保持技術を用いた消化日数短縮運転を実施し

た。8 月から翌年 1 月にかけて予熱系（パネルタンク）が不調により汚泥の供給停止をしてい

たが、予熱系（小型タンク）のデータを用いて評価を補完した。消化汚泥の TS 濃度、VS 分解

率、消化ガス発生量原単位、pH 等を評価したところ、予熱系は従来系と概ね同等の結果である

ことを確認した。  
 

４．２   今後の予定 

 １ .２節に記載の開発項目について、次年度の実施予定は以下のとおりである。  
 

（１）  水処理省エネ化技術  

 小規模省エネ化技術の開発･実証：新たな水処理省エネ化技術を実証･開発する共同研究の公

募を継続する。 

 アナモックス併用高度処理の基礎実験：引き続きラボ実験で得た知見等を基に MLE＋アナ

モックス法のベンチプラントを用いた連続処理実験について、より長期での処理実験を行い

本処理法の実用可能性を検討する。また、アナモックス汚泥の大量培養方法について検討を

進める。 

 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH）：B-DASH プロジェクトによる 3 ヶ年度の

実証研究が完了したことから、共同研究体による自主研究に移行し、引き続き実証施設にお

いて長期の実証実験を進める。 

（２）  バイオガス活用技術  

 開発動向調査・実態調査：高度処理を行っている処理場での効率的なメタン発酵処理法の検

討および高濃度消化について更なる情報収集を実施し、高濃度消化システムの得失を明らか

にしていく予定である。  
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 バイオガス創出に係る基礎実験：高温消化と中温消化について更なる知見を得るために、消

化温度を実験途中で変更する実験等を行う予定である。  
 バイオガス創出・活用技術の開発・実証：引き続き共同研究を進め、バイオガス創出・活用

技術の開発を行う。  
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 3 万 m3/d 規模の下水処理場における LCC の試算結果では、消化なしや従来の消化技術と

比べて LCC は同等以下となった。  
 処理場規模毎に消化施設導入の損益分岐点を検証した結果、各技術単独の導入で 2 万 m3/d

台半ば、両技術の導入で 1 万 m3/d 台後半になることを確認した。  
 

➢ 中小規模向けユニット式下水汚泥消化システム  
（共同研究者：日立プラントサービス株式会社 2023 年度共同研究者選定）  

 下水処理場内に実証施設を設置し実証実験を実施し、本システムの組立期間が 127d 程度あ

ることを確認した。また、冬季の実験において良好な消化性能が得られた。加えて、汚泥前処

理ユニットの要素技術である振動濃縮装置については、ラボスケールでの実験を行い濃縮汚泥

の TS6%以上、SS 回収率 95%以上を達成した。  
 

➢ 予熱加温保持消化技術とボルト接合型パネルタンクによる低コスト嫌気性消化システム  
（共同研究者：株式会社神鋼環境ソリューション 2023 年度共同研究者選定）  

 2024 年 7 月～2025 年 3 月にかけて、予熱加温保持技術を用いた消化日数短縮運転を実施し

た。8 月から翌年 1 月にかけて予熱系（パネルタンク）が不調により汚泥の供給停止をしてい

たが、予熱系（小型タンク）のデータを用いて評価を補完した。消化汚泥の TS 濃度、VS 分解

率、消化ガス発生量原単位、pH 等を評価したところ、予熱系は従来系と概ね同等の結果である

ことを確認した。  
 

４．２   今後の予定 

 １ .２節に記載の開発項目について、次年度の実施予定は以下のとおりである。  
 

（１）  水処理省エネ化技術  

 小規模省エネ化技術の開発･実証：新たな水処理省エネ化技術を実証･開発する共同研究の公

募を継続する。 

 アナモックス併用高度処理の基礎実験：引き続きラボ実験で得た知見等を基に MLE＋アナ

モックス法のベンチプラントを用いた連続処理実験について、より長期での処理実験を行い

本処理法の実用可能性を検討する。また、アナモックス汚泥の大量培養方法について検討を

進める。 

 省エネ型深槽曝気技術の実規模実証（B-DASH）：B-DASH プロジェクトによる 3 ヶ年度の

実証研究が完了したことから、共同研究体による自主研究に移行し、引き続き実証施設にお

いて長期の実証実験を進める。 

（２）  バイオガス活用技術  

 開発動向調査・実態調査：高度処理を行っている処理場での効率的なメタン発酵処理法の検

討および高濃度消化について更なる情報収集を実施し、高濃度消化システムの得失を明らか

にしていく予定である。  
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Ⅰ-２  カーボンニュートラル型下水処理システムの開発  

 
山本明広、熊越瑛、村岡正季、島田正夫、三宅晴男、糸川浩紀 

 

１．  開発課題の概要  

 本開発課題では、2050 年度までの下水道分野の温室効果ガス（GHG）排出量の実質ゼロを

実現するため、2040 年度までの実用化を目標に、従来の下水処理システムに替わる革新的な

「カーボンニュートラル型下水処理システム*」を開発する。  
 

１．１   背景および目的  

 我が国では、2020 年 10 月に「2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

る、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言した。

この長期目標の達成に向けて、下水道分野においても中長期的な視点で取り組む必要があるが、

カーボンニュートラル（GHG 排出量の実質ゼロ）を実現するためには、現在の技術水準を上回

る革新的な下水処理システムへの転換が必要である。2022 年 3 月にとりまとめられた「下水道

政策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会報告書」 1)においても、従来の下

水処理方式のみにとらわれず、抜本的な GHG 排出量削減を進めていくことを求めている。  
 そこで本開発課題では、2050 年カーボンニュートラルを見据え、革新的な下水処理システム

の 2040 年度までの実用化に向けて、現在の技術を上回る水準での処理に係るエネルギー使用

量の極小化や処理工程での GHG 排出量の極小化、下水が有するエネルギーポテンシャル利用

の最大化の実現を目標に、従来の下水処理システムに替わる「カーボンニュートラル型下水処

理システム」の開発を目指す。なお、本開発課題は中長期的に取り組む必要があることから、

｢JS 技術開発・活用基本計画 2022｣の計画期間においては、カーボンニュートラル型下水処理

システムのコンセプトおよび次期計画期間における研究・開発方針を提示することを目標とし、

次期計画期間以降、早期に要素技術等の基礎実験に着手することを想定している。  
 

１．２   開発項目 

 本開発課題では、以下の開発項目を設定して技術開発を行う。  

 

（１）  カーボンニュートラル型下水処理システム 

 下水道分野の 2050 年カーボンニュートラルの達成に向けては、現行の下水処理技術の改良・

改善に加えて、これらに替わる革新的な下水処理システムの開発と導入が必要である。そこで

本開発項目では、「カーボンニュートラル型下水処理システム」の要素となり得る技術（要素技

 
* ｢JS 技術開発・活用基本計画 2022｣では、｢カーボンニュートラル型下水処理システム｣を以下のように定

義している：「下水が有するエネルギーポテンシャルを最大限に利用する下水中の有機物回収 /濃縮技術と創

エネルギー技術の組み合わせや、これに従来の活性汚泥法に替わる超省エネルギー型の水処理技術（嫌気性

水処理技術、新規膜処理技術等）をさらに組み合わせる等、水処理・汚泥処理の全体最適化により、カーボ

ンニュートラルを達成する新たな下水処理システム」。  
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術）の開発動向調査の実施や、要素技術を組み合わせ導入によるカーボンニュートラル型下水

処理システムの脱炭素化効果の検討等を実施すると共に、次期計画期間において具体的な技術

開発に着手するための研究・開発方針を定める。  

 

① 国内外の開発動向調査  

 文献やホームページ等による国内・海外の技術調査および「カーボンニュートラル型下水処

理システム」の要素となり得る技術の抽出を行う。 

② 新たな下水処理システム構築に向けた調査  

 ①で得られた技術情報に基づき、カーボンニュートラル型下水処理システムの確立に向けて、

要素技術の目標性能の設定、要素技術の組み合わせによる導入効果を検討する。 

③ Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術の調査（B-DASH FS 調査） 

 2024 年度に採択された B-DASH プロジェクト（FS 調査）「下水汚泥消化ガスの Ex-situ 型

バイオメタネーション反応技術に関する調査事業」を実施する。 

④ 成果集約・FS などの検討  

 上記の成果をとりまとめ、カーボンニュートラル型下水処理システムのコンセプトおよび次

期基本計画での実施事項を検討する。 

 

１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、前節に記載の開発項目・実施項目のうち、以下について実施した。 

 

（１）  カーボンニュートラル型下水処理システム 

② 新たな下水処理システム構築に向けた調査（2.1 節） 
③ Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術の調査（B-DASH FS 調査）（2.2 節） 
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２．カーボンニュートラル型下水処理システム 

２．１   新たな下水処理システム構築に向けた調査  

（１）  検討の概要 

 本検討は、2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、2040 年までのカーボンニュートラ

ル型下水処理システムの確立を目指し、要素技術を組み合わせて導入することの効果を検討す

ることを目的とする。過年度に実施した国内外の開発動向調査で抽出された、カーボンニュー

トラル型下水処理システムの要素技術となりうる技術に関する調査結果 2)等に基づき、各要素

技術の諸元を設定する。現時点における国内の一般的な下水処理フローを基準として物質収支

および GHG 排出量を算定した上で、これを基本条件として、要素技術を組み合わせて導入し

た場合の両者の変化を比較することで、要素技術を組み合わせて導入することの効果を定量化

し、現行の下水処理フローの抜本的な転換の可能性や必要性を検討する。加えて、下水処理場

外からの地域バイオマスの受け入れや他分野事業との連携等、バウンダリーを広げたカーボン

ニュートラルの取り組みの方向性についても検討する。なお、本検討は 2024～2026 年度の 3
ヶ年度での実施を予定している。  
 本年度は、各要素技術の諸元の設定を行うと共に、現行の一般的な下水処理フローを設定し

た上で、要素技術を組み合わせた下水処理システムを設定し、それぞれの物質収支および GHG
排出量を試算した。  
 

（２）  検討方法 

① 要素技術の諸元値の設定 

 過年度（2022 年度）に実施した開発動向調査で抽出した要素技術 3)に関する性能等の情報を

追加収集し、物質収支および GHG 排出量の試算に必要となる各種諸元を設定した。  
 カーボンニュートラル型下水処理システムの検討の対象とした、処理工程およびそれに該当

する要素技術を表２－１に示す。処理場に流入する有機物をエネルギー源として最大限回収し、

さらに水処理に要するエネルギーを削減するため、反応タンクの前段で「有機物回収」を行う

各種技術を挙げた。「水処理」工程では、曝気による消費電力量を大幅に削減する技術として高

度散水ろ床および嫌気性処理を挙げた。また、高度処理に関連する技術としてアナモックスプ

ロセスを要素技術とした。汚泥処理においては、発電等に利用可能な消化ガス量を一般的な消

化より増加させる「高効率消化」工程として高濃度消化および汚泥可溶化技術を挙げた。嫌気

性消化後の「汚泥資源化」工程に係る技術としては、乾燥、炭化、水熱炭化および肥料化を挙

げた。 
 ここで挙げた要素技術には、パイロット規模での研究から実用化まで幅広い開発段階の技術

が含まれており、現時点で物質収支や GHG 排出量の試算に必要な各種諸元値（電力消費量原

単位、固形物・有機物・窒素の除去率・回収率等）が定まっているものばかりではない。その

ため本検討では、各種文献における実験値等から各要素技術の性能を想定し、今回の試算に用

いる諸元値を設定した（関連文献および具体的な設定値は本報非掲載）。 
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 上記の成果をとりまとめ、カーボンニュートラル型下水処理システムのコンセプトおよび次

期基本計画での実施事項を検討する。 

 

１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、前節に記載の開発項目・実施項目のうち、以下について実施した。 

 

（１）  カーボンニュートラル型下水処理システム 

② 新たな下水処理システム構築に向けた調査（2.1 節） 
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表２－１   検討対象とした処理工程および要素技術  
処理工程  要素技術  役割・特徴  

有機物回収  
 
流入有機物の徹

底的な回収  

膜ろ過(MF/UF 等)  固液分離により有機物を効率的に回収  
CEPT 凝集剤を用いて一次処理での有機物回収率を向上  

BEPT 
活性汚泥の吸着・凝集作用を利用し、一次処理での有

機物回収率を向上  
水処理  
（反応タンク）  
 
水処理の超省エ

ネ化  

高度散水ろ床 (DHS、無曝気
循環式)  

無曝気または低曝気で有機物を除去し、消費電力を大

幅に削減  
嫌気性処理 (AnMBR) 嫌気条件下で有機物を除去し、メタンガスを回収  

アナモックスプロセス アンモニアと亜硝酸を嫌気条件下で直接窒素へ変換。

曝気量を大幅に削減しながら窒素を除去  
高効率消化  
 
嫌気性消化の効

率化  

高濃度消化  消化タンクへの投入汚泥濃度を高め加温に必要なエネ

ルギーを削減（利用可能なエネルギーを増量）  

汚泥可溶化  汚泥を前処理で可溶化し、汚泥の分解効率を向上およ

び消化ガス発生量を増量  
汚泥資源化  
 
下水汚泥資源の

カスケード利用  

乾燥  汚泥の含水率を低下させ、燃料や肥料として利用  
炭化  汚泥を炭化し、燃料や土壌改良材として利用  

水熱炭化  高温高圧水中で汚泥を炭化し、燃料や土壌改良材とし

て利用  
肥料化  汚泥を肥料として再利用  

※MF：Microfiltration（精密ろ過膜）、UF：Ultrafiltration（限外ろ過膜）  

CEPT：Chemically enhanced primary treatment（化学的強化一次処理）  

BEPT：Biologically enhanced primary treatment（生物学的強化一次処理）  

DHS：Downflow hanging sponge（下降流懸垂型スポンジ）  

AnMBR：Anaerobic membrane bioreactor（嫌気性膜分離活性汚泥法）  

 

② 要素技術導入シナリオ別の GHG 排出量試算 

 現時点における国内の一般的な下水処理フロー（以下、「現行フロー」と略記）に要素技術を

導入した場合の物質収支および GHG 排出量を試算した。現行フローとして、処理場規模（日

最大処理水量）別に、5,000m3/d（小規模）ではオキシデーションディッチ（OD）法の 1 ケー

ス、50,000m3/d（中規模）と 150,000m3/d（大規模）で標準活性汚泥法と高度処理（循環式硝

化脱窒法；リン除去は除く）の 2 ケースをそれぞれ設定した。汚泥処理方法は、下水道統計の

データを参考に各規模で標準的と考えられるフローを設定し、中・大規模では嫌気性消化を前

提とした。これらの組み合わせにより、計 5 ケースの現行フロー（ケース①～⑤）を設定した

（表２－２）。 
 

表２－２   本検討で設定した現行の下水処理フロー 
項目  ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

処理場規模  
（日最大処理水量）  m3/d 

5,000 50,000 150,000 

日平均処理水量  4,000 40,000 120,000 

水処理方法  OD 法  標準法  
高度処理  
（循環

法）  
標準法  高度処理  

（循環法）  

汚泥処理方法  重力濃縮→脱水  
（多重板型スクリュープレス）  分離濃縮→消化→脱水（遠心）  
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各ケースにおける物質の挙動を把握し、物質量やエネルギー消費量を定量的に評価するため、

水量、固形物、有機物（CODCr）および窒素（T-N、NH4-N）の物質収支図を作成した。各工程

の除去率や回収率等は、（公財）日本下水道協会が発行する「下水道施設計画・設計指針と解説

－2019 年版－」や、独立行政法人土木研究所が発行する調査報告書、JS 独自の調査研究成果

を参考に設定した。収支計算の基本となる流入水質は、典型的な下水を想定し、表２－３に示

す値を用いた。

表２－３  流入水質の設定値

GHG 排出量の試算範囲として、本年度は現行フローのうち図２－１の「検討範囲」に示す施

設を対象とした。GHG 排出量に影響が大きいと考えられる施設は試算範囲に含めたが、消毒工

程は影響が小さいと判断し範囲から除外した。算定対象とする GHG は、電力や補助燃料等エ

ネルギー消費に伴う CO2、および水処理・汚泥処理の各工程で直接排出されるメタン（CH4）

と一酸化二窒素（N2O）である。また、消化ガス発電による外部電力使用量の削減効果、汚泥

の有効利用による GHG 排出量の削減効果（肥料化による化学肥料削減、土壌への炭素貯留 *、

燃料化による石炭代替†）も算定範囲に含めた。一方、地域バイオマスの受け入れ、処理水の放

流先での N2O 排出、汚泥の運搬による自動車の走行や汚泥の処分先で発生する GHG の排出量

は考慮していない。

図２－１  GHG 排出量の試算範囲（設定ケースにより、含まれない工程がある）

GHG 排出量の算定方法および排出係数、地球温暖化係数は環境省が示す算出方法・排出係数

一覧 4)および下水道における地球温暖化マニュアル 5)を用いた。なお、電力の排出量原単位は、

電気事業連合会が公表している将来予測値（2030 年度値）6)を用いた。これは、将来の電源ミ

ックスによる排出係数の変化を考慮したものである。

* 土壌への炭素貯留効果の算定には、農研機構の試算方法 7)を便宜的に活用した。
† 燃料化による石炭代替効果は、処理場外で石炭代替として活用した場合の削減量を含む。

項目 単位 数値

BOD

mg/L

200

T-CODCr/BOD 比 2.4

T-CODCr 432

S-CODCr 160

T-N 40

NH4-N 26
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幅に削減  
嫌気性処理 (AnMBR) 嫌気条件下で有機物を除去し、メタンガスを回収  

アナモックスプロセス アンモニアと亜硝酸を嫌気条件下で直接窒素へ変換。

曝気量を大幅に削減しながら窒素を除去  
高効率消化  
 
嫌気性消化の効

率化  

高濃度消化  消化タンクへの投入汚泥濃度を高め加温に必要なエネ

ルギーを削減（利用可能なエネルギーを増量）  

汚泥可溶化  汚泥を前処理で可溶化し、汚泥の分解効率を向上およ

び消化ガス発生量を増量  
汚泥資源化  
 
下水汚泥資源の

カスケード利用  

乾燥  汚泥の含水率を低下させ、燃料や肥料として利用  
炭化  汚泥を炭化し、燃料や土壌改良材として利用  

水熱炭化  高温高圧水中で汚泥を炭化し、燃料や土壌改良材とし

て利用  
肥料化  汚泥を肥料として再利用  

※MF：Microfiltration（精密ろ過膜）、UF：Ultrafiltration（限外ろ過膜）  

CEPT：Chemically enhanced primary treatment（化学的強化一次処理）  

BEPT：Biologically enhanced primary treatment（生物学的強化一次処理）  

DHS：Downflow hanging sponge（下降流懸垂型スポンジ）  

AnMBR：Anaerobic membrane bioreactor（嫌気性膜分離活性汚泥法）  

 

② 要素技術導入シナリオ別の GHG 排出量試算 

 現時点における国内の一般的な下水処理フロー（以下、「現行フロー」と略記）に要素技術を

導入した場合の物質収支および GHG 排出量を試算した。現行フローとして、処理場規模（日

最大処理水量）別に、5,000m3/d（小規模）ではオキシデーションディッチ（OD）法の 1 ケー

ス、50,000m3/d（中規模）と 150,000m3/d（大規模）で標準活性汚泥法と高度処理（循環式硝

化脱窒法；リン除去は除く）の 2 ケースをそれぞれ設定した。汚泥処理方法は、下水道統計の

データを参考に各規模で標準的と考えられるフローを設定し、中・大規模では嫌気性消化を前

提とした。これらの組み合わせにより、計 5 ケースの現行フロー（ケース①～⑤）を設定した

（表２－２）。 
 

表２－２   本検討で設定した現行の下水処理フロー 
項目  ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ 

処理場規模  
（日最大処理水量）  m3/d 

5,000 50,000 150,000 

日平均処理水量  4,000 40,000 120,000 

水処理方法  OD 法  標準法  
高度処理  
（循環

法）  
標準法  高度処理  

（循環法）  

汚泥処理方法  重力濃縮→脱水  
（多重板型スクリュープレス）  分離濃縮→消化→脱水（遠心）  
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 設定した 5 つの現行フロー（ケース①～⑤）を対象に、表２－１に示した要素技術を組み合

わせたサブケースを複数（サブケース①－１～サブケース⑤－２等）設定した。有機物回収工

程として複数の要素技術が分類されているが、基本的に類似した役割を持つものとしてまとめ

て「有機物回収」技術として用いた。高効率消化では分解効率とガス発生量の増加を見込める

可溶化技術を用いた。汚泥資源化では、各要素技術の正味の GHG 排出量（資源の有効利用に

よるマイナス計上等を考慮した排出量）の試算結果が最も小さくなった水熱炭化技術を用いた。

なお、処理水質は現行フローと同程度を維持することを前提とした。また、個々の要素技術の

各サブケースへの適用可能性は考慮しているものの、具体的な費用や既存施設への導入可能性

といった詳細な検討は本試算の範囲外とした。  
 表２－４に、現行フロー（ケース①～③）に対して設定した要素技術を組み合わせたサブケ

ース（サブケース①－１～③－２）を示す。なお、ケース④、⑤においてもケース②、③と同

様のサブケース分けにより GHG 排出量を試算したが、処理規模は異なるもののケース②、③

と GHG 排出量に概ね類似した傾向が確認されたため、本報では掲載を省略する。  
 各サブケースは、主に有機物回収の有無、水処理方式（高度散水ろ床、嫌気性処理、アナモ

ックスプロセス等）、および汚泥資源化（水熱炭化）の組み合わせにより設定した。例えばケー

ス①（5,000m3/d；OD 法）では、有機物回収と高度散水ろ床を組み合わせたサブケース①－１

と、有機物回収を行わず嫌気性水処理を導入するサブケース①－２を設定した。ケース②

（50,000m3/d；標準法）では、有機物回収と高度散水ろ床を組み合わせたサブケース②－１に

加え、嫌気性処理を導入するサブケース②－２を検討した。ケース③（50,000m3/d；高度処理）

では窒素除去を考慮し、高度散水ろ床と脱窒槽を組み合わせたサブケース③－１、および嫌気

性処理とアナモックスプロセスを組み合わせたサブケース③－２を設定した。  
 これらの各設定ケースおよびサブケースに対し、物質収支および各工程、正味の GHG 排出

量を試算した。  
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表２－４  要素技術の組み合わせ導入の設定ケース（ケース①～③のみ表示）

現行フロー 要素技術の組み合わせ設定

ケ
ー
ス
①

サブケース①－１

サブケース①－２

ケ
ー
ス
②

サブケース②－１

サブケース②－２

ケ
ー
ス
③

サブケース③－１

サブケース③－２

（３） 検討結果

ここでは、各ケースにおける GHG 排出量の試算結果を図２－２～図２－４に示す。これら

の図は、各工程からの GHG 排出量をプラス値、消化ガス発電や汚泥資源化による GHG 排出

削減量をマイナス値として積み上げたものである。また排出量から削減量を差し引いた正味の

GHG 排出量を合計として示した。

ケース①における GHG 排出量の試算結果を図２－２に示す。いずれのサブケースにおいて

もカーボンニュートラルに至っていない。サブケース①－１では、有機物回収と高度散水ろ床

JS 技術開発年次報告書（令和 6 年度） 

 

 

 設定した 5 つの現行フロー（ケース①～⑤）を対象に、表２－１に示した要素技術を組み合

わせたサブケースを複数（サブケース①－１～サブケース⑤－２等）設定した。有機物回収工

程として複数の要素技術が分類されているが、基本的に類似した役割を持つものとしてまとめ

て「有機物回収」技術として用いた。高効率消化では分解効率とガス発生量の増加を見込める

可溶化技術を用いた。汚泥資源化では、各要素技術の正味の GHG 排出量（資源の有効利用に

よるマイナス計上等を考慮した排出量）の試算結果が最も小さくなった水熱炭化技術を用いた。

なお、処理水質は現行フローと同程度を維持することを前提とした。また、個々の要素技術の

各サブケースへの適用可能性は考慮しているものの、具体的な費用や既存施設への導入可能性

といった詳細な検討は本試算の範囲外とした。  
 表２－４に、現行フロー（ケース①～③）に対して設定した要素技術を組み合わせたサブケ

ース（サブケース①－１～③－２）を示す。なお、ケース④、⑤においてもケース②、③と同

様のサブケース分けにより GHG 排出量を試算したが、処理規模は異なるもののケース②、③

と GHG 排出量に概ね類似した傾向が確認されたため、本報では掲載を省略する。  
 各サブケースは、主に有機物回収の有無、水処理方式（高度散水ろ床、嫌気性処理、アナモ

ックスプロセス等）、および汚泥資源化（水熱炭化）の組み合わせにより設定した。例えばケー

ス①（5,000m3/d；OD 法）では、有機物回収と高度散水ろ床を組み合わせたサブケース①－１

と、有機物回収を行わず嫌気性水処理を導入するサブケース①－２を設定した。ケース②

（50,000m3/d；標準法）では、有機物回収と高度散水ろ床を組み合わせたサブケース②－１に

加え、嫌気性処理を導入するサブケース②－２を検討した。ケース③（50,000m3/d；高度処理）

では窒素除去を考慮し、高度散水ろ床と脱窒槽を組み合わせたサブケース③－１、および嫌気

性処理とアナモックスプロセスを組み合わせたサブケース③－２を設定した。  
 これらの各設定ケースおよびサブケースに対し、物質収支および各工程、正味の GHG 排出

量を試算した。  
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の導入による水処理の消費エネルギーの削減、消化ガス発電および水熱炭化物の活用効果が大

きく、水熱炭化によるエネルギー消費の増加があったものの、正味の GHG 排出量は現行フロ

ーと比較して減少した。サブケース①－２では、正味の GHG 排出量は、現行フローよりも減

少したが、水処理に伴うエネルギー消費による GHG 排出量が大幅に増加したため、サブケー

ス①－１よりも増加した。サブケース①－２で用いた嫌気性 MBR の消費電力量原単位（今回

0.695kWh/m3*）は過大である可能性があると考えられ†、引き続き情報の収集が必要である。  
 

 
図２－２  ケース①（5,000m3/d；OD 法）における GHG 排出量の試算結果  

 
 ケース②における GHG 排出量の試算結果を図２－３に示す。いずれのサブケースにおいて

もカーボンニュートラルに至っていない。ケース②と比較して、サブケース②－１および②－

２共に、水熱炭化の導入によりエネルギー消費等による GHG 排出量は現行フローより増加す

るものの、消化ガス発電および水熱炭化物の活用による削減量を考慮すると、正味の GHG 排

出量は減少した。特にケース②－1 の正味の GHG 排出量は、現行フローの約 1/3 となった。こ

れは、有機物回収と高度散水ろ床の組み合わせにより、水処理における電力消費による排出が

大幅に抑制されたためである。なお、本試算では水処理プロセスにおける CH4 および N2O の

排出係数は標準活性汚泥法と高度散水ろ床法とで同数値を用いており、これが GHG 排出量に

大きく影響している点も今後考慮する必要がある。  
 

  

 
* 参照した文献により 0.04～1.35kWh/m3 まで幅があったことから、今回は最大値と最小値の平均値を諸元

値とした。  
† 参照した文献以外では、当該値を 0.384Wh/m3),8)と設定している事例が見られる。  
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図２－３  ケース②（50,000m3/d；標準法）における GHG 排出量の試算結果  

 
 ケース③における GHG 排出量の試算結果を図２－４に示す。いずれのサブケースにおいて

もカーボンニュートラルに至っていない。ケース③と比較して、サブケース③－１および③－

２共に、水熱炭化の導入により、エネルギー消費等に伴う GHG 排出量は現行フローよりも増

加した。しかし消化ガス発電や水熱炭化物の活用による GHG 排出削減量を考慮すると、正味

の排出量は減少した。特にサブケース③－１では、要素技術（「脱窒槽」+「高度散水ろ床」）の

導入により、現行フローで GHG 排出量に占める割合が大きかった送風機および循環ポンプに

よる電力消費量の削減による GHG 排出量の削減が大きく影響した。なお本ケースでは、水処

理水プロセスからの N2O の排出係数に高度処理の値を用いたため、サブケース②－１と比較

して水処理プロセスからの GHG 排出量は減少しているが、消化ガス発電による排出削減量も

減少した影響で、正味の GHG 排出量はケース②－１より増加する結果となった。  
 

 

 
図２－４  ケース③（50,000m3/d；高度処理）における GHG 排出量の試算結果 
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の導入による水処理の消費エネルギーの削減、消化ガス発電および水熱炭化物の活用効果が大

きく、水熱炭化によるエネルギー消費の増加があったものの、正味の GHG 排出量は現行フロ

ーと比較して減少した。サブケース①－２では、正味の GHG 排出量は、現行フローよりも減

少したが、水処理に伴うエネルギー消費による GHG 排出量が大幅に増加したため、サブケー

ス①－１よりも増加した。サブケース①－２で用いた嫌気性 MBR の消費電力量原単位（今回

0.695kWh/m3*）は過大である可能性があると考えられ†、引き続き情報の収集が必要である。  
 

 
図２－２  ケース①（5,000m3/d；OD 法）における GHG 排出量の試算結果  

 
 ケース②における GHG 排出量の試算結果を図２－３に示す。いずれのサブケースにおいて

もカーボンニュートラルに至っていない。ケース②と比較して、サブケース②－１および②－

２共に、水熱炭化の導入によりエネルギー消費等による GHG 排出量は現行フローより増加す

るものの、消化ガス発電および水熱炭化物の活用による削減量を考慮すると、正味の GHG 排

出量は減少した。特にケース②－1 の正味の GHG 排出量は、現行フローの約 1/3 となった。こ

れは、有機物回収と高度散水ろ床の組み合わせにより、水処理における電力消費による排出が

大幅に抑制されたためである。なお、本試算では水処理プロセスにおける CH4 および N2O の

排出係数は標準活性汚泥法と高度散水ろ床法とで同数値を用いており、これが GHG 排出量に

大きく影響している点も今後考慮する必要がある。  
 

  

 
* 参照した文献により 0.04～1.35kWh/m3 まで幅があったことから、今回は最大値と最小値の平均値を諸元

値とした。  
† 参照した文献以外では、当該値を 0.384Wh/m3),8)と設定している事例が見られる。  
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 今回設定した試算条件においては、特に有機物回収と高度散水ろ床の組み合わせは、水処理

における電力消費に伴う GHG 排出を大幅に抑制し、有効利用可能な消化ガス発生量を増加さ

せることで、GHG 排出量削減に大きく寄与したものの、いずれのケースにおいてもカーボンニ

ュートラル達成には至らなかった。一方で、水処理プロセスからの GHG 排出および嫌気性処

理における電力消費に伴う排出量については、諸元値の妥当性について、さらなる情報収集と

検証が必要である。  
 今回の検討結果においては、試算に用いた要素技術の性能設定が現状の技術水準に留まり、

将来的な進展を十分に盛り込めていない面があった。今後は、今回検討対象とした処理工程や

要素技術の将来的な技術水準の見通しに留まらず、更なる将来的な可能性を含めた要素技術の

選定や組み合わせによる効果想定の検討が必要と考えられた。それに併せて、地域バイオマス

の受け入れ等による、下水道が地域や他分野にもたらす GHG 排出量削減効果の検討等にも取

り組んでいく必要がある。  
 

（４）  まとめ 

 本年度は、要素技術を組み合わせて導入することによる GHG 削減効果を検討するため、現

行フローに対し要素技術を組み合わせた複数ケースを設定し GHG 排出量を試算した。主な結

果は以下のとおりである。  
 
 現行フロー（小規模、中規模、大規模）に対し、要素技術を組み合わせた複数のサブケー

スを設定した。いずれも正味の GHG 排出量は削減される試算結果となったものの、今回

の試算条件ではいずれもカーボンニュートラル達成には至らなかった。  
 今回の要素技術の組み合わせの範囲において、有機物回収と高度散水ろ床の組み合わせ等、

前段で有機物を回収する技術、および反応タンクでの曝気動力を削減する技術は、水処理

における電力消費を大幅に抑制し、GHG 排出量削減に大きく寄与することが示唆された。 
 一方、資源利用については、消化の高効率化や汚泥の資源化に伴うエネルギー消費による

GHG 排出量は現行フローよりも増加するものの、消化ガス発電および資源化汚泥の活用

（特に外部エネルギー消費量の少ない資源化技術の導入）を考慮すると、正味の GHG 排

出量を大きく削減する試算結果となった。  
 
 引き続き、要素技術に関する情報収集等により、各技術の諸元値の妥当性を精査すると共に、

各ケースにおける要素技術の適用可否や既存施設への導入可能性等の検討を行う。さらに今回

の処理工程や要素技術の検討に留まらず、更なる将来的な可能性を含めた要素技術の選定や組

み合わせによる効果想定の検討を行う。また、下水処理場外からの地域バイオマスの受け入れ

や他分野事業との連携等、バウンダリーを広げたカーボンニュートラルの取り組みの必要性に

ついて検討する。  
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２．２ 下水汚泥消化ガスの Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術に関する調査
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ション技術はその反応方式により In-situ 型と Ex-situ 型の 2 種類に大別される。In-situ 型は

嫌気性消化槽内に H2 を直接添加し、消化槽内で CO2 と H2 を反応させて CH4 を生成する方式

である。一方、Ex-situ 型は嫌気性消化槽とは別に設けたメタン化反応槽内で、H2 とバイオガ

ス中の CO2 を反応させて CH4 を生成する。本調査で対象とする Ex-situ 型バイオメタネーシ

ョンは、専用のメタン化反応槽を用いることで、H2 と CO2 の反応に特化した最適な条件下で

プロセスを運転できる。これにより、一般的に In-situ 型よりも高濃度の CH4（95%程度）を

高い生成速度で得られる特徴があるとともに、反応槽を分離することで、消化ガス発生量の変

化に伴う負荷変動等への対応が容易となる。消化ガス中の CO2 の有効利用が可能になるだけで

なく、生成ガスの高濃度化により発電用途のみならず都市ガス代替等への利用も期待される。

本調査では、下水汚泥の嫌気性消化ガスを対象とした Ex-situ 型バイオメタネーションの実

用化に向け、パイロットスケールでの実験を実施する。

② 試験設備の概要

本調査は、鳥取市秋里下水終末処理場に設置された Ex-situ 型バイオメタネーション反応技

術の試験設備を用いて検討を行った。当該処理場は現有水処理能力：72,000m3/d の標準活性汚

泥法で、汚泥処理は分離濃縮→嫌気性消化→脱水→焼却である。試験設備のフローを図２－６

に示す。本設備では、消化汚泥を充填した 100L のメタン化反応槽内に消化ガスと H2 を連続的

に供給し、バイオメタネーション反応により高濃度の CH4 を含むガスを生成する。メタン化反

応槽には原料ガスとして、既設の消化槽から発生したのちに脱硫処理した消化ガス、および水

素カードル（ボンベ）から供給される H2 を用いた。本設備では、消化ガスを 12m3/d 以上供給

し、消化ガス中の CO2 に対して式（２－１）に示す化学量論に基づき反応に必要な H2 を供給

することで、4.8m3/d 以上の CH4 を生成する仕様としている。生成したガスは、既設のガスホ

ルダーへ返送すると共に、設備の性能確認のために成分分析を行う。メタン化反応槽内は 100℃
未満、1.0MPa 未満の反応条件となるように温度や圧力を調節する。同槽内では、メタネーシ

ョン反応により水が生じて汚泥が希釈されるため、槽内の希釈された汚泥（以下、「排水汚泥」

図２－６ Ex-situ 型バイオメタネーション試験設備のフロー図
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と表記）は定期的に引き抜き、既設の反応タンクに返送するとともに、既設消化槽から種汚泥

として消化汚泥を投入している。  
 
③ 評価項目 
 本調査において、2024 年度は Ex-situ 型バイオメタネーション試験設備の性能確認（生成ガ

スの CH4 濃度および CH4 生成速度）、および各季節における上記性能の安定性を夏季、秋季、

冬季に確認した。またガス供給量の変動がある場合や間欠運転を行う場合の安定性を確認した。

更に、生成ガスの都市ガス利用等の検討および事業可能性の検証に着手した（表２－５）（都市

ガス利用等検討および事業可能性検証の検討結果は非掲載とする）。  
 

表２－５   試験実施項目（2024 年度） 

 

実施項目  評価指標  目標  研究内容  

性能確認  

CH4 濃度  生成ガス CH4 濃度 95%以上  
消化ガスと生成ガスに含まれる CO2 および CH4

濃度をモニタリングし、生成ガスの CH4 濃度が

95%以上であることを確認する。  

CH4 生 成

速度  50NL/(L･d)以上  

メタン化反応槽内の汚泥量、原料ガス量と生成ガ

ス量、CH4 および CO2 濃度をモニタリングし、

反応槽内汚泥量に対する 1d あたりの CH4 生成量

（NL/(L･d)）を CH4 生成速度として算出し、

50NL/(L･d)以上であることを確認する。  

安定運転  

季節変動  生成ガス中 CH4 濃度平均 95%以上  

四季を通じた安定運転を確認するために、「性能

確認」と同一の運転条件下で、2024 年度は夏、

秋、冬の 3 季節において、メタン化反応槽 HRT
の 3 倍以上の期間で性能を確認する。  
1 回 /月程度の頻度で、消化汚泥と排水汚泥、原料

消化ガスと生成ガスの組成分析および菌叢解析

を実施する。  

負荷変動  生成ガス中 CH4 濃度平均 95%以上  

季節変動確認時の運転条件での原料ガス供給量

（負荷）を 100%としたとき、50%と 100%の負

荷変動を 1d 毎に繰り返した運転を行い、性能を

確認する。  

間欠運転  生成ガス中 CH4 濃度平均 95%以上  日中や平日のみの運転を想定し、起動 /停止の繰

り返し運転を行い、性能を確認する。  

都市ガス

利用等検

討  

水 素 調 達

方法  水素調達方法  水素調達方法の情報収集を行う。  

必要技術、

制度  必要技術、制度  
生成ガス分析結果を用いて国内で都市ガス利用

の制度に適用するために必要な処理設備および

コスト、基準値等の情報収集を行う。  

事業可能

性検証

（全体の

効果（FS
等））  

総費用  総費用  経費回収の試算を行う。  

省エネ  
(エネルギ

ー収支 ) 
省エネ (エネルギー収支 ) エネルギー創出の試算を行う。  

省 CO2 
(CO2 排出

量 ) 
省 CO2(CO2 排出量 ) CO2 削減の試算を行う。  
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（３） 検討結果

性能確認および安定運転（①季節変動、②負荷変動、③間欠運転）の結果を以下に示す。

① 性能確認

性能確認では、定格速度で消化ガスおよび H2 をメタン化反応槽に供給した際の CH4 生成速

度*と CH4 濃度で評価を実施した。性能目標は、CH4 生成速度 50NL/(L･d)以上、CH4 濃度 95%
以上と設定したが、実際の運転では 80NL/(L･d)の条件でも CH4 濃度 95%以上の安定した運転

が可能であることを確認した。具体的な実験データは安定運転の項目にて示す。

② 安定運転

１） 季節変動

各季節における運転状況の一例として、秋季の運転におけるガス濃度等の推移を図２－７に

示す。生成ガスは、CH4 濃度および CO2 濃度をそれぞれモニタリングしており、同図ではこれ

らの濃度の合計と 100%からの差分を生成ガス中に含まれる H2 等濃度として示している。性能

確認で検証した通り、運転期間を通じて生成ガスの CH4 濃度が 95%以上、CH4 生成速度

80NL/(L･d)であった。同様に夏季および冬季においても安定した運転が可能であることを確認

した。

図２－７ 秋季の運転におけるメタン化反応槽出口ガス濃度等の推移

２） 負荷変動

季節変動の運転において供給した消化ガス量（800NL/h）を 100%として、供給する消化ガ

ス量を 100%と 50%の間で 1d 毎に交互に切り替えて運転した場合の生成ガスの CH4 濃度の推

移を確認した。図２－８は１）の秋季運転に引き続いて実施した調査の結果である。供給消化

* CH4 生成速度は、メタン化反応槽内の汚泥量に対する 1d 当たりの CH4 生成量を表す。

CO2 から生成した CH4 量は、メタン化反応槽入口と出口の CO2 の差分量（濃度×供給ガス量）が全量

CH4 に転換したものとして求めている。

メタン生成速度(NL/(L･d)) = CO2から生成したCH4量（NL/d）
汚泥量(L)

出口水素等濃度 (1-4%、左軸)
供給消化ガス量(NL/h、右軸)

出口CO2濃度 (1%、左軸)

出口メタン濃度 (95%以上、左軸)

95% 

※１:夜間、データ収集ソフトが立ち下がっていた。運転には影響なし。
※２:水素が不足する見込みであったため、供給ガス量と反応容量を10%減らして運転 (メタン生成速度80NL/L-汚泥/日は維持)。

(値の乱れは現場操作等）

注※1

10/8-23の15日間、 メタン生成速度80NL/L/日で安定運転継続

注※2

供給消化ガス量800NL/h、
メタン濃度95％以上により達成

（横軸期間：2024年10月8日17:00
～10月23日17:00）

メタン生成速度 で安定運転継続80NL/(L･d)
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ガス量を切り替えた場合でも生成ガスの CH4 濃度は 95%以上を維持しており、供給ガス量を

50%とした場合は生成ガスの CH4 濃度が数ポイント上昇した。これは供給ガス量を下げること

で微生物への基質負荷が低下し、メタン化反応槽内のヘッドスペース内でガス滞留時間が長く

なったため、CH4 の生成効率が向上し、CH4 濃度が高くなった可能性が考えられる。

図２－８ 負荷変動運転におけるガス濃度等の推移

３） 間欠運転

夜間や休日等にバイオメタネーション施設を停止する場合を想定し、メタン化反応槽内の温

度調整を行わない条件で 2d～3d 間停止させた後、再立ち上げの際に加温を再開するという間

欠運転を繰り返し実施し、CH4 濃度および CH4 生成速度の推移を確認した。当試験は、冬季の

安定性確認試験に引き続き実施した。図２－９に示すように、立上げ後直ちに CH4 濃度が 95%
以上および CH4 生成速度約 80NL/(L･d)を達成した。このことから、実際の運用でも休日等に

施設を停止する運用は十分可能であると考えられる。

図２－９ 間欠運転時におけるガス濃度等の推移（反応槽内温度維持無し）

出口メタン濃度 (95%以上、左軸)

95% 

供給消化ガス量(800⇔400NL/h、右軸)

注） ※季節ごとの安定運転時の供給消化ガス量である800NL/ｈを100%とする。
(800NL/ｈの供給およびメタン濃度95％以上の時、メタン生成速度は80NL/L/日)

出口水素等濃度 (1-4%、左軸) 出口CO2濃度 (1%、左軸) （横軸期間：2024年10月24日9:00
～11月9日9:00）

注※

値の乱れは現場操作等

95% 

出口水素等濃度 (1-4%、左軸) 出口CO2濃度 (1%、左軸)
（横軸期間：2025年1月23日0:00～

2月12日17:00）
※１:灰色部分は運転停止期間、運転停止時は温調維持無し。
※２:運転停止時のガス分析計の吸気先を1回目は大気、2回目と3回目は既設ガスホルダーとしていた。

出口メタン濃度 (反応時95%以上、左軸)

供給消化ガス量(800NL/h、右軸)

注※1

注※2

注※2
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移を確認した。図２－８は１）の秋季運転に引き続いて実施した調査の結果である。供給消化

* CH4 生成速度は、メタン化反応槽内の汚泥量に対する 1d 当たりの CH4 生成量を表す。

CO2 から生成した CH4 量は、メタン化反応槽入口と出口の CO2 の差分量（濃度×供給ガス量）が全量

CH4 に転換したものとして求めている。

メタン生成速度(NL/(L･d)) = CO2から生成したCH4量（NL/d）
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出口水素等濃度 (1-4%、左軸)
供給消化ガス量(NL/h、右軸)

出口CO2濃度 (1%、左軸)
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※１:夜間、データ収集ソフトが立ち下がっていた。運転には影響なし。
※２:水素が不足する見込みであったため、供給ガス量と反応容量を10%減らして運転 (メタン生成速度80NL/L-汚泥/日は維持)。
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10/8-23の15日間、 メタン生成速度80NL/L/日で安定運転継続
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（４）  まとめ 

 Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術について、夏季、秋季、冬季において「性能確認」

および季節変動における「安定運転」に関する試験を実施した。また「安定運転」の確認とし

て、ガス供給量を変動させた運転を秋季に、バイオメタネーション試験設備の起動 /停止の繰り

返し運転を冬季に行い、CH4 濃度の推移を確認した。その結果、目標性能とする生成ガスの CH4

濃度 95%以上を達成すると共に、目標以上の CH4 生成速度（約 80NL/(L･d)）で運転できるこ

とを確認した。また、負荷変動運転や間欠運転を行った場合にも、目標とする CH4 の濃度や生

成速度を達成することを確認した。今後は、春季の運転確認や引き続き事業可能性等の調査等

を実施する予定である。  
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３．  検討結果の総括  

３．１   本年度の成果  

(１) カーボンニュートラル型下水処理システム 

① 新たな下水処理システム構築に向けた調査  

 本年度は、要素技術を組み合わせて導入することによる GHG 削減効果を検討するため、現

行フローに対し要素技術を組み合わせた複数ケースを設定し GHG 排出量を試算した。主な結

果は以下のとおりである。 

 現行フロー（小規模、中規模、大規模）に対し、要素技術を組み合わせた複数ケースを設

定した。いずれも正味の GHG 排出量は削減される試算結果となったものの、今回の試算

条件ではいずれもカーボンニュートラル達成には至らなかった。  
 今回の要素技術の組み合わせの範囲において、有機物回収と高度散水ろ床の組み合わせな

ど、前段で有機物を回収し、反応槽での曝気動力を削減する組み合わせ技術は、水処理に

おける電力消費とプロセスからの排出を大幅に抑制し、GHG 排出量削減に大きく寄与する

ことが示唆された。  
 一方、資源利用については、消化の高効率化や汚泥の資源化に伴うエネルギー消費による

GHG 排出量は現行フローよりも増加するものの、消化ガス発電および資源化汚泥の活用

（特に外部エネルギー消費量の少ない資源化技術の導入）を考慮すると、正味の GHG 排

出量を大きく削減する試算結果となった。  
 

② Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術の調査（B-DASH FS 調査） 

 Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術について、夏季、秋季、冬季において「性能確認」

および季節変動における「安定運転」に関する試験を実施した。また「安定運転」の確認とし

て、ガス供給量を変動させた運転を秋季に、バイオメタネーション試験設備の起動 /停止の繰り

返し運転を冬季に行い、CH4 の推移を確認した。その結果、目標性能とする生成ガスの CH4 濃

度 95%以上を達成すると共に、目標以上の CH4 生成速度（約 80NL/(L･d)）で運転できること

を確認した。また、負荷変動運転や間欠運転を行った場合も目標とする CH4 濃度や生成速度を

達成することを確認した。  
 

３．２ 今後の予定 

(１) カーボンニュートラル型下水処理システム 

 新たな下水処理システム構築に向けた調査：要素技術に関する情報収集等を継続し、各技

術の諸元値の妥当性を精査すると共に、各ケースにおける要素技術の適用可否や既存施設

への導入可能性等の検討を行う。更に今回の処理工程や要素技術の検討に留まらず、抜本

的な下水処理フローの転換の可能性や必要性を検討する。また、下水処理場外からの地域

バイオマスの受け入れや他分野事業との連携等、バウンダリーを広げたカーボンニュート

ラルの取り組みの必要性について検討する。 
 Ex-situ 型バイオメタネーション反応技術の調査（B-DASH FS 調査）：春季における運転

性能の確認を実施すると共に、事業可能性等の検証等を継続する。 
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（４）  まとめ 
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Ⅱ-１  下水処理の更なる低コスト化技術の開発  

 
高田祥暉、小柴卓也、山本明広、村岡正季、糸川浩紀、三宅晴男 

 

１．  開発課題の概要  

 本開発課題では、地方公共団体における持続的な下水道事業経営に貢献するため、社会イン

フラとして下水道施設が有すべき機能の維持・向上に資する技術の開発・活用を推進する。  
 

１．１   背景および目的  

 我が国における下水道施設の普及は 1970 年代から 2000 年代にかけて急速に進み、2005 年

以前に供用開始した下水処理場の割合は 9 割にものぼる。そのため、現在では標準耐用年数を

超える大量の施設・設備のストックを抱える下水処理場が多く、再構築の需要が高まっている。

加えて、今後、広域化・共同化の過程で施設の統廃合を実施するケースが増加することが想定

される。しかしながら、人口減少に伴う下水道使用料の減少等により施設の再構築や統合時の

増設等に必要な費用を確保することが厳しい状況にある地方公共団体が多い。  
 地方公共団体において持続的な下水道事業の経営を行うためには、下水道施設の再構築等に

際して、下水処理に係るコスト（建設費および維持管理費）を従来よりも削減できる低コスト

化技術の開発・実用化を更に進める必要がある。  
 本開発課題では、水処理・汚泥処理における低コスト化に資する新たな技術を開発・実用化

すると共に、過去に開発された低コスト化技術についても導入施設における事後評価調査を行

い技術の改良･改善等を図る。  
 

１．２   開発項目 

 本開発課題では、以下の 4 つの開発項目について技術開発を行う。 

 

（１）  水処理能力増強技術  

 従来、流入水量の増加や高度処理化に伴う水処理能力の低下に対しては、施設増設が第一の

選択肢にあった。しかしながら、水処理施設の増設はコストが大きく、更には人口減少等に伴

い将来的に流入水量が減少する場合には増設分の能力が不要になってしまう可能性がある。そ

こで、既存施設を有効活用してライフサイクルコスト（LCC）を抑えながら処理能力を増強す

ることが可能な｢水処理能力増強技術*」について、新たな技術の開発･実用化を行う。  
 前･基本計画（2017 年～2021 年度）からの共同研究を継続すると共に、新たに実施する開発

動向調査を踏まえて公募型共同研究を実施する。更に、開発・実用化された水処理能力増強技

術を速やかに実施設へ導入できるように、技術を体系的に整理した上で導入検討マニュアルの

 
* 水処理能力増強技術とは、流入水量の増加や高度処理化等に伴い、既存の水処理施設（最初沈殿池、反応

タンク、最終沈殿池）の容量では処理能力（処理可能水量）が不足する場合に、当該容量での処理可能水量

を増加させることが可能な技術を指す。  
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策定を行う。一方、既に実施設へ導入された水処理能力増強技術についても、処理性能等を確

認し技術の改良･改善を図るための事後評価調査等を実施する。 
 

① 水処理能力増強技術の海外動向調査  

 国外で実用化されている水処理能力増強技術について、ホームページや文献等で調査を行い、

処理性能や導入効果等の情報を集約する。  

② 水処理能力増強技術の開発・実証  

 水処理能力増強技術の実証実験を行い、実用化を図る。前･基本計画期間に開始した共同研究

2 件を進めると共に、2023 年度には新規の共同研究を公募し反応タンクおよび最終沈殿池を対

象とした新たな水処理能力増強技術の開発を行う。  

③ 事後評価調査（導入フォローアップ）  

 水処理能力増強技術に類する新技術等について、導入第一例となる下水処理場や、その他導

入後の課題対応を要する下水処理場等を対象に、フォローアップのための事後評価調査を行う。 

④ 水処理能力増強方策の検討手法の確立  

 複数の水処理能力増強方策（水処理能力増強技術の導入に限らない）から最適な方策を選定

できる手法や導入効果の評価手法を検討すると共に、マニュアル化を図る。  
 

（２）  水処理改築低コスト化技術 

 設備更新や耐震補強の工事等に伴う水処理施設の一時的な処理能力不足に対して、仮設の水

処理技術が有用であるが、現状では仮設水量が千 m3/d を超える規模を対象とした技術が十分

ではない。そこで、水処理施設の改築時等に低コストで仮設処理を行うことが可能な技術の開

発を行う。  
 MBBR（Moving Bed Biofilm Reactor：移動床式生物膜法）を用いる新たな仮設水処理技術

を実証し実用化を図る。加えて、既に JS 新技術Ⅰ類に選定されている仮設水処理装置につい

て、供用時に事後評価調査を行い、基準類への反映に向けて稼働状況や性能等を整理する。  
 

① 仮設水処理技術の開発・実証  

 MBBR を用いる新たな仮設水処理技術について 2022 年度からの共同研究にて開発を行う。  

② 事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット） 

 2017 年 3 月に JS 新技術Ⅰ類に選定された「単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処

理ユニット」について、設備更新工事に際してこれを使用する下水処理場において処理性能等

を確認するための事後評価調査を行う。  
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（３）  下水処理低コスト化技術* 

 汚泥処理においては、低動力化・低含水率化等による低コスト化が求められている。加えて、

近年の高 VS 化等の汚泥性状の変化や、消化汚泥等の難脱水汚泥の増加に対し、安定した脱水

性能を維持しつつ、効率的な処理が求められている。そこで、これらの課題に対応する、汚泥

処理の低コスト化に資する汚泥濃縮・脱水技術の開発を行う。  
 実施内容として、汚泥濃縮・脱水技術について、公募型共同研究を行う。また、開発・実用

化された技術を速やかに実装できるように、技術を体系的に整理した上で導入検討マニュアル

の策定を行う。  
 さらに、近年の下水道事業における執行体制の脆弱化や使用料収入の減少等による経営環境

の悪化を踏まえ、下水処理の維持管理トータルコストの縮減に寄与する技術の開発を行う。  
 

① 低コスト型汚泥濃縮機・汚泥脱水機の開発・実証  

 2022 年度から新規の共同研究を公募し、汚泥濃縮機および汚泥脱水機の処理性能向上や

LCC の縮減を図ることが可能な技術を開発する。  

② 低コスト型汚泥濃縮・脱水技術の体系化  

 JS が開発に関与した汚泥濃縮機および汚泥脱水機に係る新技術等の体系化を図ると共に、低

コスト化技術を集約化し、導入機種を検討するためのマニュアル化を行う。  

③ 下水処理の維持管理トータルコストの縮減に寄与する技術の開発・実証  

 2025 年度から新規の共同研究を公募し、単独または複数の下水処理場を対象として、運転管

理に要する人件費やユーティリティ費の縮減を可能とする技術を開発する。  
 

（４）  事後評価調査（低コスト化技術）  

 地方公共団体において、持続的な下水道事業の経営を行うための 1 つの方策として下水処理

の低コスト化技術の導入が想定されるが、導入実績を有する新技術（選定技術）について、更

に導入を進めるために、基準類への反映に向けた事後評価調査を行う。  
 

① JS 新技術の事後評価調査（低コスト化技術） 

 以下の 5 技術を対象に、導入施設における事後評価調査を実施する。 
・圧入式スクリュープレス脱水機（Ⅳ型）による濃縮一体化脱水法  
・破砕・脱水機構付垂直スクリュー式除塵機  
・多重板型スクリュープレス脱水機 -Ⅱ型 
・全速全水位型横軸水中ポンプ  
・下水汚泥由来繊維利活用システム  

 

 
* 「JS 技術開発・活用基本計画 2022」の第 2 回改定（2024 年 10 月）において、「汚泥処理の低コスト化」

から開発項目名を変更。汚泥処理に限らず、下水処理（水処理・汚泥処理）のトータルコストの縮減に寄与す

る技術の開発を目指すものとした。  
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策定を行う。一方、既に実施設へ導入された水処理能力増強技術についても、処理性能等を確

認し技術の改良･改善を図るための事後評価調査等を実施する。 
 

① 水処理能力増強技術の海外動向調査  

 国外で実用化されている水処理能力増強技術について、ホームページや文献等で調査を行い、

処理性能や導入効果等の情報を集約する。  

② 水処理能力増強技術の開発・実証  

 水処理能力増強技術の実証実験を行い、実用化を図る。前･基本計画期間に開始した共同研究

2 件を進めると共に、2023 年度には新規の共同研究を公募し反応タンクおよび最終沈殿池を対

象とした新たな水処理能力増強技術の開発を行う。  

③ 事後評価調査（導入フォローアップ）  

 水処理能力増強技術に類する新技術等について、導入第一例となる下水処理場や、その他導

入後の課題対応を要する下水処理場等を対象に、フォローアップのための事後評価調査を行う。 

④ 水処理能力増強方策の検討手法の確立  

 複数の水処理能力増強方策（水処理能力増強技術の導入に限らない）から最適な方策を選定

できる手法や導入効果の評価手法を検討すると共に、マニュアル化を図る。  
 

（２）  水処理改築低コスト化技術 

 設備更新や耐震補強の工事等に伴う水処理施設の一時的な処理能力不足に対して、仮設の水

処理技術が有用であるが、現状では仮設水量が千 m3/d を超える規模を対象とした技術が十分

ではない。そこで、水処理施設の改築時等に低コストで仮設処理を行うことが可能な技術の開

発を行う。  
 MBBR（Moving Bed Biofilm Reactor：移動床式生物膜法）を用いる新たな仮設水処理技術

を実証し実用化を図る。加えて、既に JS 新技術Ⅰ類に選定されている仮設水処理装置につい

て、供用時に事後評価調査を行い、基準類への反映に向けて稼働状況や性能等を整理する。  
 

① 仮設水処理技術の開発・実証  

 MBBR を用いる新たな仮設水処理技術について 2022 年度からの共同研究にて開発を行う。  

② 事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット） 

 2017 年 3 月に JS 新技術Ⅰ類に選定された「単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処

理ユニット」について、設備更新工事に際してこれを使用する下水処理場において処理性能等

を確認するための事後評価調査を行う。  
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１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、１ .２節に記載の開発項目のうち、以下の 4 項目を実施した。  
 

（１） 水処理能力増強技術  

②  水処理能力増強技術の開発・実証（2.1 節） 
③  事後評価調査（導入フォローアップ）（2.2 節） 

 

（２） 水処理改築低コスト化技術 

②  事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット）（3.1 節） 
 

（３） 下水処理低コスト化技術 

①  低コスト型汚泥濃縮機・汚泥脱水機の開発・実証（4.1 節） 
 

（４） 事後評価調査（低コスト化技術）  

①  JS 新技術の事後評価調査（低コスト化技術）  
・破砕・脱水機構付垂直スクリュー式除塵機（5.1 節） 
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２．  水処能力増強技術  

２．１   水処理能力増強技術の開発・実証  

（１）  検討の概要 

 現在、我が国では担体投入活性汚泥法や膜分離活性汚泥法（MBR）といった水処理能力増強

技術が実用化されているものの、コストが高い等の理由から必ずしも導入実績は多くない。よ

り多様な条件において低コストで処理能力の増強を図るためには、技術のラインアップを充実

させるための技術開発を継続して実施する必要がある。  
 本検討では、民間企業との共同研究等により新たな水処理能力増強技術の開発・実用化のた

めの実証実験等を実施する。前・基本計画期間（2017～2021 年度）に開始した共同研究を継続

すると共に、2023 年度に新たな共同研究を公募し更に新規の水処理能力増強技術の開発を行

う。 
 過年度は、前・基本計画期間から継続している 4 件の共同研究を実施し、2 件について完了

した。加えて、2023 年度に「新たな水処理能力増強技術の開発」と題した共同研究の公募を開

始し、1 件を選定した。  
 本年度は、前・基本計画期間から継続している 2 件の共同研究（以下の①、②に対応）を進

め、両者について完了した。また、2023 年度に選定した公募型共同研究 1 件（以下の③に対

応）を開始すると共に、同公募において更に 1 件（以下の④に対応）を選定し共同研究を開始

した。 
 

①  能力増強型水処理システム（JS、荏原実業㈱；2018～2024 年度完了）  
② 最終沈殿池の処理能力向上技術（メタウォーター㈱･日本下水道事業団･松本市  

共同研究体；2016～2024 年度完了） 
③  MABR 併用型活性汚泥法を用いた水処理能力増強技術（JS、三機工業㈱；2024 年度～） 
④  ハイドロサイクロンを用いた汚泥性状改善による水処理能力増強技術（JS、㈱明電舎； 

2024 年度～） 
 

① 能力増強型水処理システム 

 標準活性汚泥法の既設反応タンクに固定床担体を付加することで処理能力を 1.5 倍程度に増

強可能な｢能力増強型水処理システム｣の実用化を目指し、JS 技術開発実験センター内にパイ

ロットプラントを設置して実証実験等を行うもので、2024 年 12 月に完了した。  

② 最終沈殿池の処理能力向上技術  

 最終沈殿池の流出部にろ過機能を付加することで、最終沈殿池の処理性能を量的もしくは質

的に向上させることが可能な｢最終沈殿池の処理能力向上技術｣を確立することを目的に、実規

模の実証実験を行ってきた。本検討は、2017、2018 年度の B-DASH プロジェクト（実規模実

証）において松本市両島浄化センターを実証フィールドとして処理性能等を実証した後、2019
年度以降は、前記の共同研究体による自主研究として、継続して処理水質の長期安定性の確認

や課題解決策の検討等を実施し、2025 年 3 月に完了した。  
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１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、１ .２節に記載の開発項目のうち、以下の 4 項目を実施した。  
 

（１） 水処理能力増強技術  
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③ MABR 併用型活性汚泥法を用いた水処理能力増強技術  

 国外で導入実績がある MABR（Membrane Aerated Biofilm Reactor：膜通気式生物膜法）

を用いて反応タンクの処理能力増強を図る「MABR 併用型活性汚泥法」について、国内下水を

対象とした水処理方法としての確立を目的に、実下水を用いたパイロット規模の実証実験を行

うもので、2024 年 4 月に共同研究を開始した。なお、本年度については、実験プラントを立ち

上げ、各種運転条件の調整・最適化等の基礎検討を進めた段階であることから、本報では開発

技術および実施内容の概要のみを紹介する。  

④ ハイドロサイクロンを用いた汚泥性状改善による水処理能力増強技術  

 各種活性汚泥法においてハイドロサイクロンを用いて活性汚泥の沈降性を向上させることで、

反応タンクや最終沈殿池の処理能力増強を可能とする技術の実用化を目的に、実証実験等を行

うもので、2024 年 10 月に共同研究を開始した。本研究では、先ず JS 技術開発実験センター

においてパイロット規模の実験プラントを用いて基礎的な性能を確認した上で、下水処理場の

水処理系列を用いた実規模での実証実験へと進める予定である。なお、本年度については、机

上での事前検討等を経て実験プラントへ装置を設置し運転条件等の調整を始めた段階であるこ

とから、本報では開発技術および実施内容の概要のみを紹介する。  
 

（２）  検討方法 

① 能力増強型水処理システム 1)-4) 

 本技術は、標準活性汚泥法の反応タンクの上流端区画に接触ろ材を設置して固定床型反応槽

とし、生物膜法と活性汚泥法の直列の併用処理とすることで、反応タンクの処理能力増強を可

能とする新たな水処理システムである。4 区画に分割された標準活性汚泥法の一般的な反応タ

ンク構造を想定した場合、上流端の 1 区画に接触ろ材を投入して「固定槽」とし、残りの 3 区

画を活性汚泥法による「浮遊槽」とした上で、流入水（最初沈殿池流出水）を固定槽と浮遊槽

第 2 槽目に所定の水量比でステップ流入させる。最終沈殿池からの返送汚泥を浮遊槽第 1 槽目

に流入させることで、固定槽は活性汚泥が存在しない固定床の反応槽となる。本技術では硝化

促進運転を前提とし、浮遊槽第 2 槽目は、曝気を抑制することで脱窒によるアルカリ度の回復

を図る無酸素槽とする。  
 上述の処理フローを有するパイロットプラント（図２－１）を JS 技術開発実験センター内

に設置し、標準活性汚泥法に対して 1.5 倍の水量負荷の条件にて目標処理水質（BOD：10mg/L
以下、SS：10mg/L 以下）を達成することを目指して各種条件での処理性能等を確認してきた。

本プラントの処理能力は 90m3/d で、本水量において、反応タンク HRT が 5.3hr と標準活性汚

泥法の一般的な HRT（8hr）に対して 1.5 倍の水量負荷となる。  
 過年度の実証実験において、硝化の悪化を防止し N-BOD の発現を抑制するための運転方策

として、(a)原水の分配比率の見直し、(b)原水へのアルカリ添加、の 2 点を見出し、両者を採り

入れた上で通年での実証運転を 2023 年 7 月に開始した。本年度は、同実証運転を 2024 年 7 月

まで継続し、通年での実証を完了した。加えて、パイロットプラントに併設したベンチ規模の

プラントを用いて標準活性汚泥法を模擬した運転を行い、本技術の比較対象となるデータを取

得した。  
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※浮遊槽 2 では、曝気を抑制した無酸素槽とし硝化反応で消費されたアルカリ度を回復させる。

図２－１ 能力増強型水処理システムのパイロットプラントの処理フロー

② 最終沈殿池の処理能力向上技術
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2017 年度の B-DASH 実証研究において、松本市両島浄化センターの水処理系列 1 系（処理
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証系）とし、以降、隣接する 2 系の最終沈殿池 1 池を対照系として長期間の実証実験を行った。
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の効果が確認された。

一方、2019 年度に開始した自主研究では、引き続き実証設備の運転を継続し、以下の事項を

検討した。
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 2 倍水量での長期運転データの蓄積  
 量的向上と質的向上の両立を図る運用の確立  
 運用に際して見出された設備的課題の解決策の検討および改良効果の検証  
 本技術の「導入ガイドライン (案)」の見直しに向けた検討  

 本年度は、ろ過部カセットの底部スクリーンの閉塞対策として昨年度に実施したスクリーン

の仕様変更（実証施設 3 池のうち 1 池においてパンチングスクリーンからメッシュスクリーン

へ変更）について、引き続き効果の検証を実施した。加えて、自主研究で得られた実験データ

を総合的に解析し、本技術の適用条件や導入時の計画・設計方法の見直し等、本技術の「導入

ガイドライン(案)」5)の見直しに向けた検討を行った。  
 

③ MABR 併用型活性汚泥法を用いた水処理能力増強技術  

 本技術は、従来の活性汚泥法に MABR を組み合わせることで、反応タンクの処理能力を増強

するものである。MABR は、ガス透過性膜を用いて酸素供給を行い、同膜の表面に形成される

生物膜を利用して生物学的処理を行う新たな排水処理方法である 6)（図２－３）。ガス透過性膜

を高密度に配置したユニット（MABR ユニット）を反応タンクに設置することで、反応タンク

内に高濃度の微生物を保持することが可能となり、高い容積負荷での生物学的処理が可能とさ

れる。また、MABR における酸素供給はガス透過性膜を介した分子拡散により行われることか

ら、従来の曝気による酸素供給よりも酸素移動効率が大幅に向上し、省エネ化も可能である。

加えて MABR では、酸素が供給される生物膜の内側に好気条件が、その外側に無酸素・嫌気条

件が形成され、単一の生物膜において、有機物に加えて硝化・脱窒による窒素の除去が可能と

される。  
 世界的には、MABR は下水処理を含めた各種排水処理の用途で実装されている状態にあり、

そこでは、活性汚泥法との併用処理（IFAS*）とする方法と、活性汚泥を介在させない純粋な生

物膜法としての処理方法のいずれもが使用されている。このうち本共同研究では、反応タンク

の上流区画内に MABR ユニットを設置し IFAS としての処理を行うことで、従来の活性汚泥法

よりも単位容積当たりの処理能力を増強すると共に反応タンクにおける省エネ化を可能とする

水処理方法を確立するものとし、これを「MABR 併用型活性汚泥法」と称している。本技術は、

既存の活性汚泥法の反応タンクの改造による導入が可能で、既設の処理能力の増強により水処

理施設の増設を回避することで建設コストも削減される等、LCC の縮減も可能になると期待さ

れる。なお、本技術が想定する処理能力増強の対象は反応タンクであり、最終沈殿池は含まな

い。 
  

 
* IFAS：Integrated fixed-film activated sludge（生物膜と活性汚泥の併用法）。  
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図２－３   MABR の概要

共同研究では、従来の活性汚泥法（標準活性汚泥法、A2O 等）に対して、(a)反応タンクの処

理能力を 1.5 倍以上に増強、(b)消費電力量および LCC をそれぞれ 30%以上削減、を開発目標

としている。これを実証するために、下水処理場内に本技術の実験プラント（処理能力：60m3/d；
図２－４）を設置し、実下水（最初沈殿池流出水）を原水として、通年試験を含めた実証実験

を行う。本プラントでは、等容量の 4 区画に分割した反応タンクの第 1 槽に MABR ユニット

を設置し、標準活性汚泥法や高度処理法に準じた処理フローにて連続処理実験を実施する。

MABR ユニットは、中空糸膜型のガス透過性膜を約 6 万本（総膜面積：約 200m2）収納したも

ので、ガス透過性膜に空気を供給するための「プロセスブロワ」に加えて、生物膜の剥離を促

進し適正な生物膜量を維持するための「洗浄ブロワ」、エアリフトポンプによりユニット内外で

活性汚泥混合液を循環させるための「エアリフトブロワ」という 3 系統の送風機が付随してい

る。

本年度は、実験フィールドに同実験プラントを設置して立ち上げ運転を行った後に、MABR
ユニットに係る事項を中心に運転条件の調整や最適化を進めた。

図２－４   MABR 併用型活性汚泥法の実験プラントのフロー

JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

 

 2 倍水量での長期運転データの蓄積  
 量的向上と質的向上の両立を図る運用の確立  
 運用に際して見出された設備的課題の解決策の検討および改良効果の検証  
 本技術の「導入ガイドライン (案)」の見直しに向けた検討  

 本年度は、ろ過部カセットの底部スクリーンの閉塞対策として昨年度に実施したスクリーン

の仕様変更（実証施設 3 池のうち 1 池においてパンチングスクリーンからメッシュスクリーン

へ変更）について、引き続き効果の検証を実施した。加えて、自主研究で得られた実験データ

を総合的に解析し、本技術の適用条件や導入時の計画・設計方法の見直し等、本技術の「導入

ガイドライン(案)」5)の見直しに向けた検討を行った。  
 

③ MABR 併用型活性汚泥法を用いた水処理能力増強技術  

 本技術は、従来の活性汚泥法に MABR を組み合わせることで、反応タンクの処理能力を増強

するものである。MABR は、ガス透過性膜を用いて酸素供給を行い、同膜の表面に形成される

生物膜を利用して生物学的処理を行う新たな排水処理方法である 6)（図２－３）。ガス透過性膜

を高密度に配置したユニット（MABR ユニット）を反応タンクに設置することで、反応タンク

内に高濃度の微生物を保持することが可能となり、高い容積負荷での生物学的処理が可能とさ

れる。また、MABR における酸素供給はガス透過性膜を介した分子拡散により行われることか

ら、従来の曝気による酸素供給よりも酸素移動効率が大幅に向上し、省エネ化も可能である。

加えて MABR では、酸素が供給される生物膜の内側に好気条件が、その外側に無酸素・嫌気条

件が形成され、単一の生物膜において、有機物に加えて硝化・脱窒による窒素の除去が可能と

される。  
 世界的には、MABR は下水処理を含めた各種排水処理の用途で実装されている状態にあり、

そこでは、活性汚泥法との併用処理（IFAS*）とする方法と、活性汚泥を介在させない純粋な生

物膜法としての処理方法のいずれもが使用されている。このうち本共同研究では、反応タンク

の上流区画内に MABR ユニットを設置し IFAS としての処理を行うことで、従来の活性汚泥法

よりも単位容積当たりの処理能力を増強すると共に反応タンクにおける省エネ化を可能とする

水処理方法を確立するものとし、これを「MABR 併用型活性汚泥法」と称している。本技術は、

既存の活性汚泥法の反応タンクの改造による導入が可能で、既設の処理能力の増強により水処

理施設の増設を回避することで建設コストも削減される等、LCC の縮減も可能になると期待さ

れる。なお、本技術が想定する処理能力増強の対象は反応タンクであり、最終沈殿池は含まな

い。 
  

 
* IFAS：Integrated fixed-film activated sludge（生物膜と活性汚泥の併用法）。  

－  101 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

④ ハイドロサイクロンを用いた汚泥性状改善による水処理能力増強技術

本技術は、各種活性汚泥法において、ハイドロサイクロンを用いて活性汚泥の沈降性を向上

させることで既設の水処理能力を増強させるものである。ハイドロサイクロンは活性汚泥中の

粒子をサイクロンセパレータの原理により比重に基づき選別するもので、装置の上部から圧入

された活性汚泥混合液のうち、比重が大きい粒子は装置下部からアンダーフローとして、比重

が小さい粒子は装置上部からオーバーフローとして、それぞれ流出する（図２－５）。これを返

送汚泥や余剰汚泥のラインに設置し、アンダーフローのみを反応タンクに返送（オーバーフロ

ーは余剰汚泥として排出）する操作を連続的に実施することで、活性汚泥の沈降性の向上を図

る 7)。これにより最終沈殿池の処理能力増強が可能になるほか、反応タンクの MLSS 濃度を引

き上げれば反応タンクの処理能力増強も可能となる。

共同研究では、(a)活性汚泥の沈降性向上効果として SVI30 を 100mL/g 以下、(b)反応タンク

もしくは最終沈殿池の処理能力増強効果として技術導入前に対して 1.5 倍以上、の 2 点を開発

目標としている。先ず、JS 技術開発実験センターにおいて JS が運転しているパイロット規模

の実験プラント（標準活性汚泥法、処理能力：50m3/d×2 系列）を用いて、ハイドロサイクロ

ンの基本的な性能（汚泥分離特性、汚泥沈降性改善効果等）を確認する。次いで、実規模での

実証実験に移行し、下水処理場（標準活性汚泥法）の水処理施設 1 系列の返送汚泥経路にハイ

ドロサイクロンを設置して通年での実証運転を行う。

本年度は、活性汚泥の沈降性向上効果に応じた反応タンクおよび最終沈殿池の処理能力増強

効果を机上で試算した上で、実験プラントにハイドロサイクロンを設置し運転条件等の調整を

開始した。

図２－５   活性汚泥法におけるハイドロサイクロンの導入のイメージ
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（３） 検討結果

① 能力増強型水処理システム 4)

本技術のパイロットプラントについて、一般的な標準活性汚泥法の 1.5 倍に相当する水量負

荷条件（流入水量：90m3/d、反応タンク HRT：5.3hr、流入水量の時間変動ピーク比：1.4）に

て通年（2023 年 7 月～2024 年 7 月）での実証運転を行った。そこでは前述の通り、安定的に

硝化を促進し処理水における N-BOD の発現を抑制するために、(a)固定槽と浮遊槽 2 への原水

のステップ流入比率の見直し（75：25 から 55：45 へ変更）、(b)原水へのアルカリ剤添加の追

加（アルカリ度 /NH4-N 比が 7 を下回る時間帯に同比を 7 程度まで引き上げ）という二つの措

置を導入した。

本期間における原水および処理水の BOD、SS 濃度の推移を図２－６に示す。処理水の BOD、

SS 濃度はそれぞれ平均で 4mg/L（範囲 1～8mg/L；以下同様）、1.5mg/L（0.4～6.8mg/L）と、

いずれも年間を通して目標値（各々10mg/L 以下）を達成した。なお、固定槽流出水の S-BOD
濃度は平均 20mg/L（データ非掲載）で、同槽における原水の S-BOD に対する低減率は平均

61%となり、同槽の性能目標である 50%を上回った。

図２－６   実証運転期間における原水および処理水の BOD、SS 濃度の推移

次に、実証運転期間における原水の NH4-N 濃度および処理水の NH4-N、NO2-N、NO3-N 濃

度の推移を図２－７に示す。処理水の NH4-N 濃度は冬季を含めて概ね 1mg/L 以下と硝化が概

ね完全に進行し、過年度に見られたような NO2-N の蓄積も見られなかった。その結果、N-BOD
は平均 1.4mg/L（データ非掲載）と低く、前述の二つの措置により年間を通して N-BOD の発

現を抑制した運転が可能であることが確認された。なお、上記プラントに併設したベンチプラ

ントを用いて、本実証運転と同一の反応タンク HRT（5.3hr）による標準活性汚泥法の運転を

低水温期（2023 年 2～4 月）に実施したところ、処理水に NH4-N および NO2-N が残存し N-
BOD が大きく上昇したことも確認されている。
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図２－７   実証運転期間における原水の NH4-N および処理水の
NH4-N、NO2-N、NO3-N の濃度の推移

② 最終沈殿池の処理能力向上技術

2019 年度から 6 年間にわたり実施してきた自主研究が本年度をもって完了したことから、

本報では、自主研究期間全体の主要な成果として、以下の 1)～4)の事項について結果の概要を

掲載する。

1） 量的向上（2 倍水量）での長期運転データの蓄積 8)

実証系・対照系の処理水量および処理水 SS 濃度（換算値*）について、2020 年 9 月～2025
年 3 月の期間における月間平均値の推移を図２－８に示す。本期間内に、対照系に対して実証

系の処理水量を 2 倍程度へと引き上げる「量的向上」の条件での運転を、冬季を中心に延べ 12
ヶ月間実施した。本運転期間における実証系 /対照系の処理水量の倍率は平均 1.9 倍で、量的向

上として概ね想定通りの運転が行われた。本運転期間の処理水の SS 濃度（換算値）は、実証

系で平均 5.2mg/L（範囲：3.2～10.1mg/L；以下同様）、対照系で平均 7.2mg/L（5.3～12.0mg/L）

と、実証系の方が良好であった。また、同期間における両系の処理水の BOD（T-BOD）濃度は

それぞれ 2.4mg/L（1.5～3.2mg/L）、3.0mg/L（1.6～4.4mg/L）と同等（データ非掲載）であり、

量的向上（2 倍水量）の運転において、少なくとも対照系と同等の処理水質が得られることが

長期的に実証された。

2） 量的向上と質的向上の両立を図る運用の確立 8)

B-DASH 実証研究においては、本技術の効果として前述の「量的向上」（2 倍水量にて同等の

処理水質）、もしくは「質的向上」（水量を変えずに処理水質を急速ろ過水並みへ向上）のいず

れかが可能であることを実証した。これに対して自主研究では、これらを両立させる新たな運

用として、処理水量を 1.5 倍程度に増強しながら処理水質を急速ろ過水並み（下水道法施行令

に基づき BOD が 10mg/L 以下）とすることを目的とした実証運転を行った。具体的には、実

* ここで示す SS 濃度は、濁度の計測値から推定した換算値である。本研究では、実証系と対照系の最終沈

殿池の流出トラフおよび実証系のろ過設備流入部において濁度を連続的に計測しており、実証実験の過程で

見出した濁度計測値と SS 濃度の関係式を用いて SS 濃度を推定している。
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証系の処理水量を対照系の 1.5 倍程度に調整した条件での運転を延べ 10 ヶ月間実施した（2021
年 4～6 月、同年 11 月～2022 年 5 月；図２－８参照）。

本運転期間における処理水の BOD 濃度は、実証系が平均 2.7mg/L（0.5～5.8mg/L）、対照系

が平均 3.5mg/L（1.1～7.1mg/L）で、両系において冬季に上昇する傾向があったものの、全体

的に実証系の方が良好であった（図２－９）。同期間における実証系の BOD 濃度の最大値は

5.8mg/L と、急速ろ過水並みの処理水質として設定した目標（10mg/L 以下）を満足した。これ

より、上述の量的向上と質的向上の両立を図る運用が可能であることが確認された。

図２－８   自主研究期間における実証系・対照系の処理水量および SS 濃度（換算値）の推移
（2020 年 9 月～2025 年 3 月；｢量的向上｣および｢量的向上かつ質的向上｣の

運転期間を着色で表示、それ以外の期間については両系を同等の水量として運転）

図２－９   量的向上と質的向上の両立運転期間における実証系・対照系の
処理水の BOD 濃度の推移（2021 年 4 月～2022 年 3 月）
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図２－７   実証運転期間における原水の NH4-N および処理水の
NH4-N、NO2-N、NO3-N の濃度の推移

② 最終沈殿池の処理能力向上技術

2019 年度から 6 年間にわたり実施してきた自主研究が本年度をもって完了したことから、

本報では、自主研究期間全体の主要な成果として、以下の 1)～4)の事項について結果の概要を

掲載する。

1） 量的向上（2 倍水量）での長期運転データの蓄積 8)

実証系・対照系の処理水量および処理水 SS 濃度（換算値*）について、2020 年 9 月～2025
年 3 月の期間における月間平均値の推移を図２－８に示す。本期間内に、対照系に対して実証

系の処理水量を 2 倍程度へと引き上げる「量的向上」の条件での運転を、冬季を中心に延べ 12
ヶ月間実施した。本運転期間における実証系 /対照系の処理水量の倍率は平均 1.9 倍で、量的向

上として概ね想定通りの運転が行われた。本運転期間の処理水の SS 濃度（換算値）は、実証

系で平均 5.2mg/L（範囲：3.2～10.1mg/L；以下同様）、対照系で平均 7.2mg/L（5.3～12.0mg/L）

と、実証系の方が良好であった。また、同期間における両系の処理水の BOD（T-BOD）濃度は

それぞれ 2.4mg/L（1.5～3.2mg/L）、3.0mg/L（1.6～4.4mg/L）と同等（データ非掲載）であり、

量的向上（2 倍水量）の運転において、少なくとも対照系と同等の処理水質が得られることが

長期的に実証された。

2） 量的向上と質的向上の両立を図る運用の確立 8)

B-DASH 実証研究においては、本技術の効果として前述の「量的向上」（2 倍水量にて同等の

処理水質）、もしくは「質的向上」（水量を変えずに処理水質を急速ろ過水並みへ向上）のいず

れかが可能であることを実証した。これに対して自主研究では、これらを両立させる新たな運

用として、処理水量を 1.5 倍程度に増強しながら処理水質を急速ろ過水並み（下水道法施行令

に基づき BOD が 10mg/L 以下）とすることを目的とした実証運転を行った。具体的には、実

* ここで示す SS 濃度は、濁度の計測値から推定した換算値である。本研究では、実証系と対照系の最終沈

殿池の流出トラフおよび実証系のろ過設備流入部において濁度を連続的に計測しており、実証実験の過程で

見出した濁度計測値と SS 濃度の関係式を用いて SS 濃度を推定している。
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3） 運用に際して見出された設備的課題の解決策の検討および改良効果の検証

ろ過部カセットの底部スクリーンの閉塞対策として、2023 年 12 月にスクリーンの仕様を変

更し、その後の効果検証を行った。具体的には、ろ過部カセット上部および下部の両スクリー

ンについて、実証施設 3 池のうち 1 池を対象に従前のパンチングスクリーンからメッシュスク

リーンに変更した。

対策実施後の運転日数経過に伴う閉塞度指数の推移について、当初の対策なしの状態、底部

からの空気洗浄（底部空洗）のみを追加した状態（2019 年度に実施）における推移と併せて図

２－１０に示す。ここで、閉塞度指数とは底部スクリーンの通水抵抗を流量で除したもので、

底部スクリーンの閉塞度を示す指標である。底部空洗の追加により底部スクリーンの閉塞が大

幅に抑制されるが、これにメッシュスクリーンを組み合わせることで更に効果が向上し、約 1
年間にわたって閉塞度指数が上昇しない運転が可能であった。

図２－１０   底部スクリーンの閉塞対策に応じた閉塞度指数の推移

4） 本技術の「導入ガイドライン(案)」の見直しに向けた検討

自主研究期間における実証系のろ過部流入水の SS 濃度（換算値）と処理水 SS 濃度（換算

値）の関係を図２－１１に示す。実証系における処理水量引上げの有無に関わらず、処理水の

SS 濃度がろ過部流入水の SS 濃度に応じて増減する傾向が明確であった。これは B-DASH 実

証研究で見られたものと同様の傾向で、本技術の適用に際してろ過部流入水の SS 濃度を推定

することが重要である点が再確認された 9)。

これより、自主研究期間に得られたデータを総合的に解析し、ろ過部流入水の SS 濃度を予

測する式を構築した。本技術の計画・設計において、本予測式を用いて本技術導入後の処理水

SS 濃度を推定する新たな手法を見出した。
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図２－１１   実証系におけるろ過部流入水と処理水の SS 濃度（換算値）の関係
（R2～6 全期間；｢高負荷試験期間｣は処理水量を 1.5 倍または 2 倍とした期間を意味する）

（４） まとめ

共同研究において 4 つの水処理能力増強技術の開発・実証を進め、2 件について完了した。

当該 2 件について、主要な成果を要約すると以下の通りである。

① 能力増強型水処理システム

標準活性汚泥法の 1.5 倍の水量負荷の条件にて通年（2023 年 7 月～2024 年 7 月）での実証

運転を行った結果、年間を通して硝化が安定して進行し、目標処理水質（BOD：10mg/L 以下、

SS：10mg/L 以下）が達成された。

② 最終沈殿池の処理能力向上技術

6 年間にわたる長期の自主研究において、冬季を中心に量的向上（2 倍水量）の運転実績を蓄

積すると共に、量的向上（1.5 倍水量）と質的向上の両立を図る新たな運用が可能であることを

実証した。本技術の運転に際して生じたろ過部カセットの底部スクリーン閉塞に伴う清掃頻度

の増加という課題に対して、カセット底部からの空気洗浄に加えてメッシュスクリーンへの仕

様変更により、閉塞を大幅に抑制可能であることを確認した。自主研究により得られた知見・

データを総合し、本技術の適用条件や計画・設計方法の見直しを図った。
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リーンに変更した。

対策実施後の運転日数経過に伴う閉塞度指数の推移について、当初の対策なしの状態、底部

からの空気洗浄（底部空洗）のみを追加した状態（2019 年度に実施）における推移と併せて図

２－１０に示す。ここで、閉塞度指数とは底部スクリーンの通水抵抗を流量で除したもので、

底部スクリーンの閉塞度を示す指標である。底部空洗の追加により底部スクリーンの閉塞が大

幅に抑制されるが、これにメッシュスクリーンを組み合わせることで更に効果が向上し、約 1
年間にわたって閉塞度指数が上昇しない運転が可能であった。

図２－１０   底部スクリーンの閉塞対策に応じた閉塞度指数の推移

4） 本技術の「導入ガイドライン(案)」の見直しに向けた検討

自主研究期間における実証系のろ過部流入水の SS 濃度（換算値）と処理水 SS 濃度（換算

値）の関係を図２－１１に示す。実証系における処理水量引上げの有無に関わらず、処理水の

SS 濃度がろ過部流入水の SS 濃度に応じて増減する傾向が明確であった。これは B-DASH 実

証研究で見られたものと同様の傾向で、本技術の適用に際してろ過部流入水の SS 濃度を推定

することが重要である点が再確認された 9)。

これより、自主研究期間に得られたデータを総合的に解析し、ろ過部流入水の SS 濃度を予

測する式を構築した。本技術の計画・設計において、本予測式を用いて本技術導入後の処理水

SS 濃度を推定する新たな手法を見出した。
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２．２   事後評価調査（導入フォローアップ）  

（１）  検討の概要 

 本検討は、実施設に導入された水処理能力増強技術について、同施設での運転実績から性能

等の確認や評価を行い、技術の改良・改善を図ると共に、これらの結果を導入検討手法・設計

手法へ反映させることを目的とするものである。  
 過年度は、2022 年度に「雨天時活性汚泥法」について、長期間の稼働実績を有する下水処理

場 1 箇所を対象に安定運転のための課題の解決方策を検討する調査を行ったほか、2022～2023
年度に「最終沈殿池用傾斜板沈殿分離装置」（JS 新技術Ⅰ類）について、導入第一例となる下

水処理場を対象に技術の性能や処理能力を検証するためのフォローアップ調査を実施した。  
 本年度は、循環式硝化脱窒型膜分離活性汚泥法（MBR）よりも大幅に高い窒素除去性能を有

する「超高度処理型 MBR」について、導入第一例となる施設が 2024 年 4 月に稼働したことか

ら、同下水処理場において通年での処理性能等を確認するフォローアップ調査を開始した。  
 

（２）  検討方法 

① 対象技術 

 「超高度処理」とは、従来の高度処理法（循環式硝化脱窒法（＋凝集剤添加）や嫌気無酸素

好気法に代表される生物学的窒素・リン除去法に急速ろ過を組み合わせた水準）に対して、有

機物、窒素、リンを更に高度に除去する水処理技術である 10)。JS では、1996～2000 年度に滋

賀県から受託した調査において、生物学的処理（3 段式のステップ流入式多段硝化脱窒法（ス

テップ多段法）＋後脱窒＋凝集剤添加）の後段に物理化学的処理（砂ろ過＋オゾン処理＋生物

活性炭処理）を組み合わせることで、従来の高度処理よりも更に高度な目標処理水質（CODMn：

3mg/L、T-N：3mg/L、T-P：0.02mg/L）を達成可能な処理技術について、実施設およびパイロ

ットプラントによる実証実験を実施し、設計手法等を確立した。  
 このうち生物学的処理の部分（3 段式ステップ多段法＋後脱窒＋凝集剤添加）について、MBR
と組み合わせることで施設のコンパクト化を図った処理技術を本検討では「超高度処理型 MBR」

（図２－１２）と呼ぶ。本技術は、滋賀県からの受託調査において JS が 2001～2004 年度に

実施したパイロットプラント実験により処理性能等が実証されたもので 11)、前述の通り、その

導入第一例として処理能力 34,400m3/d の施設が 2024 年 4 月に稼働した。なお、2025 年度に

は導入第二例となる施設が稼働する予定である。  
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図２－１２  超高度処理型 MBR の処理フロー*

② 調査内容

本フォローアップ調査では、超高度処理型 MBR の実施設において水質調査等を実施し、生

物学的処理や膜処理について、年間を通した処理性能や処理特性を確認する。このうち本年度

は、前述の稼働施設 1 箇所を対象に、維持管理資料を収集し稼働後の運転・処理の経過をフォ

ローした（結果については調査完了年度に集約することとし、本報では非掲載）。

次年度には、同施設において通年での水質調査を実施すると共に、新たに稼働予定の 1 施設

においても調査を開始する予定である。

* 本図には、膜ユニットを再曝気タンクに設置する処理フローを示してあるが、「超高度処理型 MBR」の方式

としては、この他に膜ユニットを第 3 好気タンクに設置するタイプもある。このうち、本年度に稼働した施

設では、同図と同一の処理フローが採用されている。
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と組み合わせることで施設のコンパクト化を図った処理技術を本検討では「超高度処理型 MBR」
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３．  水処理改築低コスト化技術  

３．１   事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット）  

（１）  検討の概要 

 「単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット」は、仮設処理用の可搬式水処

理装置として 2017 年 3 月に JS の新技術Ⅰ類に選定されたもので、これ以降、小規模の下水処

理場の改築工事において本技術の活用実績が着実に増加している。本検討は、実運用における

本技術の運転状況や処理状況等を確認し、技術の改良・改善、更には JS の技術基準への盛込

みに繋げるための事後評価調査を実施するもので、2024 年度に開始し 2026 年度まで実施予定

である。  
 本年度は、プレハブ式オキシデーションディッチ（POD）法を使用する下水処理場 1 箇所を

対象に、水処理設備の改築工事に際して本技術（単槽式 MBR ユニットのみ）が使用された期

間に調査を実施した。なお、次年度以降にも複数の下水処理場を対象に調査を実施する予定で

あることから、本報では技術の概要および調査内容を紹介するに留め、結果については調査完

了年度に集約して報告する。  
 

（２）  検討方法 

① 対象技術 

 単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニットは、JS・㈱日立製作所・㈱日立プ

ラントサービスによる共同研究（実施期間：2013 年 3 月～2016 年 9 月）において開発された

可搬式の水処理装置である 12),13)。原則として仮設水量 1,200m3/d 以下を適用対象としており、

POD 法等の極小規模の水処理施設の改築工事において、処理能力を維持するための仮設処理と

しての適用が主要な用途となる。コンパクトな生物学的処理法である単槽式 MBR のユニット

（処理能力 300m3/d）と物理化学的処理法である高速凝集沈殿法（高沈）のユニット（同 500m3/d）
を単独または組み合わせで使用する（図３－１）。  

 

 

図３－１  単槽式 MBR と高沈のユニットの組み合わせ処理フローの例  
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② 調査内容 

 本年度は、POD 法の改築工事に際して本技術が使用された下水処理場 1 箇所において、本技

術の運用期間（2024 年 9～12 月；立ち上げ・馴養期間を含む）に運転・計測データの収集、流

入水・処理水等の水質測定等を実施し、本技術の運転状況・処理状況等に係るデータを蓄積し

た。 
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４． 下水処理低コスト化技術 

４．１   低コスト型汚泥濃縮機・汚泥脱水機の開発・実証  

（１）  検討の概要 

 持続的な下水道事業経営の実現には、汚泥処理の低コスト化技術が不可欠である。近年では、

生活様式の変化により流入水中の有機物量が増加する傾向にあることや、脱炭素社会実現に向

けた嫌気性消化技術の導入が促進される等、汚泥の難脱水化が進んでおり、低コスト化を図る

ためには、汚泥処理性能の向上が求められる。  
 このような背景から、本検討では汚泥処理の要である濃縮技術と脱水技術を対象として、汚

泥処理の低コスト化技術の開発を行う。2022 年度から 2023 年度にかけて「汚泥処理の低コス

ト化に向けた汚泥濃縮技術及び汚泥脱水技術の開発」を開発課題として共同研究を公募した。  
 昨年度は汚泥脱水機の処理能力増強技術として 2 技術を選定し、うち水 ing エンジニアリン

グ㈱との共同研究（2022 年 12 月～2024 年 12 月）において、「ダウンサイジング対応型同軸

差動式スクリュープレス脱水機」（以下、「同軸差動式 SP 脱水機」と略記）の実証実験として、

混合汚泥および消化汚泥を対象とした脱水性能の確認を開始した。 
 本年度は、昨年度に別途選定した研究者との共同研究を新たに開始（共同研究者との協議に

より、共同研究期間中は情報非公表）するとともに、昨年度に開始した上記実証実験について

通年での脱水試験を継続し、共同研究を完了した。ここでは「同軸差動式 SP 脱水機」の実証

実験について報告する。  
 

（２）  検討方法 

① 技術の概要 

 難脱水化が進んでいる汚泥の脱水処理において低コスト化を図るためには、処理能力の増強、

凝集剤や電力使用量の削減が求められる。また、脱水機の適切な運転には熟練技術者による専

門的な知識が必要である。同軸差動式 SP 脱水機は、高効率凝集装置と同軸差動式スクリュー

プレス脱水機の組み合わせにより、従来技術（JS 機械設備標準仕様書の「圧入式スクリュプレ

ス脱水機Ⅲ型」が該当）と比較してスクリーン径あたりの処理速度を 1.5 倍以上に増加させ、

LCC を縮減する技術である。さらに、人工知能（AI）を活用した運転支援機能を用い、技術者

への運転手法ガイダンスの提示や自動運転を行うことで汚泥の脱水処理の最適化を目指すもの

である。  
 同軸差動式 SP 脱水機は、図４－１のシステムフローに示すように、凝集部、濃縮部、脱水

部および動力制御盤で構成される。脱水機に供給される汚泥は、まず凝集部において高効率凝

集装置に投入された汚泥と高分子凝集剤が高速撹拌され、高分子凝集剤が汚泥中に均一に分散

し電荷の中和が促進される。その後、凝集混和槽において追加の高分子凝集剤との緩速攪拌に

より凝集反応が促進され、強固なフロックが形成される。この凝集汚泥は濃縮部の濃縮スクリ

ーンに供給される。濃縮スクリーンは楕円板レーキと固定スクリーンで構成されており、楕円

板レーキは汚泥の濃縮促進、移送、スクリーンの目詰まり防止の役割を果たす。凝集汚泥は回

転する楕円板レーキで移送されながらろ過濃縮により減容化され、脱水部へ非圧入で投入され

る。脱水部はパンチングを有する円筒スクリーン内部に、前段と後段で回転数を変更可能な 2
つのスクリュー軸を同一軸上に配置し、2 つのスクリュー軸の差速で汚泥を圧搾する構造であ
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る。後段軸が逆回転することで汚泥を意図的に滞留させる形式となっており、従来技術におい

て必要に応じて技術者による手動調整が必要であった背圧板が不要となる。これにより、操作

因子がスクリュー軸回転数のみとなり、運転制御のシンプル化が図られ、自動制御運転への適

用性が高まっている。

脱水機としての機能は上述の凝集部、濃縮部および脱水部のみで成立するが、経験の浅い技

術者等に対する汚泥脱水処理の安定運転をサポートする運転支援機能をオプションとして組み

込んだ動力制御盤を提供している。この機能は、脱水汚泥の含水率や SS 回収率を予測する機

械学習モデルを搭載しており、過去の運転データを AI に学習させることで、ガイダンスとし

ての運転設定値の提示や処理目標に応じた運転モードの設定、提示値を用いた自動運転を可能

としている。

図４－１   同軸差動式 SP 脱水機のシステムフロー

② 開発目標

脱水性能の目標値は、JS 機械設備標準仕様書の従来技術の性能値を参考に表４－１の通り設

定した。高効率凝集装置についてはその有無による同軸差動式スクリュープレス脱水機の性能

を評価した。対象汚泥（混合汚泥、消化汚泥）別の目標値は以下の考え方により設定した。

脱水性能については、高効率凝集装置なしの場合は、混合汚泥・消化汚泥ともに同一スクリ

ーン径あたりの処理速度、脱水汚泥含水率、SS 回収率および薬注率を従来技術と同等以上とし

た。高効率凝集装置ありの場合は、脱水汚泥含水率、SS 回収率および薬注率は従来技術と同等

以上を達成した上で、混合汚泥ではスクリーン径あたりの処理速度を 1.5 倍以上、消化汚泥で

は同 2.0 倍以上とした。なお、本調査を通し、高効率凝集装置なしの場合、同軸差動式スクリ

ュープレス脱水機の費用対効果を発現させることは難しいと判断されたため、以下、高効率凝

集装置ありの場合のみの実施内容および結果について示す。

運転支援機能については、AI による含水率予測値と同等の含水率実測値がガイダンスに沿っ

た運転により得られること、および各種運転モード（含水率優先、薬注率抑制、コスト縮減）

の実用可能性を確認することを目標とした。
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４． 下水処理低コスト化技術 

４．１   低コスト型汚泥濃縮機・汚泥脱水機の開発・実証  

（１）  検討の概要 

 持続的な下水道事業経営の実現には、汚泥処理の低コスト化技術が不可欠である。近年では、

生活様式の変化により流入水中の有機物量が増加する傾向にあることや、脱炭素社会実現に向

けた嫌気性消化技術の導入が促進される等、汚泥の難脱水化が進んでおり、低コスト化を図る

ためには、汚泥処理性能の向上が求められる。  
 このような背景から、本検討では汚泥処理の要である濃縮技術と脱水技術を対象として、汚

泥処理の低コスト化技術の開発を行う。2022 年度から 2023 年度にかけて「汚泥処理の低コス

ト化に向けた汚泥濃縮技術及び汚泥脱水技術の開発」を開発課題として共同研究を公募した。  
 昨年度は汚泥脱水機の処理能力増強技術として 2 技術を選定し、うち水 ing エンジニアリン

グ㈱との共同研究（2022 年 12 月～2024 年 12 月）において、「ダウンサイジング対応型同軸

差動式スクリュープレス脱水機」（以下、「同軸差動式 SP 脱水機」と略記）の実証実験として、

混合汚泥および消化汚泥を対象とした脱水性能の確認を開始した。 
 本年度は、昨年度に別途選定した研究者との共同研究を新たに開始（共同研究者との協議に

より、共同研究期間中は情報非公表）するとともに、昨年度に開始した上記実証実験について

通年での脱水試験を継続し、共同研究を完了した。ここでは「同軸差動式 SP 脱水機」の実証

実験について報告する。  
 

（２）  検討方法 

① 技術の概要 

 難脱水化が進んでいる汚泥の脱水処理において低コスト化を図るためには、処理能力の増強、

凝集剤や電力使用量の削減が求められる。また、脱水機の適切な運転には熟練技術者による専

門的な知識が必要である。同軸差動式 SP 脱水機は、高効率凝集装置と同軸差動式スクリュー

プレス脱水機の組み合わせにより、従来技術（JS 機械設備標準仕様書の「圧入式スクリュプレ

ス脱水機Ⅲ型」が該当）と比較してスクリーン径あたりの処理速度を 1.5 倍以上に増加させ、

LCC を縮減する技術である。さらに、人工知能（AI）を活用した運転支援機能を用い、技術者

への運転手法ガイダンスの提示や自動運転を行うことで汚泥の脱水処理の最適化を目指すもの

である。  
 同軸差動式 SP 脱水機は、図４－１のシステムフローに示すように、凝集部、濃縮部、脱水

部および動力制御盤で構成される。脱水機に供給される汚泥は、まず凝集部において高効率凝

集装置に投入された汚泥と高分子凝集剤が高速撹拌され、高分子凝集剤が汚泥中に均一に分散

し電荷の中和が促進される。その後、凝集混和槽において追加の高分子凝集剤との緩速攪拌に

より凝集反応が促進され、強固なフロックが形成される。この凝集汚泥は濃縮部の濃縮スクリ

ーンに供給される。濃縮スクリーンは楕円板レーキと固定スクリーンで構成されており、楕円

板レーキは汚泥の濃縮促進、移送、スクリーンの目詰まり防止の役割を果たす。凝集汚泥は回

転する楕円板レーキで移送されながらろ過濃縮により減容化され、脱水部へ非圧入で投入され

る。脱水部はパンチングを有する円筒スクリーン内部に、前段と後段で回転数を変更可能な 2
つのスクリュー軸を同一軸上に配置し、2 つのスクリュー軸の差速で汚泥を圧搾する構造であ

－  113 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

③ 試験設備の概要

試験設備（脱水機スクリュー径φ300mm、φ600mm）を下水処理場（標準活性汚泥法、現有

処理能力 48,000m3/d）内に設置し、2023 年 10 月から 2024 年 9 月まで実証運転を行った。試

験設備の概略フローを図４－２に示す。なお、同処理場の汚泥処理方法は濃縮－消化－脱水で

あるため、混合汚泥を対象とした試験では、同処理場で発生する重力濃縮汚泥と機械濃縮後の

余剰汚泥を固形物量比 2：1 で混合した汚泥を試験設備への供給汚泥とした。

表４－１  脱水性能の目標値

図４－２  試験設備概略フロー

（％） 73～70
（％）
（％） 16～34 16～34 3～5 3～5
（％） 77 75 84 82

66 71 24 26
（％）
（％） 2.4以下 2.3以下
（％） 73 71 81 79

66 71 26 28
（％）

（対TS：ポリマー） （％） 2.6以下 2.4以下
（対TS：無機） （％）
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薬注率

脱水汚泥含水率
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④ 実施内容 

 本研究の開発目標達成のため、以下の項目について確認を行った。  
 長期実証での脱水性能：対象汚泥は混合汚泥および消化汚泥とし、季節変動等の汚泥性状

の変化に対して、表４－１に示す混合汚泥および消化汚泥に対する本脱水機の目標値を安

定して達成できることを、季節毎の運転で確認した。薬注方式として 1 液（高分子凝集剤

のみ）および 2 液（高分子凝集剤＋無機凝集剤：ポリ鉄）の条件で実証試験を行った。な

お安全率を考慮し、表４－１に記載の値より 2pt 低く設定した値を実証実験での目標含水

率（以下、「実験目標含水率」と表記）とした。  
 スケールアップ：スクリュープレス脱水機においては、同等の汚泥性状および含水率の条

件下で、処理速度がスクリュー径の比率の 2.2 乗になるというデータがあり、スクリュー

径φ300 の脱水機の処理速度を確認することにより、式（４－１）によって、スクリュー

径の異なる脱水機の処理速度を計算することが可能である。ここでは、スクリュー径φ

300mm とφ600mm の 2 台の脱水機を用い、これらを同時期に運転し、同等の脱水性能を

発揮した際の処理速度をそれぞれ確認した。その後、式（４－１）により処理速度とスク

リュー径関係からスケールアップ係数（α）を算出した。このαが他のスクリュープレス

脱水機と同様の 2.2、あるいはそれ以上の値となるかを確認することで、本脱水機において

も本式がスケールアップ時の処理速度の算定に適用可能であるかを評価した。  
 

ＱＡ ＝ (Ａ

300)
α

×Ｑ300 ・・・・・・・・・ 式（４－１）  

 
 
 
 
 
 
 運転支援機能の検証：実証実験中のデータを AI に取り込み機械学習モデルを構築した。こ

のモデルを用いてスクリュー径φ300mm の試験設備での脱水試験を行い、運転支援機能

で予測した含水率が実測値と同程度の値（±1.0pt 程度）が得られること、各運転モードに

おける予測に従った運転による各優先項目（含水率（薬注率固定）、薬注率、コスト縮減）

への影響を確認した 14),15)。  
なお、運転支援機能で予測した含水率が実測値と同程度の値が得られることは前年度確認

しているため、本年度は各運転モードの実証試験結果について報告する。  
 コスト比較：実証実験を通して得られた脱水性能や必要ユーティリティ量等の結果を踏ま

え、LCC（建設費と 15 年間の維持管理費）の試算を行った。  
  

ＱＡ  ：スクリーン径φ A mm の処理速度  kg-DS/h 
Ｑ300 ：スクリーン径φ300 mm の処理速度  kg-DS/h 
Ａ  ：スクリーン径  mm 
α  ：スケールアップ係数   ― 
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③ 試験設備の概要

試験設備（脱水機スクリュー径φ300mm、φ600mm）を下水処理場（標準活性汚泥法、現有

処理能力 48,000m3/d）内に設置し、2023 年 10 月から 2024 年 9 月まで実証運転を行った。試

験設備の概略フローを図４－２に示す。なお、同処理場の汚泥処理方法は濃縮－消化－脱水で

あるため、混合汚泥を対象とした試験では、同処理場で発生する重力濃縮汚泥と機械濃縮後の

余剰汚泥を固形物量比 2：1 で混合した汚泥を試験設備への供給汚泥とした。
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（３） 検討結果

実証試験の結果を、過年度の結果も含め以下に取りまとめた。

① 長期実証試験での脱水性能

長期実証試験の結果総括を表４－２に、同表に示す各実証結果（処理速度の倍数）を各脱水

試験データから導出した例として、2024 年 6 月から同 8 月に実施した消化汚泥 1 液調質の条

件における試験結果を図４－３に示す。同図では、横軸を汚泥処理速度、縦軸を脱水汚泥含水

率としてプロットした際の近似直線を用いて、実験目標含水率における本脱水機の処理速度を

求めている。本期間においては、VTS は表４－１に示す 73～70%の範囲内であったため、同表

において当該 VTS 範囲に該当する含水率 82%に対する実験目標含水率である 80%を基準とし

処理速度は 27.2kg-DS/h となり、従来技術に対する本技術の処理速度は 2.12 倍と算出される。

表４－２に示すとおり、各条件における最低の倍率（表中の着色箇所）においても 1.5 倍また

は 2.0 倍以上の結果が得られており、従来技術と同等の SS 回収率、薬注率および同等の脱水

汚泥含水率が得られている条件下で、各汚泥種類、調質方法および時期において目標値である

混合汚泥で 1.5 倍以上、消化汚泥で 2.0 倍以上の処理速度を達成した 16),17)。

表４－２  脱水性能試験結果

図４－３  脱水性能評価方法の例

（消化汚泥 1 液調質、2024 年 6 月～8 月のデータ）

2023.10~
2024.1

2024.2~
2024.5

2024.6~
2024.8

2024.8~
2024.9

1液 1.59倍 1.56倍 2.40倍 1.51倍
2液 1.62倍 2.19倍 2.13倍 1.67倍
1液 2.37倍 2.92倍 2.12倍 2.01倍
2液 2.00倍 2.95倍 2.04倍 2.14倍

調質汚泥種類

混合汚泥

消化汚泥

表４－１の処理速度
(混合汚泥の場合1.5

倍、消化汚泥の場合2.0
倍を示す)による

実証結果
目標性能
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② スケールアップ

スクリーン径φ300mm とφ600mm の脱水機を用いた試験から得られた処理速度データに

基づき、スケールアップ係数（α）を算出した。試験結果の 1 例として、2 液で調質した消化

汚泥での結果を表４－３に示す。試験の結果、消化汚泥、2 液調質において、αの値が 2.2 以

上となることが確認された。また、他のケースでも同様に 2.2 乗以上となることが確認された。

これにより、同軸差動式 SP 脱水機において、同等の汚泥性状、同等の含水率の時、処理速度

がスクリュー径の比率の 2.2 乗以上となり、同軸差動式 SP 脱水機においても式（４－１）に

よりスケールアップ時の処理速度を算定可能であると評価した。

表４－３  スケールアップ係数の算出結果（2 液調質、対象汚泥：消化汚泥）

③ 運転支援機能の検証

各運転モードに対する実証試験結果を表４－４に示す。A（含水率優先モード）および B（薬

注率抑制モード）の評価項目は本脱水機の性能目標値（含水率：82.0%、薬注率：2.40%）とし、

C（コスト縮減モード）の比較対象は薬品・産業廃棄物処分単価を設定した際のコスト（ランニ

ングコスト：108.1 円 /kg-TS）とした。なお、実証試験中は薬注率を固定して脱水機の運転を

行った。

実証試験の結果、運転支援機能の最適運転条件の推奨値で運転した場合、A および B の運転

モードでは脱水機の性能目標値を満たし、C の運転モードではコストの低減が可能であり、各

運転モードに沿った脱水機の運転ができることを確認した。

表４－４ 運転支援機能の実証試験結果

項項目目 
薬薬注注率率 

((%%)) 
含含水水率率 

((%%)) 
SSSS回回収収率率 

((%%)) 
ラランンニニンンググココスストト 
((円円//kkgg--TTSS))※※11 

性性能能目目標標値値 22..4400 8822..00 9933..00 ((110088..11))※※22 

AA..含含水水率率優優先先モモーードド 
//薬薬注注率率固固定定 

2.43
(設定：2.40)

81.7 94.7 107.2

BB..薬薬注注率率抑抑制制モモーードド 2.32 82.0 97.5 107.7

CC..ココスストト縮縮減減モモーードド 2.54 81.5 94.9 106.8

※1 実証試験結果に対し、薬品単価 800 円/kg、産廃コスト 16,000 円/t として試算した際のコスト
※2 本脱水機の性能目標値に対するコスト（単価設定は※1 と同様）
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（３） 検討結果

実証試験の結果を、過年度の結果も含め以下に取りまとめた。

① 長期実証試験での脱水性能

長期実証試験の結果総括を表４－２に、同表に示す各実証結果（処理速度の倍数）を各脱水

試験データから導出した例として、2024 年 6 月から同 8 月に実施した消化汚泥 1 液調質の条

件における試験結果を図４－３に示す。同図では、横軸を汚泥処理速度、縦軸を脱水汚泥含水

率としてプロットした際の近似直線を用いて、実験目標含水率における本脱水機の処理速度を

求めている。本期間においては、VTS は表４－１に示す 73～70%の範囲内であったため、同表

において当該 VTS 範囲に該当する含水率 82%に対する実験目標含水率である 80%を基準とし

処理速度は 27.2kg-DS/h となり、従来技術に対する本技術の処理速度は 2.12 倍と算出される。

表４－２に示すとおり、各条件における最低の倍率（表中の着色箇所）においても 1.5 倍また

は 2.0 倍以上の結果が得られており、従来技術と同等の SS 回収率、薬注率および同等の脱水

汚泥含水率が得られている条件下で、各汚泥種類、調質方法および時期において目標値である

混合汚泥で 1.5 倍以上、消化汚泥で 2.0 倍以上の処理速度を達成した 16),17)。

表４－２  脱水性能試験結果

図４－３  脱水性能評価方法の例

（消化汚泥 1 液調質、2024 年 6 月～8 月のデータ）

2023.10~
2024.1

2024.2~
2024.5

2024.6~
2024.8

2024.8~
2024.9

1液 1.59倍 1.56倍 2.40倍 1.51倍
2液 1.62倍 2.19倍 2.13倍 1.67倍
1液 2.37倍 2.92倍 2.12倍 2.01倍
2液 2.00倍 2.95倍 2.04倍 2.14倍

調質汚泥種類

混合汚泥

消化汚泥

表４－１の処理速度
(混合汚泥の場合1.5

倍、消化汚泥の場合2.0
倍を示す)による

実証結果
目標性能
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④ コスト比較

従来技術と本技術の 15 年間の LCC（建設費＋15 年間の維持管理費）を表４－５に示す条件

で試算した結果を図４－４に示す。図中の数値は費用（百万円）を示し、カッコ内の数値は従

来技術の LCC に対する本技術の LCC の割合を示している。特に建設費に関しては、処理速度

の増加効果が大きく、機器のスクリーン径を小さくできたことで建設費を抑制し、LCC は従来

技術の 86%に縮減する試算結果となった。

表４－５  LCC の試算条件

項項目目 設設計計条条件件

計計画画１１日日最最大大汚汚水水量量 30,000m3/d
計計画画流流入入 SSSS 濃濃度度 200mg/L
計計画画放放流流 SSSS 濃濃度度 10mg/L
排排除除方方式式 分流式

水水処処理理方方式式 標準活性汚泥法

濃濃縮縮方方式式 初沈：重力式 余剰：機械式

脱脱水水対対象象汚汚泥泥 消化汚泥

汚汚泥泥調調質質  1 液調質

強強熱熱減減量量（（VVTTSS）） 73～70%
汚汚泥泥濃濃度度 1.0%
繊繊維維状状物物（（110000 ﾒﾒｯｯｼｼｭｭ）） 5%
脱脱水水機機運運転転時時間間 7 時間 /日、5 日 /週
脱脱水水汚汚泥泥処処分分方方法法 産廃処理

図４－４  従来技術との LCC 比較
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（４）  まとめ 

 汚泥脱水機の処理能力増強技術として 2 件の共同研究を進めた。現時点で情報非公表として

いる 1 件を除く 1 件について、主要な成果を要約すると以下の通りである。  
 従来技術に対し、混合汚泥で 1.5 倍以上、消化汚泥で 2.0 倍以上の脱水性能を達成した。 
 同等の汚泥性状および含水率の条件下で、スケールアップ係数（α）が 2.2 乗以上と算出

されたことから、同軸差動式 SP 脱水機において、スクリュー径φ300mm の脱水機の処理

速度を基に、式（４－１）によりスケールアップ時の処理速度が算定可能であると評価し

た。 
 運転支援機能について、各運転モードに沿った脱水機の運転ができることを確認した。  
 同一の処理場規模条件で従来技術と比較した結果、建設費を抑制し、LCC を縮減可能であ

ることが確認された。  
 

 なお、同軸差動式 SP 脱水機に関しては、2024 年 12 月に共同研究が完了し、2025 年 3 月に

JS 新技術Ⅰ類に選定された。  
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図４－４  従来技術との LCC 比較 
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５．  事後評価調査（低コスト化技術） 

５．１   事後評価調査（破砕･脱水機構付垂直スクリュー式除塵機）  

（１）  検討の概要 

 下水処理場やポンプ場の沈砂池では、除塵機、しさ搬出機、しさ破砕機、しさ洗浄装置、し

さ脱水機、しさホッパ等の複数の設備から構成されるしさの除去・処理システムが広く使用さ

れているが、機器点数が多く維持管理が煩雑であることや、糞塊等の有機物を含んだしさを掻

き揚げるため不衛生である、といった課題がある。  
 本検討は、上述の課題を解決可能な技術として JS の新技術Ⅰ類に選定された「破砕･脱水機

構付垂直スクリュー式除塵機」18)について、導入実績が増加していることから、複数の導入箇

所（7 箇所程度を予定）を対象に導入後の運転・処理状況や課題等を調査するものである。調

査は 2024～2025 年度にかけて実施する予定で、2024 年度については 1 箇所を対象に調査を

開始した段階である。このため、本報では技術の概要および調査内容を紹介するに留め、結果

については調査完了年度に集約して報告する。  
 

（２）  検討方法 

① 対象技術 

 破砕･脱水機構付垂直スクリュー式除塵機（図５－１）は、2016 年 1 月～2017 年 3 月にかけ

て JS と住友重機械エンバイロンメント㈱による共同研究において開発され、2017 年 5 月に

JS の新技術Ⅰ類に選定されたしさの除去・処理設備である。従来から使用されてきたスクリー

ン付破砕機（JS 標準仕様）に対して、除塵・脱水機能付き垂直搬出機を組み合わせることで、

しさの除塵、破砕、搬送、脱水、搬出を 1 台で行うことが可能な、衛生的でコンパクトなしさ

処理システムである 18)。なお、本技術は分流式の下水処理場またはポンプ場を対象としている。 
 

 

図５－１   破砕･脱水機構付垂直スクリュー式除塵機の概要 
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② 調査内容 

 本年度は、2018 年に本技術が導入された下水処理場 1 箇所を対象に、(a)維持管理資料（年

報等）による運転状況の把握、(b)装置前後の下水水質の測定、 (c)分離･脱水されたしさ性状の

測定、(d)運転者へのヒアリングによる課題や改善事項の把握、を実施した。2025 年度にも 6 箇

所程度を対象に調査を実施する予定である。  
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６．  検討結果の総括  

６．１   本年度の成果  

（１）  水処理能力増強技術  

① 水処理能力増強技術の開発・実証  

 前･基本計画期間に開始した 2 つの水処理能力増強技術について、民間企業等との共同研究

による実証実験を進め、両者について完了した。また、2023～2024 年度に選定した公募型共同

研究 2 件について研究を開始した。完了した 2 件の主要な成果は以下のとおりである。 

 能力増強型水処理システム：標準活性汚泥法の 1.5 倍の水量負荷の条件にて通年での実証

運転を行った結果、年間を通して目標処理水質（BOD：10mg/L 以下、SS：10mg/L 以下）

が達成された。 

 最終沈殿池の処理能力向上技術：長期の実規模実証実験において、量的向上（1.5 倍水量）

と質的向上の両立を図る新たな運用が可能であることを実証した。また、ろ過部カセット

の底部スクリーンの閉塞対策として、カセット底部からの空気洗浄に加えてメッシュスク

リーンへの仕様変更により、閉塞を大幅に抑制可能であることを確認した。加えて、自主

研究により得られた知見・データを統合し、本技術の適用条件や計画・設計方法の見直し

を図った。 

② 事後評価調査（導入フォローアップ）  

 「超高度処理型 MBR」について、導入第一例として本年度に稼働した施設を対象に、通年で

の処理性能等を確認するフォローアップ調査を開始した。 
 

（２）  水処理改築低コスト化技術  

① 事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット） 

 水処理設備の改築工事に際して仮設処理用に単槽式 MBR ユニットが使用された下水処理場

1 箇所を対象に調査を実施し、同ユニットの運転状況・処理状況等に係るデータを蓄積した。  
 

（３）  下水処理低コスト化技術  

① 低コスト型汚泥濃縮機・脱水機の開発・実証  

 「同軸差動式 SP 脱水機」について、混合汚泥および消化汚泥を対象とした脱水機の性能の

確認をする実証実験を 2023 年 10 月から約 12 ヶ月間実施し、以下の結果が得られた。本共同

研究は 2024 年 12 月に完了し、同技術は 2025 年 3 月に JS 新技術Ⅰ類に選定された。  

 従来技術に対する本技術のスクリーン径あたりの処理速度は目標値（混合汚泥で 1.5 倍以上、

消化汚泥で 2.0 倍以上）を達成した。 

 同等の汚泥性状および含水率の条件下で、スケールアップ係数（α）が 2.2 乗以上と算出さ

れたことから、同軸差動式 SP 脱水機において、スクリュー径φ300mm の脱水機の処理速

度を基に、式（４－１）によりスケールアップ時の処理速度が算定可能であると評価した。 
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 運転支援機能について、各運転モードに沿った脱水機の運転が可能であることを確認した。 

 同一の処理場規模条件で従来技術とのコスト比較した結果、建設費が抑制され LCC を低減

可能であることを確認した。 

 

（４）  事後評価調査（低コスト化技術）  

① 破砕・脱水機構付垂直スクリュー式除塵機  

 「破砕･脱水機構付垂直スクリュー式除塵機」について、導入施設における事後評価調査を開

始し、本年度は下水処理場 1 箇所を対象に調査を実施した。 
 

６．２   今後の予定 

 １ .２節に記載の開発項目について、次年度の実施予定は以下のとおりである。  
 

（１）  水処理能力増強技術  

 水処理能力増強技術の開発･実証：本年度に開始した 2 技術に係る共同研究（MABR 併用型

活性汚泥法を用いた水処理能力増強技術、ハイドロサイクロンを用いた汚泥性状改善による

水処理能力増強技術）を継続する。 
 事後評価調査（導入フォローアップ）：｢超高度処理型 MBR｣について、本年度に開始した 1

施設におけるフォローアップ調査を継続するとともに、新たに稼働予定の 1 施設における調

査を開始する。 
 

（２）  水処理改築低コスト化技術  

 事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット）：新たに本技術

を使用予定の下水処理場 1 箇所を対象に本年度と同様の調査を実施する。 
 

（３）  下水処理低コスト化技術  

 低コスト型汚泥濃縮機・汚泥脱水機の開発・実証：2023 年度に選定した共同研究を継続す

る。 
 下水処理の維持管理トータルコストの縮減に寄与する技術の開発・実証に向け、新たな共同

研究の公募を開始する。  
 

（４）  事後評価調査（低コスト化技術）  

 「破砕・脱水機構付垂直スクリュー式除塵機」について、新たに 6 箇所程度の下水処理場を

対象に今年度と同様の調査を開始する。 
 「多重板型スクリュープレス脱水機 -Ⅱ型」、「全速全水位型横軸水中ポンプ」、「下水汚泥由来

繊維利活用システム」および「導入効果等実態調査」について、新たに調査を開始する。  
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６．  検討結果の総括  

６．１   本年度の成果  

（１）  水処理能力増強技術  

① 水処理能力増強技術の開発・実証  

 前･基本計画期間に開始した 2 つの水処理能力増強技術について、民間企業等との共同研究

による実証実験を進め、両者について完了した。また、2023～2024 年度に選定した公募型共同

研究 2 件について研究を開始した。完了した 2 件の主要な成果は以下のとおりである。 

 能力増強型水処理システム：標準活性汚泥法の 1.5 倍の水量負荷の条件にて通年での実証

運転を行った結果、年間を通して目標処理水質（BOD：10mg/L 以下、SS：10mg/L 以下）

が達成された。 

 最終沈殿池の処理能力向上技術：長期の実規模実証実験において、量的向上（1.5 倍水量）

と質的向上の両立を図る新たな運用が可能であることを実証した。また、ろ過部カセット

の底部スクリーンの閉塞対策として、カセット底部からの空気洗浄に加えてメッシュスク

リーンへの仕様変更により、閉塞を大幅に抑制可能であることを確認した。加えて、自主

研究により得られた知見・データを統合し、本技術の適用条件や計画・設計方法の見直し

を図った。 

② 事後評価調査（導入フォローアップ）  

 「超高度処理型 MBR」について、導入第一例として本年度に稼働した施設を対象に、通年で

の処理性能等を確認するフォローアップ調査を開始した。 
 

（２）  水処理改築低コスト化技術  

① 事後評価調査（単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による仮設水処理ユニット） 

 水処理設備の改築工事に際して仮設処理用に単槽式 MBR ユニットが使用された下水処理場

1 箇所を対象に調査を実施し、同ユニットの運転状況・処理状況等に係るデータを蓄積した。  
 

（３）  下水処理低コスト化技術  

① 低コスト型汚泥濃縮機・脱水機の開発・実証  

 「同軸差動式 SP 脱水機」について、混合汚泥および消化汚泥を対象とした脱水機の性能の

確認をする実証実験を 2023 年 10 月から約 12 ヶ月間実施し、以下の結果が得られた。本共同

研究は 2024 年 12 月に完了し、同技術は 2025 年 3 月に JS 新技術Ⅰ類に選定された。  

 従来技術に対する本技術のスクリーン径あたりの処理速度は目標値（混合汚泥で 1.5 倍以上、

消化汚泥で 2.0 倍以上）を達成した。 

 同等の汚泥性状および含水率の条件下で、スケールアップ係数（α）が 2.2 乗以上と算出さ

れたことから、同軸差動式 SP 脱水機において、スクリュー径φ300mm の脱水機の処理速

度を基に、式（４－１）によりスケールアップ時の処理速度が算定可能であると評価した。 
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Ⅱ-２  下水道資源利活用技術の開発  
 

熊越瑛、島田正夫、小柴卓也、村岡正季、三宅晴男 
 

１．  開発課題の概要  

 本開発課題では、下水中に含まれる有機物、窒素、リン等の「下水道資源」をエネルギーや

肥料として利活用することにより循環型社会の実現に資することを目指して、下水や下水汚泥

のエネルギー利用および農業利用に着目した｢下水道資源利活用技術｣の開発を行う。  
 

１．１   背景および目的  

 2015 年 5 月の下水道法改正により、下水汚泥の燃料または肥料としての再生利用が努力義

務化された。このため、下水処理場の広域化・共同化や改築に合わせ、下水汚泥のエネルギー

利用や農業利用への積極的な取組が求められている。  
 下水汚泥はその固形成分の約 8 割が有機分であり、乾燥や炭化等により固形燃料として火力

発電所やセメント工場等において石炭の代替として利用することができる。また、下水や下水

汚泥に含まれるアンモニアは燃焼させても CO2 を排出しないことから、近年はカーボンニュー

トラルに資する燃料として注目されている。一方、下水汚泥には窒素やリンが豊富に含まれて

おり、肥料原料の殆どを輸入に頼っている我が国においては、肥料化・リン回収等による下水

汚泥の農業利用の社会的ニーズが急速に高まっている。「食料安全保障強化政策大綱」（2022 年

12 月 27 日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定）においては、2030 年までに堆肥・下

水汚泥資源の利用量を倍増し、肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を 40%
まで拡大することが示された 1)。また、下水中にも窒素、リン、有機物、その他微量元素等が

含まれており、循環型社会実現のためにこれら資源の回収および有効利用が求められる。しか

し、全国の下水処理場が有する下水道資源の賦存量や、各処理工程での下水道資源の動態等に

関する調査事例は乏しい状況にある。  
 そこで本開発課題では、バイオガス利活用技術を除く *下水や下水汚泥のエネルギー利用およ

び農業利用に着目した下水道資源利活用技術の普及拡大を目的に、技術開発動向や利用実態の

調査、基礎実験を行うと共に、共同研究や実規模実証により速やかに社会実装可能な新技術の

開発を実施する。  
  

 
* ｢JS 技術開発･活用基本計画 2022｣において、バイオガス利活用技術については開発課題「Ⅰ -１  2030 年目

標に向けた脱炭素化技術の開発」の開発項目として扱われている。  
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１．２   開発項目 

 本開発課題では、下水道資源利活用技術の開発を行う。下水汚泥の肥料利用の社会的ニーズ

が急速に高まったことを踏まえ、2022 年度末に開発項目を以下の 2 つに分けて実施すること

とした*。 
 

（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

 下水汚泥中の有機物のうち、バイオガス発電や固形燃料化等、エネルギー利用された割合を

示す下水汚泥エネルギー化率は、第 5 次社会資本整備重点計画における 2025 年度までの目標

値である 30%に対し、2022 年度時点で 26%であり、バイオガス利用を除くと約 9%に留まって

いる 2)。また、下水処理場に流入するアンモニア等もエネルギーやそのほかの有効利用が可能

な資源であり、これらの下水道資源の有効利用を促進することも重要である。バイオガス利用

と併せ、下水汚泥資源のエネルギー利活用技術（以下、「エネルギー利活用技術」と略記）の更

なる普及拡大を図るためには、技術のラインアップを更に充実させていくことが不可欠である。 
 以上の背景から、本開発項目では、国内外のバイオマス利用状況や関連技術等を調査すると

共に、公募型共同研究による新たな技術の開発を実施する。また、エネルギー利活用に資する

下水道資源の量や回収技術等の知見は必ずしも多くはない状況にあるため、下水処理場に流入

するアンモニア等のエネルギー資源の賦存量や、回収・利用技術の開発動向の調査を実施する。

これらを踏まえてエネルギー利活用技術を体系化し、下水道資源の更なる利用促進を図る。  
 

① バイオマス利活用に関する調査（（２）①と一部共通）  

 2022 年度からの 2 か年で、国内外の下水汚泥の利用状況や下水道分野以外のバイオマスの

エネルギー利用状況等に関して、文献調査や実態調査を実施する。  

② 下水道資源の有効利用に係る基礎調査（（２）②と一部共通）  

 下水処理場に流入するアンモニア等の下水道資源の有効利用に向けて、2022 年度、2023 年

度において文献調査により基礎情報を収集すると共に、下水の処理過程における下水道資源の

賦存量調査を実施する。また、2023 年度以降に、これらの下水道資源を対象とした利活用技術

の早期の開発・実用化に向けた検討を実施する。  

③ 下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発  

 ①の調査結果を踏まえて、2023 年度以降に、エネルギー利活用技術を対象とした公募型共同

研究を実施する。  

④ 下水汚泥資源利活用技術の体系化（エネルギー利活用技術） 

 ①～③の成果を踏まえて、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
  

 
* 2022 年 3 月に策定した｢JS 技術開発･活用基本計画 2022｣の当初版では本開発課題に対して一つの開発項

目｢下水汚泥資源利活用技術｣を設定していたが、本文記載の経緯から、2023 年 3 月に同計画を改定し開発項

目を 2 件に分割したものである。  
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（２）  下水汚泥資源農業利活用技術 

 社会情勢の変化に伴い下水汚泥の肥料としての利用拡大が求められているが、我が国の下水

処理場で発生した全汚泥量に対して緑農地利用されたものの割合は 10%程度 2)にとどまってい

る。そのため、下水汚泥の肥料化やリン回収技術等を含む下水汚泥資源の農業利活用技術（以

下、「農業利活用技術」と略記）について、更なる普及拡大を図る必要がある。そのためには、

その他のバイオマスの利活用状況や利活用技術等を踏まえ、技術のラインナップを更に充実さ

せる必要がある。また、下水汚泥の肥料利用については、実際に肥料を製造し成分の測定等を

行うことにより、基礎的な知見を増やす必要がある。  
 以上の背景から、本開発項目では、国内外のバイオマスの農業利活用に関する状況や技術等

を調査し、公募型共同研究等を新たに実施する。また、下水道資源のうち農業利用に資するも

のの量や回収技術等については基礎的知見が乏しい状況にあるため、下水処理場に流入する窒

素、リン、カリウム、その他微量元素等の資源の賦存量を把握すると共に、これらの回収・利

用技術等の調査を実施する。下水汚泥を原料として製造した肥料（以下、「下水汚泥肥料」と略

記）については、技術開発実験センターで肥料を製造すると共に施肥効果等の調査を行う。こ

れらの調査結果を踏まえて技術の体系化を図ることにより、農業利活用技術の更なる普及促進

を図る。  
 

① バイオマス利活用に関する調査（（１）①と一部共通） 

 2022 年度からの 5 か年で、国内外の下水汚泥の利用状況や下水道分野以外の農業利用状況

等に関して、文献調査や実態調査を実施する。  

② 下水道資源の有効利用に係る基礎調査（（１）②と一部共通） 

 下水処理場に流入する窒素、リン、カリウム、その他微量元素等の下水道資源の有効利用に

向けて、2022 年度、2023 年度において文献調査により基礎情報を収集すると共に、下水の処

理過程における下水道資源の賦存量調査を実施する。  

③ 下水汚泥資源農業利活用技術の開発  

 ①の調査結果を踏まえて、2023 年度以降に農業利活用技術を対象とした公募型共同研究を

実施する。また、B-DASH プロジェクトにおける実規模実証を実施する。  

④ 下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査 

 JS 技術開発実験センターにおいて、下水汚泥肥料を製造し、肥料成分の測定や施肥効果の検

証を行う。また、地方公共団体の要請に応じて、下水汚泥肥料化施設の導入検討に資する基礎

実験を実施する。  

⑤ 下水汚泥資源利活用技術の体系化（農業利活用技術） 

 ①～④を踏まえて、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
 

１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、１ .２節に記載の開発項目のうち、以下の 2 項目を実施した。  
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１．２   開発項目 

 本開発課題では、下水道資源利活用技術の開発を行う。下水汚泥の肥料利用の社会的ニーズ

が急速に高まったことを踏まえ、2022 年度末に開発項目を以下の 2 つに分けて実施すること

とした*。 
 

（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

 下水汚泥中の有機物のうち、バイオガス発電や固形燃料化等、エネルギー利用された割合を

示す下水汚泥エネルギー化率は、第 5 次社会資本整備重点計画における 2025 年度までの目標

値である 30%に対し、2022 年度時点で 26%であり、バイオガス利用を除くと約 9%に留まって

いる 2)。また、下水処理場に流入するアンモニア等もエネルギーやそのほかの有効利用が可能

な資源であり、これらの下水道資源の有効利用を促進することも重要である。バイオガス利用

と併せ、下水汚泥資源のエネルギー利活用技術（以下、「エネルギー利活用技術」と略記）の更

なる普及拡大を図るためには、技術のラインアップを更に充実させていくことが不可欠である。 
 以上の背景から、本開発項目では、国内外のバイオマス利用状況や関連技術等を調査すると

共に、公募型共同研究による新たな技術の開発を実施する。また、エネルギー利活用に資する

下水道資源の量や回収技術等の知見は必ずしも多くはない状況にあるため、下水処理場に流入

するアンモニア等のエネルギー資源の賦存量や、回収・利用技術の開発動向の調査を実施する。

これらを踏まえてエネルギー利活用技術を体系化し、下水道資源の更なる利用促進を図る。  
 

① バイオマス利活用に関する調査（（２）①と一部共通）  

 2022 年度からの 2 か年で、国内外の下水汚泥の利用状況や下水道分野以外のバイオマスの

エネルギー利用状況等に関して、文献調査や実態調査を実施する。  

② 下水道資源の有効利用に係る基礎調査（（２）②と一部共通）  

 下水処理場に流入するアンモニア等の下水道資源の有効利用に向けて、2022 年度、2023 年

度において文献調査により基礎情報を収集すると共に、下水の処理過程における下水道資源の

賦存量調査を実施する。また、2023 年度以降に、これらの下水道資源を対象とした利活用技術

の早期の開発・実用化に向けた検討を実施する。  

③ 下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発  

 ①の調査結果を踏まえて、2023 年度以降に、エネルギー利活用技術を対象とした公募型共同

研究を実施する。  

④ 下水汚泥資源利活用技術の体系化（エネルギー利活用技術） 

 ①～③の成果を踏まえて、技術ラインナップの体系化や導入検討マニュアルの作成を図る。  
  

 
* 2022 年 3 月に策定した｢JS 技術開発･活用基本計画 2022｣の当初版では本開発課題に対して一つの開発項

目｢下水汚泥資源利活用技術｣を設定していたが、本文記載の経緯から、2023 年 3 月に同計画を改定し開発項

目を 2 件に分割したものである。  
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（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

③  下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発（2.1 節） 

 

（２）  下水汚泥資源農業利活用技術  

③  下水汚泥資源農業利活用技術の開発（3.1 節）  

④  下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査（3.2 節） 
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２．  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

２．１   下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発  

（１）  検討の概要 

 下水汚泥は量・質ともに安定したバイオマス資源であり、これをエネルギーとして利活用す

ることで循環型社会の実現に貢献できる。本検討では、下水汚泥資源のエネルギー利活用の普

及拡大を目的として、新たなエネルギー利活用技術を開発するために実証試験等を実施する。  
 前年度は、下水汚泥資源の利活用の普及拡大に資する技術を対象とした共同研究「循環型社

会の実現に向けた下水汚泥資源の利活用技術の開発」*の公募を行い、以下の 1 技術に係る共同

研究者を選定して実証試験を開始した。本年度は引き続き、長期の運転データを取得すること

で本技術の省エネ・創エネ性、脱炭素効果、経済性、炭化物性状および既設処理施設への影響

を確認し、2024 年 12 月に共同研究を完了した。  
 
○循環型社会の実現に向けた下水汚泥資源の利活用技術の開発  
 －水熱炭化を用いたカーボンニュートラルの達成に向けた実証－  
 （共同研究者：㈱神鋼環境ソリューション）  
 

（２）  検討方法 

① 技術の概要 

 水熱炭化（Hydrothermal carbonization）は、脱水汚泥を加圧・加熱することにより脱水汚

泥中の有機物を可溶化・炭化させ、生じた炭化スラリーを圧搾（固液分離）することで炭化物

を生成する方法である（図２－１、図２－２）。従来の熱分解による炭化（以下、「従来炭化」

と略記）とは異なり、水分を蒸発させることなく炭化物を得るため、従来炭化に比べ必要エネ

ルギーが少ないという特徴を有する。  
 本共同研究で実証した「水熱炭化を用いた下水汚泥の燃料化技術」（以下、「水熱炭化技術†」

と略記）は、上述の方法を用いて、脱水汚泥から燃料・肥料利用が可能な炭化物を製造する技

術である。水熱炭化技術は図２－３に示すとおり、脱水汚泥を可溶化・炭化する反応器と固液

分離機（無薬注のフィルタープレス）のほか、製造した炭化物の含水率を調整する養生設備（養

生ホッパ）、および返流水処理設備（凝集沈殿槽）を設けている。  
 脱水汚泥を加圧・加熱する反応器の条件は 0.9MPa、170℃程度であり、バイオガス発電排熱

等を利用することができる。また、効率的に可溶化・炭化するために炭化促進剤として酸を添

加する。また、含水率 30～40%程度の炭化物は肥料として利用が可能であり、更に養生するこ

とで燃料として利用可能な含水率に調整することができる。養生工程では湿潤状態で炭化物を

貯留するため、炭化物の自己発熱による火災や爆発等のリスクを低減することが期待される。

圧搾後のろ液は溶解性有機物を多く含むため、既設の消化槽に返送することで有機物をガス化・

 
* 本公募は、（A）下水汚泥資源の農業利活用の普及拡大に資する技術、（B）下水汚泥資源のエネルギー利活

用の普及拡大に資する技術、のいずれか又は両方に該当する技術の開発を行うものである。  
† 本技術は「湿式炭化による下水汚泥利活用技術」として 2025 年 3 月に JS 新技術Ⅰ類として選定されてお

り、その際、従来の乾燥工程と蒸し焼きによる炭化工程を有する「炭化」と相対する概念として「湿式炭化」

と表現している。  
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（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

③  下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発（2.1 節） 

 

（２）  下水汚泥資源農業利活用技術  

③  下水汚泥資源農業利活用技術の開発（3.1 節）  

④  下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査（3.2 節） 
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分解させる。消化槽に返送しても分解されなかった有機物による既設水処理への返流負荷の上

昇を抑制するため、必要に応じて消化汚泥の脱水ろ液に対して返流水処理を行う。

図２－１  水熱炭化の原理

図２－２ 炭化スラリー（左）および炭化物（右）

図２－３  水熱炭化技術のフロー
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② 研究内容 

 下水処理場に実証プラント（脱水汚泥処理量：5t-wet/d）を設置し、2023 年 11 月から 2024
年 9 月にかけて運転を行った。同処理場は分流式で、標準活性汚泥法を採用しており、現有処

理能力は 50,750m3/d（2023 年度時点）である。分離濃縮した汚泥は嫌気性消化後に脱水し、

場外搬出の上、外部委託により再資源化している。  
 実証では、同処理場の脱水汚泥の一部を実証プラントに供給し、炭化スラリーの固液分離後

に発生する水熱炭化ろ液は、有機分の分解を目的として既設の消化槽へ返送した。なお、消化

脱水ろ液には水熱炭化により生成された難分解性有機物も含まれるため、返流水処理を経た後、

既設の水処理工程へ返送した。また、ラボスケールの実験装置を用いた補足試験を行い、消化

脱水ろ液が水処理に与える影響についても確認を行った 3)。  
 本共同研究では、実証プラントを用いて、反応器の反応条件（温度、圧力、反応時間等）、固

液分離機の圧搾条件、養生条件等の最適後の水熱炭化技術の性能を確認した。加えて、24 時間

連続運転によるエネルギー収支の検討や、水熱炭化ろ液の返送による消化ガス発生量への影響

検討等を実施した。また、本研究では以下の 5 つの目標を設定した。  
 
 炭化物性状の確認  

需要者のニーズに応じて性状調整が容易であり、下水汚泥固形燃料に関する日本産業規格

（JIS Z7312）の基準や菌体りん酸肥料の基準値を満たし、燃料や肥料として利用可能な炭化

物が得られること。  
 省エネ・創エネ性の検証 

生成される炭化物のエネルギーが投入エネルギーを上回ることで、炭化処理のエネルギー自

立が可能なこと。 
 脱炭素効果の検証  

処理場外での炭化物利用による温室効果ガス排出量の削減効果を含めた条件で、嫌気性消化

施設を保有する下水処理場に本技術を適用することで、下水処理場のカーボンニュートラルを

実現できること。  
 経済性の検証 

従来炭化と比較して経済性に優れていること。  
 既設処理施設への影響の確認  

本技術を導入する下水処理場の水処理、汚泥処理に顕著な影響を与えないこと。 
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分解させる。消化槽に返送しても分解されなかった有機物による既設水処理への返流負荷の上

昇を抑制するため、必要に応じて消化汚泥の脱水ろ液に対して返流水処理を行う。

図２－１  水熱炭化の原理

図２－２ 炭化スラリー（左）および炭化物（右）

図２－３  水熱炭化技術のフロー
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（３） 検討結果

実証結果に基づき上述の 5 項目を評価した。

① 炭化物性状の確認

各サンプリング日における脱水汚泥、炭化物および養生後の炭化物（以下、「燃料化物」と表

記）の含水率を図２－４に示す。含水率 81～82%の脱水汚泥を反応器内で 0.9MPa、170℃程

度、6 時間の条件で反応させた後、固液分離することにより、含水率が約 30～40%まで低減し

た。更に、養生処理によって下水汚泥固形燃料に関する日本産業規格（JIS Z7312）の基準であ

る 20%以下の含水率を満たす燃料化物を得ることができた。燃料化物の高位発熱量（含水率

20%換算）は平均 14MJ/kg-wet であり、JIS Z7312 に定める基準（8MJ/kg-wet 以上）を上回

る値を示した（図２－５）。

また、各季節にサンプリングした炭化物について肥料成分（りん酸）と重金属の含有量を分

析した結果、全ての項目について公定規格である菌体りん酸肥料の基準値を満足した（表２－

１）。加えて、炭化物の植害試験では、供試による植害は認められなかった（データ非掲載）。

以上の結果から、水熱炭化技術により、下水汚泥から燃料や肥料として利用可能な燃料化物

または炭化物を製造できることが示された。

表２－１  炭化物の肥料成分（りん酸）と重金属の含有量の測定結果および基準値※

※菌体りん酸肥料の基準値を記載

秋季
R6.11.15

夏季
R6.9.10

春季
R6.4.11

冬季
R6.2.13基準値単位

8.1811.67.765.36≧ 1.0%りん酸全量
6.23.97.29.6≦ 50

mg/kg-DS

As
1.10.80.80.8≦ 5Cd
0.200.440.260.15≦ 2Hg
41342732≦ 300Ni
68493444≦ 500Cr
16161414≦ 100Pb

含水率平均20%以下

図２－４  脱水汚泥、炭化物および
燃料化物の含水率測定結果

高位発熱量平均8MJ/kg-wet以上

図２－５  燃料化物の高位発熱量
測定結果（含水率 20%換算）
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② 省エネ・創エネ性の検証

実証試験から得られた水熱炭化技術の所要熱量と消費電力を踏まえ、表２－２の条件で、投

入汚泥量 25t-wet/d における汚泥燃料化のエネルギー収支を試算した。また、技術の有効性を

確認するために、従来炭化と比較した。また、試算においては、消化ガス発電を併用し、本技

術への発電排熱利用するものとした。また、製造した炭化物の石炭等の代替利用効果を含める

ものとした。

図２－６に示すとおり、燃料化に必要な電気（一次エネルギー換算値を計上）、熱および製造

した燃料化物の発熱量からエネルギー収支を試算した。その結果、処理場外での燃料利用によ

る削減効果を含めると、燃料化物のエネルギーが投入エネルギーを上回っており（エネルギー

収支＜0）、燃料化のエネルギー自立が可能であることが示された。これは主に、従来炭化で必

要となる蒸発による水分除去に比べて、水熱炭化における圧搾による水分除去の方が、必要な

エネルギーが小さいためであると考えられる。なお、投入汚泥量の規模別に同様に試算したと

ころ、小規模になるとスケールメリットが十分に発揮できず、エネルギー収支が悪化して燃料

化のエネルギー自立が困難になる場合があることを確認した。

表２－２   各炭化技術のエネルギー収支の試算条件

項目 条件 備考

試算規模 投入汚泥処理量：25t-wet/d －

脱水汚泥（消化汚泥）
含水率：81%

高位発熱量：17.23MJ/kg-dry 実証結果等に基づき設定

燃料化物（水熱炭化）
含水率：15%

高位発熱量：17.06MJ/kg-dry 実証結果等に基づき設定

燃料化物（従来炭化）
高位発熱量：14.50MJ/kg-dry

下水汚泥エネルギー化技術ガ

イドライン－平成 29 年度版－

に基づき設定

CO2 排出係数

電気：0.00025t-CO2/kWh
都市ガス：0.00223t-CO2/m3

石炭：2.33t-CO2/t

下水道における地球温暖化

対策マニュアル等に基づき

設定、電気は 2030 年に想

定される排出係数を使用

温暖化係数 CH4：28, N2O：265 地球温暖化対策推進法施行令

必要エネルギー：

主ポンプ /水処理 /汚泥処理

（燃料化に関する範囲を除く）

下水道における地球温暖化対策マニュアル等に基づき設定

必要エネルギー：水熱炭化 実証結果等に基づき設定

必要エネルギー：従来炭化 下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン－平成 29 年度版－

図２－６  各炭化技術のエネルギー収支の比較（投入汚泥量 25t-wet/d）
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③ 脱炭素効果の検証  

 本検証では、下水処理場におけるカーボンニュートラル実現の可能性を評価した。表２－２

の条件で、処理場外での燃料化物の利用を含む投入汚泥量 25t-wet/d における下水処理工程（水

処理・汚泥処理）全体の CO2 収支を試算した結果を図２－７に示す。この規模において、嫌気

性消化施設を保有する下水処理場に本技術を適用し、処理場外での炭化物利用による削減効果

を含めることで、下水処理工程全体の CO2 排出量を実質的にゼロ以下にできる可能性が示され

た（CO2 収支＜0）。一方、投入汚泥量の規模別に同様に試算したところ、小規模な処理場では

スケールメリットが十分に発揮されず、CO2 排出削減量が排出量を上回らない、すなわち CO2

収支がゼロ以下にならない場合があることも確認された。  
 

 
図２－７  各炭化技術の CO2収支の比較（投入汚泥量 25t-wet/d） 

 

④ 経済性の検証  

 表２－２の条件に基づき、下水汚泥エネルギー化技術ガイドラインに示される費用関数を建

設工事費デフレーターで補正して試算した処理単価（建設費年価＋維持管理費）を図２－８に

示す。投入汚泥量 25t-wet/d 規模において、水熱炭化は従来炭化に対して安価で、さらに脱水

汚泥の一般的な委託処分費（23 千円 /t-wet と仮定）よりも安価と試算された。  

 
図２－８  各炭化技術の処理単価の比較（投入汚泥量 25t-wet/d） 
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⑤ 既設処理施設への影響の確認  

 実証試験およびラボスケールでの補足試験を踏まえた検討を実施して、同処理場の嫌気性消

化汚泥を全量水熱炭化処理した場合における既設処理への影響を試算したところ、水熱炭化技

術の導入前後でバイオガス量、脱水汚泥含水率、放流水の COD および T-P はほぼ変化しない

と推測された一方で、本技術の返流水処理施設の有無にかかわらず、返流水の T-N 濃度が 2 割

程度上昇する可能性があることが明らかとなった（データ非掲載）。 
 

（４）  まとめ 

 本検討では水熱炭化技術の実証を行い、以下の知見を得た。  
 含水率 81～82%の脱水汚泥から含水率約 30～40%の炭化物を製造できることを確認した。 
 炭化物は菌体りん酸肥料の基準値を満足し、養生処理後の炭化物（燃料化物）は JIS Z7312

の下水汚泥固形燃料に関する規格（含水率 20%以下、8MJ/kg-wet 以上）を満足することを

確認した。 
 本技術の省エネ・創エネ性の試算においては、小規模施設ではエネルギー自立が困難である

が、投入汚泥量 25t-wet/d においては、消化ガスによる発電利用および発電排熱の本技術へ

の利用、並びに製造した炭化物の石炭等の代替利用効果を含めることで、燃料化のエネルギ

ー自立が可能であることが示された。 
 同様の試算により、小規模施設ではスケールメリットが働かないが投入汚泥量 25t-wet/d で

は GHG 排出量よりも削減の効果が上回り、下水処理場のカーボンニュートラル化の可能性

が示された。 
 本共同研究は 2024 年 12 月に完了し、その成果を踏まえ、本技術は 2025 年 3 月に「湿式炭

化による下水汚泥利活用技術」として JS 新技術Ⅰ類に選定された。 
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３．  下水汚泥資源農業利活用技術  

３．１   下水汚泥資源農業利活用技術の開発  

（１）  検討の概要 

 下水汚泥には窒素やリン、有機物といった資源が含まれており、これを農業に利活用するこ

とで、循環型社会の実現に貢献できる。そのため、下水汚泥資源の農業への利活用を普及させ

るためには、技術の低コスト化や生成物の高品質化等を図るための技術開発が必要である。  
 このような背景から、本検討では下水汚泥資源の農業への利活用を推進するための技術の開

発を目的とした共同研究や実証実験を行う。過年度は、下水汚泥資源の新たな農業への利活用

技術を開発・実用化するための共同研究の公募を行った。更に、国土交通省が実施する下水道

革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）の実規模実証「縦型密閉発酵槽による下水汚泥

の肥料化技術に関する実証事業」に着手した。  
 本年度は、公募型共同研究については募集期間中に応募が無かったため公募を終了した。一

方、B-DASH プロジェクトについては実証設備の運転を開始して性能確認等を実施した。なお、

B-DASH プロジェクトとしての実規模実証は 2023～2025 年度の 3 ヶ年度で実施し、それ以後

は共同研究体による自主研究として継続する予定である。  
 

（２）  検討方法 

① 実証技術 

 本実証技術の原理を図３－１に示す。本技術は、畜糞堆肥化で多数の実績がある縦型密閉発

酵槽を下水汚泥の肥料化技術として応用したものである。縦型密閉発酵槽に下水汚泥と副原料

（外部バイオマス）を適切な配合で投入することで槽内の発酵乾燥処理を促進し、汚泥の処理

期間を短縮する。発酵乾燥汚泥は、地域・季節や社会情勢によるニーズに柔軟に対応するため、

肥料としての利用だけでなくセメント工場等でのエネルギー源としての利用も想定している。

断熱性が高くコンパクトな槽内で発酵を行うことで、熱効率が高くなり乾燥用の外部熱源が不

要となる。また、発酵制御システムにより、発酵槽の状態に応じて汚泥投入量や送気量を調整

し、処理の安定化と省人化を図っている。気密性を有する発酵槽により臭気の拡散を抑制し、

発酵過程で生じた臭気は脱臭設備で処理される 4)。  

 

図３－１   縦型密閉発酵槽の原理  

－  140 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

② 実証フィールド

本実証研究では、島根県が管理する宍道湖流域下水道宍道湖西部浄化センターを実証フィー

ルドとして、実規模での実証実験を行う。本処理場は分流式で、標準活性汚泥法を採用してお

り、現有処理能力は 36,000m3/d（2023 年度時点）である。発生した汚泥は嫌気性消化後に脱

水し、場外搬出の上、外部委託により再資源化している。2023 年度実績で、脱水汚泥発生量は

15.1t-wet/d である。

③ 実証設備

本研究で使用する実証設備のフローを図３－２に示す。主な機器として、汚泥供給設備、副

原料受け入れ供給設備、発酵槽本体設備、製品出荷設備、脱臭設備から構成される。90m3 の発

酵槽 1 基を実証フィールドに設置し、同フィールドで発生した脱水汚泥 5t-wet/d を処理する。

発酵槽では毎日 1 回、生成した発酵乾燥汚泥を槽外へ引き抜いた後、脱水汚泥と副原料（発酵

鶏糞、廃白土）を発酵槽に投入し、発酵日数 15 日で処理する。投入された汚泥は、撹拌羽根に

よる槽内の撹拌および送気ブロワからの強制通気により発酵乾燥処理される。また、発酵槽で

発生した排気ガスは除塵塔、アンモニア吸収塔、酸化洗浄塔、活性炭塔から構成される脱臭設

備で処理される。

図３－２   実証設備の概要

④ 評価項目

本実証研究では、縦型密閉発酵槽、品質安定化・省人化、受取先安定確保、全体の効果（FS
等）の観点から評価を実施する（表３－１）。なお、本報告では本年度の実証結果のうち、発酵

槽性能値、発酵制御システム、副原料、肥料利用、セメント工場利用について示す。
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３．  下水汚泥資源農業利活用技術  

３．１   下水汚泥資源農業利活用技術の開発  

（１）  検討の概要 

 下水汚泥には窒素やリン、有機物といった資源が含まれており、これを農業に利活用するこ

とで、循環型社会の実現に貢献できる。そのため、下水汚泥資源の農業への利活用を普及させ

るためには、技術の低コスト化や生成物の高品質化等を図るための技術開発が必要である。  
 このような背景から、本検討では下水汚泥資源の農業への利活用を推進するための技術の開

発を目的とした共同研究や実証実験を行う。過年度は、下水汚泥資源の新たな農業への利活用

技術を開発・実用化するための共同研究の公募を行った。更に、国土交通省が実施する下水道

革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）の実規模実証「縦型密閉発酵槽による下水汚泥

の肥料化技術に関する実証事業」に着手した。  
 本年度は、公募型共同研究については募集期間中に応募が無かったため公募を終了した。一

方、B-DASH プロジェクトについては実証設備の運転を開始して性能確認等を実施した。なお、

B-DASH プロジェクトとしての実規模実証は 2023～2025 年度の 3 ヶ年度で実施し、それ以後

は共同研究体による自主研究として継続する予定である。  
 

（２）  検討方法 

① 実証技術 

 本実証技術の原理を図３－１に示す。本技術は、畜糞堆肥化で多数の実績がある縦型密閉発

酵槽を下水汚泥の肥料化技術として応用したものである。縦型密閉発酵槽に下水汚泥と副原料

（外部バイオマス）を適切な配合で投入することで槽内の発酵乾燥処理を促進し、汚泥の処理

期間を短縮する。発酵乾燥汚泥は、地域・季節や社会情勢によるニーズに柔軟に対応するため、

肥料としての利用だけでなくセメント工場等でのエネルギー源としての利用も想定している。

断熱性が高くコンパクトな槽内で発酵を行うことで、熱効率が高くなり乾燥用の外部熱源が不

要となる。また、発酵制御システムにより、発酵槽の状態に応じて汚泥投入量や送気量を調整

し、処理の安定化と省人化を図っている。気密性を有する発酵槽により臭気の拡散を抑制し、

発酵過程で生じた臭気は脱臭設備で処理される 4)。  

 

図３－１   縦型密閉発酵槽の原理  
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表３－１   評価項目等 

 

（３）  検討結果 

 2024 年 5 月から実証設備の運転を開始し、投入汚泥量や副原料添加率、製品含水率、発酵日

数等の基本性能を確認・調整した。具体的には、脱水汚泥処理能力 5t/d、製品含水率 20～30%
での安定運転、発酵日数 15 日以内の高速発酵といった基本性能を確認した。また、これらの性

能を満足するため、副原料（発酵鶏糞、廃白土）については予め想定した添加率を基本とした

運転を行い、製品含水率や発酵日数、発酵温度の推移を指標として最適化を検討した。発酵制

御システムにおける送気量は、発酵槽排気ガス温度の計測結果に基づき、アルゴリズムを用い

て自動制御した。更に、同年 10 月からは発酵制御システムによる送気量制御、製品である発酵

乾燥汚泥の性状分析による肥料・燃料利用の適用性、セメント工場での活用可能性等の検証を

行った。  

要素  評価項目  評価指標等  研究内容  

縦型密閉  
発酵槽  

①発酵槽  
性能値  

製品含水率  製品含水率が 20～ 30%で安定し

ていることを確認  
発酵日数  15 日以内の高速発酵を確認  

処理能力  15 日以 上の連続運 転 データで

5t/d を確認  

②環境影響  脱臭性能  
アンモニア他、悪臭防止法の規制

基準内であることを確認。脱臭装

置出口と敷地境界で 2 回 /y の計測  

品質安定化  
・省人化  

③発酵制御  
システム  

送気量制御  

発酵状況に応じて自動で送気量を

制御できるように、実証運転によ

り制御プログラムおよび制御パラ

メータを最適化  

投入量・排出量

管理  

発酵槽重量変化値をモニタリング

し、汚泥投入量、副原料配合量、製

品排出量の調整を行い、安定運転

方法のマニュアルを作成  

④副原料  配合方法  

実証運転により、副原料の配合量

を最適化（最小化）すると共に、効

率的な副原料の投入方法（タイミ

ング、分割投入等）を確認  

受取先  
安定確保  

⑤肥料利用  肥料適性  
汚泥肥料、（菌体リン酸肥料）とし

ての適性を確認（成分分析、植害

試験、栽培試験）  

⑥肥料流通  流通方策  
県農政部局や地元農家へのヒアリ

ングによる課題検討、化学肥料と

の混合の検討  

⑦セメント  
工場利用  

影響有無  
GHG 削減  

キルンの運転への影響の確認、セ

メントクリンカー品質の確認  
乾燥汚泥発熱量を分析し、石炭削

減量のケーススタディを実施  

全体の効果（FS 等）  
⑧費用  LCC モデルケースを設定し、従来技術

のコンポスト化と対比試算  

⑨省 CO2 温室効果ガス

(GHG)排出量  
モデルケースを設定し、従来技術

のコンポスト化と対比試算  
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① 発酵槽の基本性能確認  

 本年度の汚泥投入量、副原料添加率、発酵乾燥汚泥含水率の推移を図３－３に示す。設備の

立ち上げ時には段階的に汚泥投入量を増加させた後、汚泥投入量を 5t-wet/d として運転した。

全期間を通して、製品含水率は目標である 20～30%の範囲内で推移した。そのほかの評価結果

は、次以降の項目で詳述する。  

図３－３   投入汚泥量、副原料添加率、発酵乾燥汚泥含水率の推移  
 

② 副原料添加率と製品含水率の安定性の確認  

 副原料添加率と製品含水率の推移の一例として、令和 6 年 12 月におけるデータを図３－４

に示す。副原料として発酵鶏糞および廃白土を用い、脱水汚泥の湿潤重量に対する添加率をそ

れぞれ 10%および 15%で一定とした。この期間における製品含水率は安定的に推移しており、

平均 27.5%であった。また、この時の発酵槽内の温度の推移を図３－５に示す。上述した副原

料の添加率において、発酵槽の中部温度が最大 69℃に到達し、良好な発酵状況であったと考え

られる。 
 

 
図３－４   副原料添加率と製品含水率の推移  
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表３－１   評価項目等 

 

（３）  検討結果 

 2024 年 5 月から実証設備の運転を開始し、投入汚泥量や副原料添加率、製品含水率、発酵日

数等の基本性能を確認・調整した。具体的には、脱水汚泥処理能力 5t/d、製品含水率 20～30%
での安定運転、発酵日数 15 日以内の高速発酵といった基本性能を確認した。また、これらの性

能を満足するため、副原料（発酵鶏糞、廃白土）については予め想定した添加率を基本とした

運転を行い、製品含水率や発酵日数、発酵温度の推移を指標として最適化を検討した。発酵制

御システムにおける送気量は、発酵槽排気ガス温度の計測結果に基づき、アルゴリズムを用い

て自動制御した。更に、同年 10 月からは発酵制御システムによる送気量制御、製品である発酵

乾燥汚泥の性状分析による肥料・燃料利用の適用性、セメント工場での活用可能性等の検証を

行った。  

要素  評価項目  評価指標等  研究内容  

縦型密閉  
発酵槽  

①発酵槽  
性能値  

製品含水率  製品含水率が 20～ 30%で安定し

ていることを確認  
発酵日数  15 日以内の高速発酵を確認  

処理能力  15 日以 上の連続運 転 データで

5t/d を確認  

②環境影響  脱臭性能  
アンモニア他、悪臭防止法の規制

基準内であることを確認。脱臭装

置出口と敷地境界で 2 回 /y の計測  

品質安定化  
・省人化  

③発酵制御  
システム  

送気量制御  

発酵状況に応じて自動で送気量を

制御できるように、実証運転によ

り制御プログラムおよび制御パラ

メータを最適化  

投入量・排出量

管理  

発酵槽重量変化値をモニタリング

し、汚泥投入量、副原料配合量、製

品排出量の調整を行い、安定運転

方法のマニュアルを作成  

④副原料  配合方法  

実証運転により、副原料の配合量

を最適化（最小化）すると共に、効

率的な副原料の投入方法（タイミ

ング、分割投入等）を確認  

受取先  
安定確保  

⑤肥料利用  肥料適性  
汚泥肥料、（菌体リン酸肥料）とし

ての適性を確認（成分分析、植害

試験、栽培試験）  

⑥肥料流通  流通方策  
県農政部局や地元農家へのヒアリ

ングによる課題検討、化学肥料と

の混合の検討  

⑦セメント  
工場利用  

影響有無  
GHG 削減  

キルンの運転への影響の確認、セ

メントクリンカー品質の確認  
乾燥汚泥発熱量を分析し、石炭削

減量のケーススタディを実施  

全体の効果（FS 等）  
⑧費用  LCC モデルケースを設定し、従来技術

のコンポスト化と対比試算  

⑨省 CO2 温室効果ガス

(GHG)排出量  
モデルケースを設定し、従来技術

のコンポスト化と対比試算  
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図３－５   発酵槽内部の温度の推移  

 

③ 発酵制御システムの評価  

 発酵制御システムによる送気量の自動制御状況の推移を図３－６に示す。1 日の運転サイク

ルとして、脱水汚泥等の原料投入による温度低下後に送気量を増加することにより遅滞なく温

度が上昇し、発酵が進行することを確認した。加えて、温度上昇がピークを迎えた後は、送気

量を低下させることにより放熱による極端な温度低下を抑制できることを確認した。これらの

結果から、発酵制御システムの自動送気パラメータを適切にチューニングすることで、送気不

足による発酵の遅延や過剰送気による極端な温度低下がなく、日々の温度トレンドが安定して

繰り返されていることを確認した。  
 

 
図３－６   発酵制御システムによる送気量の自動制御状況の推移  
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④ 肥料・燃料としての成分評価  

 発酵乾燥汚泥の肥料成分および発熱量等の分析結果を表３－２に示す。肥料成分としては、

全窒素および、全リンがそれぞれ 35,000～43,000、24,000～25,000mg/kg-dry 含まれていた。

また、発酵鶏糞由来のカリウムが 10,000～12,000mg/kg-dry 含まれており、一般的な下水汚泥

肥料には少ないカリウム成分による施肥効果も期待できる。更に、植害試験を実施したところ

異常は見られず、肥料として利用可能であることを確認した。発酵乾燥汚泥は 11,600～
15,700J/g-dry の高位発熱量を有しており、燃料としての利用も可能であることを確認した。  
 

表３－２   発酵乾燥汚泥の肥料成分・発熱量等分析結果  

 
 

⑤ セメント原料・エネルギー源としての評価  

 セメント原料やエネルギー源としての利用可能性を評価するため、発酵乾燥汚泥の工業分析

を行い、燃焼性や品質を確認した。また、セメント工場において発酵乾燥汚泥をセメントキル

ン前段の仮焼炉に投入し、ハンドリング性の確認も実施した。工業分析の結果、DAF（Dry Ash 
Free）ベースの高位発熱量と燃料比は従来の脱水汚泥と同等であり、有機成分は従来脱水汚泥

と同等の燃焼性を有すると考えられた（表３－３）。保有水分を考慮して仮焼炉投入時の有効熱

量を試算すると、脱水汚泥はマイナス（多量に保有する水分を蒸発させるため追加燃料が必要）

であるが、発酵乾燥汚泥はプラスで瀝青炭の 30%の有効熱量を有すると考えられた。また、仮

焼炉への投入においては、自然発熱や閉塞等のハンドリング上のトラブルや炉内温度等の燃焼

性への影響は確認されなかった。以上より、発酵乾燥汚泥はセメント原料（灰分組成や重金属

濃度は従来の脱水汚泥と同等）として利用可能であり、加えてエネルギー源としてセメントキ

ルンの石炭使用量の削減に寄与できると評価した。 
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図３－５   発酵槽内部の温度の推移  

 

③ 発酵制御システムの評価  

 発酵制御システムによる送気量の自動制御状況の推移を図３－６に示す。1 日の運転サイク

ルとして、脱水汚泥等の原料投入による温度低下後に送気量を増加することにより遅滞なく温

度が上昇し、発酵が進行することを確認した。加えて、温度上昇がピークを迎えた後は、送気

量を低下させることにより放熱による極端な温度低下を抑制できることを確認した。これらの

結果から、発酵制御システムの自動送気パラメータを適切にチューニングすることで、送気不

足による発酵の遅延や過剰送気による極端な温度低下がなく、日々の温度トレンドが安定して

繰り返されていることを確認した。  
 

 
図３－６   発酵制御システムによる送気量の自動制御状況の推移  
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表３－３   発酵乾燥汚泥の工業分析結果 
項目  単位  脱水汚泥  発酵乾燥汚泥  瀝青炭  

高位発熱量  MJ/kg-dry 17.6 12.4 28.3 
MJ-kg-DAF 23.0 22.1 34.4 

燃料比  
（固定炭素 /揮発分）  －  0.16 0.17 1.74 

有効熱量  
（保有水分を考慮）  MJ/kg-wet -0.9 8.1 27.2 

 

（４）  まとめ 

 2024 年 5 月から B-DASH プロジェクトの実規模実証「縦型密閉発酵槽による下水汚泥の肥

料化技術に関する実証事業」の実証設備の運転を開始した。2025 年 1 月までに得られた主な成

果は以下の通りである。  
 
 脱水汚泥 5t-wet/d に対して、副原料として脱水汚泥湿潤重量比で発酵鶏糞 10%、廃白土

15%を投入した結果、発酵日数 15 日以内で安定した発酵乾燥処理が可能であることを確認

した。 
 発酵制御システムにより温度変化を監視して送気量を調整することで、槽内温度の低下を

抑制できることを確認した。  
 発酵乾燥汚泥の肥料利用について成分分析したところ、全窒素、全リン、カリウムがそれぞ

れ 35,000～43,000、24,000～25,000、10,000～12,000mg/kg-dry 含まれていることを確認

した。また、植害試験を実施したところ異常は見られず、肥料利用が可能であることを確認

した。更に、燃料利用について成分分析したところ、高位発熱量が 11,600～15,700J/g-dry
であることを確認した。  

 発酵乾燥汚泥の工業分析と、セメント工場の仮焼炉への投入によるハンドリング性の確認

を行った結果、セメント原料としての利用可能性と、エネルギー源としてセメントキルンの

石炭使用量の削減に寄与できることを確認した。 
 
 次年度も実証実験を継続し、処理能力や発酵乾燥汚泥の性状等を確認するとともに、発酵乾

燥汚泥を用いた栽培試験、コストや GHG 排出量削減効果の試算等を行う予定である。 
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３．２   下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査  

（１）  検討の概要 

 下水汚泥肥料の利用促進には、多様な成分・性状の下水汚泥から肥料が製造可能であること

を明確にし、その肥料成分の特性や施肥効果に関する基礎的知見を充実させると共に、これを

広く周知することが重要である。本調査は、下水汚泥肥料の有効利用促進に資する基礎的知見

を蓄積することを目的として、様々な下水汚泥を用いて実際に下水汚泥肥料を製造する肥料化

試験を行うと共に、肥料成分の測定および栽培試験により施肥効果の検証を行うものである。 

 過年度は、下水汚泥肥料と他肥料との肥料成分比較、消化汚泥の液肥利用および消化脱水汚

泥の直接施肥を想定した衛生学的安全性に関する調査を実施した。また、JS が保有するコンポ

スト実験装置を用いた未消化汚泥のコンポスト試験製造と基本性状確認、水処理にポリ鉄を使

用する処理場の汚泥由来肥料のリン成分溶出試験、汚泥肥料へのカリウムの補給源としての木

質燃焼灰の混合利用試験等を実施した。 

 本年度は、以下の試験を行った。 

  ① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性 

  ② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料との肥効特性 

 

① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性比較 

 一般に有機質肥料は、動植物由来の有機物を原料とし、土壌中で微生物により分解される過

程で窒素分が徐々に無機化*されるため、肥効が長く持続する緩効性 †が特徴の一つである 5)。

下水汚泥肥料は生物由来の有機物を多く含むことから同様の特徴を有するとされる。しかし、

過去の調査では、下水汚泥肥料は当初からアンモニア態窒素を含むものの、土壌施用後は有機

態窒素からの新たな無機化がほぼ生じない、すなわち緩効性の窒素肥料ではないとみなす事例

が報告されている 6)。この結果は、下水汚泥肥料が緩効性であるという一般的な見解と相反し、

下水汚泥肥料の施肥方法にも大きな影響を及ぼす。そのため、下水汚泥肥料の分解・肥効特性

や無機化率について検証する必要があるが、一般的に用いられる無機化試験は期間と費用を要

するため、より簡便な試験方法が望まれる。本年度は、下水汚泥肥料の分解・肥効特性を従来

の方法よりも簡便的に評価するため、有機質肥料の分解・肥効特性を評価する試験法として、

無機化試験よりも比較的簡便で新しい「酸性デタージェント試験（以下、「AD 試験」と略記）」

7)の活用を試みた。この試験は、窒素成分分析と組み合わせることで、窒素の肥効特性を推測す

る試験法として期待できる。併せて酸性デタージェント試験とリンの分析を組み合わせること

により、リン酸の溶出特性の想定を試みた。 
  

 
* 有機態窒素がアンモニアや硝酸態といった植物が利用しやすい窒素形態になること。 
† 緩効性とは、窒素の肥効特性のうち、肥効の速さや持続性に着目した分類のうちのひとつ。有機質肥料の

肥効特性は土壌の種類、温度、有機物の種類等、多くの要因により大きく変動する。以下はあくまで一般的な

目安。 

速効性：施用後すぐ（数日～1 週間程度）に植物に吸収され、短期間で肥効が現れる特性。 

準速効性：速効性よりは遅いが、比較的短期間（数週間程度）で肥効が現れ、持続性も持つ特性。 

緩効性：土壌中で徐々に分解（数週間～数か月）され、長期間にわたって肥効が持続する特性。 

非効性・難効性： 通常の作物生育期間ではほとんど肥効が期待できず、土壌中に残存する特性。  
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表３－３   発酵乾燥汚泥の工業分析結果 
項目  単位  脱水汚泥  発酵乾燥汚泥  瀝青炭  

高位発熱量  MJ/kg-dry 17.6 12.4 28.3 
MJ-kg-DAF 23.0 22.1 34.4 

燃料比  
（固定炭素 /揮発分）  －  0.16 0.17 1.74 

有効熱量  
（保有水分を考慮）  MJ/kg-wet -0.9 8.1 27.2 

 

（４）  まとめ 

 2024 年 5 月から B-DASH プロジェクトの実規模実証「縦型密閉発酵槽による下水汚泥の肥

料化技術に関する実証事業」の実証設備の運転を開始した。2025 年 1 月までに得られた主な成

果は以下の通りである。  
 
 脱水汚泥 5t-wet/d に対して、副原料として脱水汚泥湿潤重量比で発酵鶏糞 10%、廃白土

15%を投入した結果、発酵日数 15 日以内で安定した発酵乾燥処理が可能であることを確認

した。 
 発酵制御システムにより温度変化を監視して送気量を調整することで、槽内温度の低下を

抑制できることを確認した。  
 発酵乾燥汚泥の肥料利用について成分分析したところ、全窒素、全リン、カリウムがそれぞ

れ 35,000～43,000、24,000～25,000、10,000～12,000mg/kg-dry 含まれていることを確認

した。また、植害試験を実施したところ異常は見られず、肥料利用が可能であることを確認

した。更に、燃料利用について成分分析したところ、高位発熱量が 11,600～15,700J/g-dry
であることを確認した。  

 発酵乾燥汚泥の工業分析と、セメント工場の仮焼炉への投入によるハンドリング性の確認

を行った結果、セメント原料としての利用可能性と、エネルギー源としてセメントキルンの

石炭使用量の削減に寄与できることを確認した。 
 
 次年度も実証実験を継続し、処理能力や発酵乾燥汚泥の性状等を確認するとともに、発酵乾

燥汚泥を用いた栽培試験、コストや GHG 排出量削減効果の試算等を行う予定である。 
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② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性比較 

 下水汚泥の緑農地利用には、リン回収等による利用と、発酵または乾燥させたものを肥料と

して利用する場合がある。コンポスト化は、対象とする汚泥の処理規模が小さくなるほど導入

および運転管理コストが嵩むことが課題である。一方、嫌気性消化工程を経た脱水汚泥は、易

分解性有機分が既に分解・安定化され、臭気も削減されているため、乾燥処理のみで安定した

肥料としての活用が可能である。しかし、消化汚泥の発酵肥料化と乾燥肥料化の違いによる肥

効特性を比較した事例は少ない。本年度は、発酵および乾燥という肥料化方法の違いが肥効特

性に与える影響を確認するため、各汚泥肥料の窒素の分画試験、無機化試験、野菜の栽培試験

を試みた。 

 

（２）  検討方法 

① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性比較 

 下水汚泥肥料として、JS 技術開発実験センターにて製造した発酵汚泥（以下、「JS 発酵汚

泥肥料」と表記）および乾燥汚泥（以下、「JS 乾燥汚泥肥料」と表記）等、入手元や製造方法

が異なる 5 種類の下水汚泥肥料、および牛ふん堆肥等の市販の代表的な有機質肥料 3 種を対象

とした（表３－４）。肥料の分解特性、可給態窒素の含有量、および肥効特性等の推定を行う

ため、形態別の窒素（有機態窒素、無機態窒素）を分析すると共に、デタージェント分析を行

った。対象とした肥料間の比較のため、電気伝導度、炭素窒素比（C/N）、およびリン酸の溶出

特性（水溶性、可溶性、ク溶性、非効性リン酸）を分析した。 

 一般にデタージェント分析とは、家畜飼料を界面活性剤（デタージェント、すなわち洗剤）

で煮沸処理した後の残さの量から、家畜による飼料の消化しやすさを評価する手法である。本

検討で用いた AD 試験は、酸性の界面活性剤を用いる。近年、AD 試験を家畜ふん堆肥に応用

し、その分解特性や可給態窒素（速効性および緩効性の窒素）の含有量を推定する事例が増加

している 8)。本方法では、AD 試験により、対象物中の分解しやすい有機物である酸性デタージ

ェント可溶有機物（ADOM*）、および難分解性有機物である酸性デタージェント繊維（ADF†）

の乾物量（%DS）を測定する。AD 試験に加え、対象物中の無機態窒素、煮沸処理に用いた界

面活性剤に溶出した窒素、および ADF 中の窒素量を測定することで、対象物中の有機分の分

解特性や可給態窒素（速効性と緩効性の窒素）の含有量を推測する。従来の無機化試験よりも

短期間および簡易に推定可能と考えられる方法であるが、下水汚泥肥料に対する本試験の活用

事例は少ないため、今回でその有用性も含め評価を行った。上記項目の分析は、「堆肥等有機

物分析法」に基づいて実施した。 

 

  

 
* ADOM：Acid Detergent Organic Matter。酸性デタージェント液で煮沸処理したとき溶解する有機物。全

有機物（強熱減量）から ADF を除いたもので、ここに存在する窒素は速効性・緩効性とされる。 
† ADF：Acid Detergent Fiber。酸性デタージェント液で煮沸処理したとき溶解せず残存するもの。ここに

存在する窒素は難分解性であり、非効性・難効性窒素とされる。施用後概か月以上残存する有機物に相当す

るとされている。  
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② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性比較

①で用いた JS 発酵汚泥肥料（以下、②においては「発酵汚泥」と略記）および JS 乾燥汚泥

肥料（以下、②においては「乾燥肥料」と略記）を対象として、肥効特性を把握するために窒

素の分画試験、無機化試験、野菜の栽培試験を実施した。なお、無機化試験および栽培試験に

おいては、汚泥肥料との比較として、有機質肥料として活用されることの多い牛ふん堆肥を比

較対象とした。

１) 窒素分画試験

各対象肥料に含まれる窒素化合物の溶出特

性（肥効特性）を把握するため、窒素分画試験

7),9)を実施した。本試験は、有機質肥料中に含有

する窒素を非タンパク性の窒素（速効性窒素）、

可溶性タンパク（準速効性窒素）、膜結合性タ

ンパク（緩効性窒素）、細胞壁構成タンパク（非

効性・難効性窒素）に区分し*、それらの含有割

合で窒素の肥効特性を評価する。分画方法を図

３－７に示す。

* 非タンパク性の窒素：植物が直接吸収可能な無機態窒素や低分子有機態窒素で、速効性の肥効を示す。

可溶性タンパク：水溶性で微生物により比較的速やかに分解され、準速効性～緩効性の肥効を示す。

膜結合性タンパク：細胞膜などに結合し、微生物によりゆっくりと分解され、緩効性の肥効を示す。

細胞壁構成タンパク：細胞壁を構成する難分解性のタンパク質で、通常の作物生育期間ではほとんど肥効を

示さず、土壌有機物として蓄積される。

　　　　　　　　　　　内　　　訳 備　　考

JS発酵汚泥肥料
コンポスト実験装置（容量250L、電熱ヒーター付横軸攪拌式）
で45日間かけて発酵処理したもの

M市水処理センター消化脱水汚泥

JS乾燥汚泥肥料
市販の家庭用生ごみ処理機（パナソニックMS-N53XD: 800W
槽容量6L）により130℃熱風で急速乾燥したもの

M市水処理センター消化脱水汚泥

高温発酵汚泥肥料
生脱水汚泥を超高温発酵処理（90℃45日間）により製造したも
の

T処理場より入手

自然乾燥汚泥肥料
消化脱水汚泥を主原料として、温室内で自然乾燥により製造し
たもの

福井県内民間肥料会社より入手

もみ殻添加
発酵汚泥肥料

消化脱水汚泥に破砕もみ殻を重量比で2～3割添加、発酵処理し
たもの

T市コンポストセンターより入手

牛ふん堆肥 市販牛ふん発酵堆肥（木質チップ入り） 販売元　A園芸(株)

鶏ふん堆肥 市販の発酵乾燥鶏ふん堆肥 販売元（株）T社

油かす 市販のなたね油かす 販売元　S社（株）

家畜
ふん

その他

対象試料名

汚泥
肥料

図３－７   窒素分画試験における分画方法 7) ,9)

表３－４   試験対象とした肥料
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② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性比較 

 下水汚泥の緑農地利用には、リン回収等による利用と、発酵または乾燥させたものを肥料と

して利用する場合がある。コンポスト化は、対象とする汚泥の処理規模が小さくなるほど導入

および運転管理コストが嵩むことが課題である。一方、嫌気性消化工程を経た脱水汚泥は、易

分解性有機分が既に分解・安定化され、臭気も削減されているため、乾燥処理のみで安定した

肥料としての活用が可能である。しかし、消化汚泥の発酵肥料化と乾燥肥料化の違いによる肥

効特性を比較した事例は少ない。本年度は、発酵および乾燥という肥料化方法の違いが肥効特

性に与える影響を確認するため、各汚泥肥料の窒素の分画試験、無機化試験、野菜の栽培試験

を試みた。 

 

（２）  検討方法 

① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性比較 

 下水汚泥肥料として、JS 技術開発実験センターにて製造した発酵汚泥（以下、「JS 発酵汚

泥肥料」と表記）および乾燥汚泥（以下、「JS 乾燥汚泥肥料」と表記）等、入手元や製造方法

が異なる 5 種類の下水汚泥肥料、および牛ふん堆肥等の市販の代表的な有機質肥料 3 種を対象

とした（表３－４）。肥料の分解特性、可給態窒素の含有量、および肥効特性等の推定を行う

ため、形態別の窒素（有機態窒素、無機態窒素）を分析すると共に、デタージェント分析を行

った。対象とした肥料間の比較のため、電気伝導度、炭素窒素比（C/N）、およびリン酸の溶出

特性（水溶性、可溶性、ク溶性、非効性リン酸）を分析した。 

 一般にデタージェント分析とは、家畜飼料を界面活性剤（デタージェント、すなわち洗剤）

で煮沸処理した後の残さの量から、家畜による飼料の消化しやすさを評価する手法である。本

検討で用いた AD 試験は、酸性の界面活性剤を用いる。近年、AD 試験を家畜ふん堆肥に応用

し、その分解特性や可給態窒素（速効性および緩効性の窒素）の含有量を推定する事例が増加

している 8)。本方法では、AD 試験により、対象物中の分解しやすい有機物である酸性デタージ

ェント可溶有機物（ADOM*）、および難分解性有機物である酸性デタージェント繊維（ADF†）

の乾物量（%DS）を測定する。AD 試験に加え、対象物中の無機態窒素、煮沸処理に用いた界

面活性剤に溶出した窒素、および ADF 中の窒素量を測定することで、対象物中の有機分の分

解特性や可給態窒素（速効性と緩効性の窒素）の含有量を推測する。従来の無機化試験よりも

短期間および簡易に推定可能と考えられる方法であるが、下水汚泥肥料に対する本試験の活用

事例は少ないため、今回でその有用性も含め評価を行った。上記項目の分析は、「堆肥等有機

物分析法」に基づいて実施した。 

 

  

 
* ADOM：Acid Detergent Organic Matter。酸性デタージェント液で煮沸処理したとき溶解する有機物。全

有機物（強熱減量）から ADF を除いたもので、ここに存在する窒素は速効性・緩効性とされる。 
† ADF：Acid Detergent Fiber。酸性デタージェント液で煮沸処理したとき溶解せず残存するもの。ここに

存在する窒素は難分解性であり、非効性・難効性窒素とされる。施用後概か月以上残存する有機物に相当す

るとされている。  
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２）  無機化試験 

 有機質肥料中の有機態窒素（肥料中のタンパク質中に多く含有される）が植物に利用されや

すいアンモニアや硝酸態窒素へ経時的に変化する状況を調べる試験として、土壌環境分析法の

保温静置法 10)に基づき、無機化試験を実施した。実施状況を図３－８に示した。 

 

 

３）  野菜の栽培試験  

 消化汚泥の発酵肥料化と乾燥肥料化との違いが野菜の生育に及ぼす影響を比較するため、野

菜の栽培試験を実施した。試験の手順は農林水産省の通知「植物に対する害に関する栽培試験

の方法・解説」11)に準拠した。試験区の設定を表３－５、試験条件を表３－６に示す。各試験

区のポットの反復（個数）は 5 とした。試験期間中は発芽率を 3 日目と 7 日目、草丈と SPAD
値 *を 14 日目、21 日目、28 日目に測定し、28 日目に生体重量、乾燥重量を測定した。各試験

結果の評価には、解析ソフトとして EZR１ver.1.54 を、解析手法として多重比較検定である

Tukey-Kramer 検定を用い、有意な差の有無を確認した。図３－９に野菜栽培試験の実施状況

を示した。 

 

 

  

 
* SPAD 値：SPAD（Soil and Plant Analyzer Development）メーターを用いて測定される、葉の相対的な葉

緑素含有量（緑色度）を示す数値。植物の栄養状態、特に窒素含有量の指標として利用される。 

表３－５   栽培試験区の設定  

図３－８   無機化試験の実施状況          図３－９   野菜栽培試験の実施状況  

資材添加量（N成分）
ｇ/pot (200mg) N P2O5 K2O

 対照区（化学肥料） 0.2
 JS製造発酵肥料 4.1
 JS製造乾燥肥料 3.5
 市販牛ふん堆肥 26

試験区
基肥（mg/pot)

50 50 50
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（３）  検討結果 

① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性比較 

 各肥料の性状分析結果を表３－７に示す。揮発分（強熱減量）を有機物とした場合、汚泥肥

料の有機分率は一部を除き 70～80%程度であった。これは油粕中の有機分立 94.2%には及ばな

いが、牛ふん堆肥（64.5%）や鶏ふん堆肥（67.0%）と比較して高い有機物含有率を示した。 

 

表３－７  各肥料の性状分析結果 

 

  

水分 ％ 26.9 10.2 33.2 10.4 36.8 32.8 8.2 10.2
ｐH ー 7.8 6.6 8.2 6.8 6.0 9.4 8.7 5.9

電気伝導度（EC) meq/100g 7 2.7 5.5 5.9 7.4 3.8 6.5 2.7
有機炭素 ％ 23.2 36.3 9.0 32.8 22.1 12.7 20.8 37.9
窒素全量 ％ 4.85 5.80 2.19 5.55 2.28 0.77 4.08 5.60

アンモニア性窒素 ％ 0.81 0.53 0.33 1.00 0.41 <0.05 0.56 <0.05
硝酸性窒素 ％ 0.58 0.24 0.11 <0.05 0.12 0.19 0.24 0.43

C/N ー 5 6 4 6 10 17 5 7
リン酸全量(P2O5) ％ 6.49 5.35 3.33 4.75 2.72 0.82 3.50 2.34

水溶性リン酸(P2O5) ％ 0.84 0.58 0.02 0.67 1.33 0.20 0.67 0.59
可溶性リン酸(P2O5) ％ 6.0 4.5 3.0 4.4 2.7 0.7 3.2 2.1
ク溶性リン酸(P2O5) ％ 5.67 4.5 3.15 3.88 2.68 0.72 3.28 2.24

全カリウム(K2O) ％ 0.34 0.16 0.11 0.13 0.22 2.03 2.31 1.53
AD繊維 ％DS 20.4 21.7 12.0 28.0 34.3 37.0 18.8 18.0

AD-全窒素 ％DS 3.45 5.31 3.55 3.46 2.81 1.55 3.73 3.18
AD-全リン酸 ％DS 0.25 0.28 0.15 0.16 0.03 0.07 0.08 0.11

粗灰分（強熱残渣） ％DS 31.8 20.5 53.8 20.7 23.9 35.5 33.0 5.8
揮発分（強熱減量） ％DS 68.2 79.5 46.2 79.3 76.1 64.5 67.0 94.2

※一般項目の含有量単位％はwetベース

もみ殻添加
発酵肥料 牛ふん堆肥 鶏ふん堆肥 油かす

汚泥肥料
JS製造

発酵肥料
JS製造

乾燥肥料
高温

発酵肥料
自然乾燥

肥料

一般項目

AD試験
関係

強熱減量
関係

分析項目
家畜ふんその他

単位

表３－６   栽培試験条件  

　項　目 　　　　　内　　　　容
 作物（品種）  コマツナ（夏楽天）
 容器（容量）  1/5000aワグネルポット（3000ｍL）
 土壌  黒ボク土
 水分条件  最大圃場容水量　50～60％水分管理
 栽培密度  3本/pot (20粒播種後、発芽が揃った段階で3株に間引き）
 栽培期間  28日間
 処理方法  土壌混和
 温度/湿度  20℃　/50-60%
 光条件  点灯時間12ｈ/照度18000-20000lx
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２）  無機化試験 

 有機質肥料中の有機態窒素（肥料中のタンパク質中に多く含有される）が植物に利用されや

すいアンモニアや硝酸態窒素へ経時的に変化する状況を調べる試験として、土壌環境分析法の

保温静置法 10)に基づき、無機化試験を実施した。実施状況を図３－８に示した。 

 

 

３）  野菜の栽培試験  

 消化汚泥の発酵肥料化と乾燥肥料化との違いが野菜の生育に及ぼす影響を比較するため、野

菜の栽培試験を実施した。試験の手順は農林水産省の通知「植物に対する害に関する栽培試験

の方法・解説」11)に準拠した。試験区の設定を表３－５、試験条件を表３－６に示す。各試験

区のポットの反復（個数）は 5 とした。試験期間中は発芽率を 3 日目と 7 日目、草丈と SPAD
値 *を 14 日目、21 日目、28 日目に測定し、28 日目に生体重量、乾燥重量を測定した。各試験

結果の評価には、解析ソフトとして EZR１ver.1.54 を、解析手法として多重比較検定である

Tukey-Kramer 検定を用い、有意な差の有無を確認した。図３－９に野菜栽培試験の実施状況

を示した。 

 

 

  

 
* SPAD 値：SPAD（Soil and Plant Analyzer Development）メーターを用いて測定される、葉の相対的な葉

緑素含有量（緑色度）を示す数値。植物の栄養状態、特に窒素含有量の指標として利用される。 

表３－５   栽培試験区の設定  

図３－８   無機化試験の実施状況          図３－９   野菜栽培試験の実施状況  

資材添加量（N成分）
ｇ/pot (200mg) N P2O5 K2O

 対照区（化学肥料） 0.2
 JS製造発酵肥料 4.1
 JS製造乾燥肥料 3.5
 市販牛ふん堆肥 26

試験区
基肥（mg/pot)

50 50 50
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１) AD 試験を用いた有機分の分解特性評価

図３－１０に、AD 試験結果から得られた各肥料中の有機物の分解特性を示す。固形物に占

める ADF の含有率は、JS 製造発酵肥料も JS 製造乾燥肥料も 20%DS 程度で、鶏ふん堆肥と

概ね同等であった。もみ殻添加発酵汚泥肥料および牛ふん堆肥の ADF の比率は 34.3～
37.0%DS と、JS 製造発酵肥料および JS 製造乾燥肥料の 1.5 倍程度高い値であった。ADOM
の比率は、JS 製造乾燥肥料で 57.8%DS であったのに対し、発酵肥料は 47.8%DS、高温発酵肥

料は 34.2%DS と低く、発酵が進むほど分解性有機物の割合が低下する傾向が認められた。汚

泥肥料の ADOM は、家畜飼料にも利用される油かすの 76.2%DS には及ばないものの、鶏ふん

堆肥と同程度の概ね 50%DS 前後であった。熟成の進んだ高温発酵堆肥では 34.2%DS と低め

であり、全体として汚泥肥料中の有機物の 40～60%DS が分解性有機物であると評価された。

図３－１０  各肥料における有機物分解特性の比較

２) AD 試験を踏まえた窒素の分類想定

各肥料の全窒素、無機態窒素、および AD 試験の ADF 中の窒素を分析することで、各肥料

中の速効性窒素、緩効性窒素、および難効性窒素の存在状況の想定を試みた。図３－１１に想

定される含有量を示す。緩効性窒素は全窒素から速効性と難効性の窒素分を差し引いたものと

して求めた。今回試験製造した JS 発酵汚泥肥料、JS 乾燥汚泥肥料は共に全窒素含有量が 6%DS
以上であり、高価な市販の有機質肥料である油かすと同等以上の値であった。一方、汚泥肥料

の中でも熟成度の高い高温発酵肥料、および副資材としてもみ殻を添加した汚泥肥料の全窒素

含有量は約 4%DS とやや低く、牛ふん堆肥や鶏ふん堆肥と同様、緩効性窒素はゼロと判断され

た。
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図３－１１  各肥料中の速効性、緩効性および難効性窒素の想定含有量

※無機態窒素：即効性、煮沸後の界面活性剤中の窒素：緩効性、

ADF 中の窒素：難効性 と想定

１)の有機物分解特性試験では汚泥肥料の約 50%が分解性（ADOM）であったのに対し、窒

素成分については多くが難効性窒素として測定された。ただし、②の試験で行った窒素分画法

における緩効性窒素、および非効性窒素の試験結果とも差異がみられたことから、無機化試験

の代替試験法として AD 試験と窒素分析の組み合わせ法の活用に向けては、更なる検証が必要

であると考えられた。

３) リン酸の存在形態

図３－１２に、各肥料中のリン酸の存在形態を示す。汚泥肥料中のリン酸含有量は種類によ

って差は見られるが 5～6%DS 程度あり、油かす、および家畜ふん堆肥中のそれと比較して 2
～3 倍高い値であった。各肥料中のリン酸のうち、ADF 中に存在する量はごくわずかであり、

8～9 割以上が可給態であることが示唆された。この可給態リンの割合は、従来から用いられて

いるク溶性リン酸の分析結果と概ね一致した。

図３－１２   各肥料中のリン酸の存在形態

JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

１) AD 試験を用いた有機分の分解特性評価

図３－１０に、AD 試験結果から得られた各肥料中の有機物の分解特性を示す。固形物に占

める ADF の含有率は、JS 製造発酵肥料も JS 製造乾燥肥料も 20%DS 程度で、鶏ふん堆肥と

概ね同等であった。もみ殻添加発酵汚泥肥料および牛ふん堆肥の ADF の比率は 34.3～
37.0%DS と、JS 製造発酵肥料および JS 製造乾燥肥料の 1.5 倍程度高い値であった。ADOM
の比率は、JS 製造乾燥肥料で 57.8%DS であったのに対し、発酵肥料は 47.8%DS、高温発酵肥

料は 34.2%DS と低く、発酵が進むほど分解性有機物の割合が低下する傾向が認められた。汚

泥肥料の ADOM は、家畜飼料にも利用される油かすの 76.2%DS には及ばないものの、鶏ふん

堆肥と同程度の概ね 50%DS 前後であった。熟成の進んだ高温発酵堆肥では 34.2%DS と低め

であり、全体として汚泥肥料中の有機物の 40～60%DS が分解性有機物であると評価された。

図３－１０  各肥料における有機物分解特性の比較

２) AD 試験を踏まえた窒素の分類想定

各肥料の全窒素、無機態窒素、および AD 試験の ADF 中の窒素を分析することで、各肥料

中の速効性窒素、緩効性窒素、および難効性窒素の存在状況の想定を試みた。図３－１１に想

定される含有量を示す。緩効性窒素は全窒素から速効性と難効性の窒素分を差し引いたものと

して求めた。今回試験製造した JS 発酵汚泥肥料、JS 乾燥汚泥肥料は共に全窒素含有量が 6%DS
以上であり、高価な市販の有機質肥料である油かすと同等以上の値であった。一方、汚泥肥料

の中でも熟成度の高い高温発酵肥料、および副資材としてもみ殻を添加した汚泥肥料の全窒素

含有量は約 4%DS とやや低く、牛ふん堆肥や鶏ふん堆肥と同様、緩効性窒素はゼロと判断され

た。
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以上、AD 試験の結果では汚泥肥料の有機分の分解特性、リン酸の存在形態（溶出特性）は他

の有機質肥料とおおむね同等以上であることが確認された。ただし、窒素の分類想定について

は、汚泥肥料の製造方法の違いで大きな差がみられた。分析方法の課題も考えられたことから

再検証が必要である。

② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性比較

１） 窒素分画試験

図３－１３に、発酵肥料および乾燥肥料の窒素分画試験の結果を示す。共に肥料中の窒素含

有量は 6.5%DS と同程度であったが、発酵肥料と比較して乾燥肥料の速効性および準速効性の

窒素（非タンパク性の窒素および可溶性タンパク）は 11.4 ポイント低く、逆に非効性・難効性

の窒素（細胞壁構成タンパク）は 9 ポイント程度高かった。乾燥工程における熱風（130℃）の

影響で、可溶性タンパクの一部が熱変性を受け、分解性が低下し、細胞壁タンパクの一部に分

類された可能性が考えられた。

２） 無機化試験

肥料別の無機化率の推移を図３－１４に示した。いずれも試験開始時点で 13～28%程度の無

機態窒素が存在していた。JS 発酵汚泥肥料および JS 乾燥汚泥肥料は、共に最初の 5～10 日間

で 25～30%が無機態化した。その後無機化はゆっくりと進行し 60 日で 45%となり、グラフの

変化状況から 60 日以降も無機化の進行が予測された。比較対象とした牛ふん堆肥の無機化率

は試験開始時の 25%から 1%に大きく低下した。窒素濃度が低く C/N の大きい牛ふん堆肥で有

機分の分解に伴う窒素消費（有機態化）が発生したためと推測される。30 日以降でも無機化率

は 10%と低い値であった。牛ふん堆肥は養分供給よりも土壌改良的働きを目的とする資材であ

ることを示している。汚泥肥料では発酵肥料、および乾燥肥料に差は見られず、長期間にわた

り無機化が進行する緩効性の肥料（有機質肥料）であることが確認された。窒素分画試験の結

果では、発酵肥料が乾燥肥料に比べ無機化されやすい可溶性窒素や緩効性窒素分が大きいとい

う結果であったが、無機化試験ではその傾向は見られなかった。今回の無機化試験は 30℃の高

図３－１３   窒素分画法による発酵肥料と乾燥肥料の窒素成分比較
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温で実施（促進試験）したことが影響したと推察された。地温の低い冬季の栽培では両者に肥

効の差が生じやすいが、地温の高い夏季の栽培ではその差は少ないと推測された。

３） 野菜栽培試験

図３－１５に、栽培試験におけるコマツナの発芽状況（播種 7 日目）と生育状況（28 日目）

を示す。また、表３－８に栽培試験の結果をまとめて示した。発酵肥料の地上部生体重量で対

照区（化学肥料）と有意差が認められたが、その他の発芽率、草丈、SPAD 値については発酵

肥料、および乾燥肥料ともに有意な差は認められず、ほぼ同等の肥効があると推察された。無

機化試験で汚泥肥料と大きな差が出た市販牛ふん堆肥でも生育試験では大きな差は認められな

かった。これは無機化試験の培養温度（30℃）と生育試験の温度（20℃）の違い、および生育

期間の短いコマツナでの試験であったことが要因と考えられる。

   図３－１５   コマツナの発芽状況 （播種 7 日目）と生育状況（28 日目）

図３－１４   肥料別の無機化率の推移
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 同じ下水汚泥原料から製造した発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性について、窒素分画試験、無

機化試験、コマツナを用いた栽培試験による比較を行った。窒素分画試験では、速効性窒素分

の含有量について乾燥肥料が発酵肥料より 2 割程度小さいという結果がみられたが、無機化試

験および栽培試験の結果では両者の肥効特性に大きな差はみられなかった。 

 

（４）  まとめ 

① 下水汚泥肥料と他の有機質肥料の分解・肥効特性比較 

 AD 試験の結果からみた汚泥肥料とその他有機質肥料における有機物分解特性、窒素および

リン酸の存在形態は以下のとおりである。 

 汚泥肥料中の有機分は高温発酵肥料を除いて 70～80%DS を占めた。また ADOM も 50～
60%DS 存在し、発酵鶏ふん堆肥と概ね同等であった。 

 今回製造した下水汚泥肥料中の窒素含有量は 6%DS 以上であり、発酵鶏ふん堆肥（4%DS)
より多く、高価な有機質肥料である油かすと概ね同等であった。しかし作物の生育に直接的

に寄与する速効性（無機態）窒素、および緩効性窒素の存在率には汚泥肥料の製造方法で大

きな差が認められた。分析方法に課題がある可能性も考えられるため再検証が必要である。 

 各肥料中のリン酸は有機物の分解特性とは関係なく、その大部分は速効性（可給態）である

ことが確認された。 

② 汚泥の発酵肥料と乾燥肥料の肥効特性比較 

 今回製造した発酵肥料および乾燥肥料を対象とした肥効特性の比較結果は以下のとおりであ

る。 

 窒素分画試験の結果、発酵肥料では非タンパク画分の窒素が 15.4%、可溶性タンパク画分の

窒素が 31.6%であり両者を合わせた速効性窒素含有量が 47.0%を占めた。これに対し、乾

燥肥料の速効性窒素の割合は 35.6%と発酵肥料に比べ 2 割程度低かった。これは、乾燥工

程における熱風（130℃）によるタンパクの熱変性の影響と推察された。 

 無機化試験の結果、発酵肥料、および乾燥肥料とも最初の 5～10 日で全窒素の 25～30%が

無機態となり、その後も無機化は徐々に進行し 60 日で 45%となった。発酵肥料と乾燥肥料

に差は見られず、共に緩効性の肥料であることが確認された。 

表３－８  栽培試験の結果  平均±標準偏差

（％） 判定 （cm) 判定 （g/株） 判定 (ー） 判定
対照区（化学肥料） 99.0±2.2 a 14.0±1.1 a 34.4±5.4 b 55.2±2.4 a

発酵肥料 97.0±4.5 a 13.4±1.1 a 28.4±2.2 a 59.4±2.9 a

乾燥肥料 99.0±2.2 a 14.1±1.0 a 31.8±2.1 ab 56.9±1.6 a

市販牛ふん堆肥 96.0±4.2 a 13.3±0.8 a 30.8±2.0 ab 55.3±3.3 a
判定欄において、共通するアルファベットを含む試験区間（aとa、aとab等）では有意差なし、共通する
アルファベットを含まない試験区間（aとb）では有意差ありと評価した（Tukey-Kramer test, P<0.05)

発芽率 草丈 SPAD値地上部生体重量
3日目 28日目
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 栽培試験の結果、発芽率、草丈、SPAD 値について発酵肥料、および乾燥肥料ともに有意な

差は認められず、ほぼ同等の肥効があると推察された。 
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４．  検討結果の総括  

４．１   本年度の成果  

（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

① 下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発  

 前年度に引き続き、下水汚泥資源のエネルギー利活用の普及拡大を目的として、以下の共同

研究を継続し、共同研究を完了した。 
➢ 水熱炭化を用いたカーボンニュートラルの達成に向けた実証  
（共同研究者：㈱神鋼環境ソリューション、共同研究期間：2023 年 10 月～2024 年 12 月）  
 本技術は脱水汚泥を湿式（液中）で炭化させ、炭化スラリーを固液分離して炭化物を製造す

る。本共同研究では、製造した炭化物が菌体りん酸肥料の基準値を満足すること、養生処理後

の炭化物（燃料化物）が下水汚泥固形燃料に関する規格（JIS Z7312）を満足することを確認し

た。また、一定の処理規模以上における試算において、燃料化物の保有エネルギーが製造に要

するエネルギーを上回ること、下水処理場からの温室効果ガス排出量を上回る排出量削減効果

が得られること、従来の炭化技術と比較して低コストであることを確認した。また、これらの

成果を踏まえ、本技術は 2025 年 3 月に JS 新技術 I 類「湿式炭化による下水汚泥利活用技術」

として選定された。  
 

（２）  下水汚泥資源農業利活用技術  

① 下水汚泥資源農業利活用技術の開発  

 下水汚泥資源の農業利活用の普及拡大を目的とした共同研究の公募を完了した。また、前年

度に引き続き、国土交通省が実施する B-DASH プロジェクトの実規模実証「縦型密閉発酵槽に

よる下水汚泥の肥料化技術に関する実証事業」について、縦型密閉発酵槽を用いて下水汚泥の

肥料化・燃料化技術の実証実験を行った。脱水汚泥の定格処理量に対して、所定の重量比で発

酵鶏糞および廃白土 15%を混合処理した結果、目標とする発酵日数で安定した発酵乾燥処理が

可能であることを確認した。また、発酵乾燥汚泥は、肥料法に基づく肥料登録条件を十分に満

足すること、燃料利用が可能な高位発熱量を有していること等を確認した。  
 

② 下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査  

 植物の育成に資する下水汚泥肥料の成分の特徴を把握することを目的に、有機質肥料との比

較、および発酵肥料と乾燥肥料の比較調査を実施した。下水汚泥肥料は、有機分および窒素含

有量において発酵鶏ふん堆肥や油かすと同等またはそれ以上であることが確認された。ただし、

速効性窒素の存在率には製造方法による差が見られたため、再検証が必要である。リン酸は大

部分が速効性であった。発酵肥料と乾燥肥料の比較では、発酵肥料の方が速効性窒素の割合が

高いものの、無機化試験および栽培試験の結果から、両者共に緩効性の肥料であり、ほぼ同等

の肥効を持つことが示唆された。  
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４．２   今後の予定 

 １ .２節に記載の開発項目について、次年度の実施予定は以下のとおりである。  
 

（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

 下水道資源の有効利用に係る基礎調査：アンモニア等の下水道資源の有効利用に向けた情報

収集等を実施する。  
 

（２）  下水汚泥資源農業利活用技術  

 下水汚泥資源農業利活用技術の開発：今年度に引き続き、B-DASH プロジェクトの実証研究

を行う。 
 下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査：技術開発実験センターにおいて下水

汚泥肥料を製造し、消化汚泥を対象とした低コスト肥料製造に関する検討や、下水汚泥肥料

の肥効率の調査等を行う。  
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４．  検討結果の総括  

４．１   本年度の成果  

（１）  下水汚泥資源エネルギー利活用技術  

① 下水汚泥資源エネルギー利活用技術の開発  

 前年度に引き続き、下水汚泥資源のエネルギー利活用の普及拡大を目的として、以下の共同

研究を継続し、共同研究を完了した。 
➢ 水熱炭化を用いたカーボンニュートラルの達成に向けた実証  
（共同研究者：㈱神鋼環境ソリューション、共同研究期間：2023 年 10 月～2024 年 12 月）  
 本技術は脱水汚泥を湿式（液中）で炭化させ、炭化スラリーを固液分離して炭化物を製造す

る。本共同研究では、製造した炭化物が菌体りん酸肥料の基準値を満足すること、養生処理後

の炭化物（燃料化物）が下水汚泥固形燃料に関する規格（JIS Z7312）を満足することを確認し

た。また、一定の処理規模以上における試算において、燃料化物の保有エネルギーが製造に要

するエネルギーを上回ること、下水処理場からの温室効果ガス排出量を上回る排出量削減効果

が得られること、従来の炭化技術と比較して低コストであることを確認した。また、これらの

成果を踏まえ、本技術は 2025 年 3 月に JS 新技術 I 類「湿式炭化による下水汚泥利活用技術」

として選定された。  
 

（２）  下水汚泥資源農業利活用技術  

① 下水汚泥資源農業利活用技術の開発  

 下水汚泥資源の農業利活用の普及拡大を目的とした共同研究の公募を完了した。また、前年

度に引き続き、国土交通省が実施する B-DASH プロジェクトの実規模実証「縦型密閉発酵槽に

よる下水汚泥の肥料化技術に関する実証事業」について、縦型密閉発酵槽を用いて下水汚泥の

肥料化・燃料化技術の実証実験を行った。脱水汚泥の定格処理量に対して、所定の重量比で発

酵鶏糞および廃白土 15%を混合処理した結果、目標とする発酵日数で安定した発酵乾燥処理が

可能であることを確認した。また、発酵乾燥汚泥は、肥料法に基づく肥料登録条件を十分に満

足すること、燃料利用が可能な高位発熱量を有していること等を確認した。  
 

② 下水汚泥肥料の製造および施肥効果等に係る基礎調査  

 植物の育成に資する下水汚泥肥料の成分の特徴を把握することを目的に、有機質肥料との比

較、および発酵肥料と乾燥肥料の比較調査を実施した。下水汚泥肥料は、有機分および窒素含

有量において発酵鶏ふん堆肥や油かすと同等またはそれ以上であることが確認された。ただし、

速効性窒素の存在率には製造方法による差が見られたため、再検証が必要である。リン酸は大

部分が速効性であった。発酵肥料と乾燥肥料の比較では、発酵肥料の方が速効性窒素の割合が

高いものの、無機化試験および栽培試験の結果から、両者共に緩効性の肥料であり、ほぼ同等

の肥効を持つことが示唆された。  
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Ⅱ-３  下水処理場における ICT・AI 活用技術の開発 

 
山本明広、村岡正季、小柴卓也、高田祥暉、三宅晴男、糸川浩紀  

 

１．  開発課題の概要  

 本開発課題では、下水処理場における水処理・汚泥処理の運転管理の効率化・高度化や設備

の保全管理の効率化等に資する ICT･AI*活用技術について、新技術の開発・実用化や、速やか

な普及展開に向けた取り組みを行う。  
 

１．１   背景および目的  

 全国の下水処理場では、施設・設備の老朽化が進んでおり、下水道サービスを提供しながら

これらの点検・調査、修繕・改築を計画的かつ効率的に進める必要がある。また、下水処理場

の運転管理に対しては、公共用水域の水質保全といった基本的役割に加えて、放流水質と消費

エネルギーのバランスを考慮した運転や、地域によっては栄養塩類（窒素、リン）の能動的運

転管理が求められる等、更なる高度化が求められるようになっている。  
 しかし、人口減少社会の到来により、使用料収入の減少による経営環境の悪化、施設管理や

運転管理に携わる熟練技術者の減少等、下水道の持続的かつ安定的な事業運営が将来的に困難

になることが懸念されている。「人」、「モノ」、「カネ」の限られたリソースを有効活用するため

にも、下水道施設の管理や下水処理を効率化・高度化する技術の開発が必要である。  
 近年、このような課題への解決策として、ICT や AI といったデジタル技術が注目され、国

内外で活発な研究・技術開発が行われている。JS においても、持続的な下水道の事業運営に向

けた課題へのソリューションとして、デジタル技術を活用する｢ICT・AI 活用技術｣の開発を継

続して行ってきた 1)。 
 本開発課題では、下水処理場の運転管理の効率化・高度化に資する新たな ICT・AI 活用技術

の開発・実用化を進めると共に、過去に開発されたものを含めた下水処理場における AI 活用

技術について、技術評価や活用マニュアルの作成等、速やかな普及展開に向けた取り組みを行

う。 
 

１．２   開発項目 

 本開発課題では、以下の 3 つの開発項目について技術開発を行う。  
 

（１）  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

 下水処理場の運転管理では、栄養塩類の能動的運転管理に代表されるように放流水質に対す

る要求水準が多様化している一方で、水処理・汚泥処理での更なる省エネ化等、より一層の効

率化・高度化が求められるようになっている。しかし、そこで重要な役割を担う熟練技術者は

減少しており、運転管理に係るノウハウ等の技術継承すら困難となることが懸念されている。

 
* ICT：情報通信技術（Information and Communication Technology）、AI：人工知能（Artificial Intelligence）。 
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近年、水処理の運転管理を中心に AI を活用する技術の開発が活発化しており、熟練技術者に

よる運転を学習した AI による運転ガイダンスや自動制御等が、前述の課題への一つの解決策

になると期待されている。  
 そこで本開発項目では、水処理・汚泥処理の運転ガイダンス、自動制御、性能予測等、下水

処理場の運転管理支援を行う AI 活用技術について、計画期間内の新技術の開発・実用化を目

標に調査研究および開発を行う。共同研究等による新たな技術の開発に加えて、研究成果の体

系的整理や技術評価を行う。  
 

① AI 活用手法の開発動向調査  

 国内外の文献調査や民間企業を対象としたヒアリング調査等により、下水道分野への適用が

期待できる AI を活用した技術・手法について、開発動向を把握する。  

② 能動的運転管理の実態調査  

 栄養塩類の能動的運転管理を実施・試行中の下水処理場を対象に、同運転管理の実施状況・

方法、課題等の実態を調査する。  

③ AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

 AI を活用した水処理・汚泥処理の運転管理支援や水処理の性能等の予測を行う技術につい

て、公募型共同研究等による開発を行う。また、過年度から実施している民間企業との共同研

究により AI 活用技術の早期の実用化を図る。  

④ パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

 パイロット規模の活性汚泥法の実験プラントにおいて AI による自動制御運転を試行し、AI
を用いた水処理の自動制御の実現可能性を検証すると共に、実用化に向けた課題等を見出す。  

⑤ AI 活用技術の体系化と技術評価  

 得られた研究成果を基に、AI 活用技術を体系的に整理すると共に、普及促進に向けた技術評

価を行う。  
 

（２）  ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

 下水処理場の機械・電気設備は、標準耐用年数を超えても継続使用される場合が多く、老朽

化による設備の不具合や故障の発生リスクが増大している。これらのリスクを低減しながら下

水処理機能を維持するため、予防保全型の維持管理を行う必要があるが、施設・設備の点検に

係る労力やコストが大きいことが課題として挙げられる。このような予防保全型の維持管理を

効率化するため、これまでに下水処理場内の施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技術開発

が進められているが、これらの技術の普及展開のためには、最新の開発動向や導入に向けた課

題を把握し、技術の活用方法を検討することが必要である。  
 そこで本開発項目では、ICT・AI を活用した設備劣化予測・異常診断技術について、活用方

法のマニュアル化や技術性能確認のためのデータライブラリの構築を目標に、開発動向調査、

設備劣化データの集約・ライブラリ化を行う。  
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① 設備の劣化予測・異常診断技術の開発動向調査  

 国内外の文献調査や設備メーカーへのヒアリング等により、ICT・AI による設備の劣化予測・

異常診断技術の開発動向や知見を蓄積する。  

② 設備劣化データの集約・ライブラリ化  

 技術性能を確認するための設備のモニタリングデータ等を収集し、技術の性能評価方法等の

共通化に向けてライブラリ化を図る。  

③ ICT・AI を活用した設備の劣化予測・異常診断技術の活用方法のマニュアル化  

 前述の調査等により収集した知見や情報を体系的に整理し、維持管理における活用方法のマ

ニュアル化を行う。  
 

（３）  ICT による広域監視・制御システム 

 下水道施設の効率的な管理手法として、管理拠点を設置して複数の下水処理場・ポンプ場を

集中管理する広域監視が注目されている。しかし、施設毎に管理システムが異なるため、技術

的に集約化が困難である等、解決すべき課題がある。そこで本開発項目では、複数の処理場・

ポンプ場の広域管理を可能とする ICT による新たな広域監視・制御システムについて、国土交

通省が実施する B-DASH プロジェクトの実規模実証を通して、システムの信頼性や建設・維持

管理コストの縮減効果等について検証する。  
 

① ICT の活用による下水道施設広域監視制御システムの開発（B-DASH） 

 B-DASH プロジェクトでの実規模実証等により広域監視・制御システムの技術的確立を図る。 
 

１．３   本年度の実施内容  

 本年度は、１ .２節に記載の開発項目のうち、以下の 3 項目を実施した。  
 

（１）  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

③  AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発（2.1 節）  
④  パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験（2.2 節） 
 

（２）  ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

①  設備の劣化予測・異常診断技術の開発動向調査（3.1 節） 
 

（３）  ICT による広域監視・制御システム 

①  ICT の活用による下水道施設広域監視制御システムの開発（4.1 節）  
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近年、水処理の運転管理を中心に AI を活用する技術の開発が活発化しており、熟練技術者に

よる運転を学習した AI による運転ガイダンスや自動制御等が、前述の課題への一つの解決策

になると期待されている。  
 そこで本開発項目では、水処理・汚泥処理の運転ガイダンス、自動制御、性能予測等、下水

処理場の運転管理支援を行う AI 活用技術について、計画期間内の新技術の開発・実用化を目

標に調査研究および開発を行う。共同研究等による新たな技術の開発に加えて、研究成果の体

系的整理や技術評価を行う。  
 

① AI 活用手法の開発動向調査  

 国内外の文献調査や民間企業を対象としたヒアリング調査等により、下水道分野への適用が

期待できる AI を活用した技術・手法について、開発動向を把握する。  

② 能動的運転管理の実態調査  

 栄養塩類の能動的運転管理を実施・試行中の下水処理場を対象に、同運転管理の実施状況・

方法、課題等の実態を調査する。  

③ AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

 AI を活用した水処理・汚泥処理の運転管理支援や水処理の性能等の予測を行う技術につい

て、公募型共同研究等による開発を行う。また、過年度から実施している民間企業との共同研

究により AI 活用技術の早期の実用化を図る。  

④ パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

 パイロット規模の活性汚泥法の実験プラントにおいて AI による自動制御運転を試行し、AI
を用いた水処理の自動制御の実現可能性を検証すると共に、実用化に向けた課題等を見出す。  

⑤ AI 活用技術の体系化と技術評価  

 得られた研究成果を基に、AI 活用技術を体系的に整理すると共に、普及促進に向けた技術評

価を行う。  
 

（２）  ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

 下水処理場の機械・電気設備は、標準耐用年数を超えても継続使用される場合が多く、老朽

化による設備の不具合や故障の発生リスクが増大している。これらのリスクを低減しながら下

水処理機能を維持するため、予防保全型の維持管理を行う必要があるが、施設・設備の点検に

係る労力やコストが大きいことが課題として挙げられる。このような予防保全型の維持管理を

効率化するため、これまでに下水処理場内の施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技術開発

が進められているが、これらの技術の普及展開のためには、最新の開発動向や導入に向けた課

題を把握し、技術の活用方法を検討することが必要である。  
 そこで本開発項目では、ICT・AI を活用した設備劣化予測・異常診断技術について、活用方

法のマニュアル化や技術性能確認のためのデータライブラリの構築を目標に、開発動向調査、

設備劣化データの集約・ライブラリ化を行う。  
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２．  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

２．１   AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

（１）  検討の概要 

 本検討では、民間企業との共同研究等により、水処理・汚泥処理の運転の安定化や高度化（処

理水質の高度化、能動的運転管理への対応等）、省エネ化等を可能とする、AI を活用した水処

理・汚泥処理の運転支援および自動制御技術の開発を行う。  
 過年度は、前･基本計画期間（2017～2021 年度）より継続している水処理関連の 2 技術につ

いて共同研究を進め、うち 1 件を完了した。加えて、新たに「下水処理場の運転管理における

AI 活用技術の開発」と題した共同研究の公募を開始し、1 件の新規共同研究に着手した。  
 本年度は、引き続き以下の 2 技術について共同研究による開発・実証を進め、うち 1 件（以

下の②）を完了した。  
 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術 

 新たな高度処理プロセス（単槽型硝化脱窒プロセス）に対して ICT および AI を活用した自

動制御（曝気風量および送風機吐出圧力の制御）を組み合わせた高度処理技術について、実規

模の実証実験を行う。本検討は、メタウォーター㈱、JS、町田市の 3 者による共同研究体とし

て実施するもので、2019・2020 年度の B-DASH プロジェクト（実規模実証）において町田市

成瀬クリーンセンターを実証フィールドとして処理性能等を実証した後、2021 年度より、上記

の共同研究体による自主研究として継続的に長期間の実証実験を行っているものである。  

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術 

 既存のアンモニア制御技術「アンモニア計による送気量フィードフォワード制御技術」（2020
年 2 月に JS 新技術Ⅰ類に選定；以下、「NH4-FF+FB 制御技術」と表記）に対して、AI による

処理水質予測（以下、「処理水質予測 AI」と表記）を組み合わせることで、より積極的な曝気

風量の削減を可能とする「AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術」の開発を行

う。本検討は、JS、日新電機㈱による共同研究として、実下水処理場をフィールドに 2024 年

1 月より開始し、同年 12 月に完了した。  
 

（２）  検討方法 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術  

 本技術は、ICT および AI を活用した自動制御と独自の高度処理プロセスを組み合わせるこ

とで、従来の高度処理法（A2O 法）と比較して、同等の処理水質を達成しながら、反応タンク

HRT の短縮（処理能力増強）、消費電力量の削減（省エネ化）、維持管理負担の軽減を図る新た

な高度処理技術である。｢統合演算制御システム｣、｢単槽型硝化脱窒プロセス｣、｢負荷変動追従

型送風ユニット｣という 3 つの要素技術から構成され（図２－１）、統合演算制御システムによ

る曝気風量の自動制御を前提とした単槽型硝化脱窒プロセスに対して、負荷変動追従型送風ユ

ニットによる送風機吐出圧力の自動制御により更なる省エネ化を図る（技術の詳細については

後述の｢導入ガイドライン (案)｣2)を参照）。このうち、曝気風量の自動制御に際して統合演算制

御システムが行う(a)目標風量の演算、(b)制御パラメータの自動チューニング、という 2 つの
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機能において、それぞれ統計的機械学習、最適化理論（進化計算法）という AI 手法が使用され

ている 3)。 
 本検討では、2019 年度の B-DASH プロジェクトにおいて町田市成瀬クリーンセンターの 1
系列 4 池へ同技術を導入して実証施設とした上で、以降、同施設において実規模の実証実験を

行っている。2019・2020 年度の B-DASH 実証研究の成果に基づき本技術の｢導入ガイドライ

ン(案)」2)が公表されているが、2021 年度以降も共同研究体による自主研究として、長期的な

技術性能を確認すると共に、更なるコスト縮減、窒素除去率の向上、反応タンクにおける本技

術固有の処理メカニズムの解明や一酸化二窒素（N2O）排出量の把握、その他本技術の適用先

拡大を目的とした実証実験を継続している 4)-10)。  
 

 
図２－１  単槽型硝化脱窒プロセスの ICT･AI 制御による高度処理技術の概要 

 
 本年度は、過年度から引き続き実証施設において、本技術の導入コスト縮減方策の一環とし

て複数池の一括制御方法の検証を行うと共に、本技術における N2O 排出量の調査を進めた。更

に、本技術の曝気風量制御手法をアンモニア制御へ展開するための検討を新たに開始した。加

えて、ステップ流入を付加することによる窒素除去性能向上の可能性について、過年度に開始

した小型実験装置を用いた検証を進めた。  

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術 

 本技術は、既に JS 新技術Ⅰ類に選定されている NH4-FF+FB 制御技術 11)（図２－２）に対

して、処理水質予測 AI を組み合わせることで、同制御における目標 NH4-N 濃度を従来よりも

引き上げる際のリスクを軽減し、更なる曝気風量の削減を図るものである（図２－３）。処理水

質予測 AI は、図２－４に示すとおり、監視制御装置に集約される計測データを用いて処理水

の COD（CODMn）濃度の予測を行うもので、目標 NH4-N 濃度の引き上げに伴う処理水の有機

物濃度の上昇リスクを事前に検知する役割を担う。そのための AI 手法として長短期記憶

（LSTM：Long Short-Term Memory）を用いており、過去の計測データを用いて生成する予

測モデルを用いて、10 分毎の計測データから 6 時間程度先の処理水 COD 濃度を予測する。な

お、この COD 濃度の予測結果は運転者に提示されるのみのガイダンス用途であり、これが NH4-
FF+FB 制御の演算に取り込まれるわけではない。  
 加えて、同制御技術の導入コストを削減することを目的に、本技術を導入した反応タンク（代

表池）で計測される NH4-N 濃度から、他の反応タンク（参照池）を制御する複数池一括制御の

手法についても、要素技術の一つとして検討対象に加える（図２－３）。  
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２．  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

２．１   AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

（１）  検討の概要 

 本検討では、民間企業との共同研究等により、水処理・汚泥処理の運転の安定化や高度化（処

理水質の高度化、能動的運転管理への対応等）、省エネ化等を可能とする、AI を活用した水処

理・汚泥処理の運転支援および自動制御技術の開発を行う。  
 過年度は、前･基本計画期間（2017～2021 年度）より継続している水処理関連の 2 技術につ

いて共同研究を進め、うち 1 件を完了した。加えて、新たに「下水処理場の運転管理における

AI 活用技術の開発」と題した共同研究の公募を開始し、1 件の新規共同研究に着手した。  
 本年度は、引き続き以下の 2 技術について共同研究による開発・実証を進め、うち 1 件（以

下の②）を完了した。  
 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術 

 新たな高度処理プロセス（単槽型硝化脱窒プロセス）に対して ICT および AI を活用した自

動制御（曝気風量および送風機吐出圧力の制御）を組み合わせた高度処理技術について、実規

模の実証実験を行う。本検討は、メタウォーター㈱、JS、町田市の 3 者による共同研究体とし

て実施するもので、2019・2020 年度の B-DASH プロジェクト（実規模実証）において町田市

成瀬クリーンセンターを実証フィールドとして処理性能等を実証した後、2021 年度より、上記

の共同研究体による自主研究として継続的に長期間の実証実験を行っているものである。  

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術 

 既存のアンモニア制御技術「アンモニア計による送気量フィードフォワード制御技術」（2020
年 2 月に JS 新技術Ⅰ類に選定；以下、「NH4-FF+FB 制御技術」と表記）に対して、AI による

処理水質予測（以下、「処理水質予測 AI」と表記）を組み合わせることで、より積極的な曝気

風量の削減を可能とする「AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術」の開発を行

う。本検討は、JS、日新電機㈱による共同研究として、実下水処理場をフィールドに 2024 年

1 月より開始し、同年 12 月に完了した。  
 

（２）  検討方法 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術  

 本技術は、ICT および AI を活用した自動制御と独自の高度処理プロセスを組み合わせるこ

とで、従来の高度処理法（A2O 法）と比較して、同等の処理水質を達成しながら、反応タンク

HRT の短縮（処理能力増強）、消費電力量の削減（省エネ化）、維持管理負担の軽減を図る新た

な高度処理技術である。｢統合演算制御システム｣、｢単槽型硝化脱窒プロセス｣、｢負荷変動追従

型送風ユニット｣という 3 つの要素技術から構成され（図２－１）、統合演算制御システムによ

る曝気風量の自動制御を前提とした単槽型硝化脱窒プロセスに対して、負荷変動追従型送風ユ

ニットによる送風機吐出圧力の自動制御により更なる省エネ化を図る（技術の詳細については

後述の｢導入ガイドライン (案)｣2)を参照）。このうち、曝気風量の自動制御に際して統合演算制

御システムが行う(a)目標風量の演算、(b)制御パラメータの自動チューニング、という 2 つの
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図２－２   アンモニア計による送気量フィードフォワード制御技術
（NH4-FF+FB 制御技術）の制御フロー

図２－３   AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術の概要

図２－４   処理水質予測 AI における予測のイメージ

本検討では、下水処理場の反応タンク 2 池（処理能力 2,800m3/(d･池)、ステップ流入式多段

硝化脱窒法（2 段））を使用し、1 池を実験系、隣接する 1 池を対照系として実証実験を行う。

両池に NH4-FF+FB 制御技術を実装し、実験系は目標 NH4-N 濃度を変更した複数の条件で、

対照系は目標 NH4-N 濃度を一定とした条件で NH4-FF+FB 制御の運転を行い、目標 NH4-N 濃
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度の引き上げによる曝気風量の削減効果や処理水質への影響を確認する。併せて、処理水質予

測 AI の予測精度や目標 NH4-N 濃度の引き上げに伴うリスク軽減の効果等を評価する。複数池

一括制御に関する検討では、上述の実験系 1 池を代表池、対照系 1 池を参照池として 2 池の一

括制御運転を行い、参照池における制御性能等を検証する。  
 
（３）  検討結果 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術  

 本検討については、長期間の自主研究における中間年度であることから、検討項目毎の結果

の概要のみを掲載し、データについては非掲載とする。なお、以下に記す検討項目のうち、ア

ンモニア制御および窒素除去率向上（ステップ流入の導入）に係る検討については、独立した

報告書として取り纏め、国土技術政策総合研究所のホームページにおいて「令和 6 年度自主研

究成果資料」12)として公表されている。  
 
 複数池一括制御方法の検討 5)：本技術に係るコスト縮減に向けた検討として、複数池の水

処理施設において、1 池のみに水質センサーを設置して曝気風量制御を行う｢代表池｣とし、

他の池については代表池の風量演算結果に補正を加えて制御を行う｢展開池｣とすることで

導入コストの縮減を図る複数池一括制御について、2021 年度から継続している検討を進め

た。本年度は、代表池×1 池、展開池×3 池の組み合わせにおいて、過年度の検討により見

出した補正方法を用いた 3 池各々の一括制御を長期間（2024 年 5 月～2025 年 2 月のうち

計 220 日間）実施した。代表池と展開池の水質センサー計測値（反応タンク中間の NOX-N
濃度、同末端の NH4-N 濃度）の差は平均 1mg/L 以内で、複数池一括制御が十分に機能す

ることを確認した。  
 N2O 排出量の調査 9)：本技術の排出量を把握するために、過年度から引き続き実証施設に

おいて N2O 排出量の調査を実施した。2024 年 7～12 月にかけて計 6 回の調査を行った結

果、N2O 排出係数は全調査回の平均値で 13.8mgN2O/m3 と、過年度の調査結果と同様に従

来の高度処理法（11.7mgN2O/m3）と比較して明確に高い傾向は認められなかった。また、

反応タンク内の各ゾーンにおける N2O 排出量と溶存 N2O 濃度を測定し、ゾーン毎の N2O
の収支を推定した結果、前半・後半の各好気ゾーンでの N2O 排出量が大きく、その起源と

して各ゾーンでの生成が主要であると推定された。  
 アンモニア制御の検証 10)：本技術における AI を用いた曝気風量制御手法について、NH4-

N 計のみを用いるアンモニア制御へ応用する可能性を検証するために、統合演算制御シス

テムと反応タンク末端の NH4-N 計のみを用いた曝気風量制御を試行した。反応タンクの

処理フローとして単槽型硝化脱窒プロセス、標準活性汚泥法（疑似嫌気好気運転）の 2 通

りについて、反応タンク末端の NH4-N 濃度（NH4-N 計による計測値）の目標値を 6mg/L*

とした曝気風量制御を各 2 週間程度実施した結果、両期間の NH4-N 濃度計測値は平均

 
* 一般にアンモニア制御では処理水の NH4-N 濃度の目標値が 1～2mg/L 程度に設定されることが多いが、本

検討では、実施設を用いた検証であることから、反応タンクにおける脱窒量の減少に伴うアルカリ度減少・

pH 低下のリスクを避けるため、高めの制御目標値を設定したものである。これをアンモニア制御技術として

確立するためには NH4-N 濃度の目標値を更に引き下げた検証が必要と考えるが、本年度の実験結果自体は、

いわゆる能動的運転管理において放流水の NH4-N 濃度を意図的に引き上げるための方策として、本アンモニ

ア制御が活用できる可能性を示すものとも言える。  
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図２－２   アンモニア計による送気量フィードフォワード制御技術
（NH4-FF+FB 制御技術）の制御フロー

図２－３   AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術の概要

図２－４   処理水質予測 AI における予測のイメージ

本検討では、下水処理場の反応タンク 2 池（処理能力 2,800m3/(d･池)、ステップ流入式多段

硝化脱窒法（2 段））を使用し、1 池を実験系、隣接する 1 池を対照系として実証実験を行う。

両池に NH4-FF+FB 制御技術を実装し、実験系は目標 NH4-N 濃度を変更した複数の条件で、

対照系は目標 NH4-N 濃度を一定とした条件で NH4-FF+FB 制御の運転を行い、目標 NH4-N 濃
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5.9mg/L と、目標 NH4-N 濃度に追随させるアンモニア制御が可能であることが確認され

た。

 窒素除去率向上に向けた検討：単槽型硝化脱窒プロセスにおいて、ステップ流入を採り入

れることで窒素除去率を更に向上させる可能性を検証するために、実証施設に併設したベ

ンチスケールの小型実験装置を用いて、ステップ流入の有無が窒素除去性能に与える影響

を確認した。原水の半量を脱窒ゾーンへステップ流入させた系では、ステップ流入を行わ

ない系と比較して、反応タンクにおける見かけ脱窒量（総無機性窒素の減少量）が増加す

ることが確認され、ステップ流入により窒素除去性能を向上できる可能性が示された。

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術

処理水質予測 AI について、13 ヶ月分（2023 年 4 月 1 日～2024 年 4 月 30 日）の計測デー

タ（流入水量、MLSS 濃度、処理水 COD 濃度を含む 6 項目）を学習データとして AI モデルを

生成した。本モデルによる処理水 COD 濃度の予測結果の例として、2023 年 7 月 27～29 日に

おける予測値を実績値と併せて図２－５に示す。これは学習データ期間内での予測であるが、

予測値は実用上十分な精度で実績値をトレースできている。ただし、学習データ期間外のデー

タを用いた検証や、本技術の本来の目的である COD 濃度が上昇する事象を取り込んだモデル

の生成は、本検討の中では実施できなかった。このため、実際に処理水質予測 AI をリアルタ

イムで援用しながら目標 NH4-N 濃度を引き上げる NH4-FF+FB 制御の実証運転についても実

施できていない。

図２－５   処理水 CODMn濃度の予測値と実測値の比較（2023 年 7 月 27～29 日；
学習データ期間内の予測である点に注意）

NH4-FF+FB 制御において目標 NH4-N 濃度を従前より引き上げる可能性を検証するために、

同制御を実装した反応タンク 1 池（実験系）を用いて、目標 NH4-N 濃度を 1.5mg/L から 4.0mg/L
まで、2 週間毎に 0.5mg/L ピッチで段階的に引き上げる運転を試みた。本期間を通して、隣接

する 1 池（対照系）では目標 NH4-N 濃度を 1.0mg/L に固定した状態で同制御の運転を行った。

実験系では、目標 NH4-N 濃度の引き上げ後、後段 NH4-N 濃度（反応タンク末端の NH4-N 計

による計測値）が速やかに追随することが確認できた（データ非掲載）。これに伴い曝気風量が

減少することも確認されたが（データ非掲載）、目標 NH4-N 濃度が 3.0mg/L に至った段階で曝

気風量が設備的な下限に達する時間帯が長くなったため、これ以上の目標 NH4-N 濃度の引き
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上げは実施しなかった。目標 NH4-N 濃度を引き上げた期間において、実験系の処理水 BOD 濃

度が対照系より高くなる傾向が見られたが、顕著な悪化は生じなかった（データ非掲載）。本結

果より、目標 NH4-N 濃度を 2～3mg/L へと引き上げた制御が可能である点、それにより曝気

風量が削減できる可能性が示されたと言えるが、本検討の中では、目標 NH4-N 濃度の条件数

および 1 条件当たりの実験期間のいずれの観点からも、実装のための十分なデータを取得する

には至らなかった。  
 本技術における複数池一括制御の手法として、代表池において NH4-FF+FB 制御で運転した

期間の計測データを用いて、後段 NH4-N 濃度から反応タンク末端の DO 濃度を推定する予測

式を作成し、参照池ではこれを目標値とした DO 制御を行う方法を試行した。参照池の後段

NH4-N 濃度が代表池の目標 NH4-N 濃度と同等になることを目標に短期間の運転を実施したと

ころ、参照池の NH4-N 濃度が大きく変動する結果となり（データ非掲載）、検討した方法では

実用的な複数池一括制御が困難であると結論付けた。 
 
（４）  まとめ 

① 単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処理技術  

 本技術のコスト縮減に向けた検討として複数池一括制御に係る実証を進め、過年度の検討に

より見出した補正方法を用いた一括制御により、複数池一括制御が長期間にわたって十分に機

能することを確認した。また、反応タンクにおける N2O 排出量について、排出係数等の推定結

果を蓄積すると共に、反応タンクにおける N2O の生成・排出場所として好気ゾーンが重要であ

ることを示す知見を得た。加えて、本技術の曝気風量制御手法をアンモニア制御に応用する可

能性、ステップ流入の導入により本技術の窒素除去率を向上できる可能性をそれぞれ示した。  
 次年度は、複数池一括制御の検証を更に進め実用的な手法としての確立を図ると共に、本技

術における処理メカニズムの解明、N2O 生成・排出の特性および抑制方法、アンモニア制御へ

の応用、ステップ流入による処理水質向上方策等について引き続きデータ・知見の蓄積を図る

予定である。  

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術 

 2024 年 1 月に開始した共同研究を同年 12 月に終了した。処理水質予測 AI について、処理

水の COD 濃度を予測可能な AI モデルを生成できたものの、予測精度を十分に検証するには至

らなかった。NH4-FF+FB 制御について、目標 NH4-N 濃度を 3mg/L まで引き上げた制御が可

能である点、それにより曝気風量の低減が見込める点を示したが、多様な目標濃度において十

分な実証データを取得することはできなかった。複数池一括制御については、検討した手法で

は良好に機能しない点が判明し実証運転を断念した。  
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5.9mg/L と、目標 NH4-N 濃度に追随させるアンモニア制御が可能であることが確認され

た。

 窒素除去率向上に向けた検討：単槽型硝化脱窒プロセスにおいて、ステップ流入を採り入

れることで窒素除去率を更に向上させる可能性を検証するために、実証施設に併設したベ

ンチスケールの小型実験装置を用いて、ステップ流入の有無が窒素除去性能に与える影響

を確認した。原水の半量を脱窒ゾーンへステップ流入させた系では、ステップ流入を行わ

ない系と比較して、反応タンクにおける見かけ脱窒量（総無機性窒素の減少量）が増加す

ることが確認され、ステップ流入により窒素除去性能を向上できる可能性が示された。

② AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術

処理水質予測 AI について、13 ヶ月分（2023 年 4 月 1 日～2024 年 4 月 30 日）の計測デー

タ（流入水量、MLSS 濃度、処理水 COD 濃度を含む 6 項目）を学習データとして AI モデルを

生成した。本モデルによる処理水 COD 濃度の予測結果の例として、2023 年 7 月 27～29 日に

おける予測値を実績値と併せて図２－５に示す。これは学習データ期間内での予測であるが、

予測値は実用上十分な精度で実績値をトレースできている。ただし、学習データ期間外のデー

タを用いた検証や、本技術の本来の目的である COD 濃度が上昇する事象を取り込んだモデル

の生成は、本検討の中では実施できなかった。このため、実際に処理水質予測 AI をリアルタ

イムで援用しながら目標 NH4-N 濃度を引き上げる NH4-FF+FB 制御の実証運転についても実

施できていない。

図２－５   処理水 CODMn濃度の予測値と実測値の比較（2023 年 7 月 27～29 日；
学習データ期間内の予測である点に注意）

NH4-FF+FB 制御において目標 NH4-N 濃度を従前より引き上げる可能性を検証するために、

同制御を実装した反応タンク 1 池（実験系）を用いて、目標 NH4-N 濃度を 1.5mg/L から 4.0mg/L
まで、2 週間毎に 0.5mg/L ピッチで段階的に引き上げる運転を試みた。本期間を通して、隣接

する 1 池（対照系）では目標 NH4-N 濃度を 1.0mg/L に固定した状態で同制御の運転を行った。

実験系では、目標 NH4-N 濃度の引き上げ後、後段 NH4-N 濃度（反応タンク末端の NH4-N 計

による計測値）が速やかに追随することが確認できた（データ非掲載）。これに伴い曝気風量が

減少することも確認されたが（データ非掲載）、目標 NH4-N 濃度が 3.0mg/L に至った段階で曝

気風量が設備的な下限に達する時間帯が長くなったため、これ以上の目標 NH4-N 濃度の引き
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２．２   パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

（１）  検討の概要 

 下水処理（水処理）の運転管理における AI の活用方法として、ガイダンスや状態診断･異常

検知だけでなく、AI を用いた自動制御についても検討されるようになってきている。しかし国

内では、AI の出力を直接的に運転操作量に反映するような自動制御の試みはほとんど行われて

いない。そこで本検討では、パイロット規模の活性汚泥法の実験プラントを用いて、AI による

曝気風量の自動制御（AI 自動制御）の運転を試行し、AI 自動制御の性能や特有の挙動等につ

いて実験的に確認する。具体的には、2018･2019 年度の B-DASH プロジェクト（FS 調査）に

おいて性能を検証した AI（ランダムフォレスト；後述）を用いた運転操作因子の予測･ガイダ

ンス技術を活用し、本 AI が出力する予測値に基づく曝気風量の自動制御運転を行う。これに

より、AI 自動制御の適用可能性を検証すると共に、実用化に向けた課題等を見いだすことを目

的とする。なお、本検討は、前･基本計画期間（2020 年度）から継続して実施しており、2024
年度にて完了したものである。  
 過年度の検討では、ランダムフォレストを用いた曝気風量の自動制御が現実的に機能するこ

とを確認すると共に、AI の学習に供する教師データ量の違いや教師データに含まれない未学習

条件が AI 自動制御の性能に与える影響度合い等について検討した 13)-15)。  
 本年度も引き続き、未学習条件での運用や AI モデルの生成条件が AI 自動制御の性能や挙動

に及ぼす影響について、パイロット規模の実験プラントを用いて確認した。  
 

（２）  検討方法 

① AI 技術および実験プラント 

 本検討で使用する AI 技術は、2018・2019 年度の B-DASH プロジェクト（FS 調査）｢AI を

活用した下水処理運転管理支援技術に関する調査事業｣において性能等を確認した水処理のガ

イダンス技術｢水処理制御支援技術｣16)である。本 AI 技術は、過去の運転データを教師データ

として生成した AI モデルにより、リアルタイムの計測データ（入力値）に基づいて運転操作

量（例：曝気風量、余剰汚泥引抜量）の予測値（ガイダンス値）を出力するものである。AI 手

法としてランダムフォレスト（以下、「RF」と略記）を使用しているが、これは、複数の決定

木と呼ばれるツリー状のデータ分割構造を自動生成し、各々の決定木が出力した値を統合（平

均化等）して AI モデルの出力値とする手法で、機械学習の一種である。各決定木の出力は、教

師データに基づきデータの場合分け構造の各々の中で定式化された回帰式により行われる。決

定木の本数や階層数はハイパーパラメータとして利用者が設定する。  
 本検討では、同 AI 技術が出力する予測値を直接的に操作量とする自動制御運転を試行する

ことで、AI 自動制御の適用可能性を検証している。具体的には、パイロット規模の実験プラン

トにおいて、曝気風量を予測する AI モデルを構築した上で、これを用いた曝気風量の自動制

御運転を行う、という実験を様々な条件で実施している。  
 使用した実験プラントは、実下水（分流式、最初沈殿池越流水）を原水とする処理能力 50m3/d
の活性汚泥法のパイロットプラントである。処理方式は標準活性汚泥法とし、等容量の 4 区画

に分割された反応タンクの第 1 区画を嫌気条件とする嫌気－好気運転で運用した。  
 本実験プラントにおいて計器により自動計測される 10 項目（流入水量、総曝気風量、第 4 区

画の DO 濃度および MLSS 濃度、返送汚泥の流量および濃度、引抜汚泥の流量および濃度、積
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算引抜汚泥量、電力使用量）を 5 分間隔で取得したデータを入力値とし、5 分後の曝気風量の

値を出力する AI モデルを生成した。RF のパラメータである決定木の本数および階層数は、過

年度の検討に基づきそれぞれ 100 本、10 階層とした。AI モデルの出力値は、これら 100 本の

決定木が出力した値の平均である。以降に示すモデル生成において使用した教師データは、い

ずれも同プラントを DO 一定制御で運転した期間のものである。すなわち、本検討で実施した

AI 自動制御は、DO 一定制御における曝気風量を模倣する動作を行うもの、ということになる。

なお、AI 自動制御の運転では、上述の AI モデルにより 5 分後の曝気風量の予測値を出力し、

これを設定風量として出力時点から 5 分間固定するという制御を行った。  

② 未学習条件が AI 自動制御の性能に与える影響  

 AI モデルの生成に用いた教師データの範囲から外れる「未学習条件」において、AI 自動制

御がどのような動作となるのか、どこまで機能するのか等を把握することは、AI 自動制御技術

の実用化や運用方法を検討する上で重要である。過年度の実験では、流入水量を一定とした条

件にて取得した教師データに対して、水量を減少させる方向で時間変動を与えた条件を未学習

条件として AI 自動制御運転を行ったが、制御の性能や挙動に対する明確な影響は確認されな

かった。そこで本年度は、曝気風量に与える影響がより大きいと考えられる反応タンクの MLSS
濃度を対象に、教師データに含まれる範囲よりも高濃度となる運転操作を意図的に実施した状

態で AI 自動制御運転を行った。MLSS 濃度が未学習条件に至る前後の過程で、AI が出力する

曝気風量の挙動や DO 濃度の変化を確認した。  
 実験条件を表２－１に示す。教師データは、DO 一定制御（目標 DO 濃度：1.0mg/L）で運転

した 14 日間分の計測データ（10 項目×5 分間隔で各項目について 4,032 データ）とし、これ

を用いて AI モデルを生成した。同表に示したとおり、教師データ取得用の運転期間は 19 日間

であるが、このうち計測値に異常なドリフトが確認された 5 日分を除外したものである。AI 自

動制御運転は、教師データの取得が完了した翌日の午後から開始した。まず、教師データ取得

時と同一の運転条件にて AI 自動制御運転を約 6 日間行った（RunA）。次いで、AI 自動制御運

転は継続した状態で、反応タンクの MLSS 濃度を引き上げるために余剰汚泥引抜量を段階的に

引き下げながら約 7 日間の運転を実施した（RunB）。 
 

表２－１  実験条件（未学習条件が AI 自動制御の性能に与える影響の確認）  

項項目目  条条件件  
流入水量  

（教師データ/AI 自動制御運転共通）  
41.1m3/d、 

時間変動あり（0.020～0.035m3/min）  

教師データ 

曝気風量制御方式  DO 一定制御（目標 DO 濃度：1.0mg/L）  
データ項目数および取得間隔  自動計測の 10 項目を 5 分間隔で取得  

データ期間  2024/9/21～10/9 
ただし、9/27～29、10/6～7 を除く 14 日間分  

AI 自動制御運転  実験

期間  

RunA（学習条件）  2024/10/10 13:20～10/16 9:15（約 6 日間）  

RunB（未学習条件）  

2024/10/16 14:55～10/23 13:00（約 7 日間）  
余剰汚泥引抜量を 0.630m3/d から 

0.210m3/d（10/16～）、0.105m3/d（10/18～）へと 
段階的に減少  
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２．２   パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

（１）  検討の概要 

 下水処理（水処理）の運転管理における AI の活用方法として、ガイダンスや状態診断･異常

検知だけでなく、AI を用いた自動制御についても検討されるようになってきている。しかし国

内では、AI の出力を直接的に運転操作量に反映するような自動制御の試みはほとんど行われて

いない。そこで本検討では、パイロット規模の活性汚泥法の実験プラントを用いて、AI による

曝気風量の自動制御（AI 自動制御）の運転を試行し、AI 自動制御の性能や特有の挙動等につ

いて実験的に確認する。具体的には、2018･2019 年度の B-DASH プロジェクト（FS 調査）に

おいて性能を検証した AI（ランダムフォレスト；後述）を用いた運転操作因子の予測･ガイダ

ンス技術を活用し、本 AI が出力する予測値に基づく曝気風量の自動制御運転を行う。これに

より、AI 自動制御の適用可能性を検証すると共に、実用化に向けた課題等を見いだすことを目

的とする。なお、本検討は、前･基本計画期間（2020 年度）から継続して実施しており、2024
年度にて完了したものである。  
 過年度の検討では、ランダムフォレストを用いた曝気風量の自動制御が現実的に機能するこ

とを確認すると共に、AI の学習に供する教師データ量の違いや教師データに含まれない未学習

条件が AI 自動制御の性能に与える影響度合い等について検討した 13)-15)。  
 本年度も引き続き、未学習条件での運用や AI モデルの生成条件が AI 自動制御の性能や挙動

に及ぼす影響について、パイロット規模の実験プラントを用いて確認した。  
 

（２）  検討方法 

① AI 技術および実験プラント 

 本検討で使用する AI 技術は、2018・2019 年度の B-DASH プロジェクト（FS 調査）｢AI を

活用した下水処理運転管理支援技術に関する調査事業｣において性能等を確認した水処理のガ

イダンス技術｢水処理制御支援技術｣16)である。本 AI 技術は、過去の運転データを教師データ

として生成した AI モデルにより、リアルタイムの計測データ（入力値）に基づいて運転操作

量（例：曝気風量、余剰汚泥引抜量）の予測値（ガイダンス値）を出力するものである。AI 手

法としてランダムフォレスト（以下、「RF」と略記）を使用しているが、これは、複数の決定

木と呼ばれるツリー状のデータ分割構造を自動生成し、各々の決定木が出力した値を統合（平

均化等）して AI モデルの出力値とする手法で、機械学習の一種である。各決定木の出力は、教

師データに基づきデータの場合分け構造の各々の中で定式化された回帰式により行われる。決

定木の本数や階層数はハイパーパラメータとして利用者が設定する。  
 本検討では、同 AI 技術が出力する予測値を直接的に操作量とする自動制御運転を試行する

ことで、AI 自動制御の適用可能性を検証している。具体的には、パイロット規模の実験プラン

トにおいて、曝気風量を予測する AI モデルを構築した上で、これを用いた曝気風量の自動制

御運転を行う、という実験を様々な条件で実施している。  
 使用した実験プラントは、実下水（分流式、最初沈殿池越流水）を原水とする処理能力 50m3/d
の活性汚泥法のパイロットプラントである。処理方式は標準活性汚泥法とし、等容量の 4 区画

に分割された反応タンクの第 1 区画を嫌気条件とする嫌気－好気運転で運用した。  
 本実験プラントにおいて計器により自動計測される 10 項目（流入水量、総曝気風量、第 4 区

画の DO 濃度および MLSS 濃度、返送汚泥の流量および濃度、引抜汚泥の流量および濃度、積
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③ 教師データ量の違いが AI 自動制御の性能に与える影響  

 教師データ量（データ項目数、項目当たりのデータ数等）の違いが、AI 自動制御の性能等に

与える影響を把握することは、実運用におけるモデルの学習条件や更新頻度を検討する上で重

要である。過年度の検討では、項目当たりのデータ数が極端に異なる教師データより生成した

複数の AI モデルを用いた自動制御運転により、データ数の多さが制御性能の向上に必ずしも

つながらないとの結論を得た 14)。本年度は、教師データの項目数の違いが AI 自動制御の性能

に与える影響について検討した。  
 具体的には、これまでの実験において教師データの項目数として使用してきた 10 項目から、

意図的にデータ項目数を減らした教師データのセットを複数作成し、各々を使用して生成した

AI モデルを用いて実験プラントの自動制御運転を行うことで、教師データの項目数が制御の性

能や挙動に与える影響を確認した。  
 これに先立ち、実験に供する教師データの項目数や除外する項目を選定するために、同実験

プラントにおいて取得済みの運転データを用いて事前検討を行った。まず、実験プラントを DO
一定制御にて運転した 2024 年 9 月 19 日～30 日（異常値が含まれる 9 月 27 日～29 日を除く

9 日間）の運転データより全 10 項目を使用して AI モデルを生成し、各データ項目の｢重要度｣

を算出した（表２－２）。ここで「重要度（ feature importance）」は、RF モデルによる予測結

果に対して各データ項目が有する相対的な影響度合いを示すもので、学習済みの個々の RF モ

デルに対して計算することができる指標である。  
 

表２－２  各データ項目の重要度 

データ項目  重要度 
曝気風量 0.961 
DO 濃度 0.020 

MLSS 濃度 0.007 
返送汚泥濃度  0.005 
返送汚泥流量  0.003 
流入流量 0.003 

実験設備電力量  0.001 
引抜汚泥濃度  0.000 
引抜汚泥量 0.000 
引抜汚泥流量  0.000 

 
 次いで、同表に示した 10 項目のうち、重要度の値が低いものから順に除外した 2～10 項目

から成る 9 種類の教師データ、および制御対象である曝気風量を除外した 9 項目から成る教師

データを用いて計 10 種類の AI モデルを生成した。2024 年 10 月 1 日の 1 日分（5 分間隔×

24hr）の運転データを使用して曝気風量を予測させ、同期間の曝気風量の実績に対する予測誤

差率（MAPE 値）を算出した（図２－６）。データ項目数が 4 の場合に MAPE 値が最小となり、

これより項目数を減らすと MAPE 値が増大する傾向が見られた。一方、項目数を 5 以上とし

た場合には MAPE 値に大きな相違は生じなかった。また、制御対象であり重要度が最も高い曝

気風量を教師データに含めない場合には、他と比較して MAPE 値が極端に大きくなった。  
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図２－６   教師データ（データ項目数）の違いによる予測誤差率（MAPE 値）の変化

上述の机上検討は、DO 一定制御による運転実績に対して各 AI モデルによる予測誤差を確認

したものであり、各 AI モデルによる制御性能を直接的に評価したものではないものの、これ

を参考として本実験で対象とする教師データの項目数を設定した。すなわち、(a)従前と同一の

全 10 項目（Run1）に加えて、(b)図２－６において MAPE 値が最小となった 4 項目（曝気風

量、DO 濃度、MLSS 濃度、返送汚泥濃度；Run2）、(c)同図において MAPE 値が最大となった

曝気風量を除外した 9 項目（Run3）について、各々を教師データとして 3 通りの AI モデルを

生成し、各々を用いて実際に実験プラントの曝気風量の自動制御運転を行うこととした。

本実験の条件を表２－３に示す。上述の 3 つの AI モデルを使用した自動制御運転（Run1～
3）をそれぞれ 7 日間ずつ、連続した期間に実施した。

表２－３   実験条件（教師データのデータ項目数の違いが AI 自動制御の性能に与える影響の確認）
項項目目 条条件件

流入水量

（教師データ/AI 自動制御運転共通）
41.1m3/d、

時間変動あり（0.020～0.035m3/min）

教師データ

曝気風量制御方式 DO 一定制御（目標 DO 濃度：1.0mg/L）
データ項目数および取得間隔 自動計測の 10 項目を 5 分間隔で取得

データ期間
2024/10/24～11/11

ただし、10/30～31、11/2～4 を除く 14 日間分

AI モデル RF パラメータ 決定木本数：100 本、階層数：10 階層
出力方法 各決定木の出力値の平均

AI 自動制御
運転

実験

期間

Run1（10 項目） 2024/11/12 13:00～11/19 13:00（7 日間）
Run2（4 項目） 2024/11/19 13:00～11/26 13:00（7 日間）

Run3
（9 項目、曝気風量含まず） 2024/11/26 13:00～12/3 13:00（7 日間）

（３） 検討結果

① 未学習条件が AI 自動制御の性能に与える影響 17),18)

RunA、B における AI 自動制御運転期間中の MLSS 濃度、DO 濃度、曝気風量の推移を図２

－７に示す。教師データにおける MLSS 濃度の範囲は 1,263～1,681mg/L であるが、RunA（学

習条件）では、一時的に 1,681mg/L を超えることがあったものの期間の大半において MLSS 濃

度は教師データの範囲内であった。一方、RunB（未学習条件）では、期間当初の 10 月 16 日
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③ 教師データ量の違いが AI 自動制御の性能に与える影響  

 教師データ量（データ項目数、項目当たりのデータ数等）の違いが、AI 自動制御の性能等に

与える影響を把握することは、実運用におけるモデルの学習条件や更新頻度を検討する上で重

要である。過年度の検討では、項目当たりのデータ数が極端に異なる教師データより生成した

複数の AI モデルを用いた自動制御運転により、データ数の多さが制御性能の向上に必ずしも

つながらないとの結論を得た 14)。本年度は、教師データの項目数の違いが AI 自動制御の性能

に与える影響について検討した。  
 具体的には、これまでの実験において教師データの項目数として使用してきた 10 項目から、

意図的にデータ項目数を減らした教師データのセットを複数作成し、各々を使用して生成した

AI モデルを用いて実験プラントの自動制御運転を行うことで、教師データの項目数が制御の性

能や挙動に与える影響を確認した。  
 これに先立ち、実験に供する教師データの項目数や除外する項目を選定するために、同実験

プラントにおいて取得済みの運転データを用いて事前検討を行った。まず、実験プラントを DO
一定制御にて運転した 2024 年 9 月 19 日～30 日（異常値が含まれる 9 月 27 日～29 日を除く

9 日間）の運転データより全 10 項目を使用して AI モデルを生成し、各データ項目の｢重要度｣

を算出した（表２－２）。ここで「重要度（ feature importance）」は、RF モデルによる予測結

果に対して各データ項目が有する相対的な影響度合いを示すもので、学習済みの個々の RF モ

デルに対して計算することができる指標である。  
 

表２－２  各データ項目の重要度 

データ項目  重要度 
曝気風量 0.961 
DO 濃度 0.020 

MLSS 濃度 0.007 
返送汚泥濃度  0.005 
返送汚泥流量  0.003 
流入流量 0.003 

実験設備電力量  0.001 
引抜汚泥濃度  0.000 
引抜汚泥量 0.000 
引抜汚泥流量  0.000 

 
 次いで、同表に示した 10 項目のうち、重要度の値が低いものから順に除外した 2～10 項目

から成る 9 種類の教師データ、および制御対象である曝気風量を除外した 9 項目から成る教師

データを用いて計 10 種類の AI モデルを生成した。2024 年 10 月 1 日の 1 日分（5 分間隔×

24hr）の運転データを使用して曝気風量を予測させ、同期間の曝気風量の実績に対する予測誤

差率（MAPE 値）を算出した（図２－６）。データ項目数が 4 の場合に MAPE 値が最小となり、

これより項目数を減らすと MAPE 値が増大する傾向が見られた。一方、項目数を 5 以上とし

た場合には MAPE 値に大きな相違は生じなかった。また、制御対象であり重要度が最も高い曝

気風量を教師データに含めない場合には、他と比較して MAPE 値が極端に大きくなった。  
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に MLSS 濃度を増加させるために余剰汚泥引抜量を引き下げた（0.630→0.210m3/d）ところ、

2 日後の 10 月 18 日午後から教師データの最大濃度を超えるようになった。同日以降、余剰汚

泥引抜量を更に引き下げる操作（0.210→0.105m3/d）を行った結果、期間を通して MLSS 濃度

は上昇を続け、1 日平均の MLSS 濃度は 1,851mg/L に達した。そこで、以降の記載では、RunB
のうち、MLSS 濃度が教師データの最大濃度（1,681mg/L）を超えた 10 月 18 日 12:00 から実

験を終了した 10 月 23 日 13:00 までの期間を「未学習期間」と称する（図２－７参照）。

図２－７  AI 自動制御運転（RunA、B）における DO 濃度、曝気風量、MLSS 濃度の推移

図２－７において DO 濃度を見ると、RunA では概ね 1.0mg/L 前後（期間平均値：1.06mg/L）

で推移し、教師データを模倣した制御が行われた。RunB では、MLSS 濃度が教師データの範

囲内であった 10 月 18 日 12:00 以前の期間では、制御の出力が送風機の運転可能範囲を超えた

時間帯を除くと DO 濃度は概ね 1.0mg/L 前後で推移した。一方、MLSS 濃度が教師データの範

囲を超えた未学習期間に入ると、DO 濃度が大きく低下する現象が何度も生じるようになった

（図２－７の波線赤囲み部）。これは、DO 濃度が 1.0mg/L 以下へ低下しているにもかかわらず

曝気風量が減少したためであり、未学習期間の DO 濃度は平均 0.53mg/L と、明らかに制御性

能が悪化した。このような現象は、RunB の中でも MLSS 濃度が教師データの範囲を超えた未

学習期間でのみ発生したことから、MLSS 濃度が制御の挙動に影響を与えた可能性が高いと考

えられた。

未学習期間では、DO 濃度が高い状態で曝気風量が減少した後に、DO 濃度が低下しているに

もかかわらず曝気風量が一定範囲（0.35～0.36m3/min 程度）で推移し、その後に増加に転じる

という挙動が複数箇所で見られた。そこで、このような挙動が生じた原因について、本 AI モ

デルの実体である決定木に基づく解析を試みた。上記の挙動が生じた 10 月 28 日 19:00～21:00
の 3 時間分の運転データ（図２－８）を用いて、(a)曝気風量が減少した後に一定範囲となった

現象（同図の区間①）、(b)その後に曝気風量が増加に転じた現象（同図の区間②）のそれぞれに

ついて、決定木単位での出力を詳細に確認した。

－  176 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

図２－８ 2024/10/28 19:00～21:00 付近の運転データ

まず、区間①（図２－８の 19:40～19:50）において、DO 濃度が低下しているにもかかわら

ず曝気風量が一定の範囲に維持された原因について解析した。AI モデルが 19:40、19:45、19:50
に出力した曝気風量について、100 本の決定木のそれぞれが出力した曝気風量を度数分布とし

て整理すると（図２－９）、19:45 以降に、それ以前には存在しなかった 0.29～0.30、0.44～
0.45m3/min の範囲の曝気風量を出力する決定木が出現していた。これらの決定木から無作為

に 1 本ずつを抽出し、各決定木におけるデータの場合分け条件（閾値）を確認すると、MLSS
濃度に関する場合分けの閾値がそれぞれ 1,571、1,601mg/L となっていた。ここで、本 AI モデ

ルの教師データにおける MLSS 濃度の分布を見ると（図２－１０）、これらの閾値を超えるデ

ータ数は全体に対してそれぞれ 6.37%（257/4,032 データ）、0.89%（36/4,032 データ）と僅か

であった。すなわち、両決定木では、MLSS 濃度が上述の閾値を超えるような入力データに対

して、極めて少ないデータ数に基づき生成された回帰式により曝気風量が出力されていたこと

になる。このように、MLSS 濃度が教師データの範囲を超えた状態では、これに該当する教師

データ数の不足により、DO 濃度を始めとした入力データの変化を十分に反映できる決定木が

生成されにくく、特定の曝気風量を出力する決定木が多数生じた結果として、曝気風量が一定

範囲で推移する挙動を引き起こしたと推察される。本考察は RF に特有のモデル構造に基づく

ものであるが、同様の現象は、他の AI 手法を用いる場合であっても、教師データ内に類似の

データ数が少ない条件において発生する可能性があると考えられる。
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に MLSS 濃度を増加させるために余剰汚泥引抜量を引き下げた（0.630→0.210m3/d）ところ、

2 日後の 10 月 18 日午後から教師データの最大濃度を超えるようになった。同日以降、余剰汚

泥引抜量を更に引き下げる操作（0.210→0.105m3/d）を行った結果、期間を通して MLSS 濃度

は上昇を続け、1 日平均の MLSS 濃度は 1,851mg/L に達した。そこで、以降の記載では、RunB
のうち、MLSS 濃度が教師データの最大濃度（1,681mg/L）を超えた 10 月 18 日 12:00 から実

験を終了した 10 月 23 日 13:00 までの期間を「未学習期間」と称する（図２－７参照）。

図２－７  AI 自動制御運転（RunA、B）における DO 濃度、曝気風量、MLSS 濃度の推移

図２－７において DO 濃度を見ると、RunA では概ね 1.0mg/L 前後（期間平均値：1.06mg/L）

で推移し、教師データを模倣した制御が行われた。RunB では、MLSS 濃度が教師データの範

囲内であった 10 月 18 日 12:00 以前の期間では、制御の出力が送風機の運転可能範囲を超えた

時間帯を除くと DO 濃度は概ね 1.0mg/L 前後で推移した。一方、MLSS 濃度が教師データの範

囲を超えた未学習期間に入ると、DO 濃度が大きく低下する現象が何度も生じるようになった

（図２－７の波線赤囲み部）。これは、DO 濃度が 1.0mg/L 以下へ低下しているにもかかわらず

曝気風量が減少したためであり、未学習期間の DO 濃度は平均 0.53mg/L と、明らかに制御性

能が悪化した。このような現象は、RunB の中でも MLSS 濃度が教師データの範囲を超えた未

学習期間でのみ発生したことから、MLSS 濃度が制御の挙動に影響を与えた可能性が高いと考

えられた。

未学習期間では、DO 濃度が高い状態で曝気風量が減少した後に、DO 濃度が低下しているに

もかかわらず曝気風量が一定範囲（0.35～0.36m3/min 程度）で推移し、その後に増加に転じる

という挙動が複数箇所で見られた。そこで、このような挙動が生じた原因について、本 AI モ

デルの実体である決定木に基づく解析を試みた。上記の挙動が生じた 10 月 28 日 19:00～21:00
の 3 時間分の運転データ（図２－８）を用いて、(a)曝気風量が減少した後に一定範囲となった

現象（同図の区間①）、(b)その後に曝気風量が増加に転じた現象（同図の区間②）のそれぞれに

ついて、決定木単位での出力を詳細に確認した。
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図２－９ 各時刻で決定木が出力した曝気風量の度数分布（区間①）

図２－１０ 教師データにおける MLSS 濃度の度数分布

次に、曝気風量が増加に転じた区間②（図２－８の 21:10～21:20）について、曝気風量の挙

動を詳細に見ると、同図に示すとおり、曝気風量の出力が 21:10 に一度 0.346m3/min へと僅か

に減少した後に、21:15、21:20 にそれぞれ 0.400、0.442m3/min へと引き上げられたことが分

かる。同様に一時的に曝気風量が減少する現象は、未学習期間内で繰り返し確認された。この

曝気風量の減少に関して、前述の区間①と同様に 100 本の決定木が出力した曝気風量の度数分

布を見ると（図２－１１）、0.29～0.30m3/min の区間の出力が 21:10 に特異的に出現したこと

が原因となっていた。同時刻の入力データを確認すると実験設備電力量が 0kWh となっており、

同様の現象が見られた他のケースについても実験設備電力量がゼロとなった場合に曝気風量の

出力が減少していることが確認された*。しかし、本教師データにおいて、設備電力量と DO 濃

度や曝気風量等の間には明確な関連性が見られず、MLSS 濃度が高い範囲での教師データ量が

少ない結果として、本来は関連性が低い項目間を関連付けるモデルが生成され、制御出力に影

響を与えた可能性が考えられた。図２－１１を見ると、曝気風量が減少した次の出力（21:15 の

* 実験設備電力量は毎時の積算値を計測したもので、教師データ取得時の運転では、ほとんどの時刻において

0.1kWh であるが、計測タイミングにより 0kWh となるデータが含まれていた。
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出力）以降、0.44m3/min を超える曝気風量を出力する決定木が増加している。そこでは、21:10
時点での曝気風量の減少が、決定木におけるデータの場合分け（個々の決定木による分類先）

が変化するきっかけとなり、曝気風量が増加に転じたと考えられた。このように、入力データ

の変化により出力値の傾向が大きく変わる現象は、極めて少ないデータ数に基づき回帰式が生

成されていたことによると考えられる。

本実験で見られたように、AI（機械学習）を用いた自動制御では、教師データに含まれない

条件や、教師データの範囲内であってもデータ量が少ない条件において、AI モデルの出力が特

定の値に固定化される、出力が急に変化する等、制御が正常に機能しなくなる可能性があると

考えられる。これに対応できるよう、AI 手法自体の検討に加えて、適切な学習方法（教師デー

タの質・量、モデルの更新頻度等）やバックアップ措置（従来の制御方法との併用等）に関す

る検討が今後も必要である。

図２－１１ 各時刻で決定木が出力した曝気風量の度数分布（区間②）

② 教師データ量の違いが AI 自動制御の性能に及ぼす影響

教師データの項目数を 10 項目（Run1）、4 項目（Run2）、9 項目（曝気風量を除外；Run3）
とした AI モデルを用いて自動制御運転を順次行った際の DO 濃度および曝気風量の推移を図

２－１２に示す。

Run1（10 項目）は、これまでに行ってきた実験と同等の AI モデルであり、曝気風量が送風

機の運転下限に至り DO 濃度が上昇した期間を除けば、従来の実験と同様に DO 濃度を 1mg/L
前後に維持する制御が行われた。

これに対してデータ項目数を 4 項目へと減らした Run2 では、DO 濃度が 1.0mg/L を超えた

時点で曝気風量が一定となる現象が複数回発生し（図２－１２の紫囲み部）、Run1 と比較して

制御性能が悪化した。本実験の条件では、教師データの項目数を 10 項目から大幅に減少でき

る余地は小さいと言える。なお、前述した事前の机上検討では、データ項目数を 4 項目とした

場合に MAPE 値が最小となったが、実際の制御運転では制御の結果が入力データへ反映され

るプロセスが繰り返されるため、結果に相違が生じたものと考えられる。
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図２－９ 各時刻で決定木が出力した曝気風量の度数分布（区間①）

図２－１０ 教師データにおける MLSS 濃度の度数分布

次に、曝気風量が増加に転じた区間②（図２－８の 21:10～21:20）について、曝気風量の挙

動を詳細に見ると、同図に示すとおり、曝気風量の出力が 21:10 に一度 0.346m3/min へと僅か

に減少した後に、21:15、21:20 にそれぞれ 0.400、0.442m3/min へと引き上げられたことが分

かる。同様に一時的に曝気風量が減少する現象は、未学習期間内で繰り返し確認された。この

曝気風量の減少に関して、前述の区間①と同様に 100 本の決定木が出力した曝気風量の度数分

布を見ると（図２－１１）、0.29～0.30m3/min の区間の出力が 21:10 に特異的に出現したこと

が原因となっていた。同時刻の入力データを確認すると実験設備電力量が 0kWh となっており、

同様の現象が見られた他のケースについても実験設備電力量がゼロとなった場合に曝気風量の

出力が減少していることが確認された*。しかし、本教師データにおいて、設備電力量と DO 濃

度や曝気風量等の間には明確な関連性が見られず、MLSS 濃度が高い範囲での教師データ量が

少ない結果として、本来は関連性が低い項目間を関連付けるモデルが生成され、制御出力に影

響を与えた可能性が考えられた。図２－１１を見ると、曝気風量が減少した次の出力（21:15 の

* 実験設備電力量は毎時の積算値を計測したもので、教師データ取得時の運転では、ほとんどの時刻において

0.1kWh であるが、計測タイミングにより 0kWh となるデータが含まれていた。
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図２－１２  Run1～3 における DO 濃度、曝気風量の推移

Run3 は、10 種類のデータ項目のうち「重要度」の値が圧倒的に高い曝気風量のみを除外し

た 9 項目を使用したものであるが、DO 濃度と曝気風量がいずれも大きく変動し、制御が正常

に機能しているとは言えない状態となった。曝気風量は本制御の出力対象であり、「重要度」の

値が極めて高いことから、これを入力データから除外した場合に制御性能が悪化する点は半ば

自明であるものの、それを実際の運転により確認する結果となった。

（４） まとめ

過年度から引き続き、パイロット規模の実験プラントを用いて AI（RF）による曝気風量の

自動制御に関する基礎的な実験を行った。本年度は、教師データに含まれない MLSS 濃度範囲

での自動制御運転を行うことで AI が未学習の条件での制御の動作を確認すると共に、AI モデ

ルの生成で使用する教師データ（データ項目数）の違いが制御性能に及ぼす影響について検討

した。主たる成果は以下のとおりである。

 反応タンクの MLSS 濃度について、教師データに含まれる範囲よりも意図的に引き上げた

未学習条件にて曝気風量の AI 自動制御運転を行った結果、制御性能が大幅に悪化した。こ

こで見られた特徴的な制御の挙動として、DO 濃度が低下しているにもかかわらず曝気風

量の出力が増加せず一定範囲に保持される現象について、個々の決定木の出力等を詳細に

解析した結果、MLSS 濃度が高い条件での教師データ数が少なく入力データの変化を十分

に反映できないモデルとなっていた点が要因と考えられた

 教師データの項目数について、従来の 10 項目から意図的に減じた教師データを用いて AI
モデルを生成し AI 自動制御運転を行った。項目数を 4 項目とした AI モデルでは、事前の

机上検討では実績データに対する予測誤差率（MAPE）が最小であったものの、10 項目を

用いた AI モデルと比較して制御性能が悪化し、本検討の条件において教師データの項目

数を大幅に削減する余地は小さいと考えられた。また、制御対象であり「重要度」値が圧

倒的に高い曝気風量のみを減じた 9 項目の教師データを使用した AI モデルでは、AI 自動

制御が正常に機能せず、このようなデータ項目を教師データから除外することが不適切で

あることが実験的に確認された。
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 AI 自動制御に関する一連の実験により、外乱要因が少ないパイロットプラントという条件

下ではあるものの、項目数が 10 項目と少ない教師データを用いた AI モデルであっても、

教師データである DO 一定制御を模倣した自動制御が可能であることが示された。一方、

教師データにおけるデータ数が少ない、もしくは全く含まれていない条件下では、自動制

御が正常に機能しない恐れがある点も示されたことから、このような自動制御技術を実用

化する際には、これに対応できるような AI 手法や、必要な教師データ量、AI モデルの更

新頻度、異常時のバックアップ措置（従来の制御への切り替え等）等について、事前に十

分な検討が必要と言える。また、制御性能を事前に机上で検討する際には、本検討で実施

したような過去データに対する予測性能を評価する方法では不十分であり、制御の結果が

運転状態に反映されるような数値シミュレーション等が必要になると考えられた。 
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図２－１２  Run1～3 における DO 濃度、曝気風量の推移

Run3 は、10 種類のデータ項目のうち「重要度」の値が圧倒的に高い曝気風量のみを除外し

た 9 項目を使用したものであるが、DO 濃度と曝気風量がいずれも大きく変動し、制御が正常

に機能しているとは言えない状態となった。曝気風量は本制御の出力対象であり、「重要度」の

値が極めて高いことから、これを入力データから除外した場合に制御性能が悪化する点は半ば

自明であるものの、それを実際の運転により確認する結果となった。

（４） まとめ

過年度から引き続き、パイロット規模の実験プラントを用いて AI（RF）による曝気風量の

自動制御に関する基礎的な実験を行った。本年度は、教師データに含まれない MLSS 濃度範囲

での自動制御運転を行うことで AI が未学習の条件での制御の動作を確認すると共に、AI モデ

ルの生成で使用する教師データ（データ項目数）の違いが制御性能に及ぼす影響について検討

した。主たる成果は以下のとおりである。

 反応タンクの MLSS 濃度について、教師データに含まれる範囲よりも意図的に引き上げた

未学習条件にて曝気風量の AI 自動制御運転を行った結果、制御性能が大幅に悪化した。こ

こで見られた特徴的な制御の挙動として、DO 濃度が低下しているにもかかわらず曝気風

量の出力が増加せず一定範囲に保持される現象について、個々の決定木の出力等を詳細に

解析した結果、MLSS 濃度が高い条件での教師データ数が少なく入力データの変化を十分

に反映できないモデルとなっていた点が要因と考えられた

 教師データの項目数について、従来の 10 項目から意図的に減じた教師データを用いて AI
モデルを生成し AI 自動制御運転を行った。項目数を 4 項目とした AI モデルでは、事前の

机上検討では実績データに対する予測誤差率（MAPE）が最小であったものの、10 項目を

用いた AI モデルと比較して制御性能が悪化し、本検討の条件において教師データの項目

数を大幅に削減する余地は小さいと考えられた。また、制御対象であり「重要度」値が圧

倒的に高い曝気風量のみを減じた 9 項目の教師データを使用した AI モデルでは、AI 自動

制御が正常に機能せず、このようなデータ項目を教師データから除外することが不適切で

あることが実験的に確認された。
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３． ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

３．１   設備の劣化予測・異常診断技術の開発動向調査  

（１）  検討の概要 

 下水処理場内の施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技術については、JS において過去に

ICT や IoT を活用した技術の開発を実施した実績があるが（例えば文献 19)）、近年では AI を

活用した技術も台頭してきており、技術開発動向が大きく変化していると想定される。そこで

本検討では、ICT・AI 等のデジタル技術を活用して施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技

術について、国内外の最新の研究開発動向を把握することを目的とした調査を行う。具体的に

は、2024 年度単年度の検討として、①国内外の学術論文を対象とした文献調査、②国内外の水

関連企業のウェブサイトを対象とした調査、③国内企業を対象としたヒアリング調査を実施し

た。なお、これらの調査においては、下水処理場以外の下水道施設を対象とした類似技術につ

いても技術の進展が速いことから、対象を下水処理場内に限定せず、管路等を含む下水道施設・

設備全般に広げて調査を実施した。  
 

（２）  検討方法 

 本調査では、「劣化予測・異常診断技術」を、「劣化予測や状態診断、異常検知等により、施

設の保全管理を支援する技術」と定義し、このうち、(a)ICT・IoT・AI 等のデジタル技術を活

用するもの、(b)適用対象として下水道管路施設およびポンプ場・終末処理場の土木施設・機械

設備類を想定したもの、の両者に合致する技術（以下、「対象技術」と表記）について、情報収

集およびヒアリング調査を行った。このため、終末処理場の運転管理のみを支援する技術や、

下水道以外の廃水処理施設のみを対象とする技術は本調査の対象外である。 
 これらの技術を対象に、以下の①～③に示す 3 通りの方法により、最新の情報を収集した。 

① 文献調査 

 研究・基礎検討段階のものを含めた国内外における全体的な研究開発動向を把握することを

目的として、学術文献を対象とした文献調査を行った。文献情報データベース JDreamⅢを用

いて、以下の a)、b)の 2 段階で文献を抽出・整理した。 

a) 一次抽出 

 JDreamⅢの検索機能を使用し、以下の条件およびキーワードに適合する文献を抽出した。  

＜検索条件＞ 
・  発行年：2015～2024 年（過去 10 年間） 
・  言語：日本語、英語  
・  記事区分（文献の種類）：原著論文、総説論文（レビュー論文）  

＜キーワード＞ 
 キーワードは、下記の 3 つの区分に基づき設定した。  

・  第 1 キーワード：デジタル技術（ICT、IoT、AI）を抽出 
 例：人工知能、IoT、機械学習、デジタルトランスフォーメーション 等 
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・  第 2 キーワード：下水道施設に適用可能な技術を抽出  
 例：下水道、下水処理場、ポンプ場、下水管 等 

・  第 3 キーワード：対象技術の定義に合致する技術を抽出  
 例：劣化、腐食、診断、保全管理 等 

 各区分に分類したキーワードはそれぞれ異なる切り口での抽出を目的としており、各区分か

ら選んだキーワードを組み合わせた総当たりによる検索を行った。検索により得られた文献か

ら、重複するもの、タイトルや抄録から読み取れる内容から明らかに対象技術と無関係である

もの、運転管理支援技術のような対象外のものを除外し、更に、同一著者による同一技術に関

する複数の文献についてはいずれか 1 つを選定した。  
 以上により抽出された文献（以下、「一次抽出文献」と表記）について、抄録の内容に基づき、

各文献で取り上げられている技術を表３－１に示す項目により分類・整理した。  
 

表３－１  一次抽出文献の分類に用いた項目 

カテゴリ 項目  定義・内容  

対象施設  

管路  下水管、パイプライン等  

ポンプ場  汚水ポンプ、雨水ポンプ等  

下水処理場  下水処理場内の施設・設備等  

下水道全般  
抄録から、下水道分野であるが、対象施設が不明もしくは下水道
分野全体を対象であることが読み取れたもの 

対象設備  

土木  土木躯体、コンクリート等（管路を含む）  

機械設備類  
電動機、駆動部等の機械設備関係（電気設備を含むものも含
める）  

電気設備  
ケーブル、操作盤、受配電盤、通信設備等の電気設備関係
（電気設備を対象とすることが明確なもの）  

機能  

劣化・異常予測  
現状の情報をもとに将来の劣化や異常を予測する技術（評価モ
デル等）  

劣化・異常診断  現状の情報をもとに現状の劣化度合いや異常を検知する技術  

その他  
劣化および異常に関するガイドラインや、導入効果の検討（コスト
等）、プラットフォーム等  

開発段階  

基礎検討段階  研究開発もしくは検討段階の技術  

実証実験段階  実施設等で実証実験が行われている段階の技術  

実用化段階  実際に使用されている、導入実績の情報がある技術  

 

b) 二次抽出 

 一次抽出文献に掲載された技術のうち、技術の機能で大半を占めていた「劣化・異常診断」

に係る技術について、更に詳細な内容を把握する文献を抽出した（二次抽出）。当初、対象施設

については、JS の主な事業対象が下水処理場やポンプ場であることを考慮し、「管路」以外を

想定していたが、一次抽出で「管路」を対象とした文献が多く、今後の ICT・AI 技術の活用方

法を検討する際に参考とできるよう、「管路」を除外せずに抽出する方針とした。 
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３． ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

３．１   設備の劣化予測・異常診断技術の開発動向調査  

（１）  検討の概要 

 下水処理場内の施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技術については、JS において過去に

ICT や IoT を活用した技術の開発を実施した実績があるが（例えば文献 19)）、近年では AI を

活用した技術も台頭してきており、技術開発動向が大きく変化していると想定される。そこで

本検討では、ICT・AI 等のデジタル技術を活用して施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技

術について、国内外の最新の研究開発動向を把握することを目的とした調査を行う。具体的に

は、2024 年度単年度の検討として、①国内外の学術論文を対象とした文献調査、②国内外の水

関連企業のウェブサイトを対象とした調査、③国内企業を対象としたヒアリング調査を実施し

た。なお、これらの調査においては、下水処理場以外の下水道施設を対象とした類似技術につ

いても技術の進展が速いことから、対象を下水処理場内に限定せず、管路等を含む下水道施設・

設備全般に広げて調査を実施した。  
 

（２）  検討方法 

 本調査では、「劣化予測・異常診断技術」を、「劣化予測や状態診断、異常検知等により、施

設の保全管理を支援する技術」と定義し、このうち、(a)ICT・IoT・AI 等のデジタル技術を活

用するもの、(b)適用対象として下水道管路施設およびポンプ場・終末処理場の土木施設・機械

設備類を想定したもの、の両者に合致する技術（以下、「対象技術」と表記）について、情報収

集およびヒアリング調査を行った。このため、終末処理場の運転管理のみを支援する技術や、

下水道以外の廃水処理施設のみを対象とする技術は本調査の対象外である。 
 これらの技術を対象に、以下の①～③に示す 3 通りの方法により、最新の情報を収集した。 

① 文献調査 

 研究・基礎検討段階のものを含めた国内外における全体的な研究開発動向を把握することを

目的として、学術文献を対象とした文献調査を行った。文献情報データベース JDreamⅢを用

いて、以下の a)、b)の 2 段階で文献を抽出・整理した。 

a) 一次抽出 

 JDreamⅢの検索機能を使用し、以下の条件およびキーワードに適合する文献を抽出した。  

＜検索条件＞ 
・  発行年：2015～2024 年（過去 10 年間） 
・  言語：日本語、英語  
・  記事区分（文献の種類）：原著論文、総説論文（レビュー論文）  

＜キーワード＞ 
 キーワードは、下記の 3 つの区分に基づき設定した。  

・  第 1 キーワード：デジタル技術（ICT、IoT、AI）を抽出 
 例：人工知能、IoT、機械学習、デジタルトランスフォーメーション 等 
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 まず、文献の形式や掲載された技術のカテゴリに基づき、以下の方針により一次抽出文献 170
件を 81 件まで絞り込んだ。  

・  記事区分の絞り込み：「原著論文」のみを選択（「レビュー論文」を除外）  
・  機能による絞り込み：「劣化・異常診断」技術に分類されるものを選択  
・  重複の排除：同一技術を対象とした文献は発行が最新年のものを選択  

 続いて、「管路」以外を対象とした 21 件、「管路」を対象とし開発段階が「実用化段階」また

は「実証実験段階」の 8 件、この 8 件以外で「管路」を対象とし抄録から技術構築に係るデー

タセットの公開を行っていることが分かる 2 件の合計 31 件を選定した（以下、これらを総称

して「二次抽出文献」と表記）。これら二次抽出文献については、文献の全文把握により対象デ

ータの種類（画像、振動、温度等）やデータ取得方法（閉回路テレビ（CCTV）カメラ、センシ

ング技術等）等の情報を整理した。なお、この整理過程で対象施設や対象設備、開発段階の分

類を精査し、必要に応じて修正した。  
 

② ウェブサイト調査  

 国内外において実用化段階にある技術の動向を更に把握するために、水関連企業のウェブサ

イトからの情報収集を行った。調査の対象とする企業は、経済産業省が公開している「水ビジ

ネス海外展開施策の 10 年の振り返りと今後の展開の方向性に関する調査（令和 3 年 3 月）」20)

において「世界の主要企業における水ビジネス売上高」に掲載されている企業や、これらとは

別に対象技術に係るキーワードをインターネット検索してヒットした企業とした。これらの企

業のうち、対象技術を有する 6 社について、各企業のウェブサイトに掲載されている情報に基

づき、技術の概要、原理、活用事例等を整理した。  
 

③ ヒアリング調査  

 対象技術を開発し導入する立場から見た現状や課題を把握するため、国内で対象技術を開発

または保有する民間企業を対象に、技術の開発・導入状況や今後の展望、設備の劣化予測・異

常診断を行う技術全般の普及展開に向けた課題等についてインタビュー方式によるヒアリング

を行った。ヒアリング先は、本検討の対象技術に関して、過去に JS と B-DASH プロジェクト

や共同研究を実施した 2 社、その他 B-DASH プロジェクトの実施実績を有する 1 社、その他 2
社の合計 5 社を選定した。  
 

（３）  検討結果 

① 文献調査 

a) 一次抽出 

 キーワード検索によりヒットした文献は、重複を除くと 4,651 件となった。このうち、文献

タイトルから明らかに対象技術に当てはまらないものを除外すると 500 件、更に抄録の内容か

ら対象外となるものを除外すると 170 件に絞り込まれ、これらを一次抽出文献とした。  
 図３－１に示すとおり、一次抽出文献の発行数は年々増加傾向にあった。なお、一次抽出を

実施したのは 2024 年 10 月であり、同年については 1 年間分のデータとならないため同図には

表示していない。  

－  184 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

 

 文献に記載された技術に基づき、対象施設（管路、ポンプ場、下水処理場、下水道全般）お

よび対象設備（土木、機械設備類、電気設備）の区分で文献数を整理したものを図３－２に示

す。対象施設で見ると、管路を対象とした文献が 116 件（68%）と最多であった。設備区分に

ついては、管路を対象とする文献は全てが土木を対象とするものであった一方、ポンプ場では

15 件中 10 件が、下水処理場では 10 件中 6 件が、機械設備類を対象とした文献であった。な

お、いずれの施設区分においても、電気設備を対象とした文献は含まれなかった。  
 次に、技術の機能区分（劣化・異常予測、劣化・異常診断、その他）に基づき一次抽出文献

を整理すると、表３－２のとおりとなった。両設備区分（土木、機械設備類）のいずれにおい

ても診断技術の文献数が比較的多く、各設備区分の中でそれぞれ 62%、74%を占めていた。特

に、文献数では管路を対象とした診断技術が他よりも明らかに多い点が特徴的であった。  
 技術の開発段階で文献数を整理した結果について、対象施設・設備の各区分における開発段

階の内訳を表３－３に示す。全体の 78%が基礎検討段階、15%が実証実験段階で、これら実用

化以前の段階のものが合わせて 90%以上を占め、実用化段階にあるものは 7%と少なかった。

実用化段階にある技術数が多い施設区分は管路で、6 件であった。下水処理場の施設区分につ

いて見ると、総数 10 件のうち実用化段階にあるものは、土木施設の診断技術および予測技術

が各 1 件、機械設備類の診断技術が 1 件の計 3 件であった。 
 

 
※2024 年 10 月に一次抽出作業を行ったため、同年の件数は省略した。 

図３－１  一次抽出文献数の推移 
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や共同研究を実施した 2 社、その他 B-DASH プロジェクトの実施実績を有する 1 社、その他 2
社の合計 5 社を選定した。  
 

（３）  検討結果 

① 文献調査 

a) 一次抽出 

 キーワード検索によりヒットした文献は、重複を除くと 4,651 件となった。このうち、文献

タイトルから明らかに対象技術に当てはまらないものを除外すると 500 件、更に抄録の内容か

ら対象外となるものを除外すると 170 件に絞り込まれ、これらを一次抽出文献とした。  
 図３－１に示すとおり、一次抽出文献の発行数は年々増加傾向にあった。なお、一次抽出を

実施したのは 2024 年 10 月であり、同年については 1 年間分のデータとならないため同図には

表示していない。  
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図３－２ 一次抽出文献の施設区分・設備区分別内訳（全 170 件）

表３－２ 一次抽出文献における技術の機能区分の内訳

※セル着色は対象施設ごと（行ごと）に文献数の多いものほど濃くなるよう濃淡をつけた。最下段は対象設備（土木、機械設備類）における割合を示す。

管路管路, 管路, 116116116, 116, 68%

ポンプ場ポンプ場, ポンプ場, , , 151515, 1515, 9%

下水処理場下水処理場下水処理場, 下水処理場, 101010, 1010, 6%

下水道全般下水道全般, 下水道全般
29
下水道全般
2929, 
下水道全般下水道全般, 下水道全般下水道全般
2929, 17%

土木土木, 土木, 116116116, 116, 68%
機械設備類機械設備類, 機械設備類, 0, 0, 00, 0%

土木土木, 土木, 5, 5, 55, 3%

機械設備類機械設備類, 機械設備類, 101010, 1010, 6%

土木土木, 土木, 4, 4, 44, 2%

機械設備類機械設備類, 機械設備類, 6, 6, 66, 4%

土木土木, 土木, 222222, 22222222, , 13%

機械設備類機械設備類, 機械設備類, 7, 7, 77, 4%

劣化・異常
予測

劣化・異常
診断 その他 劣化・異常

予測
劣化・異常
診断 その他

管路 29 78 9 116

ポンプ場 2 2 1 4 6 15

下水処理場 1 3 5 1 10

下水道全般 9 8 5 1 6 29

41 91 15 5 17 1

(28%) (62%) (10%) (22%) (74%) (4%)

対象施設
土木 機械設備類

合計

合計 170
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表３－３  一次抽出文献の開発段階内訳 

 
※セル着色は対象施設や設備、技術区分によらず文献数の多いものほど濃くなるよう濃淡をつけた。 
  小計や合計の行には着色していない。  

基礎検討段階 実証実験段階 実用化段階

管路 土木 劣化・異常予測 27 2

劣化・異常診断 65 8 5

その他 5 3 1

小計 97 13 6

ポンプ場 土木 劣化・異常予測 2

劣化・異常診断 2

その他 1

小計 4 1

機械設備類 劣化・異常予測 4

劣化・異常診断 3 3

小計 7 3

下水処理場 土木 劣化・異常予測 1

劣化・異常診断 2 1

小計 2 2

機械設備類 劣化・異常診断 1 3 1

その他 1

小計 2 3 1

下水道全般 土木 劣化・異常予測 5 2 2

劣化・異常診断 8

その他 3 1 1

小計 16 3 3

機械設備類 劣化・異常予測 1

劣化・異常診断 3 3

小計 4 3

132 26 12
(78%) (15%) (7%)

対象施設 対象設備 機能区分
開発段階

合計
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図３－２ 一次抽出文献の施設区分・設備区分別内訳（全 170 件）

表３－２ 一次抽出文献における技術の機能区分の内訳

※セル着色は対象施設ごと（行ごと）に文献数の多いものほど濃くなるよう濃淡をつけた。最下段は対象設備（土木、機械設備類）における割合を示す。

管路, 116, 68%

ポンプ場, 15, 9%

下水処理場, 10, 6%

下水道全般, 
29, 17%

土木, 116, 68%
機械設備類, 0, 0%

土木, 5, 3%

機械設備類, 10, 6%

土木, 4, 2%

機械設備類, 6, 4%

土木, 22, 13%

機械設備類, 7, 4%

劣化・異常
予測

劣化・異常
診断 その他 劣化・異常

予測
劣化・異常
診断 その他

管路 29 78 9 116

ポンプ場 2 2 1 4 6 15

下水処理場 1 3 5 1 10

下水道全般 9 8 5 1 6 29

41 91 15 5 17 1

(28%) (62%) (10%) (22%) (74%) (4%)

対象施設
土木 機械設備類

合計

合計 170
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b) 二次抽出 

 二次抽出文献について、精査後の開発段階を表３－４に、文献に記載された各技術の検出・

分析対象や手法、AI の使用有無を整理したものを表３－５に示す。なお、両表では、後述する

ウェブサイト調査の結果を同様に整理した結果を併記しており、以降での文献数（対象技術数）

は二次抽出とウェブサイト調査の結果を合算して表記する。  
 精査の結果、対象施設が管路である技術が 20 件、その他が 17 件となった。このうち実用化

段階にある技術は 8 件あり、管路内の画像を分析するものが 4 件、管路に敷設した音響光ファ

イバーで音を検出する技術が 1 件、ポンプ場および下水処理場の機器に設置したセンサーを用

いたセンシング技術がそれぞれ 1 件、ポンプ場の監視データを解析するものが 1 件であった。 
 技術の内容で見ると、管路を対象とした技術で採用されている手法 20 件のうち、撮影した

画像を分析して劣化や異常を判定するものが 16 件（80%）を占めていた。一方、ポンプ場や下

水処理場を対象とした 15 件のうち、センサーを使用し運転中の機器の状態から異常を判定す

るセンシング技術が 10 件（67%）と多く、次いで蓄積した監視データを解析する手法が 3 件

（20%）あった。 
 二次抽出文献およびウェブサイト調査により情報の得られた技術の検出・分析対象別に AI
使用の有無を整理したものを表３－６に示す。比較的件数の多かった画像や振動等の検出・分

析技術においては、AI の使用率がそれぞれ 82%、78%となった。一方、監視データを解析する

技術では AI の使用は見られなかった。  
 

表３－４  二次抽出文献の開発段階内訳  

 
※カッコ内はウェブサイト調査結果で抽出された技術で、内数  

  

基礎検討段階 実証実験段階 実用化段階

管路 9 6 5(3) 20(3)

ポンプ場 3(1) 3 2(1) 8(2)

下水処理場 1 5 1(1) 7(1)

下水道全般 1 1 2

合計 14(1) 15 8(5) 37(6)

対象施設
開発段階

合計
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表３－５  二次抽出文献およびウェブサイト調査に基づく技術の概要  

 
※カッコ内はウェブサイト調査結果で抽出された技術で、内数  
※検出・分析対象について 

振動等：振動、渦電流、排ガス成分等  
電気的パラメータ：電流、電圧、電力等  

※測定手法等について 
CCTV：閉回路テレビ（Closed Circuit Television）。本表では文献中に CCTV が明記されていたもののみを分類した。 
触覚ロボット：4 本足ロボットの接地箇所に力覚・トルクセンサーを取り付けたもの。 
センシング技術：振動や温度、音等、センサーを用いて測定を行う技術の総称。 
データ活用：収集・蓄積したデータを統計的に解析する等の手法。 

 
 

表３－６  二次抽出文献およびウェブサイト調査に基づく検出・分析対象別 AI 使用状況  
検出・分析対象  技術数合計※1 AI 使用あり※2 AI 使用率※3 

画像  17 14(2) 82% 
振動等  9 7(3) 78% 
音 2 2(1) 100% 
3D 点群データ 1 1 100% 
コンクリート強度  1 1 100% 
監視データ 3 - 0% 
温度  2 - 0% 
電気的パラメータ 1 - 0% 
データ収集方法  1 - 0% 

総計  37 25(6) 68% 

※1 二次抽出文献とウェブサイト調査で得られた文献数（技術数）の合計値  
※2 カッコ内はウェブサイト調査結果で抽出された技術で、内数  
※3 AI 使用率は二次抽出文献とウェブサイト調査の合計値に対する割合として算出  

 
  

CCTV ドローン
ドローン
+3Dレー
ザースキャナ

ドローン
+センシング
技術

無線
カメラ

管内
カメラ

触覚
ロボット

センシング
技術

電力
ロガー

データ
活用 あり なし

管路 土木 画像 7(2) 2 1 2 2 2 13(2) 3 16(2)
3D点群データ 1 1 1
温度 1 1 1
音 1(1) 1(1) 1(1)
コンクリート強度 1 1 1

ポンプ場 機械設備類 振動等 4(2) 1 4(2) 1 5(2)
監視データ 2 1 2
電気的パラメータ 1 2 1

下水処理場 機械設備類 画像 1 1 1
振動等 4(1) 3(1) 1 4(1)
温度 1 1 1
音 1 1 1

下水道全般 機械設備類 監視データ 1 1 1
データ収集方法 1 1 1

合計 7(2) 2 1 1 2 2 1 12(4) 1 8 25(6) 12 37(6)

対象施設 対象設備 検出・分析対象

測定手法等 AIの使用

合計
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b) 二次抽出 

 二次抽出文献について、精査後の開発段階を表３－４に、文献に記載された各技術の検出・

分析対象や手法、AI の使用有無を整理したものを表３－５に示す。なお、両表では、後述する

ウェブサイト調査の結果を同様に整理した結果を併記しており、以降での文献数（対象技術数）

は二次抽出とウェブサイト調査の結果を合算して表記する。  
 精査の結果、対象施設が管路である技術が 20 件、その他が 17 件となった。このうち実用化

段階にある技術は 8 件あり、管路内の画像を分析するものが 4 件、管路に敷設した音響光ファ

イバーで音を検出する技術が 1 件、ポンプ場および下水処理場の機器に設置したセンサーを用

いたセンシング技術がそれぞれ 1 件、ポンプ場の監視データを解析するものが 1 件であった。 
 技術の内容で見ると、管路を対象とした技術で採用されている手法 20 件のうち、撮影した

画像を分析して劣化や異常を判定するものが 16 件（80%）を占めていた。一方、ポンプ場や下

水処理場を対象とした 15 件のうち、センサーを使用し運転中の機器の状態から異常を判定す

るセンシング技術が 10 件（67%）と多く、次いで蓄積した監視データを解析する手法が 3 件

（20%）あった。 
 二次抽出文献およびウェブサイト調査により情報の得られた技術の検出・分析対象別に AI
使用の有無を整理したものを表３－６に示す。比較的件数の多かった画像や振動等の検出・分

析技術においては、AI の使用率がそれぞれ 82%、78%となった。一方、監視データを解析する

技術では AI の使用は見られなかった。  
 

表３－４  二次抽出文献の開発段階内訳  

 
※カッコ内はウェブサイト調査結果で抽出された技術で、内数  

  

基礎検討段階 実証実験段階 実用化段階

管路 9 6 5(3) 20(3)

ポンプ場 3(1) 3 2(1) 8(2)

下水処理場 1 5 1(1) 7(1)

下水道全般 1 1 2

合計 14(1) 15 8(5) 37(6)

対象施設
開発段階

合計
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② ウェブサイト調査  

 ウェブサイト調査の結果、本検討の対象技術を保有する企業 6 社について、6 技術の情報を

得た。これら 6 技術について、①の文献調査と同様に、対象施設や対象設備、機能区分を整理

したものを表３－７に示す。振動や音響等のセンシングデータに基づく診断技術が 4 件、画像

分析技術が 2 件であった。実用化段階にある技術は 5 件、実証実験段階と基礎検討段階がそれ

ぞれ 1 件あった。文献調査では管路を対象とし実用化段階にある技術は 2 件とも画像解析によ

るものだったが、ここでは音響光ファイバーを用いたセンシングデータに基づく診断技術も実

用化段階にある技術として抽出された。ウェブサイト調査で得られた技術は、いずれも画像や

センシングデータを分析し劣化・異常の診断を行うプロセスに AI を採用することで、診断作

業の効率化を図っていた。このうち下水処理場を対象とした 1 技術（表３－７  No.6）は、設

備に取り付けたセンサーのモニタリングデータを AI が解析し、通常と異なる振動から異常を

検知する維持管理ツールである。  
 なお、これらの整理結果を文献調査の結果と統合したものは①で示したとおりである。  
 

表３－７   企業のウェブサイト調査により抽出された技術  

 
 

③ ヒアリング調査  

 国内企業へのヒアリングの結果、各社の保有する技術は、処理場やポンプ場の機械設備類を

対象とし、振動等のセンシングデータや画像データを AI により解析することで、劣化予測ま

たは異常診断を行う技術であり、概ね実用化段階にあった。しかし、一部の技術を除くと実績

数は伸びていないとの回答であった。また、劣化予測や異常診断の精度を向上させるためには

データの蓄積が必須であるが、導入実績を持つ社は着実にデータを蓄積する一方で、導入実績

の少ない社は蓄積も少ない、またはほとんどないという状況であった。  
 今後、下水道施設の老朽化や下水道技術者の人手不足により、設備の劣化予測や異常診断の

技術に対するニーズが高まるとの認識は全社で共通していた。一方で、現時点で導入が進まな

い背景、導入における課題として、「下水道設備は故障頻度が低く効果を実感しにくい」（5 社）、

「機械学習のためのデータの蓄積が少ない」（3 社）といった点が指摘された。また、劣化予測

や異常診断の技術の普及を促進するために、全社に共通して「国からの交付金・補助金の充実」

No. 企業 国 技術名称等 対象施設 対象設備 機能区分 検出・分析
対象 測定手法等 開発段階 AIの

使用

1 United Utilities イギリス Automated asset
inspection 管路 土木 診断 画像 CCTV 実用化段階 ○

2 AECOM アメリカ PipeInsights 管路 土木 診断 画像 CCTV 実用化段階 ○

3 Xylem アメリカ SoundPrint AFO 管路 土木 診断
（予測含む）

音 センシング技術 実用化段階 ○

4 Korea Water
Resources 韓国 Predictive Maintenance

System ポンプ場 機械設備類 診断
（予測含む）

振動等 センシング技術 基礎検討段階 ○

5 Grundfos デンマーク Grundfos Machine
Health ポンプ場 機械設備類 診断 振動等 センシング技術 実用化段階 ○

6 Veolia
Environnement フランス Bob assistant 下水処理場 機械設備類 診断 振動等 センシング技術 実用化段階 ○
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（5 社）という意見があった。以上を踏まえると、技術の導入促進によりデータの蓄積が進み、

劣化予測や異常診断の精度が向上して、更なる普及に繋がると考えられる。 
 

（４）  まとめ 

 ICT・AI 等のデジタル技術を活用して下水道施設・設備の劣化予測や異常診断を行う技術の

研究開発動向を把握するため、国内外を対象とした文献調査、国内外の水関連企業のウェブサ

イトを対象とした調査、対象技術を開発している国内企業へのヒアリング調査を実施した。主

な成果は以下のとおりである。  
 
 文献調査：文献情報データベースにおいて学術論文を対象にキーワード検索を行い、抄録の

内容に基づき対象施設・設備を整理すると、管路（土木）を対象とする技術が他よりも明ら

かに多く、また、ポンプ場や下水処理場に係る技術の中では半数以上が機械設備類を対象と

していた。技術の機能を「劣化・異常予測」と「劣化・異常診断」で分類すると、診断技術

のほうが多い傾向にあった。そこで、劣化・異常の診断技術に係る文献を精査し、ウェブサ

イト調査の結果と併せて整理すると、管路では画像データを、ポンプ場や下水処理場では振

動等のセンシングデータを解析し診断を行う技術の割合が高く、更に、いずれにおいても 8
割程度の技術で AI が使用されていた。  

 ウェブサイト調査：文献調査では抽出されなかった技術として、音響光ファイバーを用いた

センシング技術に基づく劣化・異常の診断技術が抽出された。また、ウェブサイト調査で得

られた 6 技術全てについて、診断のプロセスに AI を採用していた。 
 ヒアリング調査：国内企業 5 社へのヒアリングの結果、設備の劣化予測や異常診断を行う技

術は概ね実用化段階にあるものの、一部の技術を除くと導入実績数は伸びておらず、導入に

おける課題として、「下水道設備は故障頻度が低く効果を実感しにくい」という点が全社か

ら挙げられた。また、「機械学習のためのデータの蓄積が少ない」といった利用可能なデー
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② ウェブサイト調査  
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 なお、これらの整理結果を文献調査の結果と統合したものは①で示したとおりである。  
 

表３－７   企業のウェブサイト調査により抽出された技術  

 
 

③ ヒアリング調査  
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対象とし、振動等のセンシングデータや画像データを AI により解析することで、劣化予測ま

たは異常診断を行う技術であり、概ね実用化段階にあった。しかし、一部の技術を除くと実績

数は伸びていないとの回答であった。また、劣化予測や異常診断の精度を向上させるためには

データの蓄積が必須であるが、導入実績を持つ社は着実にデータを蓄積する一方で、導入実績

の少ない社は蓄積も少ない、またはほとんどないという状況であった。  
 今後、下水道施設の老朽化や下水道技術者の人手不足により、設備の劣化予測や異常診断の

技術に対するニーズが高まるとの認識は全社で共通していた。一方で、現時点で導入が進まな

い背景、導入における課題として、「下水道設備は故障頻度が低く効果を実感しにくい」（5 社）、

「機械学習のためのデータの蓄積が少ない」（3 社）といった点が指摘された。また、劣化予測

や異常診断の技術の普及を促進するために、全社に共通して「国からの交付金・補助金の充実」

No. 企業 国 技術名称等 対象施設 対象設備 機能区分 検出・分析
対象 測定手法等 開発段階 AIの

使用

1 United Utilities イギリス Automated asset
inspection 管路 土木 診断 画像 CCTV 実用化段階 ○

2 AECOM アメリカ PipeInsights 管路 土木 診断 画像 CCTV 実用化段階 ○

3 Xylem アメリカ SoundPrint AFO 管路 土木 診断
（予測含む）

音 センシング技術 実用化段階 ○

4 Korea Water
Resources 韓国 Predictive Maintenance

System ポンプ場 機械設備類 診断
（予測含む）

振動等 センシング技術 基礎検討段階 ○

5 Grundfos デンマーク Grundfos Machine
Health ポンプ場 機械設備類 診断 振動等 センシング技術 実用化段階 ○

6 Veolia
Environnement フランス Bob assistant 下水処理場 機械設備類 診断 振動等 センシング技術 実用化段階 ○
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４．  ICT による広域監視・制御システム 

４．１   ICT の活用による下水道施設広域監視制御システムの開発  

（１）  検討の概要 

 本検討では、「ICT の活用による下水道施設広域監視制御システム」（以下、「広域監視制御シ

ステム」と略記）の実規模実証実験を行い、異なる製造者により設置された施設の監視・制御・

帳票作成を行う設備または装置の通信の信頼性・安定性、建設費・改修費および維持管理費の

削減効果等を実証するものである。本システムは複数の下水道施設を広域的に監視制御する技

術であるため、広域化・共同化の一手法として実証技術を普及展開することを目標に開発を進

めている。  
 本検討は 2021 年度に国土交通省の下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）と

して採択され、国土交通省国土技術政策総合研究所の委託を受けて日本下水道事業団・東芝イ

ンフラシステムズ・日立製作所・三菱電機・明電舎・メタウォーター・倉敷市共同研究体が実

施している。岡山県倉敷市の下水道施設を実証フィールドとし、水島下水処理場および倉敷市

役所を広域管理拠点に、下水処理場 4 施設を含む全 27 施設を監視対象に選定して検討を行っ

てきた。上記 B-DASH プロジェクトとしての実証期間は 2021 年度から 2024 年度の 4 年間で

ある。 
 これまでの検討では、工場における通信試験や、100Mbps の広域イーサネット（帯域が確保

された専用回線）を使用した現地実証により、装置の操作性・応答性、通信の信頼性・安定性

等について問題が無いことを確認した。 
 本年度は現地での実証実験を継続し、確保される帯域を縮小した広域イーサネットによる実

証実験、更にベストエフォートタイプの IP-VPN 回線による実証実験を行うと共に、モデルケ

ースにおけるコスト試算を行った。  
 

（２）  検討方法 

① 技術の概要 

 本システムは、異なる製造者の監視制御設備における相互の通信を容易にするものであり、

図４－１に示す「共通プロトコル方式」、「リモートデスクトップ（RDP）方式」の一方を用い

る、または両方式を組み合わせることによって複数の下水道施設の監視制御を実現するもので

ある。 
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図４－１   共通プロトコル方式および RDP 方式の概要

a) 共通プロトコル方式

製造者間の共通のプロトコル（ネットワーク上でデータを通信する際に用いられる手順や言

語、ルール）を定めることで、異なる製造者により設置された監視制御盤または監視制御装置

間の通信を行う技術であり、その特徴は以下のとおりである。

・異なる製造者による監視制御盤または監視制御装置と、広域管理拠点側の監視制御装置とが

共通プロトコルを用いて信号の授受を行うことで、広域管理拠点から各施設の監視制御が可

能であり、また、複数施設の帳票データの統合と一括出力が可能。

・異なる製造者による監視制御盤または監視制御装置において、相互に信号を授受する伝送装

置（I/F 装置）とデータ変換装置の機能を I/F 装置に集約し、これらを各製造者の共通の仕様

とすることで汎用化を実現。

b) RDP 方式

Microsoft Windows のリモートデスクトップ機能を活用して、監視制御装置が設置されてい

る下水道施設の監視等を行う技術であり、その特徴は以下のとおりである。

・Microsoft Windows のリモートデスクトップ機能を活用することにより既存のシステム改修

範囲と新規システム構築規模を最小化できるため、共通プロトコル方式に比べて安価で施設

ごとの監視、制御、帳票印刷が可能。

・共通プロトコル方式の一部機能（ヒストリカルデータの授受のみ）を併用することにより、

コスト面のメリットを大きく損なうことなく広域管理拠点で警報発報、帳票データの統合を

行うことも可能。

② 実証方法

本実証実験では、2022 年度に設置した広域監視制御システムを使用し、2 箇所の広域管理拠

点から、共通プロトコル方式または RDP 方式を使用して 27 箇所の下水道施設を監視してい
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る。本年度の実証実験における目標値は表４－１に示すとおりであり、応答速度とコスト削減

率を評価した。  
 

表４－１   本年度の実証における目標値  
実証項目  共通プロトコル方式  RDP 方式 

応答速度の評価  6sec 程度 3sec 程度 

従来技術と比較したコスト削減率の評価  
（新規導入・改修・保守点検、LCC） 30% 30% 

 
 応答速度の評価において、前年度の実験では、十分に余裕のある通信回線を使用して通信量

を定量的に確認し、広域監視制御システムが技術的に運用に足ることの基礎データを取得する

ことを目的とした。具体的には、100Mbps の広域イーサネットを使用し、共通プロトコル方式

および RDP 方式における応答速度が目標値を満足することを確認した。本年度は、100Mbps
の広域イーサネットは通信コストが高価であるという課題を踏まえ、低コスト化による広域監

視制御システムの伝送遅延や応答速度、安定性、セキュリティ面への影響を確認した。まず、

広域イーサネットの帯域を 1～20Mbps に縮小した。続いて最大 1Gbps の IP-VPN に変更し、

各々3 か月間のデータ収集期間を設けた。この期間において通信環境における伝送遅延や応答

速度を確認し、各々100Mbps の広域イーサネットの場合と比較した。広域監視に支障のない応

答速度を確保するため、前年度と同様に共通プロトコル方式では操作応答 6sec 程度、RDP 方

式では操作応答 3sec 程度を目標とした*。  
 コスト削減率の評価では、共通プロトコル方式および RDP 方式における新規導入時のコス

ト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検に要するコストを、監視対象の処理

場数を 3、4、5、16 箇所とした場合について試算し、本プロジェクト採択時の目標である「従

来技術と比較して 30%の削減」に対する達成状況を確認した。複数のメーカーが混在する機場

間の信号を授受するためにデータ変換装置で構築する従来技術と、広域監視制御システムのシ

ステム構成はそれぞれ表４－２のとおりである。建設費（新規導入工事、改修工事）、維持管理

費（保守点検費）および LCC の削減効果の試算は、これを基本条件とした。従来技術のデータ

変換装置および伝送装置が、広域監視制御システムではインターフェイス装置に置き換わるこ

とで、機器点数の削減（＝コスト削減）が可能となっている。また、改修とは、監視対象の処

理場等におけるプラント設備増改築時に、新たに広域監視制御システムへ信号を追加する等の

機能増設工事を意味する。加えて、これらのコスト試算結果を基に LCC 削減率を算出し、同じ

く当初の目標である「従来技術と比較して 30%削減」の実現可能性を検証した。なお、LCC の

算出において、広域イーサネットや IP-VPN の使用は従来技術と同じ条件となるため、通信に

係るコストは含めていない。  
  

 
* 各応答速度は JS 電気設備工事一般仕様書の操作応答時間を参照した。  
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表４－２   従来技術と広域監視制御システムのコスト試算条件

（３） 検討結果

1～20Mbps の広域イーサネットおよび最大 1Gbps の IP-VPN の条件下で応答速度を計測し

たところ、表４－３に示すとおり、共通プロトコル方式で 6sec 程度、RDP 方式で 3sec 程度と

した目標を満足した。両方式共に、伝送遅延等は無く、操作応答時間はいずれの回線を採用し

ても 100Mbps の広域イーサネットと同程度であり、広域監視制御システムの運用に問題が無

いことを確認した。

ただし、IP-VPN を使用した実証実験において、外部のメンテナンスや工事によりサービス

が中断する可能性があることが確認された。約 3 か月間のデータ収集期間においてサービスの

停止は無かったが、3 件の工事情報が通告されたため、実際の運用におけるリスクを想定して

おくことが重要である。一方で、広域イーサネットは通信量により帯域を選定することが可能

であるが、帯域を増加させると費用が高価になる。

表４－３   応答速度の計測結果
共通プロトコル方式

（目標：6sec 程度）
RDP 方式

（目標：3sec 程度）
広域イーサネット

（1～20Mbps、帯域確保）
平均 3.75sec

（2.08～5.54sec）
平均 2.75sec

（2.25～3.65sec）
IP-VPN

（最大 1Gbps、ベストエフォート）
平均 4.00sec

（2.44～5.48sec）
平均 2.55sec

（1.95～3.06sec）

参考
広域イーサネット

（100Mbps、帯域確保）
平均 3.32sec

（2.35～4.21sec）
平均 3.03sec

（2.45～3.46sec）

従来技術 広域監視制御システム

シシスステテムム
構構成成

複雑なシステム構築が必要
・ 広域拠点 広域管理端末 ３ｾｯﾄ
・ 広域拠点 監視制御ｻｰﾊﾞ １式
・ 広域拠点 帳票履歴ｻｰﾊﾞ １式
・ 広域拠点 データ変換装置 １式
・ 広域拠点 伝送装置 ３ｾｯﾄ
・ 処理場 伝送装置 ３ｾｯﾄ

・ 処理場 既設監視制御ｼｽﾃﾑ改造費 ３ｾｯﾄ

シンプルなシステム構築が可能
・ 広域拠点 広域管理端末 ３ｾｯﾄ
・ 広域拠点 広域管理ｻｰﾊﾞ（I/F機能含）1式
・ 広域拠点 帳票履歴ｻｰﾊﾞ １式
・ 広域拠点 I/F装置 １式（機器数減）

・ 処理場 ﾘﾓｰﾄﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟｻｰﾊﾞ（I/F機能含）２ｾｯﾄ
・ 処理場 I/F装置 １ｾｯﾄ
・ 処理場 既設監視制御ｼｽﾃﾑ改造費 ３ｾｯﾄ

そそのの他他

①現地試験においては、異なる製造者間による対向試験を実施する。
②新規設置の場合、機器費の40%を工事費とし、この他の必要諸経費も見込む。
③改修の場合、100点相当の信号を追加することを想定する。工事費、諸経費の計上は新規設置と同様。
④保守点検は10 年間（LCCでは15年間）の製造者標準の保守点検費用を算出する。
⑤監視対象はオキシデーションディッチ法の下水処理場を想定する。

複雑なシステム構築が必要
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る。本年度の実証実験における目標値は表４－１に示すとおりであり、応答速度とコスト削減

率を評価した。  
 

表４－１   本年度の実証における目標値  
実証項目  共通プロトコル方式  RDP 方式 

応答速度の評価  6sec 程度 3sec 程度 

従来技術と比較したコスト削減率の評価  
（新規導入・改修・保守点検、LCC） 30% 30% 

 
 応答速度の評価において、前年度の実験では、十分に余裕のある通信回線を使用して通信量

を定量的に確認し、広域監視制御システムが技術的に運用に足ることの基礎データを取得する

ことを目的とした。具体的には、100Mbps の広域イーサネットを使用し、共通プロトコル方式

および RDP 方式における応答速度が目標値を満足することを確認した。本年度は、100Mbps
の広域イーサネットは通信コストが高価であるという課題を踏まえ、低コスト化による広域監

視制御システムの伝送遅延や応答速度、安定性、セキュリティ面への影響を確認した。まず、

広域イーサネットの帯域を 1～20Mbps に縮小した。続いて最大 1Gbps の IP-VPN に変更し、

各々3 か月間のデータ収集期間を設けた。この期間において通信環境における伝送遅延や応答

速度を確認し、各々100Mbps の広域イーサネットの場合と比較した。広域監視に支障のない応

答速度を確保するため、前年度と同様に共通プロトコル方式では操作応答 6sec 程度、RDP 方

式では操作応答 3sec 程度を目標とした*。  
 コスト削減率の評価では、共通プロトコル方式および RDP 方式における新規導入時のコス

ト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検に要するコストを、監視対象の処理

場数を 3、4、5、16 箇所とした場合について試算し、本プロジェクト採択時の目標である「従

来技術と比較して 30%の削減」に対する達成状況を確認した。複数のメーカーが混在する機場

間の信号を授受するためにデータ変換装置で構築する従来技術と、広域監視制御システムのシ

ステム構成はそれぞれ表４－２のとおりである。建設費（新規導入工事、改修工事）、維持管理

費（保守点検費）および LCC の削減効果の試算は、これを基本条件とした。従来技術のデータ

変換装置および伝送装置が、広域監視制御システムではインターフェイス装置に置き換わるこ

とで、機器点数の削減（＝コスト削減）が可能となっている。また、改修とは、監視対象の処

理場等におけるプラント設備増改築時に、新たに広域監視制御システムへ信号を追加する等の

機能増設工事を意味する。加えて、これらのコスト試算結果を基に LCC 削減率を算出し、同じ

く当初の目標である「従来技術と比較して 30%削減」の実現可能性を検証した。なお、LCC の

算出において、広域イーサネットや IP-VPN の使用は従来技術と同じ条件となるため、通信に

係るコストは含めていない。  
  

 
* 各応答速度は JS 電気設備工事一般仕様書の操作応答時間を参照した。  
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 新規導入時のコスト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検に要するコスト

を試算し、従来技術と比較した各々の削減率を算定し、それらを基に本技術の LCC 削減率を

算定した。算定結果を表４－４に示す。両方式の新規導入、改修、保守点検、LCC のいずれの

項目においても、目標値である 30%削減を達成した。共通プロトコル方式は、新規導入コスト、

改修コストおよび LCC において従来技術の 1/2 程度であった。RDP 方式は、従来技術に比べ

て新規導入コストと LCC が 3 割程度、改修コストは 1/3 程度であり、共通プロトコル方式に

比べても低コストであった。保守点検コストは両方式とも同程度であり、従来方式に比べて約

4 割の削減効果が見込まれた。  
 

表４－４   従来技術と比較したコスト削減効果  

試算項目 監視対象の 
処理場数  

共通プロトコル方式  RDP 方式 
削減率 平均削減率  削減率 平均削減率  

新規導入 

3 箇所 47% 

49% 

78% 

74% 
4 箇所 48% 76% 
5 箇所 49% 74% 

16 箇所 51% 67% 

改修 

3 箇所 46% 

48% 

66% 

65% 
4 箇所 45% 65% 
5 箇所 46% 64% 

16 箇所 56% 65% 

保守点検 

3 箇所 47% 

43% 

50% 

44% 
4 箇所 37% 44% 
5 箇所 39% 41% 

16 箇所 48% 43% 

LCC 

3 箇所 47% 

48% 

73% 

69% 
4 箇所 46% 70% 
5 箇所 47% 69% 

16 箇所 52% 64% 
 

（４）  まとめ 

 本年度は、通信の低コスト化による応答速度への影響を確認するため、1～20Mbps の広域イ

ーサネットおよび最大 1Gbps の IP-VPN 回線を使用して実証実験を行った。前年度に使用し

た帯域 100Mbps の広域イーサネットと同様の応答速度であったことから、広域監視制御シス

テムにいずれの回線を採用しても問題が無いことが確認できた。また、広域監視制御システム

の新規導入時のコスト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検にかかるコスト

は、従来技術と比較してそれぞれ目標の 30%削減を達成すると共に、従来技術と比較した LCC
削減率も目標の 30%を達成した。  
 本検討は国土交通省の B-DASH プロジェクトとして採択され、2021 年度から 4 年間の事業

は本年度で完了した。4 年間の実証実験により、広域監視制御システムの通信の信頼性・安定

性、建設費・改修費および維持管理費の削減の 2 項目について検証し、それぞれの目標を達成

することができた。今後は、本実証事業の成果を踏まえて、国土交通省国土技術政策総合研究

所から「導入ガイドライン（案）」が発刊される予定である。また、倉敷市とともに、B-DASH
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プロジェクトで設置した実証施設を活用し、自主研究として長期的な運用の安定性と信頼性を

確認する予定である。  
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 新規導入時のコスト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検に要するコスト

を試算し、従来技術と比較した各々の削減率を算定し、それらを基に本技術の LCC 削減率を

算定した。算定結果を表４－４に示す。両方式の新規導入、改修、保守点検、LCC のいずれの

項目においても、目標値である 30%削減を達成した。共通プロトコル方式は、新規導入コスト、

改修コストおよび LCC において従来技術の 1/2 程度であった。RDP 方式は、従来技術に比べ

て新規導入コストと LCC が 3 割程度、改修コストは 1/3 程度であり、共通プロトコル方式に

比べても低コストであった。保守点検コストは両方式とも同程度であり、従来方式に比べて約

4 割の削減効果が見込まれた。  
 

表４－４   従来技術と比較したコスト削減効果  

試算項目 監視対象の 
処理場数  

共通プロトコル方式  RDP 方式 
削減率 平均削減率  削減率 平均削減率  

新規導入 

3 箇所 47% 

49% 

78% 

74% 
4 箇所 48% 76% 
5 箇所 49% 74% 

16 箇所 51% 67% 

改修 

3 箇所 46% 

48% 

66% 

65% 
4 箇所 45% 65% 
5 箇所 46% 64% 

16 箇所 56% 65% 

保守点検 

3 箇所 47% 

43% 

50% 

44% 
4 箇所 37% 44% 
5 箇所 39% 41% 

16 箇所 48% 43% 

LCC 

3 箇所 47% 

48% 

73% 

69% 
4 箇所 46% 70% 
5 箇所 47% 69% 

16 箇所 52% 64% 
 

（４）  まとめ 

 本年度は、通信の低コスト化による応答速度への影響を確認するため、1～20Mbps の広域イ

ーサネットおよび最大 1Gbps の IP-VPN 回線を使用して実証実験を行った。前年度に使用し

た帯域 100Mbps の広域イーサネットと同様の応答速度であったことから、広域監視制御シス

テムにいずれの回線を採用しても問題が無いことが確認できた。また、広域監視制御システム

の新規導入時のコスト、導入後の改修（機能増設）コスト、10 年間の保守点検にかかるコスト

は、従来技術と比較してそれぞれ目標の 30%削減を達成すると共に、従来技術と比較した LCC
削減率も目標の 30%を達成した。  
 本検討は国土交通省の B-DASH プロジェクトとして採択され、2021 年度から 4 年間の事業

は本年度で完了した。4 年間の実証実験により、広域監視制御システムの通信の信頼性・安定

性、建設費・改修費および維持管理費の削減の 2 項目について検証し、それぞれの目標を達成

することができた。今後は、本実証事業の成果を踏まえて、国土交通省国土技術政策総合研究

所から「導入ガイドライン（案）」が発刊される予定である。また、倉敷市とともに、B-DASH
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５．  検討結果の総括  

５．１   本年度の成果  

（１）  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

① AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

 過年度から継続している 2 件の共同研究等を進めた。  
 「単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処技術」について、更なるコスト縮減

を目的とした複数池一括制御が長期間にわたって十分に機能することを確認した。また、反応

タンクにおける N2O 排出量に関するデータを蓄積すると共に、N2O の生成・排出場所として

好気ゾーンが重要であることを示す知見を得た。加えて、本技術の曝気風量制御手法をアンモ

ニア制御に応用する可能性、ステップ流入により本技術の窒素除去率を向上できる可能性を見

出した。  
 「AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術」について、2024 年 1 月に開始し

た共同研究を同年 12 月に完了した。処理水の COD 濃度を予測可能な AI モデルを生成できた

ものの、予測精度を十分に検証するには至らなかった。NH4-FF+FB 制御について、目標 NH4-
N 濃度を 3mg/L まで引き上げた制御が可能である点、それにより曝気風量の低減が見込める

点を示したが、多様な目標濃度において十分な実証データを取得することはできなかった。複

数池一括制御については、検討した手法では良好に機能しない点が判明し実証運転を断念した。 

② パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

 過年度から引き続き、パイロット規模の実験プラントを用いて AI（RF）による曝気風量の

自動制御に関する基礎的な実験を行った。主たる成果は以下のとおりである。  
 反応タンクの MLSS 濃度について、教師データに含まれる範囲よりも意図的に引き上げた未

学習条件にて曝気風量の AI 自動制御運転を行った結果、制御性能が大幅に悪化した。個々の

決定木の出力等を詳細に解析した結果、MLSS 濃度が高い条件での教師データ数が少なく入力

データの変化を十分に反映できないモデルとなっていた点が要因と考えられた  
 教師データの項目数について、従来の 10 項目から意図的に減じた教師データを用いて AI モ

デルを生成し AI 自動制御運転を行った。項目数を 4 項目とした AI モデルでは、事前の机上検

討では実績データに対する予測誤差率（MAPE）が最小であったものの、10 項目を用いた AI
モデルと比較して制御性能が悪化し、本検討の条件において教師データの項目数を大幅に削減

する余地は小さいと考えられた。また、制御対象であり「重要度」値が圧倒的に高い曝気風量

のみを減じた 9 項目の教師データを使用した AI モデルでは、AI 自動制御が正常に機能せず、

このようなデータ項目を教師データから除外することが不適切であることが実験的に確認され

た。 
 AI 自動制御に関する一連の実験により、外乱要因が少ないパイロットプラントという条件下

ではあるものの、項目数が 10 項目と少ない教師データを用いた AI モデルであっても、教師デ

ータである DO 一定制御を模倣した自動制御が可能であることが示された。一方、教師データ

におけるデータ数が少ない、もしくは全く含まれていない条件下では、自動制御が正常に機能

しない恐れがある点も示されたことから、このような自動制御技術を実用化する際には、これ

に対応できるような AI 手法や、必要な教師データ量、AI モデルの更新頻度、異常時のバック

アップ措置（従来の制御への切り替え等）等について、事前に十分な検討が必要と言える。ま
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た、制御性能を事前に机上で検討する際には、本検討で実施したような過去データに対する予

測性能を評価する方法では不十分であり、制御の結果が運転状態に反映されるような数値シミ

ュレーション等が必要になると考えられた。  
 なお、本検討は、前･基本計画期間（2020 年度）から継続して実施してきたもので、2024 年

度にて完了した。  
 

（２）  ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

① 設備の劣化予測・異常診断技術の開発動向調査  

 下水道施設・設備を対象とする劣化予測・異常診断技術について、最新の研究開発動向を把

握することを目的として、国内外を対象とした文献調査およびウェブサイト調査、国内の民間

企業を対象としたヒアリング調査を行った。文献調査およびウェブサイト調査では、(a)管路施

設を対象とした技術が多くを占める点、(b)ポンプ場や下水処理場を対象とする技術では振動等

のセンシングデータに基づく診断技術が多くデータの分析等で AI の利用が進んでいる点等が

示された。国内企業へのヒアリングからは、これらの技術の導入促進に向けた課題として、下

水道設備では故障頻度が低く効果を実感しにくい、機械学習のためのデータの蓄積が少ない、

といった点が挙げられた。 
 

（３）  ICT による広域監視・制御システム 

① ICT の活用による下水道施設広域監視制御システムの開発  

 広域監視制御システムの通信に 1～20Mbps の広域イーサネットおよび最大 1Gbps の IP-
VPN 回線を使用して実証実験を行い、広域監視制御システムの運用にいずれの回線を使用して

も問題が無いことが確認できた。また、広域監視制御システムの導入、改修、保守点検コスト

および LCC を試算し、目標である従来技術比 30%削減を達成した。2021 年度からの 4 年間の

実証試験により、広域監視制御の通信の信頼性・安定性、建設費・改修費および維持管理費の

削減の 2 項目についてそれぞれの目標を達成し、2024 年度をもって本実証事業を完了した。  

 

５．２   今後の予定 

 １ .２節に記載の開発項目について、次年度の実施予定は以下とおりである。  
 

（１）  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

 AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発：「単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・
AI 制御による高度処理技術」について実規模実証実験を継続し、複数池一括制御の検証を

更に進め実用的な手法としての確立を図ると共に、本技術における処理メカニズムの解明、

N2O 生成・排出の特性および抑制方法、アンモニア制御への応用、ステップ流入による処

理水質向上方策等について引き続きデータ・知見の蓄積を図る予定である。  
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５．  検討結果の総括  

５．１   本年度の成果  

（１）  AI による水処理・汚泥処理運転・制御・予測技術  

① AI を活用した水処理・汚泥処理の支援・制御技術の開発  

 過年度から継続している 2 件の共同研究等を進めた。  
 「単槽型硝化脱窒プロセスの ICT・AI 制御による高度処技術」について、更なるコスト縮減

を目的とした複数池一括制御が長期間にわたって十分に機能することを確認した。また、反応

タンクにおける N2O 排出量に関するデータを蓄積すると共に、N2O の生成・排出場所として

好気ゾーンが重要であることを示す知見を得た。加えて、本技術の曝気風量制御手法をアンモ

ニア制御に応用する可能性、ステップ流入により本技術の窒素除去率を向上できる可能性を見

出した。  
 「AI 処理水質予測を活用した省エネ型曝気風量制御技術」について、2024 年 1 月に開始し

た共同研究を同年 12 月に完了した。処理水の COD 濃度を予測可能な AI モデルを生成できた

ものの、予測精度を十分に検証するには至らなかった。NH4-FF+FB 制御について、目標 NH4-
N 濃度を 3mg/L まで引き上げた制御が可能である点、それにより曝気風量の低減が見込める

点を示したが、多様な目標濃度において十分な実証データを取得することはできなかった。複

数池一括制御については、検討した手法では良好に機能しない点が判明し実証運転を断念した。 

② パイロットプラントを用いた AI 水処理自動制御実験  

 過年度から引き続き、パイロット規模の実験プラントを用いて AI（RF）による曝気風量の

自動制御に関する基礎的な実験を行った。主たる成果は以下のとおりである。  
 反応タンクの MLSS 濃度について、教師データに含まれる範囲よりも意図的に引き上げた未

学習条件にて曝気風量の AI 自動制御運転を行った結果、制御性能が大幅に悪化した。個々の

決定木の出力等を詳細に解析した結果、MLSS 濃度が高い条件での教師データ数が少なく入力

データの変化を十分に反映できないモデルとなっていた点が要因と考えられた  
 教師データの項目数について、従来の 10 項目から意図的に減じた教師データを用いて AI モ

デルを生成し AI 自動制御運転を行った。項目数を 4 項目とした AI モデルでは、事前の机上検

討では実績データに対する予測誤差率（MAPE）が最小であったものの、10 項目を用いた AI
モデルと比較して制御性能が悪化し、本検討の条件において教師データの項目数を大幅に削減

する余地は小さいと考えられた。また、制御対象であり「重要度」値が圧倒的に高い曝気風量

のみを減じた 9 項目の教師データを使用した AI モデルでは、AI 自動制御が正常に機能せず、

このようなデータ項目を教師データから除外することが不適切であることが実験的に確認され

た。 
 AI 自動制御に関する一連の実験により、外乱要因が少ないパイロットプラントという条件下

ではあるものの、項目数が 10 項目と少ない教師データを用いた AI モデルであっても、教師デ

ータである DO 一定制御を模倣した自動制御が可能であることが示された。一方、教師データ

におけるデータ数が少ない、もしくは全く含まれていない条件下では、自動制御が正常に機能

しない恐れがある点も示されたことから、このような自動制御技術を実用化する際には、これ

に対応できるような AI 手法や、必要な教師データ量、AI モデルの更新頻度、異常時のバック

アップ措置（従来の制御への切り替え等）等について、事前に十分な検討が必要と言える。ま
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（２）  ICT・AI による設備劣化予測・異常診断技術  

 設備劣化データの集約・ライブラリ化：劣化予測・異常診断技術に係る性能確認のための

共通基盤としての活用、更には既存技術の予測・診断の精度向上や新規技術の開発促進の

ための活用を想定した設備のモニタリングデータの集約・ライブラリ化の可能性や方法に

ついて、調査・検討を開始する。 
 

（３）  ICT による広域監視・制御システム 

 B-DASH プロジェクトは本年度で完了したが、今後も引き続き倉敷市と共に、本施設を活

用した自主研究として、長期的な運用の安定性と信頼性を確認する予定である。  
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※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

２．共同研究 
２．１ 令和６年度共同研究実施状況 

整理

№※１ 
研究名称 

研究 
期間 

研究目的 
研究 

担当者 
共同研究者 

（提） 

242 
最終沈殿池の処理能力

向上技術の開発 

2016～
2024 

B-DASHプロジェクト「最終沈殿池

の処理能力向上技術実証事業」につ

いて、最終沈殿池にろ過部を設置し、

処理能力を向上することで、系列を

増設することなく、低コストで、量的

または質的に処理能力を向上できる

技術であることを実証する。 

糸川浩紀 

高田祥暉 
メタウォーター株式会社 

（提） 

281 
能力増強型水処理シス

テムの開発 

2018～
2024 

①処理場の統廃合・広域化等による

既存施設を活用した処理能力増強ニ

ーズに対応するため、固定式生物処

理法と浮遊式生物処理法をハイブリ

ッドすることで、標準活性汚泥法に

比べ 1.5 倍程度の流入水量を処理で

きるシステムを開発する。②代替施

設を構築することなく、反応タンク

等の改築更新工事が可能な仮設水処

理システムを開発する。 

糸川浩紀 

高田祥暉 
荏原実業株式会社 

（提） 

285 

AI搭載型次世代水処理

最適化システムの実証

に関する共同研究 

2018～
2027 

B-DASH プロジェクト「単槽型硝化

脱窒プロセスの ICT・AI 制御による

高度処理技術実証事業」について、

ICT・AI を活用した①流入負荷変動、

季節変動に対応した空気量制御によ

る単槽型反応タンクにおける A2O法

同等処理水質の短 HRT での達成、②

空気量制御と連動した送風機吐出圧

力制御による消費電力の削減効果を

実証する。 

糸川浩紀 

高田祥暉 
メタウォーター株式会社 

（公）

299 

ICTを活用した広域監

視・制御システムの技術

開発 

2020～
2024 

B-DASH プロジェクト「ICT の活用

による下水道施設広域監視制御シス

テム実証事業」について、製造業者が

異なる複数の監視制御設備を大規模

な改修を行わずに接続・通信を可能

とする要素技術①共通プロトコル方

式、②リモートデスクトップ方式で

構成される広域監視制御システムの

実規模施設を設置し、「通信の信頼

性・安定性」、「建設費・維持管理費の

削減」を実証する。 

井上剛 

村岡正季 

小川剛 

小柴卓也 

株式会社日立製作所 

三菱電機株式会社 

株式会社明電舎 

メタウォーター株式会社 

東芝インフラシステムズ株

式会社 

（提） 

306 
省エネ型深槽曝気技術

の開発 
2021～
2026 

B-DASH プロジェクト「省エネ型深

槽曝気技術に関する実証事業」につ

いて、深槽式反応タンクにおける省

エネ型深槽曝気技術の消費電力量お

よび温室効果ガス排出量の削減効果

や、LCC の縮減効果を実証する。 

糸川浩紀 

山本明広 

小柴卓也 

前澤工業株式会社 
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※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

整理

№※１ 
研究名称 

研究 
期間 

研究目的 
研究 

担当者 
共同研究者 

（公） 

311 

ダウンサイジング対応

同軸差動式スクリュー

プレス脱水機の開発 

2022～
2024 

高効率凝集装置と同軸差動式スクリ

ュープレス脱水機の組合せにより、

脱水機処理能力の大幅な増強を図

り、従来脱水機（圧入式スクリュープ

レス脱水機Ⅲ型）に対し LCC を低減

する汚泥脱水技術の開発を行う。ま

た、拡張機能として、AI を用いた自

動運転モードについても開発・検証

を行い、運転操作性の向上について

評価する 

三宅晴男 

村岡正季 

小柴卓也 

水ingエンジニアリング株式

会社 

水ing株式会社 

（提） 

312 

発酵熱を利用した下水

汚泥の効率的なコンポ

スト化技術の開発 

2022～
2028 

B-DASH プロジェクト「縦型密閉発

酵槽による下水汚泥の肥料化技術に

関する実証事業」について、縦型密閉

発酵技術を下水汚泥に適用し、副原

料配合の最適化を含めた高速発酵乾

燥技術を実証する。 

三宅晴男 

村岡正季 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社クボタ 

UBE三菱セメント株式会社 

中部エコテック株式会社 

（公） 

313 

集中加温型高速中温消

化システムとステンレ

ス合板製消化タンクに

よる低コスト嫌気性消

化技術の開発 

2023～
2024 

余剰汚泥を集中的に加温し消化効率

を向上することによる、消化日数の

短縮やステンレス合板で製作した消

化タンクの耐食・耐久性等および高

効率攪拌装置の攪拌性能について確

認する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

メタウォーター株式会社 

（公） 

315 

中小規模向けユニット

式下水汚泥消化システ

ム 

2023～
2025 

中小規模の下水処理場に特化したユ

ニット式下水汚泥消化システムを用

いた実規模での実証試験を通じて本

技術を確立する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社日立プラントサー

ビス 

（公） 

316 

水熱炭化を用いたカー

ボンニュートラルの達

成に向けた実証 

2023～
2024 

循環型社会及び下水道分野のカーボ

ンニュートラルの実現に向けて、温

室効果ガス削減、消費エネルギー削

減、創出エネルギー増大及び低コス

ト化が可能な水熱炭化技術を開発す

る。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社神鋼環境ソリュー

ション 

（公） 

317 

予熱加温保持消化技術

とボルト接合型パネル

タンクによる低コスト

嫌気性消化システムの

開発 

2023～
2025 

余剰汚泥を予め加温する予熱加温保

持技術による消化日数の短縮と、ボ

ルト接合型パネルタンクの採用によ

る現地工期の短縮、ならびにこれら

を組み合わせたシステムの技術開発

を行い、嫌気性消化技術の導入コス

トの縮減効果について確認する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越 瑛 

株式会社神鋼環境ソリュー

ション 

－  206 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

整理

№※１ 
研究名称 

研究 
期間 

研究目的 
研究 

担当者 
共同研究者 

（公） 

318 

AI処理水質予測を活用

した省エネ型曝気風量

制御技術 

2023～
2024 

処理水質を予測する AI を既存の

NH4-N 制御に組込むことで、処理水

質を管理基準値内に収めつつ、更な

る省エネ効果を発現する曝気風量制

御技術を開発する。 

糸川浩紀 

高田祥暉 

山本明広 

日新電機株式会社 

（提） 

319 

下水汚泥消化ガスのEx-
situ型バイオメタネーシ

ョン反応を用いた二酸

化炭素利用及び合成メ

タン製造によるGHG排

出量削減技術 

2023～
2025 

海外で実用化されている、Ex-situ 型

（槽外型）バイオメタネーションに

て消化ガスを高濃度のメタンガスへ

と変換し、日本の条件・制度に適応し

た都市ガス利用等の確認を行い、国

内処理場への適用性を検証する。 

三宅晴男 

村岡正季 

島田正夫 

小柴卓也 

熊越瑛 

カナデビア株式会社 

（公） 

321 

MABR併用型活性汚泥

法を用いた既存水処理

施設の能力増強技術 

2024～
2025 

標準活性汚泥法や嫌気無酸素好気法

に対して、既設を活用して反応タン

ク容量あたりの水処理能力を 1.5 倍
以上に増強し、ライフサイクルコス

ト（LCC ）の縮減を可能とする

「MABR 併用型活性汚泥法」の開発

を目的とする。 

糸川浩紀 

山本明広 

高田祥暉 

三機工業株式会社 

（公） 

322 

ハイドロサイクロンを

用いた汚泥性状改善に

よる水処理能力増強技

術の実証 

2024～
2026 

ハイドロサイクロンにより活性汚泥

の沈降性を向上させることで水処理

能力を増強する技術について、国内

下水処理への適用性や導入効果を実

証することにより技術を確立し実用

化を図る。 

糸川浩紀 

高田祥暉 

山本明広 

株式会社明電舎 

（公） 

323 

好気性グラニュールに

よるダウンサイジング

可能な水処理技術の実

証 

2024～
2029 

AB-Cross プロジェクト「好気性グラ

ニュールによるダウンサイジング可

能な下水処理技術に関する実証事

業」について、好気性グラニュール法

を用いた下水処理技術の処理性能や

消費電力の低減効果を実証する。 

糸川浩紀 

山本明広 

小柴卓也 

メタウォーター株式会社 

 
 
 
 
  
 

計１７件（うち非掲載 1 件） 継続…１３件 

新規… ４件 

JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

整理

№※１ 
研究名称 

研究 
期間 

研究目的 
研究 

担当者 
共同研究者 

（公） 

311 

ダウンサイジング対応

同軸差動式スクリュー

プレス脱水機の開発 

2022～
2024 

高効率凝集装置と同軸差動式スクリ

ュープレス脱水機の組合せにより、

脱水機処理能力の大幅な増強を図

り、従来脱水機（圧入式スクリュープ

レス脱水機Ⅲ型）に対し LCC を低減

する汚泥脱水技術の開発を行う。ま

た、拡張機能として、AI を用いた自

動運転モードについても開発・検証

を行い、運転操作性の向上について

評価する 

三宅晴男 

村岡正季 

小柴卓也 

水ingエンジニアリング株式

会社 

水ing株式会社 

（提） 

312 

発酵熱を利用した下水

汚泥の効率的なコンポ

スト化技術の開発 

2022～
2028 

B-DASH プロジェクト「縦型密閉発

酵槽による下水汚泥の肥料化技術に

関する実証事業」について、縦型密閉

発酵技術を下水汚泥に適用し、副原

料配合の最適化を含めた高速発酵乾

燥技術を実証する。 

三宅晴男 

村岡正季 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社クボタ 

UBE三菱セメント株式会社 

中部エコテック株式会社 

（公） 

313 

集中加温型高速中温消

化システムとステンレ

ス合板製消化タンクに

よる低コスト嫌気性消

化技術の開発 

2023～
2024 

余剰汚泥を集中的に加温し消化効率

を向上することによる、消化日数の

短縮やステンレス合板で製作した消

化タンクの耐食・耐久性等および高

効率攪拌装置の攪拌性能について確

認する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

メタウォーター株式会社 

（公） 

315 

中小規模向けユニット

式下水汚泥消化システ

ム 

2023～
2025 

中小規模の下水処理場に特化したユ

ニット式下水汚泥消化システムを用

いた実規模での実証試験を通じて本

技術を確立する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社日立プラントサー

ビス 

（公） 

316 

水熱炭化を用いたカー

ボンニュートラルの達

成に向けた実証 

2023～
2024 

循環型社会及び下水道分野のカーボ

ンニュートラルの実現に向けて、温

室効果ガス削減、消費エネルギー削

減、創出エネルギー増大及び低コス

ト化が可能な水熱炭化技術を開発す

る。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越瑛 

株式会社神鋼環境ソリュー

ション 

（公） 

317 

予熱加温保持消化技術

とボルト接合型パネル

タンクによる低コスト

嫌気性消化システムの

開発 

2023～
2025 

余剰汚泥を予め加温する予熱加温保

持技術による消化日数の短縮と、ボ

ルト接合型パネルタンクの採用によ

る現地工期の短縮、ならびにこれら

を組み合わせたシステムの技術開発

を行い、嫌気性消化技術の導入コス

トの縮減効果について確認する。 

三宅晴男 

島田正夫 

熊越 瑛 

株式会社神鋼環境ソリュー

ション 

－  207 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

２．２ 令和６年度完了共同研究の概要 
 
令和６年度は、７件の共同研究が完了した。 
 

整理 

№※１ 
研究名称 研究期間 共同研究者 頁 

（提） 

242 最終沈殿池の処理能力向上技術の開発 2016～2024 メタウォーター株式会社 209 

（提） 

281 能力増強型水処理システムの開発 2018～2024 荏原実業株式会社 210 

（公） 

299 
ICTを活用した広域監視・制御システム

の技術開発 
2020～2024 

株式会社日立製作所 

三菱電機株式会社 

株式会社明電舎 

メタウォーター株式会社 

東芝インフラシステムズ株式会社 

非掲載 

（公） 

311 
ダウンサイジング対応同軸差動式スク

リュープレス脱水機 
2022～2024 水ingエンジニアリング株式会社 

水ing株式会社 
211 

（公） 

313 

集中加温型高速中温消化システムとス

テンレス合板製消化タンクによる低コ

スト嫌気性消化技術の開発 

2023～2024 メタウォーター株式会社 212 

（公） 

316 
水熱炭化を用いたカーボンニュートラ

ルの達成に向けた実証 
2023～2024 株式会社神鋼環境ソリューション 213 

（公） 

318 
AI処理水質予測を活用した省エネ型曝

気風量制御技術 
2023～2024 日新電機株式会社 214 

  

－  208 －
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242
メタウォーター

株式会社
最終沈殿池の処理能力向上技術の開発

糸川 浩紀

高田 祥暉

１）共同研究の目的

本研究では、最終沈殿池の処理能力増強もしくは処理水質向上を可能とする「最終沈殿池の処理能力

向上技術」を確立するために、実規模の実証実験等を行った。2017～2018 年度に国土交通省の B-DASH
プロジェクトとしてメタウォーター（株）・日本下水道事業団・松本市共同研究体により実証研究を実施

した後に、引き続き 2019～2024 年度に同研究体による自主研究として実施したものであるが、B-DASH
実証研究の成果については国土技術政策総合研究所から「技術導入ガイドライン(案)」が公表されてい

ることから、本稿では自主研究期間の主要な成果を報告する。

２）共同研究の概要

同技術は、最終沈殿池の流出部にろ過

ユニット（ろ過部）を設置し、池内上澄

水中に含まれる浮遊物質を除去するも

のである（図－１）。これにより、(a)従

来の最終沈殿池と同等の処理水質を得

ながら従来に比べて処理水量を増加さ

せる「量的向上」、もしくは(b)従来と同

等の処理水量において急速ろ過水相当の処理水質を得る「質的向上」を図ることができる。

自主研究では、松本市両島浄化センターの水処理系列 1 系の最終沈殿池 3 池（処理能力 3,650m3/(d･

池)）に設置した実証設備（実証系）について 6年間にわたる長期の実証運転を行い、本技術の性能検証、

適用先拡大、運用に際して見出された課題解決等に係る各種検討を実施した。

３）共同研究の成果

 対照系に対して実証系の処理水量を 2 倍程度まで引き上げ

る量的向上運転において、対照系と比べて同等以上の処理

水質が安定して得られることを長期にわたり確認した。

 量的向上と質的向上の両立を図り本技術の適用先拡大を可

能とする新たな運用として、対照系に対して実証系の水面

積負荷を約 1.5 倍とした条件で運転した結果、下水道法施

行令に基づく急速ろ過法の処理水質水準（BOD≦10mg/L）

を満足する処理水が得られることを確認した（図－２）。

 ろ過部を構成する底部スクリーンにおいて汚泥やし渣による閉塞が生じる課題に対して、従来のパ

ンチングスクリーンからメッシュスクリーンに変更することで閉塞を抑制できることを確認した。

４）関連資料・報文等

・国土交通省国土技術政策総合研究所：最終沈殿池の処理能力向上技術導入ガイドライン(案)，2019．
・神座，鈴木，宮内，橋本，社本，島崎，藤井：第 55 回下水道研究発表会講演集，pp.911-913，2018．
・神座，鈴木，山下，水田，社本，矢野，藤井：第 56 回下水道研究発表会講演集，pp.1067-1069，2019．
・五味，岡村，中村，鈴木，高田，糸川，社本：第 62 回下水道研究発表会講演集，pp.893-895，2025．
・高田，糸川，五味，岡村，中村，鈴木，社本：第 62 回下水道研究発表会講演集，pp.890-892，2025．

【謝辞】本研究はメタウォーター(株)･日本下水道事業団･松本市共同研究体により実施されたことを明記すると共に、

関係者各位に感謝の意を表する。

図－１ 最終沈殿池の処理能力向上技術の概略

図－２ 量的向上かつ質的向上を図る

運転における処理水の T‐BODの推移

JS技術開発年次報告書（令和 6年度） 

 

※1 (公)：公募型共同研究，(提)：提案型共同研究，(簡)：簡易提案型共同研究，(特)：特定共同研究 
 

２．２ 令和６年度完了共同研究の概要 
 
令和６年度は、７件の共同研究が完了した。 
 

整理 

№※１ 
研究名称 研究期間 共同研究者 頁 

（提） 

242 最終沈殿池の処理能力向上技術の開発 2016～2024 メタウォーター株式会社 209 

（提） 

281 能力増強型水処理システムの開発 2018～2024 荏原実業株式会社 210 

（公） 

299 
ICTを活用した広域監視・制御システム

の技術開発 
2020～2024 

株式会社日立製作所 

三菱電機株式会社 

株式会社明電舎 

メタウォーター株式会社 

東芝インフラシステムズ株式会社 

非掲載 

（公） 

311 
ダウンサイジング対応同軸差動式スク

リュープレス脱水機 
2022～2024 水ingエンジニアリング株式会社 

水ing株式会社 
211 

（公） 

313 

集中加温型高速中温消化システムとス

テンレス合板製消化タンクによる低コ

スト嫌気性消化技術の開発 

2023～2024 メタウォーター株式会社 212 

（公） 

316 
水熱炭化を用いたカーボンニュートラ

ルの達成に向けた実証 
2023～2024 株式会社神鋼環境ソリューション 213 

（公） 

318 
AI処理水質予測を活用した省エネ型曝

気風量制御技術 
2023～2024 日新電機株式会社 214 

  

－  209 －
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281 荏原実業株式会社 能力増強型水処理システムの開発
糸川 浩紀

高田 祥暉

１）共同研究の目的

人口減少下での汚水処理事業の持続的な運営の観点から汚水処理施設の広域化・共同化が求められて

おり、一部の下水処理場では流入汚水量の増加が見込まれることから、これに対応可能な水処理技術が

必要とされている。本研究では、標準活性汚泥法の

既設反応タンクに固定床担体を付加することで処

理能力を 1.5倍程度まで増強可能な「能力増強型水

処理システム」を確立することを目的に、パイロッ

トプラントを用いた実証実験を行った。

２）共同研究の概要

本技術は、標準活性汚泥法の反応タンクの上流端

区画に接触材を設置して活性汚泥が存在しない固定床型反応槽（以下、固定槽）とし、生物膜法と活性

汚泥法の直列の併用処理とするものである。4区画から構成される反応タンクの場合、上流端の 1区画

に接触材を投入して｢固定槽｣とし、残りの 3区画を活性汚泥法による｢浮遊槽｣とする。原水（最初沈殿

池越流水）を固定槽と浮遊槽第 2槽に所定の水量比でステップ流入させ、最終沈殿池からの返送汚泥を

浮遊槽第 1槽に流入させる。本技術では硝化促進運転を前提とし、浮遊槽第 2槽は曝気を抑制すること

で脱窒によりアルカリ度を回復させる無酸素槽とする。

共同研究では、4 区画の反応タンクと最終沈殿池から構成されるパイロットプラント（処理能力

90m3/d；図－１）を JS技術開発実験センター内に設置し、隣接する下水処理場の最初沈殿池越流水を

原水として実証実験を実施した。システムの改良や運転方法・条件の調整等を経て、2023年 7月～2024
年 7月の期間、通年での実証運転を実施した（原水の水温：13.7～28.0℃、BOD濃度：45～140mg/L）。

３）共同研究の成果

 反応タンクのHRTが5.3hr（標準活性汚泥法の一般

値である8hrに対して1.5倍の能力増強に相当）、流

入水量の時間変動ピーク比が1.4の条件にて、処理

水のBODおよびSS濃度が目標値（各10mg/L以下）

を満足することが通年で実証された（図－２）。

 原水のアルカリ度/NH4-N比が7以下となる条件に

おいて、原水へアルカリ剤を添加することで硝化

を促進する手法を見出した。これを低水温期に併

用することで、処理水のNH4-N濃度は期間を通し

て概ね1mg/L以下となり、低水温期を含めてN-
BODの発現を抑制することが可能であった。

４）関連資料・報文等

 南，中谷，高村，荒川，糸川：第58回下水道研究発表会講演集，pp.791-793，2021.
 高村，南，荒川，山森，糸川：第59回下水道研究発表会講演集，pp.787-789，2022.
 中谷，南，荒川，山森，糸川：第61回下水道研究発表会講演集，pp.742-744，2024.
 長谷川，中谷，南，荒川，高田，糸川：第62回下水道研究発表会講演集，pp.815-817，2025.

図－１  パイロットプラントの処理フロー

図－２ 通年実証運転における
原水･処理水質の経日変化

－  210 －



JS技術開発年次報告書（令和 6年度）

311

水 ingエンジニアリン

グ株式会社

水 ing株式会社

汚泥処理の低コスト化に向けた汚泥濃縮技

術及び汚泥脱水技術の開発

－ダウンサイジング対応同軸差動式スクリ

ュープレス脱水機－

三宅 晴男

村岡 正季

小柴 卓也

１）共同研究の目的

下水汚泥の脱水においては、汚泥の難脱水化に対応する処理性能の向上や、熟練技術者の減少に対応

した運転操作の省力化等の課題がある。本研究では、高効率凝集装置と同軸差動式スクリュープレス脱

水機の組み合わせ、および AIを用いた運転支援機能の付加により、従来技術※1と比較して低コスト化

およびダウンサイジングが可能な脱水機の開発を目的とした（※1 JS機械設備標準仕様書の「圧入式ス
クリュプレス脱水機Ⅲ型」）。

２）共同研究の概要

本技術は、凝集部、濃縮部、脱水部、運転支援シ

ステムから構成される汚泥脱水装置（図－１）であ

り、従来技術と比較してスクリーン径当たりの処理

速度を増加させ、設備のダウンサイジングによる低

コスト化を目的としている。

本研究では、標準活性汚泥法の実下水処理場

（現有処理能力：48,000m3/d）に試験脱水機を
設置し、年間を通じた実証試験を実施した。供

試汚泥は混合生汚泥と嫌気性消化汚泥とし、各

汚泥について 1 液および 2 液調質の両方式で
試験を行った。また高効率凝集装置の有無によ

る汚泥処理速度や含水率への影響等を確認し

た。AI運転支援機能については、含水率予測モ
デルを構築し、AI が推奨する運転による含水
率予測と実運転の結果を比較評価した。

３）共同研究の成果

 高効率凝集装置なしの場合、年間を通じて

従来技術と同等の含水率、SS回収率、薬注率を達成した。
 高効率凝集装置付きの場合、従来技術と同等の含水率、SS回収率、薬注率にて、スクリーン径当た
りの処理速度が混合生汚泥で 1.5倍以上、嫌気性消化汚泥で 2倍以上を達成した（例：図－2）。

 AI運転支援機能を用いた場合、含水率予測モデルの予測値と実際の含水率測定値との乖離が±1.0pt
程度以下であることを確認した。また運転支援機能の各運転モード（含水率優先運転モード、薬注率

抑制運転モード、コスト削減運転モード）で運転を行った結果、本脱水機が各運転モードにおいて設

定された性能値を満たし、また過去データと比較して良好に運転が行えることを確認した。

４）関連資料・報文等

・鎌田ら：第 61回下水道研究発表会講演集，pp.910-912，2024.、・鈴木ら：第 61回下水道研究発表会講演集，pp.376-

378，2024.、・飯倉ら：第 62回下水道研究発表会講演集，pp.385-387，2025.、・鈴木ら：第 62回下水道研究発表会講演

集，pp.965-967，2025.

図－１ 本技術の概略フロー

図－２ 脱水性能評価例（消化汚泥１液調質の場合）
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281 荏原実業株式会社 能力増強型水処理システムの開発
糸川 浩紀

高田 祥暉

１）共同研究の目的

人口減少下での汚水処理事業の持続的な運営の観点から汚水処理施設の広域化・共同化が求められて

おり、一部の下水処理場では流入汚水量の増加が見込まれることから、これに対応可能な水処理技術が

必要とされている。本研究では、標準活性汚泥法の

既設反応タンクに固定床担体を付加することで処

理能力を 1.5倍程度まで増強可能な「能力増強型水

処理システム」を確立することを目的に、パイロッ

トプラントを用いた実証実験を行った。

２）共同研究の概要

本技術は、標準活性汚泥法の反応タンクの上流端

区画に接触材を設置して活性汚泥が存在しない固定床型反応槽（以下、固定槽）とし、生物膜法と活性

汚泥法の直列の併用処理とするものである。4区画から構成される反応タンクの場合、上流端の 1区画

に接触材を投入して｢固定槽｣とし、残りの 3区画を活性汚泥法による｢浮遊槽｣とする。原水（最初沈殿

池越流水）を固定槽と浮遊槽第 2槽に所定の水量比でステップ流入させ、最終沈殿池からの返送汚泥を

浮遊槽第 1槽に流入させる。本技術では硝化促進運転を前提とし、浮遊槽第 2槽は曝気を抑制すること

で脱窒によりアルカリ度を回復させる無酸素槽とする。

共同研究では、4 区画の反応タンクと最終沈殿池から構成されるパイロットプラント（処理能力

90m3/d；図－１）を JS技術開発実験センター内に設置し、隣接する下水処理場の最初沈殿池越流水を

原水として実証実験を実施した。システムの改良や運転方法・条件の調整等を経て、2023年 7月～2024
年 7月の期間、通年での実証運転を実施した（原水の水温：13.7～28.0℃、BOD濃度：45～140mg/L）。

３）共同研究の成果

 反応タンクのHRTが5.3hr（標準活性汚泥法の一般

値である8hrに対して1.5倍の能力増強に相当）、流

入水量の時間変動ピーク比が1.4の条件にて、処理

水のBODおよびSS濃度が目標値（各10mg/L以下）

を満足することが通年で実証された（図－２）。

 原水のアルカリ度/NH4-N比が7以下となる条件に

おいて、原水へアルカリ剤を添加することで硝化

を促進する手法を見出した。これを低水温期に併

用することで、処理水のNH4-N濃度は期間を通し

て概ね1mg/L以下となり、低水温期を含めてN-
BODの発現を抑制することが可能であった。

４）関連資料・報文等

 南，中谷，高村，荒川，糸川：第58回下水道研究発表会講演集，pp.791-793，2021.
 高村，南，荒川，山森，糸川：第59回下水道研究発表会講演集，pp.787-789，2022.
 中谷，南，荒川，山森，糸川：第61回下水道研究発表会講演集，pp.742-744，2024.
 長谷川，中谷，南，荒川，高田，糸川：第62回下水道研究発表会講演集，pp.815-817，2025.

図－１  パイロットプラントの処理フロー

図－２ 通年実証運転における
原水･処理水質の経日変化
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メタウォーター

株式会社

脱炭素社会実現に向けたバイオガス利活用技術及

び嫌気性消化技術の開発

－集中加温型高速中温消化システムとステンレス

合板製消化タンクによる低コスト嫌気性消化技術

の開発－

三宅 晴男

島田 正夫

熊越 瑛

１）共同研究の目的

下水処理場の脱炭素化には嫌気性消化技術の普及が重要であり、導入促進には低コスト化が不可欠で

ある。本研究は、消化日数の短縮による消化タンクの小型化と、建設工期および内部防食コストの削減

を可能とする技術を組み合わせ、従来よりも LCCを低減する中温消化技術の開発を目的とした。

２）共同研究の概要

本技術は、①中温消化に必要な熱量を余剰汚

泥のみに 60℃程度で集中的に与えることで速
やかかつ安定的な分解・ガス化を実現し消化日

数を短縮する「集中加温型高速中温消化システ

ム」（以下、「集中加温システム」と略記）、②ス

テンレス合板の巻き上げ工法による消化タンク製作により建設工期および防食コストを削減する「ステ

ンレス合板製消化タンク」（以下、「ステンレスタンク」と略記）の 2 技術を組み合わせたものである。
下水処理場に有効容量 50m3のステンレスタンク 1槽（以下「1系」と表記）、4m3の消化タンク 2槽

（以下「2系」、「3系」と表記）設置し、1年間の実証実験を行った（図－１）。1系は消化日数 10d、2
系は過負荷耐性把握のために 8d、3系は対照系として 20dで運転した。本研究では、集中加温システム
における初沈汚泥と余剰汚泥の投入比率や余剰汚泥性状による消化日数の短縮効果の評価、ステンレス

タンクの防食性・耐摩耗性確認および流体解析による撹拌能力の検討、LCC試算等を行った。

３）共同研究の成果

 集中加温システムを用いた場合、初沈汚泥／余剰汚泥＝0.5～
3の範囲において、消化日数 10dの運転でも投入 VS当たりの
ガス発生量は 20d と概ね同等で、タンク容積あたりのガス発
生量は 1.9倍であった（表－１）。一方で、消化日数 8dでは運
転は可能であったもの、ガス発生量の低下を確認した。また、

本技術で処理した消化汚泥の脱水性およびろ液の性状は、ラ

ボ実験により一般的な中温消化と同等であることを確認した。更に、異なる下水処理場の汚泥を用い

たラボ実験でも、本技術の適用により同様の消化日数短縮効果が得られることを確認した。加えて、

消化ガス中のメタン濃度を監視することで、酸敗等の異常発生を速やかに検知できると判断した。

 ステンレスタンクは、テストピースを用いた実験により、耐用年数 35年を満たす耐腐食性（耐硫酸、
耐有機酸）および耐摩耗性を有することを確認した。また流体解析の試算結果から、死水域を 0.1%
未満に抑え、10dに1dの強撹拌により消化タンク内の堆積物を従来比で約70%削減可能と判断した。

 LCC試算により、処理場規模毎に消化施設導入の損益分岐点を検証した結果、各技術単独の導入で 2
万m3/d台半ば、両技術の導入で 1万m3/d台後半になることを確認した。

４）関連資料・報文等

 藤原ら：第 62回下水道研究発表会講演集，pp.992-994，2025．

図－１ 実証設備のフロー

表－１ 実証期間における

消化性能（平均値）
11系系 22系系 33系系

実実証証系系 過過負負荷荷系系 対対照照系系

消化日数 ｄ 9.9 8.0 19.7

(投入量負荷) 対3系(負荷として) 2.0 2.5 1

槽容積あたり Nm3/m3 1.34 1.06 0.71

ガス発生量 対3系 1.9 1.5 1

投入VSあたり Nm
3
/t-投入VS 521 340 550

ガス発生量 対3系 0.95 0.62 1

％ 54.8 53.9 56.9

対3系 0.96 0.95 1

項項目目

VS分解率
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株式会社神鋼環境ソリ

ューション

循環型社会の実現に向けた下水汚泥資源の

利活用技術の開発

－水熱炭化を用いたカーボンニュートラル

の達成に向けた実証－

三宅 晴男

熊越 瑛

島田 正夫

１）共同研究の目的

下水汚泥資源は量・質ともに安定したバイオマス資源であり、その利活用は循環型社会の実現に寄与

する。本研究は、下水汚泥資源のエネルギー利活用の普及拡大に資する技術として、水熱炭化を用いた

炭化技術の開発を目的とし、実規模で実証実験を行った。

２）共同研究の概要

水熱炭化とは、脱水汚泥等の含水率の高い湿

潤バイオマスを加圧・加温処理後、固液分離する

ことで燃料や肥料に利用可能な炭化物を得る技

術である。従来の熱分解炭化で必要な前乾燥処

理が不要で省エネルギーという特徴がある。

今回実証した水熱炭化技術は以下の 3 要素で
構成される（図－１）。①水熱炭化：反応器内で

消化脱水汚泥を 170℃・1MPa未満で処理し、炭
素割合の高い炭化スラリーに変換した後、固液

分離により炭化物を得る。②養生：通風により炭化物の含水率および発熱・発火性を低減させる。③返

流水処理：消化脱水ろ液を凝集沈殿処理することで既設水処理への返流負荷の上昇を抑制する。富士市

西部浄化センター（処理能力 50,750m3/d）に実証プラント（脱水汚泥処理量：5t-wet/d）を設置し、2023
年 11月から 2024年 9月にかけて実証実験を行った。

３）共同研究の成果

 本実証において、含水率 81～82%の脱水汚泥から含水率約 30～40%の炭化物を製造できた。養生処
理後の炭化物（燃料化物）は含水率 20%以下、かつ高位発熱量が平均 14MJ/kg-wet であり、 JIS 
Z7312で規定される下水汚泥固形燃料の含水率（20%以下）および BSF（8MJ/kg-wet以上）を満足
することを確認した。また炭化物は菌体りん酸肥料の基準値を満足することを確認した。

 実証で得られた各種原単位を用いて、脱水汚泥量 25t-wet/d におけるエネルギー収支を試算した結
果、燃料化物の保有エネルギーが製造に要するエネルギーを上回ることを確認した。

 同規模における脱炭素効果を試算した結果、消化ガス発電の併用および本技術に発電排熱を利用し、

製造した炭化物を石炭等の代替として利用することで、処理場からの温室効果ガス排出量以上の削

減の可能性があることを確認した。

 同規模における汚泥処理単価（建設費年価＋維持管理費）を試算した結果、従来の炭化技術の処理単

価や脱水汚泥の一般的な委託処分費（23千円/t-wetと仮定）と比較して低いことを確認した。
 実証実験およびラボによる補足試験では、バイオガス量、脱水汚泥含水率、放流水の COD及び T-P
はほぼ変化せず、返流水の T-N濃度が 2割程度上昇する可能性があることが明らかとなった。

４）関連資料・報文等

 田中裕大，隅晃彦，佐藤朋弘，宮本博司，熊越瑛，島田正夫，三宅晴男：湿式炭化による下水汚泥利活
用技術の開発と実証，第 62回下水道研究発表会講演集，pp.157-159，2025.

図－１  水熱炭化技術のフロー
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株式会社

脱炭素社会実現に向けたバイオガス利活用技術及

び嫌気性消化技術の開発

－集中加温型高速中温消化システムとステンレス

合板製消化タンクによる低コスト嫌気性消化技術

の開発－

三宅 晴男

島田 正夫

熊越 瑛

１）共同研究の目的

下水処理場の脱炭素化には嫌気性消化技術の普及が重要であり、導入促進には低コスト化が不可欠で

ある。本研究は、消化日数の短縮による消化タンクの小型化と、建設工期および内部防食コストの削減

を可能とする技術を組み合わせ、従来よりも LCCを低減する中温消化技術の開発を目的とした。

２）共同研究の概要

本技術は、①中温消化に必要な熱量を余剰汚

泥のみに 60℃程度で集中的に与えることで速
やかかつ安定的な分解・ガス化を実現し消化日

数を短縮する「集中加温型高速中温消化システ

ム」（以下、「集中加温システム」と略記）、②ス

テンレス合板の巻き上げ工法による消化タンク製作により建設工期および防食コストを削減する「ステ

ンレス合板製消化タンク」（以下、「ステンレスタンク」と略記）の 2 技術を組み合わせたものである。
下水処理場に有効容量 50m3のステンレスタンク 1槽（以下「1系」と表記）、4m3の消化タンク 2槽
（以下「2系」、「3系」と表記）設置し、1年間の実証実験を行った（図－１）。1系は消化日数 10d、2
系は過負荷耐性把握のために 8d、3系は対照系として 20dで運転した。本研究では、集中加温システム
における初沈汚泥と余剰汚泥の投入比率や余剰汚泥性状による消化日数の短縮効果の評価、ステンレス

タンクの防食性・耐摩耗性確認および流体解析による撹拌能力の検討、LCC試算等を行った。

３）共同研究の成果

 集中加温システムを用いた場合、初沈汚泥／余剰汚泥＝0.5～
3の範囲において、消化日数 10dの運転でも投入 VS当たりの
ガス発生量は 20d と概ね同等で、タンク容積あたりのガス発
生量は 1.9倍であった（表－１）。一方で、消化日数 8dでは運
転は可能であったもの、ガス発生量の低下を確認した。また、

本技術で処理した消化汚泥の脱水性およびろ液の性状は、ラ

ボ実験により一般的な中温消化と同等であることを確認した。更に、異なる下水処理場の汚泥を用い

たラボ実験でも、本技術の適用により同様の消化日数短縮効果が得られることを確認した。加えて、

消化ガス中のメタン濃度を監視することで、酸敗等の異常発生を速やかに検知できると判断した。

 ステンレスタンクは、テストピースを用いた実験により、耐用年数 35年を満たす耐腐食性（耐硫酸、
耐有機酸）および耐摩耗性を有することを確認した。また流体解析の試算結果から、死水域を 0.1%
未満に抑え、10dに1dの強撹拌により消化タンク内の堆積物を従来比で約70%削減可能と判断した。

 LCC試算により、処理場規模毎に消化施設導入の損益分岐点を検証した結果、各技術単独の導入で 2
万m3/d台半ば、両技術の導入で 1万m3/d台後半になることを確認した。

４）関連資料・報文等

 藤原ら：第 62回下水道研究発表会講演集，pp.992-994，2025．

図－１ 実証設備のフロー

表－１ 実証期間における

消化性能（平均値）
11系系 22系系 33系系

実実証証系系 過過負負荷荷系系 対対照照系系

消化日数 ｄ 9.9 8.0 19.7

(投入量負荷) 対3系(負荷として) 2.0 2.5 1

槽容積あたり Nm3/m3 1.34 1.06 0.71

ガス発生量 対3系 1.9 1.5 1

投入VSあたり Nm
3
/t-投入VS 521 340 550

ガス発生量 対3系 0.95 0.62 1

％ 54.8 53.9 56.9

対3系 0.96 0.95 1

項項目目

VS分解率
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318 日新電機株式会社

下水処理場の運転管理における AI活用技術

の開発  －AI処理水質予測を活用した省エ

ネ型曝気風量制御技術－

糸川 浩紀

高田 祥暉

山本 明広

１）共同研究の目的

本研究では、既存のアンモニア制御技術「アンモニア計による送気量フィードフォワード制御技術」

（2020 年 2 月に JS 新技術Ⅰ類に選定；以下、｢NH4-FF+FB 制御技術｣）に対して、AI による処理水

質予測技術を組み合わせることで、より積極的な曝気風量削減を可能とする「AI 処理水質予測を活用し

た省エネ型曝気風量制御技術」（図－１）の開発を目的に、実規模での実証実験を行った。

２）共同研究の概要

高度処理を行う実下水処理場をフィール

ドとして、各種計測データから放流水の

CODMn 濃度を予測する AI（LSTM）モデル

を構築し、COD計の計測値と比較することで

予想精度を検証した。併せて、同処理場の反

応タンク（処理能力 2,800m3/(d･池)）に NH4-
FF+FB 制御技術を実装した上で、目標 NH4-
N 濃度（後段 NH4-N 計測値）を 1.5mg/L か

ら 3mg/L まで段階的に引き上げた複数の条

件にて同制御の運転を行い、目標 NH4-N 濃度に対する追従性や曝気風量の削減効果を確認した。加え

て、同制御技術の導入コスト削減を意図して、同制御を実装した｢代表池」における NH4-N 濃度計測値

に基づき他の反応タンク（参照池）を制御する複数池一括制御についても実証を試みた。

３）共同研究の成果

 AI による処理水質予測について、6 項目×13 ヶ月分の計測データを用いた機械学習により、処理水

の CODMn濃度を予測する AI モデルを生成できたものの（図－２）、本研究内では予測精度を十分に

検証するには至らなかった。

 NH4-FF+FB 制御技術について、目標 NH4-N 濃度を 3mg/L まで引き上げた制御が可能であり、それ

により曝気風量の低減が見込めることが示された。

 複数池一括制御については、検討した手法では良好に機能しないことが試行において判明し、参照池

の制御方法を見直す必要があると結論付けた。

図－１ AI処理水質予測を活用した省エネ型曝気風
量制御技術の概要

図－２ AIモデルによる処理水 CODMn濃度の予測値と実績値の比較

（2023.7.27～29；学習データ期間内(2023.4.1～2024.4.30)の予測である点に注意）
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１．技術評価委員会 
  
日本下水道事業団技術評価委員会は、新技術実用化の適正な評価を行い、下水道技術の研究、

調査及び試験に関する重要事項を審議するために設置された理事長の諮問機関で、学識経験者、

国及び地方公共団体の下水道部局の長から構成されている。 
さらに、必要に応じて専門の事項を調査するための専門委員会を設けている（令和 6 年度は設

置なし）。 
   

技技  術術  評評  価価  委委  員員  会会  
  

令和 7 年 3 月 31 日現在 
 氏  名 所 属 職 名 

会 長 古米 弘明 中央大学研究開発機構教授 

委 員 長岡  裕 東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科教授 

〃 池  道彦 大阪大学大学院工学研究科環境エネルギー工学専攻教授 

〃 高岡 昌輝 京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻教授 

〃 石井 宏幸 国土交通省水管理・国土保全局大臣官房参事官（上下水道技術） 

〃 三宮  武 国土交通省国土技術政策総合研究所上下水道研究部長 

〃 佐々木 健 東京都下水道局長 

〃 寺川  孝 大阪市建設局長 

〃 吉田  薫 埼玉県下水道局長 

〃 中島 義成 公益社団法人日本下水道協会常務理事 
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２．令和６年度活動状況 

令和６年度は、技術評価委員会を２回開催した。 
 

[第 90 回 技術評価委員会] 

    

(1) 開 催 日  令和 6 年 10 月 17 日（木） 

    

(2) 場 所  日本下水道事業団本社 8 階 大会議室 及び WEB 会議 

    

(3) 議 題 

 

① 前回議事概要の確認 

② ｢JS 技術開発・活用基本計画 2022｣の中間見直しについて（報告） 

③ 新規公募型共同研究の課題設定方針について（審議） 

④ 令和 5 年度試験研究実施状況および令和 6 年度試験研究計画について 

 （審議） 

⑤ 開発課題別試験研究の実施状況について（報告） 
     

(4) 出 席 者  会 長 古米 弘明 

   委 員 長岡 裕、池 道彦、石井 宏幸、三宮 武、佐々木 健、 

 

( )
   寺川 孝、吉田 薫 

     

(5) 議 事 内 容  

 

（１）前回議事概要の確認 
令和 6 年 3 月 18 日に開催された第 89 回技術評価委員会の議事概要につい

て説明し、承認された。 

 
（２）｢JS 技術開発・活用基本計画 2022｣の中間見直しについて（報告） 
「JS 技術開発・活用基本計画 2022」の中間見直しの内容について説明

し、質疑が行われた。 
 

（３）新規公募型共同研究の課題設定方針について（審議） 
令和 6 年度に追加で公募予定の共同研究の課題設定方針について説明し、

審議を経て承認された。 
 

（４）令和 5 年度試験研究実施状況および令和 6 年度試験研究計画について  
（審議） 

JS が実施する試験研究について、令和 5 年度の実施状況および令和 6 年

度の試験研究計画の概要を説明し、審議を経て承認された。 
 

（５）開発課題別試験研究の実施状況について（報告） 
令和 6 年度の各開発課題・開発項目の実施状況を報告し、質疑が行われ

た。 
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[第 91 回 技術評価委員会] 

    

(1) 開 催 日  令和 7 年 3 月 28 日（木） 

    

(2) 場 所  日本下水道事業団本社 8 階 大会議室 及び WEB 会議 

    

(3) 議 題  ① 前回議事概要の確認 

② 令和 6 年度試験研究の実施状況について（報告） 

③ 真岡市水処理センター等における維持管理の取組みについて（報告） 

④ その他 
     

(4) 出 席 者  会 長 古米 弘明 

   委 員 長岡 裕、池 道彦、高岡 昌輝、石井 宏幸、 

    山下 洋正（代理出席）、田中 尚（代理出席）、吉田 薫、  

    中島 義成 

(5) 議 事 内 容  （１）前回議事概要の確認 

令和 6 年 10 月 17 日に開催された第 90 回技術評価委員会の議事概要につ

いて説明し、承認された。 

 

（２）令和 6 年度試験研究の実施状況について（報告） 

令和 6 年度の試験研究の実施概況に加えて、個別テーマ 1 件および公募型

共同研究の実施状況を報告し、質疑が行われた。 

 

（３）真岡市水処理センター等における維持管理の取組みについて（報告） 

令和 6 年度に開始した真岡市水処理センター等の維持管理業務の効率化に

向けた取組み等を報告し、質疑が行われた。 
 

（４）その他 

古米会長、長岡会長代理が退任される旨を報告し、会長代理として池委員

が指名された。 
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   委 員 長岡 裕、池 道彦、石井 宏幸、三宮 武、佐々木 健、 

 

( )
   寺川 孝、吉田 薫 

     

(5) 議 事 内 容  

 

（１）前回議事概要の確認 
令和 6 年 3 月 18 日に開催された第 89 回技術評価委員会の議事概要につい

て説明し、承認された。 

 
（２）｢JS 技術開発・活用基本計画 2022｣の中間見直しについて（報告） 
「JS 技術開発・活用基本計画 2022」の中間見直しの内容について説明

し、質疑が行われた。 
 

（３）新規公募型共同研究の課題設定方針について（審議） 
令和 6 年度に追加で公募予定の共同研究の課題設定方針について説明し、

審議を経て承認された。 
 

（４）令和 5 年度試験研究実施状況および令和 6 年度試験研究計画について  
（審議） 

JS が実施する試験研究について、令和 5 年度の実施状況および令和 6 年

度の試験研究計画の概要を説明し、審議を経て承認された。 
 

（５）開発課題別試験研究の実施状況について（報告） 
令和 6 年度の各開発課題・開発項目の実施状況を報告し、質疑が行われ

た。 
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３．技術評価の推移 
 
技術評価は、JS が開発した新技術について、JSにおける試験研究の成果などに基づき、その技術の特徴や性

能、設計や維持管理における留意点などの事項について、体系的に公正かつ客観的な評価を行うものである。 

技術評価委員会では、昭和49年度以来、これまでに33件の諮問を行い、44件の答申を行ってきた。 

技術評価の答申内容は、JSの内外に公表されており、JS内部の設計基準類への反映などにより、JSにおける

当該技術の迅速かつ円滑な実施設への導入や普及促進に寄与するだけでなく、公益社団法人日本下水道協会発行

の「下水道施設計画・設計指針と解説」などにも反映され、わが国の下水道事業の発展に多大な貢献をしている。 

 

（1） 
膜分離活性汚泥法（令和3年11月諮問） 
 膜分離活性汚泥法の技術評価に関する第３次報告書 
 －MBRの省エネ化と流量変動対応－ 令和4年3月 

（2） 
アンモニア計を利用した送風量制御技術（平成31年3月諮問） 

 アンモニア計を利用した曝気風量制御技術の評価に関する報告書 令和2年4月 

（3） 
下水汚泥由来繊維利活用システム（平成27年10月諮問） 

 下水汚泥由来繊維利活用システムの技術評価に関する報告書 平成28年12月 

（4） 
シートライニング工法（光硬化型）による防食技術（平成26年10月諮問） 

 シートライニング工法（光硬化型）による防食技術の技術評価に関する報告書 平成27年7月 

（5） 
膜分離活性汚泥法（平成24年3月諮問） 
 膜分離活性汚泥法の技術評価に関する第２次報告書 
 －MBRの適用拡大へ向けて－ 平成25年4月 

（6） 
エネルギー回収を目的とした嫌気性消化プロセス（平成22年11月諮問） 

 エネルギー回収を目的とした嫌気性消化プロセスの評価に関する報告書 平成24年4月 

（7） 
アナモックス反応を利用した窒素除去技術（平成21年3月諮問） 

 アナモックス反応を利用した窒素除去技術の評価に関する報告書 平成22年3月 

（8） 
オゾン処理技術（平成20年3月諮問） 

 オゾン処理技術の技術評価に関する報告書 平成21年4月 

（9） 
下水汚泥固形燃料化システム（平成19年3月諮問） 

 下水汚泥固形燃料化システムの技術評価に関する報告書 平成20年4月 

（10） 
耐硫酸モルタル防食技術（平成17年12月諮問） 

 耐硫酸モルタル防食技術の技術評価に関する報告書 平成20年4月 

（11） 
活性汚泥モデルの実務利用（平成16年10月諮問） 

 活性汚泥モデルの実務利用の技術評価に関する報告書 平成18年1月 
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（12） 
汚泥減量化技術（平成15年9月諮問） 

 汚泥減量化の技術評価に関する報告書 平成17年4月 

（13） 
下水汚泥の炭化システム及び生成される炭化製品の諸物性（平成14年10月諮問） 

 下水汚泥の炭化システム及び生成される炭化製品の諸物性の技術評価に関する報告書 平成15年11月 

（14） 
膜分離活性汚泥法（平成14年10月諮問） 

膜分離活性汚泥法の技術評価に関する報告書 平成15年11月 

（15） 
ステップ流入式多段硝化脱窒法（平成12年11月諮問） 

ステップ流入式多段硝化脱窒法の技術評価に関する報告書 平成14年5月 

（16） 
下水道構造物に対するコンクリート腐食抑制技術及び防食技術（平成11年3月諮問） 
 下水道構造物に対するコンクリート腐食抑制技術及び防食技術の評価に関する報告書 
－硫酸によるコンクリート腐食の機構と総合的対策の方針－ 平成13年3月 

（17） 
研究開発評価（平成11年11月諮問） 

 研究開発評価制度に関する報告書 平成12年3月 

（18） 
オキシデーションディッチ法（平成10年9月諮問） 
 オキシデーションディッチ法の評価に関する第３次報告書 
－OD法の運転管理手法及び高度処理化－ 平成12年3月 

（19） 
最近の消毒技術（平成6年9月諮問） 

 最近の消毒技術の評価に関する報告書 平成9年3月 

（20） 
包括固定化担体を用いた硝化促進型循環変法「ペガサス」（平成4年10月諮問） 

 包括固定化担体を用いた硝化促進型循環変法「ペガサス」の評価に関する報告書 平成5年4月 

（21） 

効率的な汚泥濃縮法（平成2年8月諮問） 
 ③効率的な下水汚泥濃縮法の評価に関する第３次報告書 
 －浮上濃縮法について－ 平成6年4月 

 ②効率的な下水汚泥濃縮法の評価に関する第２次報告書 
 －遠心濃縮法について－ 平成4年4月 

①効率的な下水汚泥濃縮法の評価に関する第１次報告書 
 －造粒濃縮法について－ 平成3年4月 

（22） 
下水汚泥の溶融システム（昭和62年6月諮問） 

 下水汚泥の溶融システムの評価に関する第１次報告書 平成元年3月 

（23） 
自燃焼却システム（昭和60年8月諮問） 

 自燃焼却システムの評価に関する報告書 昭和62年10月 
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３．技術評価の推移 
 
技術評価は、JS が開発した新技術について、JSにおける試験研究の成果などに基づき、その技術の特徴や性

能、設計や維持管理における留意点などの事項について、体系的に公正かつ客観的な評価を行うものである。 

技術評価委員会では、昭和49年度以来、これまでに33件の諮問を行い、44件の答申を行ってきた。 

技術評価の答申内容は、JSの内外に公表されており、JS内部の設計基準類への反映などにより、JSにおける

当該技術の迅速かつ円滑な実施設への導入や普及促進に寄与するだけでなく、公益社団法人日本下水道協会発行

の「下水道施設計画・設計指針と解説」などにも反映され、わが国の下水道事業の発展に多大な貢献をしている。 

 

（1） 
膜分離活性汚泥法（令和3年11月諮問） 
 膜分離活性汚泥法の技術評価に関する第３次報告書 
 －MBRの省エネ化と流量変動対応－ 令和4年3月 

（2） 
アンモニア計を利用した送風量制御技術（平成31年3月諮問） 

 アンモニア計を利用した曝気風量制御技術の評価に関する報告書 令和2年4月 

（3） 
下水汚泥由来繊維利活用システム（平成27年10月諮問） 

 下水汚泥由来繊維利活用システムの技術評価に関する報告書 平成28年12月 

（4） 
シートライニング工法（光硬化型）による防食技術（平成26年10月諮問） 

 シートライニング工法（光硬化型）による防食技術の技術評価に関する報告書 平成27年7月 

（5） 
膜分離活性汚泥法（平成24年3月諮問） 
 膜分離活性汚泥法の技術評価に関する第２次報告書 
 －MBRの適用拡大へ向けて－ 平成25年4月 

（6） 
エネルギー回収を目的とした嫌気性消化プロセス（平成22年11月諮問） 

 エネルギー回収を目的とした嫌気性消化プロセスの評価に関する報告書 平成24年4月 

（7） 
アナモックス反応を利用した窒素除去技術（平成21年3月諮問） 

 アナモックス反応を利用した窒素除去技術の評価に関する報告書 平成22年3月 

（8） 
オゾン処理技術（平成20年3月諮問） 

 オゾン処理技術の技術評価に関する報告書 平成21年4月 

（9） 
下水汚泥固形燃料化システム（平成19年3月諮問） 

 下水汚泥固形燃料化システムの技術評価に関する報告書 平成20年4月 

（10） 
耐硫酸モルタル防食技術（平成17年12月諮問） 

 耐硫酸モルタル防食技術の技術評価に関する報告書 平成20年4月 

（11） 
活性汚泥モデルの実務利用（平成16年10月諮問） 

 活性汚泥モデルの実務利用の技術評価に関する報告書 平成18年1月 
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（24） 

回分式活性汚泥法（昭和60年8月諮問） 

 ②回分式活性汚泥法の評価に関する第２次報告書 昭和63年5月 

 ①回分式活性汚泥法の評価に関する第１次報告書 昭和61年11月 

（25） 

微生物を利用した窒素及びリン除去プロセス（昭和59年11月諮問） 
③微生物を利用した窒素及びリン除去プロセスの評価に関する第３次報告書 

 －単段式及び二段式活性汚泥循環変法による窒素除去－ 平成2年4月 

 ②微生物を利用した窒素及びリン除去プロセスの評価に関する第２次報告書 
 －嫌気‐好気活性汚泥法によるリン除去－ 昭和63年5月 

①微生物を利用した窒素及びリン除去プロセスの評価に関する第１次報告書 
 －活性汚泥循環変法による窒素除去－ 昭和61年11月 

（26） 

オキシデーションディッチ法（昭和57年12月諮問） 

 ②オキシデーションディッチ法の評価に関する第２次報告書 昭和60年9月 

 ①オキシデーションディッチ法の評価に関する第１次報告書 昭和58年12月 

（27） 
汚泥コンポスト化設備（昭和56年6月諮問） 

 資源利用のための汚泥コンポスト化設備の評価に関する報告書 昭和60年9月 

 
（28） 

回転生物接触法（昭和52年8月諮問） 

 ②回転生物接触法の評価に関する第２次報告書 昭和57年12月 
 ①回転生物接触法の評価に関する第１次報告書 
 －家庭下水を主とする一般下水への回転生物接触法の適用について－ 昭和53年11月 

（29） 
汚泥蒸発乾燥設備（昭和52年8月諮問） 

 汚泥蒸発乾燥設備の評価に関する報告書 昭和54年8月 

（30） 
回転炉床焼却設備（昭和52年8月諮問） 

 回転炉床焼却設備の評価に関する報告書 昭和55年11月 

（31） 
既存焼却設備（昭和50年7月諮問） 

 既存焼却設備の評価に関する報告書 昭和55年6月 

 
（32） 

酸素活性汚泥法（昭和49年7月諮問） 
③酸素活性汚泥法の評価に関する第３次報告書 
－カバー付酸素活性汚泥法の適用について－ 昭和56年6月 

②酸素活性汚泥法の評価に関する第２次報告書 
 －家庭下水を主とする一般下水へのカバー付酸素活性汚泥法の適用について－ 昭和53年11月 

 ①酸素活性汚泥法に関する第１次報告書 昭和50年10月 
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（33） 

下水処理場の自動制御（昭和49年7月諮問） 

 ③下水処理場の自動制御の評価に関する第３次報告書 昭和58年8月 
 ②下水処理場の自動制御の評価に関する第２次報告書 
 －汚泥処理システムへの自動制御の導入について－ 昭和55年6月 

 ①下水処理場の自動制御方式に関する第１次報告書 昭和50年10月 
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（24） 

回分式活性汚泥法（昭和60年8月諮問） 

 ②回分式活性汚泥法の評価に関する第２次報告書 昭和63年5月 

 ①回分式活性汚泥法の評価に関する第１次報告書 昭和61年11月 

（25） 

微生物を利用した窒素及びリン除去プロセス（昭和59年11月諮問） 
③微生物を利用した窒素及びリン除去プロセスの評価に関する第３次報告書 

 －単段式及び二段式活性汚泥循環変法による窒素除去－ 平成2年4月 
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 －活性汚泥循環変法による窒素除去－ 昭和61年11月 

（26） 

オキシデーションディッチ法（昭和57年12月諮問） 

 ②オキシデーションディッチ法の評価に関する第２次報告書 昭和60年9月 

 ①オキシデーションディッチ法の評価に関する第１次報告書 昭和58年12月 

（27） 
汚泥コンポスト化設備（昭和56年6月諮問） 

 資源利用のための汚泥コンポスト化設備の評価に関する報告書 昭和60年9月 

 
（28） 

回転生物接触法（昭和52年8月諮問） 

 ②回転生物接触法の評価に関する第２次報告書 昭和57年12月 
 ①回転生物接触法の評価に関する第１次報告書 
 －家庭下水を主とする一般下水への回転生物接触法の適用について－ 昭和53年11月 

（29） 
汚泥蒸発乾燥設備（昭和52年8月諮問） 

 汚泥蒸発乾燥設備の評価に関する報告書 昭和54年8月 

（30） 
回転炉床焼却設備（昭和52年8月諮問） 

 回転炉床焼却設備の評価に関する報告書 昭和55年11月 

（31） 
既存焼却設備（昭和50年7月諮問） 

 既存焼却設備の評価に関する報告書 昭和55年6月 

 
（32） 

酸素活性汚泥法（昭和49年7月諮問） 
③酸素活性汚泥法の評価に関する第３次報告書 
－カバー付酸素活性汚泥法の適用について－ 昭和56年6月 

②酸素活性汚泥法の評価に関する第２次報告書 
 －家庭下水を主とする一般下水へのカバー付酸素活性汚泥法の適用について－ 昭和53年11月 

 ①酸素活性汚泥法に関する第１次報告書 昭和50年10月 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 
   ○は発表者 
 

１．令和６年度研究発表等 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

カーボンニュートラル型下水処

理システムの一提案 
〇村岡正季 
山本明広 
新川祐二 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 250~252 2024.7 

機械学習を用いた脱水機の運転

支援システムの検証 
〇鈴木美有 
飯倉智弘 
森本雄也 
鎌田晃人 
鈴木真祐子 
島本仙 
新川祐二 
小柴卓也 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 376~378 2024.7 

AIによる曝気風量自動制御に特

徴的な挙動の解析 
〇山本明広 
糸川浩紀 
平林和也 
藤原翔 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 391~393 2024.7 

能力増強型水処理システムにお

ける低水温期の硝化の安定化 
〇中谷輝 
南大介 
荒川清美 
山森隼人 
糸川浩紀 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 742~744 2024.7 

ICT・AIを活用した単槽型硝化

脱窒プロセスにおける窒素除去

率向上の可能性 

〇堀野太郎 
中村高士 
鈴木重浩 
糸川浩紀 
松井穣 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 763~765 2024.7 

ICT・AIを活用した単槽型硝化

脱窒プロセスにおけるN2O生成

特性 

〇草野吏 
堀野太郎 
中村高士 
鈴木重浩 
糸川浩紀 
松井穣 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 766~768 2024.7 

省エネ型深槽曝気技術の電力削

減効果等の実証 
〇中町和雄 
綿引綾一郎 
円谷輝美 
山本明広 
糸川浩紀 
中島浩 
吉野徳幸 
千島俊吾 
小澤光二郎 
安藤芳浩 
山田裕史 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 823~825 2024.7 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 
   ○は発表者 
 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

省エネ型深槽曝気技術における

反応タンクの溶存窒素濃度の測

定方法 

〇ガンバト ゾルザヤ 
張亮 

山本明広 
糸川浩紀 
中島浩 
吉野徳幸 
山田裕史 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 826~828 2024.7 

省エネ型深槽曝気技術における

反応タンク酸素移動効率の検証 
〇筧尚輝 
綿引綾一郎 
円谷輝美 
石川岳学 
山本明広 
糸川浩紀 
中島浩 
吉野徳幸 
山田裕史 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 829~831 2024.7 

パッケージ型MBBR装置を用い

た仮設排水処理システムの長期

実証時処理性能 

〇安中祐子 
松岡秀美 
濱田眞輔 
小関進介 
山森隼人 
村岡正季 
糸川浩紀 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 856~858 2024.7 

回転繊維ユニットRBC-OD法に

よる処理能力増強効果の長期実

証 

〇柿沼建至 
胡錦陽 
茂庭忍 
小原卓巳 
大月伸浩 
福井智大 
糸川浩紀 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 859~861 2024.7 

長期実証実験に基づくDHSシス

テムを用いた水量変動追従型水

処理技術の導入効果 

〇大森聖史 
松枝孝 
糸川浩紀 
谷脇基文 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 871~873 2024.7 

圧入式スクリュープレス脱水機

(Ⅳ型)による濃縮一体化脱水法の

事後評価調査 

〇小柴卓也 
新川祐二 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 895~897 2024.7 

同軸差動式スクリュープレス脱

水機による下水汚泥の脱水処理

性能 
 
 

〇鎌田晃人 
鈴木真祐子 
島本仙 
新川祐二 
小柴卓也 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 910~912 2024.7 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 
   ○は発表者 
 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

中小規模向けユニット式下水汚

泥消化システムの汚泥前処理技

術の基礎検討 

麻生伸二 
海老塚恵 
青木一泰 
〇中山善雄 
熊越瑛 
島田正夫 
新川祐二 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 940~942 2024.7 

嫌気性消化施設の運転管理実態

調査と施設設計に関する一考察 
〇熊越瑛 
島田正夫 
新川祐二 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 958~960 2024.7 

単槽型硝化脱窒プロセスにおけ

るN2O排出特性 
〇草野吏 
堀野太郎 
中村高士 
鈴木重浩 
糸川浩紀 
松井穣 

第27回日本水環境 
学会シンポジウム 

講演集 

日本水環境学会 173~174 2024.9 
 

回転繊維ユニットRBC-OD法の

能力増強性能と微生物相評価 
〇柿沼建至 
胡錦陽 
茂庭忍 
小原卓巳 
大月伸浩 
高田祥暉 
糸川浩紀 

第27回日本水環境 
学会シンポジウム 

講演集 

日本水環境学会 267~268 2024.9 
 

AIの予測値を用いた自動曝気風

量制御の特徴解析 
〇藤原翔 
平林和也 
糸川浩紀 
山本明広 

第36回環境システム 
計測制御学会

（EICA）研究発表会 
（学会誌「EICA」） 

環境システム 
計測制御学会 

Vol.29 
No.2/3 
19~23 

2024.10 
 

回転繊維ユニットRBC-OD法に

よる処理能力増強効果とその有

機物除去機構 

〇胡錦陽 
小原卓巳 
柿沼建至 
高田祥暉 
糸川浩紀 

第36回環境システム 
計測制御学会 

（EICA）研究発表会 
（学会誌「EICA」） 

環境システム 
計測制御学会 

Vol.29 
No.2/3 
50~54 

2024.10 
 

マノメトリック手法を用いたア

ナモックス反応特性の評価 
○五月女瞬 
角野立夫 
清水和哉 
山本明広 
糸川浩紀 

日本農芸化学会 
2025年度大会 
講演要旨集 

日本農芸化学会 － 2025.3 

単槽型硝化脱窒プロセスにおけ

るN2Oの生成・放出挙動 
〇高田祥暉 
糸川浩紀 
草野吏 
中村高士 
鈴木重浩 
松井穣 

第59回日本水環境 
学会年会講演集 

日本水環境学会 16 2025.3 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 
   ○は発表者 
 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

省エネ型深槽曝気技術における

反応タンクの溶存窒素濃度の測

定方法 

〇ガンバト ゾルザヤ 
張亮 

山本明広 
糸川浩紀 
中島浩 
吉野徳幸 
山田裕史 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 826~828 2024.7 

省エネ型深槽曝気技術における

反応タンク酸素移動効率の検証 
〇筧尚輝 
綿引綾一郎 
円谷輝美 
石川岳学 
山本明広 
糸川浩紀 
中島浩 
吉野徳幸 
山田裕史 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 829~831 2024.7 

パッケージ型MBBR装置を用い

た仮設排水処理システムの長期

実証時処理性能 

〇安中祐子 
松岡秀美 
濱田眞輔 
小関進介 
山森隼人 
村岡正季 
糸川浩紀 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 856~858 2024.7 

回転繊維ユニットRBC-OD法に

よる処理能力増強効果の長期実

証 

〇柿沼建至 
胡錦陽 
茂庭忍 
小原卓巳 
大月伸浩 
福井智大 
糸川浩紀 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 859~861 2024.7 

長期実証実験に基づくDHSシス

テムを用いた水量変動追従型水

処理技術の導入効果 

〇大森聖史 
松枝孝 
糸川浩紀 
谷脇基文 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 871~873 2024.7 

圧入式スクリュープレス脱水機

(Ⅳ型)による濃縮一体化脱水法の

事後評価調査 

〇小柴卓也 
新川祐二 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 895~897 2024.7 

同軸差動式スクリュープレス脱

水機による下水汚泥の脱水処理

性能 
 
 

〇鎌田晃人 
鈴木真祐子 
島本仙 
新川祐二 
小柴卓也 

第61回下水道研究 
発表会講演集 

日本下水道協会 910~912 2024.7 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 
   ○は発表者 
 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

活性汚泥法における曝気風量の

AI自動制御に対する未学習条件

の影響 

〇山本明広 
高田祥暉 
糸川浩紀 
藤原翔 
平林和也 

第59回日本水環境 
学会年会講演集 

日本水環境学会 19 2025.3 
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２．令和６年度雑誌掲載論文等 

論文等題名 著者名 書籍名 発行所 
巻号 

頁 

発行 

年月 

シリーズ新技術紹介① 
OD 法における二点 DO 制御シス

テム 

橋本敏一 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2013 
26~27 

2024.8 

シリーズ新技術紹介② 
膜分離活性汚泥法 

糸川浩紀 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2015 
30~32 

2024.9 

シリーズ新技術紹介③ 
単槽式 MBR と高速凝集沈殿法に

よる仮設水処理ユニット 

高田祥暉 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2016 
38~39 

2024.10 

シリーズ新技術紹介④ 
全速全水位型横軸水中ポンプ 

丸山徳義 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2017 
52~53 

2024.11 

シリーズ新技術紹介⑤ 
下水汚泥繊維利活用システム 

三宅晴男 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2018 
50~51 

2024.12 

シリーズ新技術紹介⑥ 
鋼板製消化タンク（4 技術） 

熊越瑛 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2019 
48~49 

2025.1 

シリーズ新技術紹介⑦ 
汚泥処理フローの簡素化に寄与す

る汚泥脱水技術 

小柴卓也 上下水道情報 公共投資 
ジャーナル社 

No.2020 
46~47 

2025.2 

処理能力増強･ダウンサイジングに

貢献する JS の新技術 
三宅晴男 
糸川浩紀 

月刊下水道 環境新聞社 Vol.48 
No.3 
7~11 

2025.2 
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   ○は発表者 
 

発表題名 著者名 会議・講演集名 主催者 頁 
開催 
年月 

活性汚泥法における曝気風量の

AI自動制御に対する未学習条件

の影響 

〇山本明広 
高田祥暉 
糸川浩紀 
藤原翔 
平林和也 

第59回日本水環境 
学会年会講演集 

日本水環境学会 19 2025.3 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 

３．表  彰  

受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

昭和 56 年度 全建賞 全日本建設技術協会 活性汚泥循環変法 

昭和 57 年度 全建賞 全日本建設技術協会 回分式 OD 法 

昭和 62 年度 全建賞 全日本建設技術協会 プレハブ OD 法 

平成 2 年度 

全建賞 全日本建設技術協会 汚泥溶融システム 

全建賞 全日本建設技術協会 圧縮焼成技術 

平成 3 年度 推奨賞 科学技術庁 微生物による下水処理（ビデオ） 
（活性汚泥法） 

平成 4 年度 技術賞 日本水環境学会 
「包括固定担体を用いた硝化促進型循
環変法（ペガサス）」 

日本下水道事業団  
日立プラント建設株式会社 

平成 5 年度 

注目発明賞 科学技術庁 汚水の硝化処理装置（ペガサス） 

環境賞 
（環境庁長官賞優秀賞） 

環境調査センター 
㈱日刊工業新聞社 

包括固定化硝化細菌による排水の 
窒素除去技術の開発（ペガサス） 

平成 9 年度 技術賞 日本水環境学会 

「炭化による下水汚泥の有効利用技術
（炭化システム）」 

日本下水道事業団 
大同特殊鋼株式会社 
株式会社 TYK 研究所 

平成 10 年度 優秀論文賞 環境システム計測 
制御学会 

降雨レーダー情報を活用した雨水 
排水施設の効率的な運転操作に関する
基礎調査 

平成 13 年度 化学工業会 
技術賞 化学工学会 造粒濃縮法（BEST システム） 

平成 17 年度 技術賞 日本水環境学会 
「逆受身ラテックス凝集法を用いた亜
硝酸酸化細菌の迅速定量技術」 

日本下水道事業団 
株式会社ヤクルト中央研究所 
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受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

平成 17 年度 
第 42 回 

下水道研究発表会 
優秀発表賞 

日本下水道協会 
「様々な流入負荷変動に対する活性 
汚泥モデルの応答」 

糸川浩紀 

平成 19 年度 
第 44 回 

下水道研究発表会 
最優秀発表賞 

日本下水道協会 
「モンテカルロ法による各種活性汚 
泥法の水質変動要因の解析」 

糸川浩紀 

平成 20 年度 

奨励賞論文 日本下水道協会 
「中空糸気液接触方式を用いた消化 
ガスからの二酸化炭素除去技術」 

澤原大道   島田正夫 
山本博英   猪木博雅 

第 45 回 
下水道研究発表会 

優秀発表賞 
日本下水道協会 

「耐硫酸モルタル防食工法の確立に 
向けて（Ⅱ）」 

持田雅司 

平成 21 年度 

推進賞 日本オゾン協会 継続的なオゾン処理技術の導入促進の
先導等 

論文奨励賞 日本オゾン協会 
「下水処理水中のノロウィルスへの 
オゾン消毒効果」 

岩崎 旬 

平成 22 年度 奨励賞論文 日本下水道協会 

「汚泥の熱可溶化技術を組み込んだ 
高効率嫌気性消化法の実用化に 
関する調査研究」 

中沢俊明   水田健太郎 
猪木博雅   島田正夫 

平成 23 年度 

科学進歩賞 日本化学会 
「肥料利用を目指したリン酸イオン 
吸着材料の開発」 

辻 秀之   堀内昭子 
辻 幸志 

下水道協会誌 
優秀論文 

（有功賞） 
日本下水道協会 

「包括固定化担体を用いた亜硝酸型硝
化アナモックスプロセスによる汚泥脱
水ろ液中の窒素処理」 

井坂和一   能登一彦 
生田 創 
糸川浩紀   村上孝雄 
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受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

平成 24 年度 

奨励賞 化学工学会 

「包括固定化微生物担体を用いたリン
除去における基礎検討」 

下田圭祐   藏本克昭 
鈴木将史   角野立夫 
辻 幸志   川口幸男 
橋本敏一 

第 49 回 
下水道研究発表会 

優秀発表賞 
日本下水道協会 

「南蒲生浄化センターの応急復旧段階
における水処理方式の処理性能」 

橋本敏一 

平成 27 年度 

第 52 回 
下水道研究発表会 

優秀発表賞 
日本下水道協会 

「濃縮工程を省略した新しい処理シス
テムの設計手法」 

碓井次郎 

第 8 回 
国土交通大臣賞 

〈循環のみち下水道賞〉 
グランプリ 

国土交通省 

「産官学が連携した効率的な下水処理
技術の開発」 

前澤工業株式会社 
高知大学 
高知県 
香南市 
日本下水道事業団 

技術賞 日本水環境学会 
「オキシデーションディッチ法におけ
る二点 DO 制御システム」 

藤原 拓   陳 小強 
橋本敏一   中町和雄 

平成 29 年度 

奨励賞 環境システム計測 
制御学会 

「担体法と高速砂ろ過を用いた既存水
処理施設の処理能力増強技術の開発」 

福沢正伸   土井知之 
宍田健一   斉藤 功 
青木 順   馬場 圭 
橋本敏一 

奨励賞 環境システム計測 
制御学会 

「遠隔監視システムへの適用を目的と
した制御性能改善技術の信頼性向上」 

難波 諒   平岡由紀夫 
橋本敏一   糸川浩紀 
井上英男   矢野洋一郎 
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受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

平成 30 年度 

論文賞 環境システム計測 
制御学会 

「遠隔監視システムへの適用を目的と
した制御性能改善技術の信頼性向上」 

難波 諒   平岡由紀夫 
橋本敏一   糸川浩紀 
井上英男   矢野洋一郎 

第 44 回優秀環境 
装置表彰 

経済産業省 
技術環境局長賞 

日本産業機械工業会 

｢無曝気循環式水処理装置｣ 
高知市上下水道局 
国立大学法人高知大学 
日本下水道事業団 
メタウォーター株式会社 

第 44 回優秀環境 
装置表彰 

日本産業機械 
工業会会長賞 

日本産業機械工業会 
｢圧入式スクリュープレスによる 
濃縮一体化脱水システム｣ 

日本下水道事業団 
株式会社石垣 

第 55 回 
下水道研究発表会 

最優秀賞 
（英語口頭発表 

部門） 

日本下水道協会 
「Excess Sludge Reduction by Multi-
stage Fixed Bed Biofilm Process- 
Full-scale Demonstration」 

糸川浩紀 

令和元年度 

Frontiers of 
Environmental 

Science & 
Engineering(FESE)’s 
Best Paper of 2018 

Frontiers of 
Environmental  

Science & 
Engineering 

「Energy reduction of a 
submerged membrane bioreactor 
using a polytetrafluoroethylene 
(PTFE) hollow-fiber membrane」 

Taro Miyoshi) 
Thanh Phong Nguyen) 
Terumi Tsumuraya) 
Hiromu Tanaka) 
Toru Morita) 
Hiroki Itokawa 
Toshikazu Hashimoto 

下水道協会誌 
奨励論文 

（実務部門） 
日本下水道協会 

「セラミック平膜を用いた浸漬型 MBR
システムの省エネ化と合流 
式下水道への対応に関する研究」 

打林真梨絵   豊岡和宏 
新井喜明     佐野 勇 
山下喬子     橋本敏一 

「STI for SDGs」 
アワード 
優秀賞 

国立研究開発法人 
科学技術振興機構 

「汚水処理の持続性向上に向けた高知
家（こうちけ）の挑戦～産官学による
新技術開発と全国への展開～」 

高知大学 
香南市 
高知県 
前澤工業株式会社 
日本下水道事業団 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 

受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

令和 2 年度 
下水道協会誌 

優秀論文 
（実務部門） 

日本下水道協会 

「最初沈殿池汚泥から回収した繊維状
物の脱水助材としての利用が嫌気性消
化を伴う下水汚泥処理に及ぼす影響」 

杤岡英司   山下 学 
碓井次郎   三宅晴男 
寺田昭彦   細見正明 

令和 3 年度 

第 47 回優秀環境 
装置表彰 

経済産業大臣賞 
日本産業機械工業会 

「二点 DO 制御を用いた省エネ型 OD
装置」 

前澤工業株式会社 
国立大学法人高知大学 
日本下水道事業団 

奨励賞 環境システム計測 
制御学会 

「単槽型硝化脱窒プロセスにおける
ICT・AI を活用した風量制御の性能及
び特性」 

中 大輔   高橋宏幸 
糸川浩紀   松井 穣 
藤井都弥子 

令和 4 年度 
第 48 回優秀環境 

装置表彰 
日本産業機械工業会

会長賞 
日本産業機械工業会 

「新型汚泥焼却設備 
（OdySSEA（オデッセア））」 

JFE エンジニアリング株式会社 
日本下水道事業団 
川崎市上下水道局 

令和 5 年度 

第 49 回優秀環境 
装置表彰 

経済産業大臣賞 
日本産業機械工業会 

「脱水乾燥システム」 
月島アクアソリューション株式会社 
日本下水道事業団 

第 49 回優秀環境 
装置表彰 

日本産業機械工業会
会長賞 

日本産業機械工業会 

「省電力送風装置（流動タービン）を
用いた下水汚泥焼却設備」 

愛知県 
日本下水道事業団 
メタウォーター株式会社 
株式会社クボタ 
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注) 著者名(下線)は JS 所属 

受 賞 年 度 受 賞 名 称 表 彰 機 関 受 賞 対 象 

令和 6 年度 
第 50 回優秀環境 

装置表彰 
日本産業機械工業会 

会長賞 
日本産業機械工業会 

「ダウンサイジング型ベルトプレス脱
水機（DSBP）」 

月島 JFE アクアソリューション株式
会社 
日本下水道事業団 
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注）発明者の所属は当時のもの。 

４．知的財産権 

                        （令和 7 年 3 月 31 日現在） 

種

別 
発明の名称 

発明者 
(JSのみ) 

特許権者 
(JS共同特許権者) 

出願日 出願番号 登録日 
特許 

番号 

特

許 

分水方法および分水

装置 
本部  村上孝雄 ― H18.7.4 2006-184575 H21.8.7 4354468 

特

許 
汚泥の炭化処理設備 

本部  山本博英 

    弓削田克美 

    猪木博雅 

    嘉戸重仁 

大同特殊鋼㈱ H19.3.28 2007-085938 H23.6.10 4756556 

特

許 

炭化製品の発熱抑制

処理方法及び発熱抑

制処理装置 

本部  山本博英 

    弓削田克美 

    猪木博雅 

    嘉戸重仁 

大同特殊鋼㈱ H19.3.28 2007-085937 H25.1.18 5179082 

特

許 

耐酸性コンクリート

の製造方法 

本部  稲毛克俊 

    須賀雄一 

    森田美也 

日本ヒューム㈱ 

㈱安藤・間組 
H19.4.6 2007-100716 H24.8.31 5071844 

特

許 

耐酸性複合体及び補

修工法 

本部  稲毛克俊 

    須賀雄一 

    森田美也 

電気化学工業㈱ H19.11.27 2007-305731 H25.10.4 5376794 

特

許 

熱可溶化乾燥を組み

合わせた嫌気性処理

方法 

本部  島田正夫 

    猪木博雅 

    水田健太郎 

三菱化工機㈱ H21.2.4 2009-023378 H23.12.16 4886798 

特

許 

有機性汚泥の嫌気性

消化処理方法 

本部  島田正夫 

    猪木博雅 

    水田健太郎 

三菱化工機㈱ H21.2.4 2009-023377 H24.6.1 5007311 

特

許 

下水処理場の運転支

援装置及び運転支援

方法 

本部  中沢 均 

    川口幸男 
㈱ウォーターエージェンシー H22.12.27 2010-289267 H27.7.10 5775296 

特

許 

プロセス監視診断装

置 

本部  佐野勝実 

    橋本敏一 

    佐々木稔 

㈱東芝 H22.12.28 2010-293048 H27.8.14 5793299 

特

許 

プロセス状態監視装

置 

本部  佐野勝実 

    橋本敏一 

    佐々木稔 

㈱東芝 H22.12.28 2010-291645 H27.10.2 5813317 

特

許 

排水処理装置及びそ

の運転方法 

本部  中沢 均 

    川口幸男 

国立大学法人高知大学 

前澤工業㈱ 
H23.1.11 2011-003089 H27.4.10 5725869 

特

許 
排水処理装置 

本部  中沢 均 

    橋本敏一 

    川口幸男 

    辻 幸志 

㈱東芝 H23.6.1 2011-123611 H27.10.2 5813377 

特

許 
排水処理装置 

技術戦略部 

    橋本敏一 

戸田技術開発分室 

    川口幸男 

国立大学法人高知大学 

前澤工業㈱ 
H23.11.15 2011-249470 H28.1.8 5863409 

特

許 
有機性排水処理装置 

技術戦略部 

    橋本敏一 

    三宅十四日 

戸田技術開発分室 

    川口幸男 

㈱東芝 H25.3.14 2013-051395 H29.2.17 6091943 
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種

別 
発明の名称 

発明者 
(JSのみ) 

特許権者 
(JS共同特許権者) 

出願日 出願番号 登録日 
特許 

番号 

特

許 

プロセス監視診断装

置 

技術戦略部 

    佐野勝実 

    濵田知幸 

㈱東芝 H25.3.14 2013-051930 H29.9.29 6214889 

特

許 
リン回収装置 

技術戦略部 

    橋本敏一 

    若山正憲 

㈱東芝 H25.7.23 2013-153096 H29.5.12 6139315 

特

許 

膜分離活性汚泥処理

装置及び膜分離活性

汚泥処理方法 

技術戦略部 

    橋本敏一 

    糸川浩紀 

㈱日立プラントサービス H26.6.19 2014-126563 H29.11.17 6243804 

特

許 

汚泥脱水処理方法お

よび汚泥脱水処理シ

ステム 

技術戦略部 

    山本博英 

    碓井次郎 

    岩崎 旬 

    島田正夫 

    三宅十四日 

㈱石垣 H26.11.25 2014-237580 H30.3.23 6309883 

特

許 

省エネルギー型汚泥

処理システム 

技術戦略部 

    山本博英 

    岩崎 旬 

    碓井次郎 

      三宅十四日 

東海総合事務所 

      宮内千里 

メタウォーター㈱ H27.3.16 2015-052048 H31.2.22 6482913 

特

許 

繊維状物測定装置及

びその測定方法 

技術戦略部 

    山本博英 

    碓井次郎 

    岩崎 旬 

      島田正夫 

    三宅十四日 

㈱石垣 H27.3.31 2015-070931 H30.8.24 6389137 

特

許 

汚泥処理システム及

び汚泥処理方法 

技術戦略部 

    山本博英 

    碓井次郎 

    岩崎 旬 

      島田正夫 

    三宅十四日 

㈱石垣 H27.3.31 2015-070930 H30.3.2 6298792 

特

許 
繊維状物回収装置 

技術戦略部 

    山本博英 

    碓井次郎 

    岩崎 旬 

      島田正夫 

    三宅十四日 

㈱石垣 H27.3.31 2015-070929 H30.3.23 6309912 

特

許 

汚泥脱水装置及び汚

泥脱水方法 

技術戦略部 

   山本博英 

   碓井次郎 

   岩崎 旬 

島田正夫 

   三宅十四日 

㈱石垣 H27.3.31 2015-070928 H30.3.2 6298791 

特

許 

固液分離システムお

よび傾斜板 

技術戦略部 

    橋本敏一 

    笹部 薫 

積水アクアシステム㈱ 

(公財)愛知水と緑の公社 
H27.9.25 2015-188827 H29.7.28 6182190 
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種

別 
発明の名称 

発明者 
(JSのみ) 

特許権者 
(JS共同特許権者) 

出願日 出願番号 登録日 
特許 

番号 

特

許 
汚泥消化槽 

技術戦略部 

    細川 恒 

    碓井次郎 

    島田正夫 

    池上 梓 

月島JFEアクアソリューション㈱ H29.1.13 2017-004210 H29.12.15 6259535 

特

許 

逆電気透析を利用し

て水素を発生させる

方法及び装置 

技術戦略部 

    細川 恒 

    碓井次郎 

国立大学法人山口大学 

㈱正興電機製作所 

㈱アストム 

H28.11.21 2016-225692 H30.8.10 6382915 

特

許 
散水ろ床の洗浄方法 ― 

メタウォーター㈱ 

高知市 

国立大学法人高知大学 

H30.3.30 2018-068183 R1.6.28 6545857 

特

許 
汚泥濾過装置 

技術戦略部 

    細川 恒 

    碓井次郎 

    金澤純太郎 

住友重機械エンバイロメント㈱ H29.3.23 2017-058220 R2.11.30 6802099 

特

許 

固液分離システムお

よび固液分離方法 

技術戦略部 

   橋本敏一 
   清水克祐 

積水アクアシステム㈱ 

(公財)愛知水と緑の公社 
H31.2.4 2019-018232 R4.12.2 7187340 
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５．新技術の選定・導入 

 
JS では、地方公共団体の多様なニーズに応える新技術を下水道事業へ積極的に活用するため、

優れた新技術を受託建設事業に円滑に導入することを目的として、平成 23 年度から新技術導入制

度を運用している。なお、本制度で選定した新技術は、JS の受託建設事業における適用性を確認

したものであり、JS 受託建設事業以外での性能等を評価したものではない。 

本制度では、JS が単独または共同研究により開発した技術を「新技術Ⅰ類」、公的な機関により

開発・評価され、JS が技術確認を行った技術を「新技術Ⅱ類」、民間企業が独自に開発し、JS が技

術確認を行った技術を「新技術Ⅲ類」に区分の上、選定している。なお、技術選定の有効期間は、

選定日（変更選定を受けた場合は変更選定日）から 5 年間であり、技術選定を受けた者の申請によ

り 1 回に限り延長が可能である（最長 10 年）。 

令和 6 年度には新たに新技術Ⅰ類を 3 技術選定した。同年度末までに選定された新技術は、累計

で、新技術Ⅰ類 43 技術（うち 8 技術は有効期間満了）、新技術Ⅱ類 5 技術（うち 2 技術は有効期間

満了）、新技術Ⅲ類 2 技術の計 50 技術である。 

また、JS 受託建設事業における導入決定件数は、令和 6 年度末現在、23 技術、145 件である。 
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５．１ 令和６年度末現在選定技術一覧 

区分 類型 技術名 技術選定を受けた者 備考※ 

水処理 

等 

Ⅰ類 

アンモニア計による送気量フィードフ
ォワード制御技術 日新電機㈱  

アンモニア計と制御盤から構成される
風量調節弁制御装置 ㈱神鋼環境ソリューション  

セラミック平膜を用いた省エネルギー
型 MBR システム ㈱明電舎  

細径 PVDF 中空糸膜を用いた省エネル
ギー型 MBR システム 

三菱ケミカルアクア・ソリュー
ションズ㈱、水 ing エンジニア
リング㈱、三菱化工機㈱ 

 

オゾン水による膜洗浄を用いた省エネ
ルギー型 MBR システム 三菱電機㈱  

初沈代替高速ろ過システム メタウォーター㈱  

多槽循環式 MBR システム ㈱クボタ  

最終沈殿池用傾斜板沈殿分離装置 積水アクアシステム㈱  

単槽式 MBR と高速凝集沈殿法による
仮設水処理ユニット ㈱日立プラントサービス  

破砕・脱水機構付垂直スクリュー式除
塵機 住友重機械エンバイロメント㈱  

ディスク式特殊長毛ろ布ろ過装置 メタウォーター㈱、前澤工業㈱  

回転繊維体を用いた OD 法向け前処理
技術 東芝インフラシステムズ㈱  

OD 法における二点 DO 制御システム 高知大学、前澤工業㈱ 満了 
標・基 

担体投入活性汚泥法（リンポープロセ
ス） ㈱西原環境 継続 

高速吸着剤を利用したリン除去・回収
技術  旭化成ケミカルズ㈱ 満了 

ゴムメンブレン式超微細気泡散気装置 JFE エンジニアリング㈱、三菱
化工機㈱、㈱西原環境 満了 

Ⅱ類 
担体利用高度処理システム（バイオチ
ューブ） JFE エンジニアリング㈱ 満了 

Ⅲ類 
高速砂ろ過システム（高速上向流移床
型砂ろ過） ㈱タクマ  

雨水 Ⅰ類 全速全水位型横軸水中ポンプ ㈱石垣  
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区分 類型 技術名 技術選定を受けた者 備考※ 

脱水 Ⅰ類 

圧入式スクリュープレス脱水機（Ⅳ型）
による濃縮一体化脱水法 ㈱石垣  

回転加圧脱水機Ⅳ型 巴工業㈱  

ダウンサイジング型ベルトプレス脱水
機 月島機械㈱  

多重板型スクリュープレス脱水機－II
型 アムコン㈱  

難脱水対応強化型スクリュープレス脱
水機 

㈱神鋼環境ソリューション、 
㈱北淩  

下水汚泥由来繊維利活用システム ㈱石垣  

ダウンサイジング対応型同軸差動式ス
クリュープレス脱水機 

水 ing エンジニアリング㈱、 
水 ing㈱  

後注入２液型ベルトプレス脱水機 メタウォーター㈱  

圧入式スクリュープレス脱水機(Ⅲ型) ㈱石垣 満了 
標・基 

難脱水性汚泥対応型ベルトプレス脱水
機 住友重機械エンバイロメント㈱ 満了 

回転加圧脱水機Ⅲ型 巴工業㈱ 満了 

消化 Ⅰ類 

高濃度対応型ろ過濃縮･中温消化シス
テム 月島機械㈱  

下部コーン型鋼板製消化タンク 月島機械㈱ 標・基 

4 分割ピット式鋼板製消化タンク ㈱石垣 標・基 

噴射ノズル式鋼板製消化タンク JFE エンジニアリング㈱、 
㈱フソウ 標・基 

パッケージ型鋼板製消化タンク ㈱神鋼環境ソリューション 標・基 

熱改質高効率嫌気性消化システム 三菱化工機㈱ 継続 

担体充填型高速メタン発酵システム メタウォーター㈱ 満了 

アナモッ

クス 
Ⅰ類 

アナモックス反応を利用した窒素除去
技術 ㈱タクマ、メタウォーター㈱ 継続 
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区分 類型 技術名 技術選定を受けた者 備考※ 

電力 

創造 
Ⅰ類 階段炉による電力創造システム ㈱タクマ  

焼却  
・  

燃料化  

Ⅰ類 

多段最適燃焼制御付気泡流動炉 三菱重工環境・化学エンジニア
リング㈱  

二段燃焼式旋回流動炉 水 ing エンジニアリング㈱  

過給機を用いた流動床炉向け省電力送
風装置（流動タービン） メタウォーター㈱、㈱クボタ  

電熱スクリュ式炭化炉を用いた汚泥燃
料化技術 ㈱神鋼環境ソリューション  

汚泥性状変動対応型蒸気乾燥システム 水 ing エンジニアリング㈱  

湿式炭化による下水汚泥利活用技術 ㈱神鋼環境ソリューション  

循環型多層燃焼炉 メタウォーター㈱ 満了 

Ⅱ類 

多層燃焼流動炉 メタウォーター㈱ 継続 

気泡式高効率二段焼却炉 ㈱神鋼環境ソリューション 継続 

過給式流動燃焼システム 月島機械㈱、三機工業㈱ 満了 

Ⅲ類 高効率二段燃焼汚泥焼却炉 ㈱神鋼環境ソリューション 継続 

 
※技術選定後、一定期間が経過した技術についての取り扱い 

  標・基：標準化・基準化された技術 

  満了： 技術選定された日から一定期間が経過し、有効期限が満了した技術  
  継続： 継続導入技術（有効期間が満了した後も、引き続き導入の必要性が認められるとして

JS が指定した技術） 
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付１.  JS 技術開発・活用基本計画 2022（概要版） 
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付２. 技術開発実験センターの概要 



技術開発実験センターの概要

技術開発実験センターは、分流式下水道の実下水を用いたパイロットプラント規模の実証実

験のための常設実験ヤードを確保するとともに、民間企業などとの共同研究をさらに推進する

ことなどを目的として、2001 年 6 月に開所した。

技術開発実験センターでは、隣接する真岡市水処理センターより送水した分流式下水道の実

下水を用いて、比較的規模の大きいパイロットプラント実験を行えるほか、実規模の反応タンク

を模擬した多目的実験用水槽を用いて、各種機器の性能試験などを行うことが可能である。令和

6 年度末までの共同研究による利用件数は 68 者となっている。

技術開発実験センター施設概要

所 在 地 栃木県真岡市八木岡 1309 番 2

敷地面積 約 13,000 m2

開所年月 2001 年 6 月

主要施設

・研究棟（鉄筋コンクリート造、2 階建）

・実験棟（鉄骨造、平屋建）

・中央実験ヤード（230 m2×9 区画）

・多目的実験用水槽（鋼製、幅 6 m×有効水深 6 m×長さ 12 m×1 槽）

実験原水

隣接する真岡市水処理センターより分流汚水を取水

・流入下水：740 m3/日（中央実験ヤード 1 区画あたり最大 80 m3/日）

・最初沈殿池流出水：540 m3/日（同上 60 m3/日）

施設平面図および中央実験ヤード使用実績（2024 年度）

施設平面図
中央実験ヤード

区画 利用者

1 －

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

7 －

8 －

9 －

多目的実験用水槽

－

実験棟（活性汚泥処理実験プラント）

㈱明電舎

2025 年 2 月～2026 年 9 月

5

6

7

8

9

1

2

3

4

正門

研究棟

多目的
実験用
水槽

受排水槽

中央実験ヤード

N

真岡市水処理センター

駐車場

西実験ヤード

実験棟
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また、JS では技術開発における基本的な方針や方向性、具体的に取り組むべき技術分野や開
発課題を設定した基本計画（付１参照）に基づき、JS 自らの財源を確保して安定的かつ継続的
な調査研究（基礎・固有調査研究）を実施している。基礎・固有調査研究の実施に必要な施設は、

施設整備拡充準備金を原資として技術開発実験センター敷地内に整備しており、2020 年度に実
験棟や活性汚泥処理実験プラント等の実験設備を整備し、これら実験設備を使った調査研究を

行っている。
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